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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

１．評価対象に関する事項

法人名 国立研究開発法人産業技術総合研究所

評価対象事業年

度

年度評価 令和２年度（第５期）

中長期目標期間 令和２年度～令和６年度

２．評価の実施者に関する事項

主務大臣 経済産業大臣

法人所管部局 担当課、責任者

評価点検部局 担当課、責任者

３．評価の実施に関する事項

（経済産業省にて記入）

４．その他評価に関する重要事項

（経済産業省にて記入）



4 

様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 

１．全体の評定

評定

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

Ａ：「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

A 
評定に至った理由 I.研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項にある 3項目、 I-1 産総研の総合力を活かした社会課題の解決、I-2経済成長・産業競争力の強化に向けた橋

渡しの拡充および I-3 イノベーション・エコシステムを支える基盤整備について、以下の理由によりＡ評定とした。 

I-1 産総研の総合力を活かした社会課題の解決

【エネルギー・環境制約への対応】 

「温室効果ガス大幅削減のための基盤技術開発」において、海水を利用した人工光合成技術の実用化応用に資する技術は、複数のメディアに取り上げられた。ハイドライ

ド気相成長法を用いた InGaP/GaAsからなる 2接合セルで世界最高の変換効率 26.9％を達成した。 

「資源循環型社会に向けた資源の高度利用技術とシステム評価技術の開発」では、窒素循環技術等についてムーンショット型研究開発事業の代表機関として、吸脱着可能

なコバルト置換体プルシアンブルー（PB）吸着材を開発し、企業と共同で社会実装に向けた研究を推進している。また、CO2変換技術では、産総研の成果が環境化学分野にお

いて著名な GREEN CHEMISTRY誌（Q1ジャーナル、IF=9.48）の Hot articleとして選出された。 

「環境保全と開発・利用の調和を実現する環境評価・修復・管理技術の開発」では、休廃止鉱山関連研究成果が、経済産業省の第 6次『特定施設に係る鉱害防止事業の実

施に関する基本方針』策定検討の基盤情報として活用された。 

【少子高齢化の対策】 

「全ての産業分野での労働生産性の向上と技能の継承・高度化に資する技術の開発」においては、労働生産性向上のための遠隔操作自律作業技術について概念実証（PoC）

を行い、また重量物搬送支援については、共通基盤のオープンソース化を行い、社会実装への道筋を明確にした。 

「生活に溶け込む先端技術を活用した次世代ヘルスケアサービスに資する技術の開発」については、日常行動から認知症を早期発見する技術の開発を企業 7社・大学との

コンソーシアム型共同研究により推進、社会実装のための基盤的成果を得た。

「QoLを向上させる高品質・高機能・高精度な治療・診断技術の開発」では、人工心臓ポンプの開発成果について、複数のメディアで報道され、また企業と共同研究によ

り、社会実装が期待できる成果創出につながった。また抗菌活性を持つ入れ歯用新規粘膜調整材については、厚生労働省の承認を受け上市の見通しがたった。 

【強靭な国土・防災への貢献】 

「強靱な国土と社会の構築に資する地質情報の整備と地質の評価」の成果である、地震発生確率が不明な活断層に対する調査結果が、国の地震調査本部による評価の信頼

性向上に貢献した。また、富士山火山地質図等の地質情報がハザードマップの改訂作業に活用され、想定火口域の見直しなどに反映された。 

「持続可能な安全・安心社会のための革新的インフラ健全性診断技術および長寿命化技術の開発」では、三次元 X線検査装置の実用化を目指した電柱内部の鉄筋観察に係

る共同研究を関連電柱施工会社と開始した。 

また、令和 2年度計画策定当時には想定されていなかった、緊急の社会課題である「新型コロナウイルス感染症対策」については、全所的な検討チームを立ち上げて、感

染防止対策や行動指針につながる研究を進めるため、理事長のリーダーシップのもと研究体制を迅速に構築し、感染防止対策や行動指針の策定につながる研究開発の成果が

感染症対策における政府方針の決定に貢献した。また、高速 PCR検査装置については、専用試薬キットが連携先企業により上市され、保険適用を受けた。 

以上のように、中長期目標で「重要度：高」「困難度：高」とされている当該目標について令和 2年度計画を達成し、さらに社会課題の解決に向けて大きなインパクトが想

定される成果が得られたためＡ評定とした。 

I-2 経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充

中長期目標で「困難度：高」とされている（１）産業競争力の強化に向けた重点的研究開発の推進については、以下のとおり産業ニーズに的確かつ高度に応えた研究開発

を実施した。 

【エネルギー・環境領域】 

「モビリティエネルギーのための技術の開発」では、ゼロエミッションモビリティパワーソース研究コンソーシアムの設立（令和 2年 4月設立）等を中心とした連携によ

り社会実装を加速させた。 
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「電力エネルギー制御技術の開発」では、パワーデバイスに不可欠な 6インチ 4H-SiCエピタキシャル膜の製膜技術を TIAパワエレ拠点（産学官共同研究体）の量産試作ラ

インに移管した。また金属多硫化物を用いる革新的高エネルギー密度電池の開発成果は産学集中拠点方式で、自動車・電池メーカからの研究者と共同で進められており、事

業化に繋がる成果である。 

【生命工学領域】 

「医療システムを支援する先端基盤技術の開発」においては、産総研が構築した創薬支援技術を技術移転しベンチャーを創業し、その企業が製薬会社の賞を受賞するなど

業界において高い評価を受けた。 

「バイオエコノミー社会を実現する生物資源利用技術の開発」においては、産総研を代表機関とする「スマートバイオプロセスコンソーシアム」における産学官連携によ

る廃水処理の実証試験を推進した。 

【情報・人間工学領域】 

 「人間中心の AI社会を実現する人工知能技術の開発」では、AIとシミュレーションを融合した生産ラインの事前評価効率化の成果を基に、設計・コンサルティングを行う

事業会社（BIRD INITIATIVE株式会社）を設立した。 

「産業や社会システムの高度化に資するサイバーフィジカルシステム技術の開発」における、心身機能解析が行える基盤ソフトウェアの研究開発では、産総研知財として 3

件登録し、産総研の知財に基づく共同研究を進め、実用化の道筋を明確にした。 

「ライフスペースを拡大するモビリティ技術の開発」では、自動運転から手動運転への切り替えに要する時間の定量化に成功し、自動車工業会へ成果移管に合意し、国際

標準化を進めることで製品や技術の実装が期待される。また、自治体と共同で実環境に近い実証実験を行い、自動運転サービスの事業化モデル構築を行った。 

【材料・化学領域】 

「ナノマテリアル技術の開発」では、CNTやグラフェン等のナノマテリアルの合成、部素材化から評価までの幅広い技術開発を基に企業との共同研究を行っており、ナノマ

テリアル技術の社会実装が期待される。

「スマート化学生産技術の開発」の成果である、インフォマティクス技術を利用した近赤外分光による高分子材料の劣化診断技術は 30件の企業共同研究に繋がっている。

「革新材料技術の開発」では、ニオイ検知用ガスセンサで７件の企業共同研究を遂行し、社会実装の道筋を明確にした。

【エレクトロニクス・製造領域】 

「情報処理のエネルギー効率を飛躍的に向上させるデバイス・回路技術の開発」は一部数値目標の未達があるが、AIチップ設計拠点については、28件の企業、大学等の AI

チップ開発を支援し、我が国の開発競争力強化に貢献した。

「データ活用の拡大に資する情報通信技術の開発」の成果を基に、回路基板を製造販売する部品メーカと、次世代光電コパッケージ実用化に向けた共同研究を開始すると

ともに、装置メーカとの実証試験の枠組みを構築し、事業化に向けた道筋を明確にした。 

「変化するニーズに対応する製造技術の開発」の成果である、広い入射角範囲で世界最高レベルの低反射特性を有する防曇レンズパネルは、民間企業と共同開発し、企業

は事業を開始した。 

【地質調査総合センター】 

「産業利用に資する地圏の評価」では、天然ガス田等でのメタン生成活動に重要な役割を担う細菌（RT761株）を培養することに成功し、成果が Nature Communications誌

へ掲載されたことは分科会から将来の橋渡しにつながる重要成果であると評価されている。 

【計量標準総合センター】 

「ものづくりおよびサービスの高度化を支える計測技術の開発」では、 ポスト 5Gデバイスの評価技術の高度化で、300 GHz帯での反射特性等の測定のばらつきを従来の

1/10に抑制することに世界で初めて成功し、企業等との資金提供型共同研究により、実用化に向けて道筋がついた。 

「バイオ・メディカル・アグリ産業の高度化を支える計測技術の開発」では、非接触体温計測の高精度化と信頼性向上に向けて、産総研開発の「暗黒シート」を活用した

0.1 ℃より良い基準温度精度の実現に必要な放射率 0.998以上を有する、平面黒体装置の基盤技術を確立したことで、上市・事業化に向けた課題と道筋を明確にした。 

このように、目標の水準を超える多くの成果が得られたこと、本項目の「重点的研究開発」の部分については、第 5期中長期目標において困難度：高と設定されているこ

とを総合的に判断して、Ａ評価とした。 

I-3 イノベーション・エコシステムを支える基盤整備

【基盤的技術の開発】 

「多種多様なデータを収集可能にするセンシングシステム技術の開発」の成果である世界最薄最軽量のハプティクス用フィルム状アクチュエータアレイは、皮膚に多彩な

触覚を与えられる技術として関連特許 3件を出願し、本技術のプレスリリース後に企業等から多数の問い合わせを受けた。 
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「非連続な技術革新をもたらす量子状態制御基礎技術の開発」では、成果を Q1ジャーナルで発表したところ、国際的に高い反響を呼び、出版から僅か 6か月で、プレプリ

ントも含めて 23件の引用数（Google Scholar調べ）を達成した。

「バイオものづくりを支える製造技術の開発」では、糖鎖関連のポータルサイトに関する論文を Nature Methods（Nature Index収録のハイレベルな Q1ジャーナ

ル,IF=30.822)にて発表し、新聞などでも 6件取り上げられた。

「先進バイオ高度分析技術の開発」では、単純ヘルペスウイルスによる脳炎発症の仕組みを明らかにし、Nature index収録の Nature Communications誌に発表した。

「データ連携基盤の整備」では、開発した技術を ABCI及び大規模機械学習処理のベンチマークである MLPerf HPCベンチマークに適用した結果、他のスパコン拠点に圧倒

的な大差をつけて世界最速記録を達成した。 

【標準化活動の推進】 

「パワーデバイス、パワーデバイス用ウェハに関する標準化」については、令和 2年度の SiCエピ欠陥の非破壊試験法に関して、IEC規格 1件の成立と、関連技術の新規

IEC提案 1件を行った。 

「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた標準化」では、太陽光発電システムにおける動的効率試験法（IEC TS 63156）の国際標準化（正式採用）に繋がった。 

「デジタル・サービスに関する標準化」については、産総研が開発した映像酔い抑制評価技術について、国際標準文書(ISO 9241-394:2020)として制定された。（業界ガイ

ドラインにも採用された。） 

「機能性材料等の再資源化及び評価技術の標準化」では、ガスバリアフィルム用粘土については、ISOの規格開発の最終段階となる規格発行のプロセスに移行した。 

【知的基盤の整備と一層の活用促進に向けた取組等】 

「地質調査のナショナルセンターとしての地質情報の整備」では、陸域では計画を超える 5万分の 1地質図幅 2区画を出版し、20万分の 1地質図幅 1区画を改訂した。地

質図幅が原子力施設の設置基準等の基礎資料になった。 

「計量標準の開発・整備・供給と活用促進」では、国際度量衡委員会物質量諮問委員会の核酸分析ワーキンググループにおいて実施された新型コロナウイルス遺伝子の定

量に関する国際比較プロジェクトに参加した。 

「計測技術を活用した適合性評価基盤の構築」においては、自動車業界と連携し、我が国のデファクトスタンダードであったひずみゲージ式加速度計の遠心校正につい

て、これまでに構築した国家標準や国際標準化に加え、国内自動車業界に不可欠な適合性評価基盤を整備し、最高レベルの信頼性を構築した。欧米の評価手法へ変更する必

要がなくなり、コスト軽減と、我が国で蓄積された技術データ・ノウハウの消失防止に貢献した社会的意義が高く評価され、2020年度日本機械学会標準事業表彰 国際功績賞

を受賞した。 

このように、令和 2年度計画を達成し、社会的に大きなインパクトを与える成果が得られたため、総合的に見てＡ評価とした。 

上記以外の項目（I-4、II、III、IV）については全てＢ評定とした。I-1.～IV.の自己評価結果と、「国立研究開発法人産業技術総合研究所の業務の実績の評価指針」にある

評価ウェイトを考慮して、全体評定を Aとした。 

なお、この評定は、産業技術総合研究所自己評価検証委員会（令和 3年 5月 6日開催）において、妥当であるとの検証結果を得ている。 

１．委員名簿 

仲谷 善雄  委員長（学校法人立命館 理事・総長・立命館大学長） 

赤井 芳恵  委員 （東芝エネルギーシステムズ株式会社 エネルギーシステム技術開発センター シニアフェロー） 

川﨑 清隆  委員 （弁護士法人 御堂筋法律事務所 弁護士） 

中野 裕美  委員 （豊橋技術科学大学 副学長 教授） 

瀧澤 美奈子 委員 （日本科学技術ジャーナリスト会議 副会長） 

関根 泰 委員／エネルギー・環境領域分科会主査 （早稲田大学 理工学術院 先進理工学部応用化学科 教授） 

木野 邦器  委員／生命工学領域分科会主査 （早稲田大学 理工学術院 先進理工学部応用化学科 教授・理工学術院総合研究所 所長） 

原山 優子  委員／情報・人間工学領域分科会主査 （国立研究開発法人 理化学研究所 理事） 

関野 徹 委員／材料・化学領域分科会主査 （大阪大学 産業科学研究所 所長・教授） 

財満 鎭明  委員／エレクトロニクス・製造領域分科会主査 （名城大学大学院 理工学研究科 教授） 

小嶋 智 委員／地質調査総合センター分科会主査 （岐阜大学 工学部 社会基盤工学科 教授） 
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金澤 秀子  委員／計量標準総合センター分科会主査 （慶應義塾大学 名誉教授） 

２．検証委員のコメントは次のとおり。 

 広範な領域・分野に渡った研究開発を組織的かつ戦略的に推進している。次代へ向け、場合に応じては取捨選択を含めたメリハリを付けつつ、先駆的な研究開発に関して

更なる前進を期待したい。

 「社会課題の解決」を目指した融合ラボ・融合プロジェクト、標準化活動の組織的強化は新しい取り組みとして評価する。大学や企業等の他機関との連携推進による更な

る総合力の強化、社会実装を目指した取組の一層の加速に期待したい。

 経営方針に基づいた運営・実施体制改革・整備が適切に進められており、今後、業務運営の効率化やマネジメント機能の強化が順調に達成され、オペレーショナルなもの

になることを期待する。

 研究戦略室で策定した研究開発戦略を産総研の総合力を用いて実行する取り組みは素晴らしい。課題が大きいほど、プロジェクトリーダーの力量が必要になるので、その

育成も併せて実施いただきたい。

 国研としてダイバーシティ推進の手本になっていただきたい。理工系学生における女子学生割合などの現状は理解できるが、アンコンシャス・バイアスも考慮し、より積

極的なアクションを明確に示すことを期待したい。

 現在の取り組みを高く評価した上で、産総研には国の研究をリードする存在として、よりアグレッシブ、よりチャレンジング、より自由な組織であって欲しい。そのよう

な組織風土を作るための研究開発制度、人事制度、各種制度の改革を、今後も積極的に行っていただきたい。

３．各研究領域が進めるテーマを対象として、自己評価検証委員会に先立ち分科会を開催し、主査及び専門委員による確認を行った。確認結果は主査により自己評価検証委

員会において報告された。 

分科会専門委員（分科会のみの出席） 

エネルギー・環境領域

岩田 章裕（関西電力株式会社 技術研究所 所長） 

山田 由佳（パナソニック株式会社 テクノロジー本部 事業開発室 企画総括） 

生命工学領域 

大久保 明子（住友ベークライト株式会社 S-バイオ事業部 事業部長） 

加藤 純一（広島大学大学院 統合生命科学研究科 教授） 

吉田 有人（キリンホールディングス株式会社 R&D本部 キリン中央研究所 所長） 

情報・人間工学領域 

岩下 直行（京都大学 公共政策大学院 教授） 

芳賀 繁（株式会社 社会安全研究所 技術顧問） 

材料・化学領域 

旭 良司（名古屋大学 マテリアルイノベーション研究所 教授） 

國岡 誠也（スズキ株式会社 環境・材料・生産技術開発部 部長） 

野崎 京子（東京大学大学院 工学系研究科 教授） 

長谷部 伸治（京都大学 国際高等教育院 特定教授） 

エレクトロニクス・製造領域

吉良 秀彦（富士通アドバンストテクノロジ株式会社 執行役員） 

田島 節子（大阪大学 名誉教授） 



8 

野村 武史（昭栄化学工業株式会社 取締役） 

地質調査総合センター 

三瓶 良和（島根大学 総合理工学部 教授） 

山中 佳子（名古屋大学大学院 環境学研究科 地震火山研究センター 准教授） 

計量標準総合センター 

神田 玲子（国立研究開発法人 量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究所 副所長） 

高橋 哲（東京大学 先端科学技術研究センター 教授） 

柳内 克昭（TDK株式会社 品質保証本部 半導体解析センター センター長） 

２．法人全体に対する評価

（各項目別評価、法人全体としての業務運営状況等を踏まえ、国立研究開発法人の「研究開発成果の最大化」に向けた法人全体の評価を記述。その際、法人全体の信用を失墜させる事象や外部要因な

ど、法人全体の評価に特に大きな影響を与える事項その他法人全体の単位で評価すべき事項、災害対応など、目標、計画になく項目別評定に反映されていない事項などについても適切に記載）

特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。

３．項目別評価の主な課題、改善事項等

（項目別評価で指摘した主な課題、改善事項等で、翌年度以降のフォローアップが必要な事項等を記載。中長期計画及び現時点の年度計画の変更が必要となる事項があれば必ず記載。項目別評価で示

された主な助言、警告等があれば記載）

項目別評価においては、研究成果を社会実装へ繋げていくうえでの企業との連携戦略の必要性等が指摘されたので、翌年度以降のフォローアップを行う。中長期計画及び現時点の年度計画の変更が

必要となる事項はない。 

４．その他事項

研究開発に関する審議

会の主な意見

（経済産業省にて記入）

監事の主な意見 （経済産業省にて記入）
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

中長期目標（中長期計画） 年度評価
項目別

調書№
備考

中長期目標（中長期計画） 年度評価
項目別

調書№
備考Ｒ２ 

年度

Ｒ３ 

年度

Ｒ４ 

年度

Ｒ５ 

年度

Ｒ６ 

年度

Ｒ２ 

年度

Ｒ３ 

年度

Ｒ４ 

年度

Ｒ５ 

年度

Ｒ６ 

年度

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する事項

産総研の総合力を活かした社会課題の解決 Ａ I－１ Ｂ Ⅱ 

経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの

拡充
Ａ I－２ Ⅲ．財務内容の改善に関する事項

イノベーション・エコシステムを支える基盤整

備
Ａ I－３ Ｂ Ⅲ 

研究開発成果を最大化する中核的・先駆的な研

究所運営
Ｂ I－４ Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項

Ｂ Ⅳ 

（注）産総研の第５期中長期目標における「研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項」については、研究領域等を一定の事業等のまとまりと捉えて「評価単位」とするとしているとこ

ろ、当期は同目標に基づき産総研の持つ７つの研究領域という多様性を総合的に活かして、「産総研の総合力を活かした社会課題の解決」、「経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充」、「イノベーシ

ョン・エコシステムを支える基盤整備」及び「研究開発成果を最大化する中核的・先駆的な研究所運営」の 4本柱をミッションとして掲げ、全所的に取り組むこととしているため、本 4本柱を評価項目とし、

７研究領域に本部機能（研究マネジメント）を加えた産総研全体を評価の単位とすることとした。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅰ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項

関連する政策・施策
我が国全体の科学技術イノベーション政策

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など）
国立研究開発法人産業技術総合研究所法第１１条第１項

当該項目の重要度、困難

度

（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー

（研究開発評価、政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビ

ューシートの番号を記載）

２．主要な経年データ 

①主な参考指標情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

基準値等 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

論文発表数 2,450 2,460 予算額（千円） 87,595,712

国際学会

Proceedings数 

- 182 決算額（千円） 

（うち人件費） 

87,365,138 

(40,861,936)

論文被引用数 - 68,271 経常費用（千円） 84,117,104

外部資金獲得総

額（百万円） 25,800 36,473 
経常利益（千円） △26,620

民間資金獲得額

（百万円） 10,908 
行政コスト（千円） 97,826,340 

公的資金獲得額

（百万円） 25,565 
従事人員数 5,843 

リサーチアシス

タント採用数

- 465 

イノベーション

スクール採用数

- 38 

知的財産の実施

件数 

- 1,151 

中堅・中小企業

との共同研究契

約比率（%） 

- 27.7 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載



11 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 主な業務実績等 自己評価 

 Ⅲ．研究開発の

成果の最大化そ

の他の業務の質

の向上に関する

事項 

 第５期中長期

目標期間におい

ては、研究開発

の成果の最大化

その他の業務の

質の向上のた

め、産総研の総

合力を活かした

社会課題の解

決、第４期に重

点的に取り組ん

だ「橋渡し」の拡

充、イノベーシ

ョン・エコシス

テムを支える基

盤整備等に取り

組む。その際、別

紙１に掲げる方

針に基づき研究

開発を進める。 

世界の市場や

そのプレイヤー

が急速に変化

し、必要とされ

る研究も変化、

多様化している

情勢に鑑み、産

総研に求められ

る事業に機動的

に対応する。特

に、特措法に基

づき、科学技術

に関する革新的

な知見が発見さ

Ⅰ．研究開発

の成果の最大

化その他の業

務の質の向上

に関する事項 

第５期中長

期目標期間に

おいては、研

究開発の成果

の最大化その

他の業務の質

の 向 上 の た

め、産総研の

総合力を活か

した社会課題

の解決、第４

期に重点的に

取 り 組 ん だ

「橋渡し」の

拡充、イノベ

ーション・エ

コシステムを

支える基盤整

備等に取り組

む。 

特に、産総研

の総合力を活

かした領域融

合による研究

開発をより一

層推進するた

め、研究組織

については、

第４期中長期

目標期間に設

けた７つの研

究領域（エネ

ルギー・環境

領域、生命工

  モニタリング指標である外部資金獲得額については、民間資金及び公的資

金を合わせて、364.7億円、（間接経費を含む）となり、前年度同月比 172％

と大きく上回った。 

内訳をみると、民間資金獲得額は 109 億円であり前年度比 103％であった

が、公的資金獲得額は 256 億円で前年度比 172％であり、特に公的資金獲得

額の増加が大きかった。結果として、令和 2 年度計画にある指標値、258 億

円の目標を達成した。 

論文発表数についても、令和 2年度総数で 2,460報となっており、指標値

である 2,450報の目標を達成した。 

I 全体の自己評価は明示

しないが、I-1、I-2、I-

3 がそれぞれ項目別評価

で自己評価をＡとして

いる。 

論文発表数・外部資金

獲得額とも目標を達成

し、特に外部資金獲得額

は指標値を大きく上回

る成果であったことか

ら、全体として目標を上

回る成果が得られてい

ると評価する。 

 

評定  
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れた場合や、そ

の他の科学技術

に関する内外の 

情勢に著しい変

化が生じた場合

に、経済産業大

臣から当該知見

に関する研究開

発その他の対応

を求められた際

は、全所的な体

制を組んで取り

組む。 

評価に当たっ

ては、別紙２に

掲げる評価軸等

に基づいて実施

する。その際、研

究領域等を一定

の事業等のまと

まりと捉えて

「評価単位」と

し、評価単位ご

とに 1．から 4．

の評価項目につ

いて、質的・量

的、経済的・社会

的・科学技術的、

国際的・国内的、

短期的・中長期

的な観点等から

総合的に評価す

る。 

学領域、情報・

人 間 工 学 領

域、材料・化学

領域、エレク

トロニクス・

製造領域、地

質調査総合セ

ンター、計量

標準総合セン

ター）による

研究体制を維

持しつつも、

企画本部によ

る全体研究戦

略のもとで領

域融合プロジ

ェクトを実施

する組織体制

を整備する。 

また、世界

の市場やその

プレイヤーが

急 速 に 変 化

し、必要とさ

れる研究も変

化、多様化し

ている情勢に

鑑み、機動的

に対応する。

特に、特措法

に基づき、科

学技術に関す

る革新的な知

見が発見され

た場合や、そ

の他の科学技

術に関する内

外の情勢に著

しい変化が生

じた場合に、

経済産業大臣

から当該知見
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に関する研究

開発その他の

対応を求めら

れた際は、全

所的な体制を

組んで取り組

む。 

７つの研究

領域において

特に重点的に

推進するべき

研究開発につ

いては別紙１

に掲げる。ま

た、研究領域

等を一定の事

業等のまとま

り と 捉 え て

「評価単位」

とし、その評

価単位ごとの

本中長期目標

期間における

全体的な研究

開発の方向性

は別紙２の通

りとする。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 産総研の総合力を活かした社会課題の解決 

関連する政策・施策 
我が国全体の科学技術イノベーション政策 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人産業技術総合研究所法第１１条第１項 

当該項目の重要度、困難

度 
（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 
重要度：高、困難度：高 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
（研究開発評価、政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビ

ューシートの番号を記載） 
 
２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

  
     研究開発予算額（千

円） 

25,782,800     

       従事人員数 5,522 の内数  

 
 

 
 

 
 

 

   

 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 主な業務実績等 自己評価 

 １．産総研の総

合力を活かし

た社会課題の

解決 

 

（１）社会課題

の解決に貢献

する戦略的研

究開発の推進 

 

SDGs の達成や

エネルギー・環

境制約、少子高

齢化などの社

会課題の解決

と、日本の持続

的な経済成長・

産業競争力の

強化に貢献す

る Society5.0 

１．産総研の総

合力を活かし

た社会課題の

解決 

 

（１）社会課題

の解決に貢献

する戦略的研

究開発の推進 

 

SDGs の達成の

なかでも特に

エネルギー・環

境制約、少子高

齢化等の社会

課題の解決と、

日本の持続的

な経済成長・産

業競争力の強

化に貢献する

１．産総研の総合力を活か

した社会課題の解決 

 

 

 

（１）社会課題の解決に貢

献する戦略的研究開発の推

進 

 

 

具体的な研究開発の方針は

以下別紙に掲げる。 

○社会課題の解決

に向けて、戦略的 

に研究開発を実施

できているか 

○世界最高水準、

社会的インパクト

の大きさ、新規性

といった観点か

ら、レベルの高い

研究成果を創出で

きているか 

・テーマ設定の適

切性（モニタリン

グ指標） 

・具体的な研究開

発成果 

・論文数（モニタ

リング指標） 

等 

「エネルギー・環境制約への対応」に対しては、温室効果ガス大幅削減のため

の基盤技術開発として、GZRにおける領域融合研究を実施し、海水を利用した

人工光合成技術の実用化応用及び天然光合成の進化過程の解明の両方に貢献

できる成果、HVPE法による世界初の Al系材料成膜の成功とそれを用いた超高

効率太陽電池の開発、二酸化炭素回収・有効利用・貯留（CCUS）技術の一環で

ある CO2を原料としたメタノール製造において極めて温和な条件（30℃）で合

成を可能とする触媒の開発、メタネーションにおいて大気と同程度の希薄な

CO2からメタン合成を可能とする触媒の開発などの実績を示した。 

また、資源循環型社会に向けた資源の高度利用技術として、分子構造の制御

により従来に比べ 140%の CO2吸収回収量を示す吸収液や、従来と同等の CO2透

過係数ながら、CO2/N2の分離係数を大幅に向上させたイオン液体膜材料など、

低濃度の CO2吸収・分離回収法の開発などの実績を示した。また、排ガス中の

希薄なアンモニアを、ほぼ 100%脱離させることができる吸着剤、低温で N2Oを

N2に分解可能な触媒として Ru を用い、従来の 130%の NOX吸蔵特性を示す触媒

担体の開発などの実績を示した。 

環境保全と開発・利用の調和を実現する環境評価・修復・管理技術の開発と

して、これまで事例のなかった四国地方を含む地域での表層土壌中の自然由来

重金属類や休廃止鉱山ならびに自然放射線に関わるバックグランド（BG）情報

整備、福島第一原発事故の環境回復につながる、安定的に使用可能な放射性セ

シウム（Cs）の吸着材の実用化及び民間企業への技術移転・販売などの実績を

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

根拠：産総研の総合力

を活かした社会課題の

解決に向けて、「エネル

ギー・環境制約への対

応」として、温室効果ガ

ス大幅削減、資源の高

度利用及び環境保全と

環境評価・修復・管理、

「少子高齢化の対策」

として、生産システム

の知識記述・獲得支援、

次世代ヘルスケアサー

ビス、「強靭な国土・防

災への貢献」として、地

質情報の整備と地質の

評価、長寿命化対策等

について、領域融合研

究等を通して複数の国

評定  
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の概念に基づ

く革新的なイ

ノベーション

が求められて

いる中、ゼロエ

ミッション社

会、資源循環型

社会、健康長寿

社会等の「持続

可能な社会の

実現」を目指し

て研究開発に

取り組む。特

に、2050 年ま

でに 80％の温

室効果ガスの

排出削減を目

指すための新

たなエネルギ

ー・環境技術の

開発、健康寿命

の延伸に貢献

する技術の開

発、デジタル革

命を促進する

技術の開発・社

会実装などに

新たに重点的

に取り組む。 

【重要度：高】

【困難度：高】 

課題先進国で

ある我が国が

社会課題の解

決と経済成長

を実現するた

めに取り組む

研究開発は、世

界でも類例の

ない取組であ

り、多様な研究

を効果的かつ

革新的なイノ

ベーションが

求められてい

る中、ゼロエミ

ッション社会、

資源循環型社

会、健康長寿社

会等の「持続可

能な社会の実

現」を目指して

研究開発に取

り組む。特に、

2050 年までに

80％の温室効

果ガスの排出

削減を目指す

ための新たな

エネルギー・環

境技術の開発、

健康寿命の延

伸に貢献する

技術の開発、デ

ジタル革命を

促進する技術

の開発・社会実

装等に重点的

に取り組む。 

具体的には、エ

ネルギー・環境

制約への対応

においては、温

室効果ガス大

幅削減のため

の基盤技術開

発や資源循環

型社会に向け

た資源の高度

利用技術とシ

ステム評価技

術の開発、環境

保全と開発・利

用の調和を実

示した。 

「少子高齢化の対策」に対しては、生産システムの最適化に向けた知識記述・

獲得支援技術の開発として、熟練技術者の知を引き出し、記述する仕組みを作

り出すことで、後継者不足を支援する枠組みを構築、人とロボットの安全な協

調作業を実現するための計測技術の向上とデジタル化、ロボットによる重量物

搬送に向けての搬送対象物及びロボットの位置の同定技術などの実績を示し

た。 

次世代ヘルスケアサービスに資する技術の開発としては、生活者の健康や意

識をビッグデータとして持続的に収集、活用するための健康・医療データプラ

ットフォームの構築に向けての技術開発、車の運転など日常生活で取得できる

データの分析から認知症を早期発見する手法の開発、日常生活中の健康状態の

モニタリングのためのバンド型計測デバイス及びフレキシブル熱電モジュー

ルのプロトタイプ化、脳卒中や認知症の発症リスクの早期発見につながる評価

法の開発などの実績を示した。 

QoL を向上させる高品質・高機能・高精度な治療・診断技術の開発として、

ヒト血液中の新型コロナウイルスに対する抗体 5 種類を 15 分で、かつ、免疫

クロマト法の 10-1,000 倍高感度な紙などを材料とした安価な検査キットの開

発、人工知能（AI）を用いたデザインの最適化により赤血球破壊指数を 30%改

善した血液ポンプの設計、超小型血栓検出光センサを開発し、その血栓検出能

を実証した長期使用可能な体外式補助人工心臓の開発、大手機器メーカと共同

で開発したマラリアの高感度診断デバイスのケニアでの実証、マイクロチップ

基板上に、血中に含まれる細胞を単層配列させる表面処理剤の新規開発による

血中循環がん細胞の高感度検出の成功など微小デバイスを用いた医療診断法

の開発などの実績を示した。 

また、肺炎リスクとして知られている義歯用粘膜調整材への微生物の付着を

抑える新たな材料の厚労省の製造販売承認（一部変更申請・承認）による上市

への見通し、脊椎椎体骨折で用いられるスクリューの緩み防止のために、スク

リュー表面に骨形成促進因子を分散させた製造コストの低減が可能な材料と

最終滅菌製造法の発見などの実績を示した。 

さらに、脳卒中や認知症の発症リスクの早期発見、発症予防につながる脳血

管機能に着目した評価法の開発などの実績をあげた。 

「強靭な国土・防災への貢献」に対しては、地質情報の整備と地質の評価に

ついて、13 の活断層の調査と地震発生確率が不明な 5 断層について確率評価

に必要となるデータの取得など活断層の活動履歴の解明とデータベース整備、

AI による地震解析手法の開発に向けた応力マップの高解像度化、紀伊半島か

ら四国の南海トラフ沿いの 12 観測点のひずみ計データの気象庁の 24 時間常

時監視対象としての活用などの実績を示した。 

インフラ健全性診断技術及び長寿命化技術の開発について、毎秒 1 画像以

上の高速撮影を実現した 3 次元 X 線検査、近赤外域の吸光スペクトル分析に

よるコンクリートの塩害状況の評価、3次元畳み込み深層学習を用いた画像認

識エンジンによる検査員と同等の約 97%の精度の欠陥自動検出法、道路インフ

ラに多用されるポリカーボネートの紫外線による強度及び変色劣化などの課

プロ・民間企業との実

証実験等を主体的に進

め、複数の技術の社会

実装などにより社会課

題解決の道筋が明確と

なった。「新型コロナウ

イルス感染症の対策」

として、産総研として

全所的に取り組むため

の体制を迅速に整え、

年度当初に想定されて

いない課題に対して、

迅速に対応、政府方針

決定への貢献や感染リ

スクの見える化など、

社会課題解決に向けた

取り組みを進めた。な

お、社会課題解決に向

けた融合センター・ラ

ボの設立・運営に関す

る総合調整の実施、社

会課題からのバックキ

ャストによる研究テー

マを設定及び戦略的な

研究開発推進のための

研究戦略の策定など戦

略的研究開発の推進の

ための研究マネジメン

トを実施した。 

以上、年度当初に想定

されていない課題に対

して、迅速に対応する

など、目標の水準を超

える多くの成果が得ら

れたこと、【重要度：

高】、【困難度：高】と設

定されたテーマである

ことなど総合的に判断

して自己評価を「Ａ」と

した。 

 

＜課題と対応＞ 
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着実に実施し

ていく必要が

あるため。 

現する環境評

価・修復・管理

技術の開発等

に取り組む。 

少子高齢化の

対策において

は、全ての産業

分野で労働生

産性の向上と

技能の継承・高

度化に資する

技術の開発や

生活に溶け込

む先端技術を

活用した次世

代ヘルスケア

サービスに資

する技術の開

発、QoLを向上

させる高品質・

高機能・高精度

な治療・診断技

術の開発等に

取り組む。 

強靭な国土・防

災への貢献に

おいては、強靭

な国土と社会

の構築に資す

る地質情報の

整備と地質の

評価や持続可

能な安全・安心

社会のための

革新的インフ

ラ健全性診断

技術及び長寿

命化技術の開

発等に取り組

む。 

 

題解決にもつながるハイブリッドコーティングを用いた撥水コーティング技

術などの実績をあげた。 

「新型コロナウイルス感染症の対策」に対しては、鉄道やバス、イベント会

場等における飛沫の実態把握とリスク評価として、公共交通機関の車両内での

走行時の窓開けなどによる換気効果、また、スタジアムでの入場者の行動把握

（平均間隔、マスクの有無など）及び、CO2 濃度の変化の計測や分析など新型

コロナウイルス対策の指針の作成に貢献した。 

人の活動に安心を与える行動指針を示して経済活動を再開するための技術

開発として、ウイルス感染のリスク低減、ウイルスの見える化、及びポストコ

ロナにおける人・事業の生産性向上のための技術開発を規定し取り組んだ。 

また、「戦略的研究開発の推進のための研究マネジメント」として、新たに

設置した研究戦略室が主導して、社会課題解決に向けて領域融合で取り組む融

合センター・ラボの設立及び運営に関する総合調整を行った。さらに、科学技

術基本計画等の国家戦略に基づき社会課題からのバックキャストにより研究

テーマを設定し、戦略的に研究開発を推進するための研究戦略を策定した。 

世界的な難局を打開するため、アフターコロナ検討チームを立ち上げ、「感

染防止対策や行動指針」に繋がる研究として、「鉄道やバス、イベント会場等

における飛沫の実態把握とリスク評価」及び「人の活動に安心を与える行動指

針を示して経済活動を再開するための技術開発」をテーマとして設定し、理事

長裁量予算を配賦するなど、課題解決に向けて全所的に取り組む体制を作り上

げた。 

研究開発成果を、効率

よく社会実装できる技

術に仕上げ、適切に社

会課題の解決につなげ

ることが今後の課題で

ある。そのためには、研

究を進める上で、将来

本当に必要とされる産

業分野をしっかり見極

め、競合技術との優位

性、差別化ポイント、研

究開発の技術的・社会

的・国際的位置付けを

明らかにする、実用化

を意識した定量的な開

発目標を設定し、最終

製品までの流れのなか

でのボトルネックと解

決策、実現性などを明

確にする、各領域の具

体的な関わり方や連携

状況、成果創出の経緯

をもう少し明確にし

て、領域のパフォーマ

ンスを最大限に引き出

すことなどが重要と考

えている。また、社会課

題からのバックキャス

トにより、研究テーマ

を抽出するためのマネ

ジメントも必要であ

る。 

 

 別紙 
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１．エネルギ

ー・環境制約へ

の対応 

〇温室効果ガ

ス大幅削減の

ための基盤技

術開発 

温室効果ガス

の削減目標を

達成するため

に、新たな環境

技術に関する

基盤研究を国

際協調のもと

で推進し、再生

可能エネルギ

ーの大量導入

を始めとした

実証研究によ

り、ゼロエミッ

ション社会の

実現を目指す。 

１．エネルギ

ー・環境制約へ

の対応 

〇温室効果ガ

ス大幅削減の

ための基盤技

術開発 

温室効果ガス

の削減目標を

達成するため

に、新たな環境

技術に関する

基盤研究を国

際協調のもと

で推進し、再生

可能エネルギ

ーの大量導入

を始めとした

実証研究によ

り、ゼロエミッ

ション社会の

実現を目指す。

今後の社会情

勢やマーケテ

ィングにより

変更される可

能性はあるが、

現時点では次

の研究開発が

見込まれる。 

・超高効率、超

軽量等の特徴

を持つ高機能

太陽電池、長期

安定電源とし

て導入・拡大す

るための性能

評価技術並び

にシステムの

安全性・信頼性

１．エネルギー・環境制約

への対応 

〇温室効果ガス大幅削減の

ための基盤技術開発 

・超高効率太陽電池につい

ては、ハイドライド気相成

長 法 （ HVPE ） を用い た

InGaP/GaAs 二接合セルの

成長および基板からの剥離

を試みる。超軽量基板によ

る用途拡大を目指す CIGS

系太陽電池については、ア

ルカリ金属や銀などの不純

物添加制御による高性能化

とそのメカニズム解明を進

める。 

・太陽電池性能評価技術に

ついては、太陽電池高効率

化や用途拡大に向けて開発

されてくる新型太陽電池の

性能・信頼性の正しい評価

と改善に資する性能評価技

術の開発に取り組む。 

・人工光合成技術として、

安価な水素を製造する光触

媒システムの小型原理実証

装置を構築して課題を明確

化するとともに、過酸化物

等の有用化学品を製造する

電極触媒の高効率化を行

う。二酸化炭素からのメタ

ン・ギ酸・メタノール等の

エネルギーキャリア・燃料・

化学原料への変換を行うた

めの新規なプロセス・触媒

の開発に関する研究を行

う。 

温室効果ガスの削減目標を達成するために、新たな環境技術に関する基盤研究

を国際協調のもとで推進し、再生可能エネルギー（以降、再エネ）の大量導入

を始めとした実証研究により、ゼロエミッション社会の実現を目指す。 

2050 年のゼロエミッション社会の実現に向けた研究開発は、産総研内の 6 領

域の融合組織であるゼロエミッション国際共同研究センター（以降、GZR）に

よる 1. 領域融合研究、及び 2. エネルギー・環境領域（以降、エネ・環領域）

内での個別研究開発に分かれている。以下では、それぞれの研究テーマにおけ

る主要な実績・成果を紹介する。 

１．GZRにおける領域融合研究 

GZRにおける領域融合研究では、一次エネルギー消費全体への再エネ導入量の

拡大により CO2排出の大幅削減が可能な低炭素技術群の集約化・融合化のため

の基盤技術開発を実施している。その中でも、令和２年度に顕著な成果を挙げ

ることができたのが下記の 3つである。 

① 人工光合成による水素製造技術の開発：

小型原理実証装置によってレドックス媒体を用いた光触媒反応における最

適な濃度、pH 条件を見いだした。また、光電極表面に担持する助触媒による

反応選択性制御法を開発した。具体的には、各種元素について助触媒が食塩水

溶液中での次亜塩素酸（HClO）/酸素（O2）選択性に与える影響を系統的に調

べ、CoOxを担持すると HClO生成を著しく促進でき、MnOxを担持すると HClO生

成を著しく抑制できることを見いだした。この成果は、海水を利用した人工光

合成技術の実用化応用、光合成の進化の研究の両方への貢献が期待される。こ

の成果を論文（iScience、Q1 ジャーナル）及びプレスリリース（令和 2 年 10

月 9日）し、国内の複数のメディアに取り上げられた。 

② 超高効率太陽電池の開発：

世界で初めて低コストハイドライド気相成長法（HVPE）を用いてアルミニウ

ム（Al）系材料を太陽電池構造に導入することに成功した。これにより、イン

ジウムガリウムリン（InGaP）太陽電池の高効率化（変換効率 15.5％）及び AlAs

成長による基板からの剥離に成功した。また、InGaP/GaAs からなる 2 接合セ

ルでも HVPE として世界最高の 26.9％を達成した。これにより、高効率 III-V

族化合物太陽電池普及の加速・拡大へ道筋を示した。以上の結果をプレスリリ

ース（令和 2年 10月 15日）し、国内の複数のメディアに取り上げられた。 

③ 二酸化炭素回収・有効利用・貯留（CCUS）技術：

二酸化炭素からのメタノール製造では、合成反応の低温化を可能とする触媒

を開発した。従来の固体触媒は 200℃以上の反応温度が必要だったが、本開発

により極めて温和な条件（30℃）での合成反応が可能となった。これまでの低

温条件での二酸化炭素の水素化ではギ酸のみが生成したのに対して、今回開発

した複核イリジウム触媒を用いると、メタノールが高い選択性で生成し、一酸

化炭素やメタンは検出されなかった。この成果を論文（Journal of the 

American Chemical Society、Q1ジャーナル）及びプレスリリース（令和 3年

1 月 14 日）し、国内の複数のメディアに取り上げられた。二酸化炭素からの

メタン製造では、大気中に存在するような希薄な二酸化炭素を対象とした新規

水準以上に達成してい

る。 

 目標をすべて達成し

た上に、領域融合研究

やエネ・環領域内研究

等を通して複数の国プ

ロ・民間企業との実証

実験等を主体的に推進

し、複数の技術の社会

実装の道筋が明確とな

った。これらの成果は

学術誌及びプレスリリ

ースされ、社会的な注

目を浴びている。これ

らの成果は、2050 年ゼ

ロエミッション社会へ

向けた基盤技術となる

ことが期待できる。以

上より、総合的に目標

の水準を超える成果が

得られたと評価する。 
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や電力系統と

の親和性を高

める技術等の

開発を行う。 

・水素の製造・

貯蔵・利用に関

する技術開発

において、太陽

光やバイオマ

スエネルギー

等を利用して、

二酸化炭素か

ら有用化学品

等を製造する

技術並びに再

生可能エネル

ギーの貯蔵や

輸送に資する、

水素エネルギ

ーキャリア及

びシステムの

高度化技術を

開発する。 

・深部超臨界

地熱システム

を利用したギ

ガワット級地

熱発電等の地

熱関連研究開

発を行う。ま

た、地下浅部の

未利用熱を活

用する地中熱

システムの社

会実装を目指

し、地中熱資源

のポテンシャ

ルマッピング、

利用技術開発

を行う。 

・エネルギー

変換・貯蔵に利

・水素貯蔵・エネルギーキ

ャリア製造のための新規触

媒や水素材料およびこれら

を用いたシステムの開発に

おいて、再エネ発電を基に

製造した MCH を利用実証サ

イトへ提供、反応器制御モ

デル等の要素技術開発、な

らびに変動再エネ対応型ア

ンモニア合成触媒とプロセ

スの開発を進める。水素キ

ャリア利用技術では、水素、

アンモニア等の専焼及び混

焼技術の開発を行う。ガス

タービンでは、液体アンモ

ニアの噴霧燃焼技術を開発

する。 

・建設会社との共同研究に

おいて構築したエネルギー

マネジメントシステム（再

生可能エネルギーを用いた

水素製造、貯蔵、利用を含

む）を郡山市場に移設設置

したものに、実運用実証を

行う。外部からの持ち込み

水素を急速充填可能な水素

貯蔵装置を加えて、急速充

填を実証する。さらに吸蔵

合金を用いた水素圧縮（合

金水素昇圧）について企業

と連携した開発に着手す

る。 

・深部超臨界地熱システム

を利用したギガワット級発

電技術の開発に関して、試

掘への詳細事前検討によ

り、有望地点での超臨界地

熱システムのモデル化、抽

熱量推定を行う。国内研究

者のリーダーシップを取

り、有望地点での地下情報

収集、資源量評価を行うと

プロセス開発を行った。これまでは高濃度の二酸化炭素をターゲットとしてい

たが、100ppm 程度の低濃度の二酸化炭素を吸収し、吸収した二酸化炭素を水

素化しメタンに転換する二つの機能を有する新規触媒を開発した（Q1 ジャー

ナル 1 報、プレスリリース 1 件［令和 3 年 2月 25 日］）。ギ酸のプロセス開発

では、ブルックヘブン国立研究所との共同研究により、CO2 からのギ酸合成触

媒について計算化学を用いた反応解析によって触媒性能向上のための新たな

知見を得ることができた。

上記 1.に加えて、ゼロエミッション社会の構築に資する数多くの個別テーマ

を推進している。その中で、令和 2年度に得られた代表的な成果を以下に挙げ

る。 

① 超軽量太陽電池、太陽電池の性能評価技術、システムの安全性・信頼性に

関する技術開発： 

CIGS太陽電池（銅[Cu]、インジウム[In]、ガリウム[Ga]、セレン[Se]の 4元

素からなる化合物系太陽電池）の高性能化に向けた要素技術開発では、Li, Na, 

K, Rb, Csの 5元素について CIGS薄膜（Ga/III比約 0.3）に対するアルカリ

金属添加効果を調べた。CZTS（ケステライト）系薄膜では性能向上の効果があ

った Liは CIGSでは効果が得られないこと、Ga組成比が高い薄膜（CGS）では

Na や Li など軽元素が効果的であることを明らかにした。得られた成果は Q1

ジャーナルに掲載されたほか、民間企業との共同研究（外部資金獲得）等に生

かされている。 

太陽電池の性能評価技術では、新規採択された国立研究開発法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構（NEDO）プロジェクトにおいて新型太陽電池の性能

評価技術開発を開始した。新型太陽電池の屋外高精度評価の基礎技術として、

最大電力点追従動作下で測定可能な最大出力電流及び電圧から PV ストリング

の DC 性能を高精度に評価する技術（温度照度補正式）を開発し、屋外設置の

結晶 Si 太陽電池の PV ストリングにおいて、1％程度の僅かな出力電流の低下

や、部分影による出力電圧の変化を、高精度に検出できることを実証した。本

成果は様々な劣化や故障診断への展開も期待できる。 

② 水素の製造・貯蔵・利用に関する技術開発における水素エネルギーキャリ

ア及びシステムの高度化技術の開発：

水素貯蔵・エネルギーキャリア製造のための新規触媒や水素材料及びこれら

を用いたシステム開発では、変動する再エネ発電を基に水電解とメチルシクロ

ヘキサン（MCH）製造の動的制御システムを構築して MCH を製造した。製造し

た MCH は脱水素実証サイトへ輸送して実証試験で利用した。アンモニア合成

触媒・プロセス開発では、パイロットプラントにおいて触媒性能を評価した。

水素キャリアの利用技術では、ディーゼル・水素混焼エンジン評価装置を改造

し、都市ガス、水素、アンモニアを燃料とした時に、安全にエンジン性能を評

価できるガスエンジン評価装置を構築した。システムの高度化技術開発につい

ては、郡山市の卸売市場での実証において、太陽電池及び燃料電池を拡充し、

熱のマネジメントの高度化を行うとともに、システムの本格実証を開始した。

郊外の余剰電力による持ち込み水素の街区システムへの導入に向けて、水素吸
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用される電気

化学デバイス

及び熱電変換

デバイスにつ

いて、材料性能

の向上、評価技

術の高度化等

の開発を行う。 

・再生可能エ

ネルギーの大

量導入に伴う

電力品質の低

下リスクを改

善するため、太

陽光や風力等

の中核要素技

術やアセスメ

ント技術、需給

調整力を拡充

するためのエ

ネルギーネッ

トワーク技術

の開発を行う。 

・適正なリス

ク管理のため

の環境診断技

術、客観性の高

い環境影響評

価技術並びに

水処理等の対

策技術を開発

する。また、環

境制約下で資

源の安定供給

を可能とする、

都市鉱山等に

おける資源循

環技術の開発

を行う。 

・エネルギー・

環境制約に対

応するために、

ともに、AIによる超臨界地

熱資源量評価法の開発を実

施する。 

・地中熱ポテンシャル評価

の全国展開を想定し、関西

や九州地方など冷房負荷の

割合が多くなる地域におけ

る地中熱ポテンシャル評価

手法の開発に着手する。ま

た、これまでの「開発可能

性マップ」としてのポテン

シャル評価に加えて、設計

時に使用できる新規マップ

の開発に着手する。 

・電気化学デバイスにおい

ては、最先端の評価・解析

技術を駆使し、デバイスの

安定性・信頼性の向上に資

する劣化機構解明、材料安

定性向上研究を推進する。

熱電変換デバイスについて

は、ナノ構造制御を利用し

た高効率化と、劣化挙動解

析による安定性の向上を目

指し、熱電評価技術の高度

化も図る。 

・結晶 Si 太陽電池セルの

経時劣化を防止するため、

劣化メカニズムを解明する

とともに、セル作製指針を

得る。 

・風力発電技術について

は、LIDAR 技術による洋上

及び山岳での風力アセスメ

ント技術の高度化に関する

実証研究を開始、並びに

LIDAR 技術と翼のプラズマ

気流制御技術を統合した風

車の高効率化に関する研究

に取り組み各要素技術の課

題を抽出する。 

・エネルギーネットワーク

蔵合金を用いた水素貯蔵装置の開発（吸蔵合金を用いた急速水素充填の試験）

を進め、１時間で 80%の水素急速充填可能であることを確認した。このシステ

ムは、清水建設北陸支店に導入が決定しており（令和 3 年春竣工）、社会実装

の道筋が明確となった。 

③ 地熱関連研究開発及び地中熱資源ポテンシャル評価・利用技術開発：  

地熱関連研究開発では、国内有望 3地域（北海道、東北、九州）の地質構造、

熱構造、発電可能量を推定した。超臨界地熱システムの開発では、AI により

熱構造が推定できることを示した。地中熱資源のポテンシャル評価・利用技術

開発については、「開発可能性マップ」としてのポテンシャル評価に加えて、

地中熱システムの設計に必要なパラメータである「見かけ熱伝導率」の推定手

法の開発に着手した。その中で、京都盆地、佐賀県唐津地域及び沖縄本島にお

ける地質情報の収集を実施した。 

④ 電気化学デバイス及び熱電変換デバイスの材料性能の向上及び評価技術の

高度化等の開発： 

産総研－東大オペランド OIL の一環として SPring-8 東京大学アウトステー

ションにて、全固体 LIBのオペランド放射光軟 X線顕微光電子装置を構築し、

世界に先駆けて正極材料である LiCoO2単結晶の各面方位における電子状態（フ

ェルミ準位）を元素選択的（Co）に測定することに成功した。結晶表面と充放

電サイクルの安定性に関する議論が可能となることで、充放電特性の向上に繋

がることが期待される。セレン化銀を使用した熱電変換材料において、ナノメ

ートル領域での結晶構造の制御により熱電性能指数（ZT）を向上させ、実用化

の目安である ZT = 1.0を室温から 100℃で達成した。この成果は論文（Journal 

of Materials Chemistry A、Q1ジャーナル）及びプレスリリース（令和 2年

5 月 28 日）を行った。また、微細構造の観点から劣化挙動を解析し、熱電評

価技術の高度化のために標準デバイスの開発を進めた。 

⑤ 太陽光や風力等の中核要素技術やアセスメント技術及び需給調整力を拡充

するためのエネルギーネットワーク技術の開発： 

太陽光発電技術では、太陽電池の劣化要因の一つである光－温度誘起光劣化

モデルの構築を行った。従来の 4状態モデルを基にした 3状態・逆反応なしの

モデルを提案し、p型単結晶 Si基板を用いた PERCセルの光－温度誘起光劣化

を説明できることを明らかにした。光－温度誘起光劣化は、基板中の B-O結合

も関係していることから、Bの代わりに Gaをドープした Si基板を用いること

で、PERC セルの光劣化が大幅に抑制されることを示し、抑制の指針を得た。

風力に関して、低コストな風況情報を取得するため、スキャニング LiDARを活

用した風況計測評価手法を開発し、その手法の実証を国内で初めて実施すると

ともに、2年間の暴露試験によりプラズマ気流制御用電極の耐久性阻害要因等

を明らかにし、実用化に向けた課題を抽出した。エネルギーネットワークに関

して、次世代型パワーコンディショナ（スマートインバータ）の試験を国内外

向けに実施して試験プラットフォームの検証を進めた。これは、分散電源の系

統運用規則（グリッドコード）の議論と齟齬が無いことを確認しながら進めて

いる。模擬慣性機能付きパワーコンディショナに対する試験・研究環境を整備

し、社会実装の道筋が明確となった。 
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化学物質や材

料、エネルギー

の環境リスク

やフィジカル

リスクに関す

る評価研究と

産業のイノベ

ーションを支

える技術の社

会実装を支援

する研究開発

を行う。 

 

技術については、次世代ス

マートインバータの試験方

法の開発のため、国内にお

けるグリッドコード改定の

議論に参画しながら適合性

試験法を検証する。 

・都市鉱山における物理選

別プロセスの開発では、高

品位小型家電向け無人選別

システムの構築に向け、こ

れまで開発してきた要素装

置を連結・連動したシステ

ムの試作を行う。また、化

学分離プロセスでは、溶融

塩を用いた分離法によるジ

スプロシウム分離性の高度

化および吸着法による軽希

土類元素の相互分離条件の

最適化を実施する。 

・化学物質や材料、エネル

ギーの環境リスクやフィジ

カルリスクに関する評価研

究として、マイクロプラス

チックの環境リスク評価に

関する研究を開始し、リス

ク評価の各段階における問

題点を明らかにする。また、

技術の社会実装を支援する

研究開発として、データ基

準年と化学プロセスデータ

の更新等によりインベント

リデータベース IDEA を更

新する。 

⑥ 環境制約下で資源の安定供給を可能とする、都市鉱山等における資源循環

技術の開発： 

物理選別（廃製品を粉砕・選別して化学原料とするリサイクル工程）では、

開発した無人選別プラントの各要素選別装置（ベンチスケール機）の装置統合

化を進め、令和 3年 6月（予定）から新規追加項目・動静脈情報連携（メーカ

による製品情報提供とそれに基づく物理選別無人化）の検討が可能な状態まで

開発を進展させた。化学分離プロセスでは、溶融塩を用いた分離法で、高耐久

性隔膜を用いてジスプロシウムの選択透過を実証するとともに、浴中のホウ素

イオンの還元挙動を明らかにした。吸着法を用いた希薄な希土類元素の分離で

は新規分離剤を作製し、隣接する軽希土類元素の相互分離能を向上させた。廃

製品から金属と同時に排出される廃プラに対し、高度選別を実現する新規の

NEDOプロジェクトに採択され、開発を開始した。 

⑦ 化学物質や材料、エネルギーの環境リスクやフィジカルリスクに関する評

価研究と産業のイノベーションを支える技術の社会実装を支援する研究開発： 

マイクロプラスチックの環境リスク評価では、評価の枠組みに関する文献レ

ビューを行い、リスク評価の問題点と課題を明らかにしたとともに、リスク評

価に必要なモデルパラメータや入力データの調査を行い、有害性について最新

の基礎的データセットを作成した。さらに、誘導結合プラズマ（ICP）中にお

ける微粒子の原子化発光過程に着目し、この過程を高い時間空間分解で詳細に

観測することで、世界初となる液中微粒子のハイスループットな粒度・構造・

組成の同時分析技術を確立し、これまで計測困難な領域であった食品中の数

μmサイズのマイクロプラスチックを計測することに成功した。ライフサイク

ルインベントリデータベースIDEAについては、データ基準年を平成27年（2015

年）とした IDEAv3に更新するとともに、IDEAを用いた環境負荷の見える化を

通じて持続可能な社会の実現を目指すコンソーシアムを設立し、セミナー（令

和 2年 10月 15日）、講習会（令和 2年 12月 24日）、講演会（令和 3年 2月 5

日）を開催した。 

⑧ 環境計測技術と環境技術の標準化： 

CO2 削減効果を燃料種別に把握するため、都市の CO2 発生量の発生源内訳の

評価手法の開発を進め、石油と都市ガスそれぞれの消費に由来する CO2 排出

量を分離して評価する技術を確立した（Q1 ジャーナル１報、プレスリリース

１件［令和 2年 5月 15日］、新聞・雑誌・web報道５報）。さらに、CO2削減に

よる温暖化抑制効果の実態を長期的に検証するため、初めて観測に成功した大

気のアルゴン濃度の経年変動を、地球温暖化の指標のひとつである海洋の貯熱

量増加の評価に応用するための手法を提唱した（Q1 ジャーナル１報、国際学

会招待講演 1件）。 

環境技術の標準化を積極的に推進し、環境保全の国際条約であるストックホ

ルム条約及び水俣条約において排出対策が求められている残留性ふっ素や水

銀の管理、並びに実環境中における光触媒による抗菌や水質浄化、各々を評価

できる標準分析技術を開発し、複数の国際標準規格を発行した。 

 

産総研が特に強いアドバンテージを持つ GZRによる領域間融合テーマ（上記 
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「1.GZRによる領域融合研究」に対応）の意義・アウトカムは下記の通りであ

る。 

① 人工光合成技術開発：令和 2 年度に開発した反応選択性制御方法（光電極

表面に微量担持する助触媒の種類による反応選択性を制御する技術）は、光合

成反応の機構解明及びその進化の仮説提唱という学術上の意義も大きい。この

成果は、真に経済合理性のある人工光合成システムの各種反応の明確化への足

掛かりとなる成果であり、CO2 フリー水素（燃料）と高付加価値の有用化学品

の同時製造システム提案への基礎となるものである。 

② 超高効率太陽電池の開発：高効率 III-V 族系太陽電池は、経済産業省「革

新的環境イノベーション戦略」において、新たな技術の社会実装、普及拡大に

向けた革新技術として位置付けられているが、大幅なコスト低減が大きな課題

である。これまでに、安価な原料を用いて高速成膜が可能な HVPE 装置の開発

を進めてきた。令和 2 年度は、HVPE 装置の開発を着実に前進させ、Al 系材料

を太陽電池構造に導入することに世界で初めて成功した。この成果により、

HVPE 法で Al 系材料が太陽電池に利用できることで、高効率な太陽電池を高

速・低コストで作製できる具体的な道筋が見えた。 

③ 二酸化炭素からメタノール合成反応：令和 2 年度は、新規に設計した複核

錯体触媒を開発し、低温低圧の温和な条件で二酸化炭素の水素化により高い選

択性でメタノールの合成を可能とした。今回の成果は、二酸化炭素からのメタ

ノール合成を低温・低圧化するための触媒開発の基盤的な知見を提供した。今

後カーボンリサイクルの基幹物質であるメタノール製造プロセスの高効率な

触媒開発への貢献が期待される。本成果は、有用革新的バイオマスの CO2蓄積

促進・転換利用技術の橋渡し、及び低炭素・再エネ・水素により高効率に CO2

を転換する技術の橋渡しへの第一歩となる成果である。 

 

 

〇資源循環型

社会に向けた

資源の高度利

用技術とシス

テム評価技術

の開発 

 

資源消費型社

会から脱却し

資源循環型社

会の実現を目

指し、機能性材

料の開発やリ

サイクル、並び

にそれらの生

産時に生じる

二酸化炭素や

〇資源循環型

社会に向けた

資源の高度利

用技術とシス

テム評価技術

の開発 

 

資源消費型社

会から脱却し

資源循環型社

会の実現を目

指し、機能性材

料の開発やリ

サイクル並び

にそれらの生

産時に生じる

二酸化炭素や

〇資源循環型社会に向けた

資源の高度利用技術とシス

テム評価技術の開発 

 

 

 

 

・電磁力を利用した不純物

元素、特にケイ素の除去を

目指し、アルミニウムスク

ラップ模擬材を用いてケイ

素濃度 2%以下のアルミニ

ウム素材を得るための条件

を明らかにする。また、収

率を向上できる最適な電磁

力付与条件を明らかにす

る。 

 産業発展にともなう大量生産・大量消費に起因した環境問題が深刻化してお

り、気候変動枠組条約第 25回締約国会議（COP25）に代表されるように地球規

模での解決策の確立が課題である。これに伴う環境への意識の高まりにより、

あらゆる産業において環境問題への積極的な対策が求められている。また、輸

入資源に頼っている日本のものづくり産業にとって、供給リスクに対応可能と

なる供給源多様化のための研究開発が必要である。これらの問題解決には、産

業における環境問題の原因物質の低排出化・分離回収・再資源化による消費と

再生の循環、すなわち資源循環が鍵となる。産業発展と環境保全を両立させた

持続可能な社会の実現に資する資源循環技術開発は、産総研の最重要ミッショ

ンの 1つである。 

上記の社会課題解決を目指し、材料・化学領域が主体となりエネルギー・環

境領域、生命工学領域、エレクトロニクス・製造領域、地質調査総合センター、

計量標準総合センターの計 6 領域の研究者 90 名が集結し、資源循環利用技術

研究ラボを立ち上げた。資源循環利用技術として生産・廃棄で生じる CO2や NOX

をはじめとする窒素化合物、リン酸等の再資源化とその評価のための「炭素・

窒素・リンの循環技術」の開発、バイオマスなどの再生可能資源や砂などの未

利用資源から実用的な基幹化学品並びに機能性化学品の製造を可能とする「触

水準以上に達成してい

る。 

年度計画を全て達成

した上に、複数の Q1ジ

ャーナルへの論文掲載

やエディターによる注

目論文として紹介され

たこと、これらの研究

成果を基に企業、大学

と共に複数の国プロ

（ムーンショット型研

究開発事業やNEDOプロ

ジェクト等）を提案並

びに実施し、社会実装

が期待される成果を創

出したことから、総合

的に令和 2 年度計画の
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窒素酸化物等

の再資源化技

術とその評価

技術の研究開

発を行う。 

 

窒素酸化物等

の再資源化技

術とその評価

技術の研究開

発を行う。今後

の社会情勢や

マーケティン

グにより変更

される可能性

はあるが、現時

点では次の研

究開発が見込

まれる。 

・アルミニウ

ムの再資源化

のため、不純物

の除去技術や

無害化技術等

のリサイクル

に資する革新

技術を開発す

る。 

・二酸化炭素

を排ガス等か

ら妨害ガスの

影響なく効率

的に分離回収

する革新技術

や回収した二

酸化炭素を有

用な化学品に

変換するため

の触媒技術及

び反応システ

ムを開発する。 

・排水、排気ガ

ス中の低濃度

アンモニアや

アンモニウム

イオンの分離

回収等、物質の

有効活用や環

・多様な排出源からの二酸

化炭素の省エネルギーな分

離・回収を目指し、高性能

な吸収液の開発のために、

吸収液の分子構造が二酸化

炭素の分離・回収のエネル

ギー消費量に及ぼす影響を

明らかにする。また、二酸

化炭素の分離・回収におけ

る共通評価基盤技術の開発

を開始し、分離膜の透過分

離特性に対する妨害ガスの

影響等を調査する。 

・二酸化炭素を原料として

有用化学品を製造する技術

において、二酸化炭素排出

量を現行製造法よりも低減

することが可能な新しい触

媒技術・反応プロセスを見

出す。さらに、低コスト化

とプロセス簡素化を目指し

て、従来の反応条件より低

濃度・低圧の二酸化炭素で

有用化学品へ変換可能な触

媒と反応プロセスを開発す

る。" 

・アンモニアやアンモニウ

ムイオンを原料や燃料とし

て利活用することを目指

し、排ガス中の希薄なアン

モニアを吸着剤を用いて回

収し、吸着されたアンモニ

アを固体塩として取り出す

技術を開発する。 

"・砂等の安価で豊富に存在

するケイ素源からケイ素化

学基幹化学品の製造を目指

し、大量生産の可能性を検

証するため 1 kg スケール

での反応装置を導入し、稼

働試験を実施する。 

・バイオマスからの触媒的

媒技術」の開発、機能性材料や部材であるプラスチックや金属、複合材料等の

使用後の廃棄物を資源として再生させるための「機能材料循環技術」の開発に

取組んだ。 

 

令和 2年度の具体的な取組み及び成果は以下の通りである。 

炭素資源循環社会の実現に向けて、多様な排出源から低エネルギー消費量で

CO2 を分離・回収する技術、及び回収した CO2 から有用な化学品を製造する技

術の開発が必要である。本研究では CO2分離回収法として化学吸収法及び膜分

離法に注目し、CO2 分離材料とその部材化技術及び分離デバイスの研究開発を

進めた。化学吸収法における吸収液から CO2を脱離させる温度の更なる低減を

目指して、吸収液の分子構造を変化させて物性を制御し、CO2 を常温で回収し

加熱により脱離させるプロセスによる CO2回収量を従来の吸収液と比べて 40%

増加させた。膜分離法では、排ガス中の CO2分離へ向けて、分離が難しい N2と

の混合ガスからの CO2分離が可能な膜材料を計算化学的手法でスクリーニング

した。その結果、CO2/N2の分離係数が 100以上を示す膜材料として、空孔サイ

ズが 0.38 nmの AFX型及び CHA型ゼオライトを見出し、CHA型は計算値に近い

分離性能が得られることを実験的に確認した。これらの成果の一部は日刊工業

新聞（2020年 7月 2日）で報道され、国際学術誌に論文が掲載された。更に、

低濃度の CO2の分離回収を目的とし、イオン液体を膜材料とした分離技術の開

発にも取組んだ。従来の高分子膜と比較して同等の CO2透過係数を持ち、CO2/N2

の分離係数を大幅に向上させたイオン液体の分離膜を開発した。低濃度 CO2を

分離回収する膜分離システムの社会実装に向けて、企業と共同で技術開発に着

手した。 

CO2 を原料として有用化学品を製造する技術開発では、高効率で機能性化学

品を合成するための触媒種や反応剤の探索に取組んだ。CO2 からポリカーボネ

ート/ポリウレタンの原料となるジエチルカーボネートを合成する反応におい

て、水を副生しないテトラエトキシシランを CO2と反応させる方法を考案した。

さらにこの反応に有効な触媒（ジルコニウムエトキシド）を見出し、製造プロ

セスの低コスト化や CO2排出量を現行製造法よりも低減しうる合成方法を開発

した。テトラエトキシシランは砂等のケイ素化合物から合成することが可能で

あるため、実質的に砂と CO2から有用化学品の合成が可能となることを世界で

初めて実証した。この成果を ChemSusChem誌（Q1ジャーナル、IF=7.96）に投

稿したところ、Very Important Paper に選定され表紙を飾った。プレスリリ

ース（令和 2年 11月 27日）を行ったところ、日刊工業新聞等 5紙で報道され

た。また、CeO2とゼオライトを組み合せた触媒によるジエチルカーボネート合

成に関する成果が、環境化学分野において著名な GREEN CHEMISTRY 誌（Q1 ジ

ャーナル、IF=9.48）の Hot article として選出される等、開発した CO2変換

技術は学術的に高い評価を受けている。その他にも、CaC2を用いて CO2とジオ

ール誘導体から塗料や樹脂の原料となる環状カーボネートを合成する手法の

開発や、モデル排気ガス(CO2体積分率 15%)や空気(CO2体積分率約 0.04%)とエ

チレンジアミンから合成したカルバミン酸塩にチタン錯体触媒を適用するこ

とで、CO2 の濃縮・圧縮・精製を経ずにエチレンウレアを高収率で合成するこ

水準を超える成果が得

られた。 
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境改善に資す

る革新技術を

開発する。 

・バイオマス

等の再生可能

資源や砂等の

未利用資源か

ら実用的な基

幹化学品並び

に機能性化学

品の製造を可

能とする新規

な触媒技術を

開発する。 

・資源循環に

資する要素技

術を組み込み、

LCA を考慮し

たプロセス設

計・評価技術を

開発する。 

基幹化学品合成において、

従来の 10 倍スケールでの

実証を行なう。また、セル

ロース系以外の成分を用い

た機能性化学品合成のシー

ズ探索を行なう。" 

・資源循環に係わる要素技

術のうち、複数の二酸化炭

素分離・回収技術について

プロセス設計を行うととも

に、その結果から LCA に基

づく二酸化炭素排出量を試

算する。これらの検討から、

二酸化炭素排出量を考慮に

入れたプロセス設計手法に

ついての課題を抽出する。 

 

 

とにも成功した。これらの炭素分離・回収・変換技術をもとに、国立研究開発

法人科学技術振興機構 研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP本格型）へ

の採択や、技術コンサルティングを含めた 9 件の企業との共同研究へと発展

しており、炭素循環社会実現への貢献が期待される。 

人為活動に由来し排出されるアンモニアや NOX、アンモニウムイオン等の窒

素化合物が、環境や人間の生活に大きな影響を与えている。産業活動を維持し

ながらこの影響を低減するため、排ガス・廃水などに含まれる窒素化合物を回

収し、再利用する技術が求められている。本研究では、排ガス・廃水中に低濃

度で含まれる窒素化合物を分離回収・変換し、環境に出すことなく有効利用す

る窒素循環技術の開発を進めた。本取組みは、令和 2年度から始まった内閣府

のムーンショット型研究開発事業において「産業活動由来の希薄な窒素化合物

の循環技術創出-プラネタリーバウンダリー問題の解決に向けて」の研究テー

マ代表機関として採択され、10 大学、企業 5 社と共に研究を実施している。

令和 2 年度は、排ガス中の希薄なアンモニアを固体塩として取り出すための

吸着材開発に取組んだ。アンモニウムイオン吸着材であるプルシアンブルー

（PB）の組成制御等の材料開発を行い、吸着したアンモニアを常温での水洗に

よってほぼ 100%脱離させることできる、吸脱着可能なコバルト置換体 PB吸着

材を開発した。これにより、熱による回収に比べ、原理的には 1/5以下のエネ

ルギーでアンモニアを溶液として回収することが可能となった。この成果は

ACS Appl. Mater. Inter.誌（Q1 ジャーナル）に掲載された。その他、窒素循

環のための触媒開発を行い、低温で N2O を N2に分解可能な触媒成分として Ru

が活性であることを見出した。この成果について Q1 ジャーナルに 2 報の論文

が掲載された。触媒を有効に機能させる担体の精密設計を行い、独自開発した

高比表面積アルミナを触媒担体として活用し、触媒調製プロセスを最適化する

ことで、既存のアルミナ粒子を触媒担体とした場合と比較して、NOX 吸蔵特性

が 30%程度向上することを見出した。この成果は Chem. Eur. J.誌の表紙裏に

採用された。窒素化合物の燃料としての利用を検討し、アンモニア水をガスタ

ービンの余剰蒸気の再利用システムに利用することで、最大 25%の出力増加が

期待できることが分かった。これらの窒素循環技術を基に 4 件の企業共同研

究を実施しており、今後の社会実装が期待される。 

リン資源は世界的に偏在しており、日本はほぼ全量を海外からの輸入に依存

しているため、リンのリサイクル技術開発は重要である。本研究では生活排水・

汚泥や農業土壌中のリンの効率的回収と有効資源化に関する技術開発を進め

ている。本研究は年度計画になかったものであるが、リン酸を選択的に吸着で

きる鉱物由来材料（鉄水酸化物）の合成条件の検討を行い、加熱温度・時間・

pH・共存イオンの条件を検討した結果、従来の合成方法に比べて回収できるリ

ンの量が多く（一般的な生活排水 1Lに対して吸着材 1gでリンの回収が可能）、

かつ短時間で処理可能な鉱物材料の合成条件を見出した。また、生活排水を模

擬した希薄リン酸水溶液からの吸着性試験を行い、合成した鉱物材料が高いリ

ン吸着能を有することを確認した。 

資源循環型社会構築のためには、従来に比べ産業競争力に優れた循環型プロ

セスの構築が必要となる。そのため、ライフサイクルアセスメント（LCA）に



24 

基づき、CO2 排出量と経済性の両面から最適な循環型プロセスの提案を行う必

要がある。炭素分離・回収技術で開発した化学吸収法、吸着法、膜分離法につ

いて CO2 排出量を考慮に入れたプロセス設計手法の課題を抽出するため、各

種条件での分離方法の優位性の比較が可能となるプロセスシミュレーション

モデルを構築した。その他、窒素循環技術においては、産業由来の窒素化合物

の循環技術の経済性評価を実施し、リン循環技術においては、工業用リンの用

途別リン使用量の把握を行った。これらの成果は Q1 ジャーナルに 2 報の論文

が掲載され、NEDO のエネルギー・環境新技術先導研究プログラム（エネ環先

導）への採択や、3件の技術コンサルティングへと繋がった。 

資源の高度利用に向けた触媒技術の開発では、基幹化学品等の現行製造プロ

セスの低エネルギー化や、化石資源依存からの脱却を目指した取組みを行っ

た。現行のケイ素化学基幹品の製造工程は金属ケイ素を経由するため、エネル

ギー多消費かつ高コストであることから、砂等の安価で豊富なケイ素源から製

造することを目指した。令和 2 年度は大量生産の可能性を検証するため 1 kg

スケールの反応装置の導入・稼働試験を実施した。原料の注入／合成物の取り

出しの連続化と、脱水ユニットの並列化の装置設計によって大量生産に向けた

着実な進展が見られた。関連する成果は、Q1 ジャーナルに 8 報の論文が掲載

された他、12件の特許出願を行い、製品化の道筋を明らかにした。その結果、

公的資金 6件、民間共同研究 9件を獲得した。 

機能材料循環技術の開発では、産業や社会インフラの維持及び製品の技術革

新に不可欠な機能材料のマテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、リマニ

ュファクチャリング技術を開発することで、機能性材料の再資源化による循環

システム構築を目指した。

マテリアルリサイクル技術開発において、アルミニウムスクラップからの不

純物、特にケイ素の除去を目指した技術開発を行った。溶融状態のアルミニウ

ムを電磁撹拌することでケイ素濃度が 2%以下の高純度なアルミニウム相が増

大する現象を見出し、その収率を向上できる最適な電磁付与条件の探索に取組

み、そのための処理条件（温度制御や撹拌速度など）を見出した。また、これ

に関するプロジェクト立ち上げのため、経済産業省や業界団体、企業等との調

整を行った。 

プラスチックをモノマーにまで分解した原料から再びプラスチックを製造

するケミカルリサイクル技術が確立できれば、新しい原料モノマーから製造さ

れたものと変わらない品質の製品を製造することが可能になる。この取組みは

年度計画になかったものであるが、令和 2年度は、高温水によるポリエチレン

テレフタレート（PET）とナイロン 6 の連続処理装置の設計における課題の抽

出を行った。PETの原料モノマー（テレフタル酸及びエチレングリコール）と

ナイロン 6 の原料モノマー（ε-カプロラクタム）が高い収率で得られる反応

条件（温度、時間）を実験により決定した。本研究成果は日刊工業新聞等 3紙

で報道された。また、本研究成果を元にした新しい研究提案が、NEDO エネ環

先導研究プログラムに企業及び大学と共に採択された。また、安定性が高く、

廃棄処理やリサイクルが困難なスーパーエンジニアリングプラスチックであ

るポリスルホン（PSU）の解重合プロセスのメカニズム解明に取組んだ。PSUは、



25 

解重合後のモノマーが熱的に不安定であるため、解重合が困難であったが、溶

媒や添加剤、反応温度等を適切に設定することで、十分に安定なモノマーが得

られることを明らかとした。 

バイオマスからの基幹化学品合成において、令和 2 年度計画の目標を超え

る、従来の約 30 倍スケールでエタノール変換反応を行い、目的生成物である

ブタジエンの大量合成に成功した。また、リサイクル性の高いバイオポリマー

の高機能化を目指し、バイオマスから得られるジヒドロフェルラ酸とバニリン

酸を含む新規バイオマスベースポリエステルを開発した。開発したポリマーの

熱物性測定により、芳香族ユニットが熱分解温度の上昇に寄与することを明ら

かとした。この成果を国際学術誌に発表しプレスリリース（令和 2年 10月 12

日）を行ったところ、日刊工業新聞等 3紙で報道された。現在、国際共同研究

契約の締結に向けた情報交換を行っている。 

材料・部材のライフサイクル全体の省エネルギー化には、リサイクルだけで

はなくリマニュファクチャリングによる再利用が必要となる。これらを達成す

るためのオンデマンドリペア技術開発を目指し、機能性向上やメカニズム解明

のための知見の構築に取組んだ。省エネな製膜技術による電子部品の開発で

は、従来のスパッタ法に比べて製膜時の消費電力が 1/3 となる製膜技術を開

発した。金属 3D 造形技術を用いたタービンブレードのリペア技術開発では、

リサイクル材料であるタービンブレードの破砕粉末をプラズマ処理すること

により、金属 3D 造形用の粉末に再生するプロセスの構築を達成した。これら

の成果は Q1ジャーナルに 2報の論文が掲載された。 

 

以上の研究成果を総括し、本取組みによる成果の意義及びアウトカムについ

て述べる。地球規模での解決策が求められる環境保全と産業発展とを両立させ

た持続可能な社会の実現のためには、資源消費型社会から脱却した資源循環型

社会の実現が必要となる。材料・化学領域が主体となって 6領域の研究者が集

結して、この解決のために立ち上げた資源循環利用技術研究ラボのもと、炭素・

窒素・リンの循環技術や触媒技術、機能材料循環技術の開発に取組んだ。取組

みのスタートとなる令和 2 年度は、国際学術誌へ掲載された論文が注目論文

や表紙として採用された他、産総研が代表となり、内閣府ムーンショット型研

究開発事業や、NEDO プロジェクト等、資源循環に関わる多くのプロジェクト

を企業や大学と連携してスタートさせた。また、Materials Research Meeting 

(MRM) 2020（主催：日本 MRS）にて、ゼロエミッション国際共同研究センター

と共同でシンポジウム「物質・資源循環技術」を開催し、開発した資源循環技

術に関する広報活動も行った。環境保全を通じた新たな産業・市場の創出、及

びそれらを現実のものとする資源循環システム・技術の確立に向け、学術的な

基盤技術と社会実装するための連携体制の構築という、着実な進展があったと

考えられる。 
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〇環境保全と

開発・利用の調

和を実現する

環境評価・修

復・管理技術の

開発 

 

産業・人間活動

を支える各種

開発利用と環

境保全とを調

和させながら

人間社会の質

をも向上させ

るために、環境

影響の評価・モ

ニタリングお

よび修復・管理

する技術の開

発・融合を行

う。 

〇環境保全と

開発・利用の調

和を実現する

環境評価・修

復・管理技術の

開発 

 

産業・人間活動

を支える各種

開発利用と環

境保全とを調

和させながら

人間社会の質

をも向上させ

るために、環境

影響の評価・モ

ニタリング及

び修復・管理す

る技術の開発・

融合を行う。今

後の社会情勢

やマーケティ

ングにより変

更される可能

性はあるが、現

時点では次の

研究開発が見

込まれる。 

・地圏及び生

活圏を対象に、

資源開発等に

伴う環境影響

評価、汚染環境

の修復と管理

に資する研究

開発を行う。 

・水資源の保

全や海域にお

ける資源開発

等に伴う環境

影響の調査・分

析・評価・管理

〇環境保全と開発・利用の

調和を実現する環境評価・

修復・管理技術の開発 

 

 

 

 

・地圏の資源開発や産業利

用を環境保全と調和的に行

うために、まず自然状態の

土壌を対象に調査・評価を

実施し、マップとして整備

する。さらにより詳細な評

価や措置のために鉱石・岩

石中の有害元素の分析技術

の高度化や、リスク評価、

浄化技術の開発を実施す

る。また、既存の休廃止鉱

山や汚染土壌の持続的な管

理を目指し、同位体解析や

生態リスク評価等を用いた

各種研究を推進する。 

・地下水の利用や海域での

資源開発等を環境保全と調

和的に行うために、地下水

に関しては、国内で水文調

査を展開し、その結果を順

次、水文環境図として整備・

公表する。また海洋に関し

ては、海洋環境ベースライ

ン調査の高度化のために遺

伝子手法や流況解析手法を

用いた解析法の研究を進

め、さらに海洋環境評価の

ため、海水の塩分や pHを高

精度で計測するために技術

開発を行う。加えて、生物

に対する水環境の診断や有

害性評価技術の高度化や標

準化を推進する。 

・環境と調和した地圏・水

圏の開発・利用に資するた

 コロナ禍の中で、産業活動の著しい低下が CO2排出の大幅減など環境汚染の改

善に繋がり、図らずも産業活動や各種資源の開発利用と環境保全が表裏一体で

あることが再認識されている。また、経済効率を優先させた社会の脆弱性も明

らかになり、非常事態の際に素早く物資の流通を改善し、経済対策に繋がる諸

開発を開始可能な、社会の“備え”が一層重要となりつつある。資源・エネル

ギーの確保のみならず、「環境保全」も実は社会の“備え”である。環境保全

のための各種技術や基礎情報をあらかじめ整備しておくことは、先手を打った

情報発信や戦略的な環境アセスメントに資することから、開発と環境を調和さ

せながら社会を前進させるための必須の“備え”である。これは同時に、世界

共通のゴール SDGs が目指す持続可能な開発につながるものであり、我が国の

“備え”を国際展開し、SDGsへの貢献を推進することが可能となる。 

本研究では、地圏、海洋、沿岸における資源や国土の開発・利用に伴う環境

影響を適正に理解・評価・修復するために、また、開発・利用に対する不安等

の障害を克服するために、環境基盤情報の整備と公表、環境計測・モニタリン

グ・生態系影響評価技術の開発、環境浄化技術の開発、リスク評価・社会経済

影響分析、各種ガイドライン策定に取り組む。地質調査総合センター（GSJ）

が主管領域となり、GSJの持つ調査技術と情報整備機能に、産総研 5研究領域

の有する高度な計測、分析・評価技術等を融合させることで、統合的な技術開

発と情報整備を実現する。標準化や国際連携も活用するとともに、領域融合を

活性化するための人的ネットワークを可視化し連携プラットフォームを構築

することで、成果の創出などに一体的に取り組む。  

 

・地圏環境リスク課題の環境調和型管理および対策に資する基盤情報整備 

表層土壌中の自然由来重金属類や休廃止鉱山ならびに自然放射線に関わる

バックグランド（BG）情報整備を推進した。自然由来重金属類の情報整備では、

四国全域の表層土壌評価基本図を作成し、公開した（令和 3 年 3 月 30 日プレ

スリリース、報道 1 件）。四国にはかつて 600 を超える鉱山が存在し、周辺で

はクロム等で基準を超過する地点が数件分布していたが、曝露評価によると人

体への影響はないと判断された。四国地方の自然由来重金属類の分布特性や地

質学的要因等の BG 情報を取りまとめた事例はこれまで無く、リスクまで評価

したものは初の成果となる。 

休廃止鉱山に関する情報整備では、データベースの整備に向けて、「同位体

を用いた坑廃水の起源解析」、「微生物処理の適用性評価に資する菌叢解析」、

「生態影響評価」、「長期濃度予測」に資するデータの蓄積を目的に、国内の 8

休廃止鉱山を対象に上記の予備調査を実施し、今後の継続的な現地調査及び保

有事業者・管理自治体の調査許可を得た。さらに現地調査及び坑廃水や微生物

試料の室内分析の実施により、調査対象地域の坑廃水の起源の解明や坑道周辺

の水収支概念モデルの作成、階層ベイズ推定による約 100 坑廃水の金属濃度

の将来予測を進めた。 

自然放射線に関する情報整備では、熊本県及び愛知県において、県が管理す

るモニタリングポスト周辺で BG スペクトルを測定し、スペクトル情報から得

た自然放射線由来の高エネルギー光子成分とサーベイメータや電子式個人線

水準以上に達成してい

る。 

資源確保や環境修復

に関する国の事業であ

る、コバルトリッチク

ラストの開発、除染土

壌の最終処分、休廃止

鉱山坑廃水管理等の産

業と環境に関わる社会

課題に多様な面から取

り組み、さらに国際貢

献としてメコン川三角

州の海岸浸食の原因究

明に地質学的に取り組

んでいる。これらの成

果は学術的インパクト

の高いQ1ジャーナルで

の論文発表に加え、国

の施策へと反映され、

かつ国際的な日本のプ

レゼンス向上へとつな

がるものである。 
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に関する研究

開発を行う。 

・環境保全と

開発利用の調

和に資する環

境モニタリン

グ、各種分析、

リスク評価に

関する技術開

発及び社会科

学的な研究を

行う。 

め、地球観測衛星データを

活用し、現況把握のための

各種情報の収集・マップ作

成の研究および地上環境モ

ニタリング網の整備を推進

する。さらにより詳細なモ

ニタリングとして都市域で

大気組成観測を行い、取得

データに基づく熱汚染シミ

ュレーションを開始する。

また、各種環境下での発生

交流磁界の高精度測定のた

め、高精度・高安定な標準

磁界発生システムの開発と

それによる小型交流磁界セ

ンサの精密評価を行うとと

もに、海洋環境モニタリン

グに資する標準物質の開発

を行う。 

量計等の各種線量計の応答の関係性を評価した。 

・環境調和型の海底資源開発に向けた環境影響評価技術

海域での資源開発に伴う環境影響調査の一環として、石油天然ガス・金属鉱

物資源機構(JOGMEC)よりコバルトリッチクラスト海域における環境調査を受

託し、海洋環境ベースライン調査を実施するとともにデータの分析・解析によ

り海洋環境影響評価技術の高度化を推進している。令和 2年度は、日本のコバ

ルトリッチクラスト国際鉱区が設定されている北西太平洋における 3 つの海

山周辺で行われた沈降粒子自動サンプリング観測結果を解析し、堆積作用特性

として貧栄養外洋域に特有な物質フラックスの特徴を把握した。沈降粒子フラ

ックスの季節変動について、晩夏の沈降粒子フラックス増加が台風による鉛直

方向の撹拌と植物プランクトンの増殖による可能性を解明し、論文発表を行っ

た。 

さらに、日本、中国、韓国、ロシアの探査鉱区を含む北西太平洋海域に対す

る、地域環境管理計画（Regional Environmental Management Plan， REMP）

の策定に向けた国際海底機構（ISA）ワークショップに JOGMECからの依頼で参

加し、報告書を分担執筆したほか、前述の堆積特性ならびに海洋物理特性に関

する新知見の口頭発表を行った。 

海洋環境モニタリングに資する標準物質として、海水認証標準物質（微量元素

分析用—添加、NMIJ CRM 7204-a）の開発を行い、認証手続きを完了した。 

・持続的な沿岸域利用のための環境基盤整備とリスク評価技術の開発

沿岸域の環境影響評価技術の開発では、沖縄及びメコン川三角州において環

境影響の研究に着手した。深刻な海岸侵食問題を抱える５カ国に跨がる国際河

川メコン川下流の三角州平野（ベトナム）において、地質データと年代測定に

基づく長期的な海岸線変化の傾向から、調査時点の海岸侵食の要因が河川上流

でのダム構築に加え、気候変動や土地利用などの複合的なものであることを示

した。この成果は Q1ジャーナルに掲載され、さらに招待講演（米国地球物理

学連合）及びレビュー論文（Q1ジャーナル）の執筆を依頼された。 

沖縄のサンゴ礁危機を解決するために、沿岸生物のストレス応答及び連結性

を独自の分析ツールを用いて評価し、代表的なサンゴ 2 種間で環境変化に伴

う生理的応答が共生する藻類の違いによって異なることを明らかにした。ま

た、細菌類を対象とした DNA データ解析により、地下水の流路パターンと対応

する細菌群集構造が検出され、陸域負荷（環境汚染等）が地下水を通じて沿岸

域まで影響を及ぼす可能性を示唆した。 

さらに地下水に関する国内の水文調査の一環であるデータベースの整備で

は、和歌山県紀の川平野の地下水資源とその利用を調査し、水文環境図として

整備し公表（令和 3 年 3 月 23 日）した。本環境図では、沿岸部の被圧帯水層

が過剰揚水により海岸から数 km 内陸でも塩水浸入を受けていること、河口部

では埋没河川に代表されるような選択的な地下水のパスが存在することを解

明するとともに、紀の川近傍にある井戸の利用により紀の川の水が引き込まれ

る可能性があることから、紀の川の水質・水量の保全が、地域の水資源を守る
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ために最も重要であることを示した。 

地球観測衛星データを基に、マップ作成として土地被覆図作成のためのアル

ゴリズム開発を行った。また、地上環境モニタリングの為の地上観測システム

の開発を行った。 

 

・環境調和型技術の社会実装に向けたプラットフォーム構築と実践 

福島第一原子力発電所事故（以下、原発事故）の持続可能な環境回復に関し

ては、焼却灰の減容化技術開発を進め、高アルカリイオン濃度の焼却灰洗浄水

中でも安定的に使用可能な放射性セシウム（Cs）の吸着材を実用化し、民間に

技術移転を経て販売された。また、実証試験でも当該吸着材が使用されている。

また、廃棄物等の 2045 年までの福島県外最終処分の社会経済性評価として、

処理費用削減に向けた経済性評価、科研費で実施した 2000 人規模の社会受容

性オンラインアンケート調査及び被災地住民の意識変遷調査を実施した。 

気候変動・少子高齢化に対応した休廃止鉱山の省力・合理的な管理に向けて

は、通信電波未到達地域の鉱山を対象として抗廃水管理の省力化・災害時の遠

隔監視を目指し、電波指向性・超省電力化した遠隔モニタリングシステムの第

一段階の実証試験を民間企業と連携し成功させた。また、有害元素の微生物浄

化処理技術の開発・高度化では、産学官連携で、従来概念を覆す有機物未添加

状態でマンガン（Mn）を酸化可能な Mn スラッジ培養液を確認し、微生物群集

の網羅的遺伝子発現解析を行い、Mn 酸化菌活用処理技術の原理解明を推進し

た。さらに、抗廃水流入河川の生態リスク評価を進め、経済産業省からの受託

事業の一環で民間と連携して、２つのリスク評価・管理ガイダンス案を作成し

た。 

海洋環境評価のため、屈折式塩分センサの新たなプロトタイプを開発し、国

立研究開発法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）の海洋地球研究船「みらい」に

よる太平洋上での観測で水深 3,000 m での現場測定を実施した。また、水深

1,000 m（10 MPa）における pHの自動モニタリングシステムの性能評価を実施

するため、30 MPaまで加圧可能な圧力容器の構築、及び 4 ℃まで系の温度を

下げる恒温装置の構築を完了した。 

都市域での熱汚染シミュレーションに関して、新型コロナウイルス感染拡大

に伴う外出自粛により、大阪市のオフィス街では気温が最大 0.13℃低下（ヒ

ートアイランド緩和）、電力消費量が 40%低下（省エネ）したと推定された。こ

の成果は、学術誌で発表するとともにプレスリリース（令和 2 年 11 月 6 日プ

レスリリース、報道 4件）された。 

各種環境下での発生交流磁界の高精度測定のため、1 µT の交流標準磁界の

発生装置の構築、及び、システムの再評価を実施した。また、10 Hz～10 kHz

の範囲で動作可能な交流磁界環境測定用の小型センサの評価も実施した。 

生物に対する水環境の診断や有害性評価技術に関して、水俣条約の水銀排出

対策に資する誘導体化溶媒抽出同時処理－ガスクロマトグラフ質量分析法に

よる環境水・工場排水中アルキル水銀の簡便・ロバスト分析法の分析条件を最

適化し、国際標準規格(ISO 21863:2020)の発行（令和 2年 10月）につなげた。 
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本研究の意義・アウトカムを以下に纏める。 

・地圏環境リスク課題の環境調和型管理および対策に資する基盤情報整備 

土壌中の自然由来重金属類の分布情報は、汚染判明時の BG 濃度を知る上で

重要な基盤情報となる。四国地方では、南海トラフ地震発生時の津波堆積物や

豪雨による土砂災害が想定されるため、それら堆積物の管理・処理指針に有用

な役割を果たすことが期待される。また、今後予定されている四国新幹線や高

速道路等の整備におけるルート選定等での活用も期待される。休廃止鉱山 DB

は、国及び自治体等と連携・共有しており、今後、国内の休廃止鉱山の管理指

針策定や、途上国の小規模鉱山等へのリスク低減に展開することが期待され

る。 

 

・環境調和型の海底資源開発に向けた環境影響評価技術 

貧栄養外洋域における物質フラックスの特徴把握は、日本のコバルトリッチ

クラスト国際鉱区周辺海域の海洋環境・生態系のベースラインデータとして、

環境影響評価を行う上で非常に重要である。また、北西太平洋 REMP の ISA ワ

ークショップにおいても報告書を分担執筆し、これを通じて産総研の成果が国

際的に情報共有されたため、今後の REMP 策定において有用な科学的根拠とし

ての役割を果たすものとなる。さらに、上記 ISAワークショップに専門家とし

て参加し討論することで、北西太平洋海域での環境調査研究を通じて、日本の

プレゼンス向上に貢献した。国は南鳥島周辺の EEZ 内に賦存するコバルトリ

ッチクラストについて、2028 年末までに採掘技術を確立させ、採掘の商業化

を進める方針を固めている。周辺国も同島周辺の豊富な海底資源に関心を強め

ており、資源確保に向けて対抗する狙いがあり、採掘技術の確立と同時に環境

影響評価技術の早期の確立が急務である。令和 2 年 7 月に EEZ 内拓洋第 5 海

山で実施された掘削試験の継続的環境モニタリングデータ解析を通じた貢献

が、今後期待される。 

 

・持続的な沿岸域利用のための環境基盤整備とリスク評価技術の開発 

国際河川であるメコン川では上流・中流域に多数のダムが稼働中であり、さ

らに追加が計画されている。そのため各国の利権がからみ、下流域での干ばつ

や海岸浸食が深刻な問題となりつつある。メコン川三角州の研究は、国内外の

河川とその沿岸域の土砂量変動を評価する手法に地質学的手法が有効である

ことを示し、沿岸域における環境保全と急速な経済発展との調和への貢献が期

待できる。 

サンゴ礁生態系の保全については、事前にサンゴに共生する藻類の組成を明

らかにすることで環境変化に対するサンゴ個体群への影響が予測できること、

地下水の細菌叢がサンゴ個体群に悪影響を及ぼす可能性があること等の重要

な情報が得られた。この成果は、画一的な環境対策ではなく、個々のサンゴや

地域に応じた保全対策が必要であることを示唆している。また水文環境図は、

誰でもアクセスできる地下水情報であり、国の水循環基本計画における流域の

総合的な水管理の推進に貢献できるものである。 
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・環境調和型技術の社会実装に向けたプラットフォーム構築と実践 

数兆円規模の処理費用が必要とされる原発事故由来の廃棄物等の合理的処

理に関しては、技術開発だけでなく、産学官連携、社会経済性評価、合意形成

が重要となる。本成果は、環境省、国立環境研究所、民間企業等と産学官連携

し、革新的な減容化技術の実用化により焼却灰の大幅な減容が期待されるとと

もに、今後の議論が進む県外最終処分の方向性検討、次世代人材育成等の国際

的連携・理解促進に資するものである。科研費と連携して産総研主体で行った

被災地住民の意識変遷調査は、 ICRP（国際放射線防護委員会）から

Publication146報告書（令和 2年 12月出版）を通じて情報共有され、今後の

原子力災害からの復興の議論に有用な役割を果たすものとなる。 

休廃止鉱山に関して、遠隔モニタリングシステムの実証試験の成功により、

気候変動に伴う豪雨増加や管理者の高齢化の課題に対して、超省電力で可能な

抗廃水遠隔監視の社会実装により革新的な省力化が期待される。地元自治体と

連携した栄養無添加で抗廃水中の Mn を酸化可能な菌の確認は、新たな低環境

負荷型処理技術の実用にはずみをつけ、年間数十億円の抗廃水処理費用の大幅

削減が期待される。経済産業省からの受託事業の一環で民間企業と連携して発

行予定の 2つのガイダンスは、我が国でも初の生態リスク評価・管理ガイダン

スであり社会的インパクトが大きい。本成果は経済産業省の第 6次『特定施設

に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針』（2023年〜）策定検討の基盤情

報として活用されている。これらの成果は、ISO（水質分析／土壌）、国際原子

力機関、国際放射線防護機関、OECD/NEA 等を通じて国際社会への展開が期待

される。 

 

 

２．少子高齢化

の対策 

 

〇全ての産業

分野での労働

生産性の向上

と技能の継承・

高度化に資す

る技術の開発 

 

少子高齢化に

対応するため、

サービス業を

含む全ての産

業分野で労働

等の投入資源

の最適化、従業

員 の Quality 

of Work(QoW)

２．少子高齢化

の対策 

 

〇全ての産業

分野での労働

生産性の向上

と技能の継承・

高度化に資す

る技術の開発 

 

少子高齢化に

対応するため、

サービス業を

含む全ての産

業分野で労働

等の投入資源

の最適化、従業

員 の Quality 

of Work(QoW)

２．少子高齢化の対策 

 

 

〇全ての産業分野での労働

生産性の向上と技能の継

承・高度化に資する技術の

開発 

 

 

 

・生産システムの最適化に

ついて、人を含めた構成要

素の相互影響を表現したネ

ットワークモデルをベース

として、生産システムの運

用等に係る知識記述を進め

るとともに、知識記述・獲

得を支援する仕組みを開発

する。また、人とロボット

 生産年齢人口の減少に伴い、労働生産性の向上や技能の継承・高度化が全ての

産業分野に共通する社会課題となっている。この社会課題への対応として、労

働等の投入資源の最適化、従業員の Quality of Work（QoW)の向上、産業構造

の変化を先取する新たな顧客価値の創出等が求められている。これら社会課題

の解決には、人と協調する人工知能（AI）、ロボット、センサ等を融合したサ

イバーフィジカルシステム（CPS）の構築、及び、その活用が鍵と考えられる。

そこで、令和 2年度は、エレクトロニクス・製造領域と情報・人間工学領域が

共同で、これらの研究開発を推進するための中心的な研究ユニットとして、イ

ンダストリアル CPS 研究センターを設置した。労働集約性の高いものづくり

産業とサービス産業の現場を対象に、その問題点を整理し、1. 生産システム

の最適化に向けた知識記述・獲得支援技術の開発、及び、労働生産性向上のた

めの人・機械の動きのリアルタイム計測技術の開発、2. 重量物搬送支援のた

めの対象物搬送技術の開発、及び、3. QoW につながる従業員満足度・顧客満

足度との関係性のモデリングを、当初課題として設定し、その解決に取り組ん

だ。 

本融合研究で開発した、人の動作を統合的に計測できる技術は、人とロボッ

トとの協調作業が期待できる成果として産業界から注目を集め、関連知財の情

報開示 9 件、そして 3 件の共同研究や生産現場のデジタルトランスフォーメ

ーション（DX）技術に関するコンサルタント契約へと繋がった。2.の重量物の

水準以上に達成してい

る。 

新たな顧客価値の創

出及び技能の継承・高

度化に向けて、人と協

調する人工知能（AI）、

ロボット、センサ等を

融合した技術の開発を

行った。成果は、論文 7

報（うち Q1ジャーナル

3 報、IF 付 1 報）とし

て発表し、情報・人間工

学分野では論文より注

目度の高い国際会議に

も 6 件採択され、特許

出願 3 件、情報開示 9

件をおこなった。 

開発した技術は、企

業単独では開発が難し
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の向上、産業構

造の変化を先

取する新たな

顧客価値の創

出、および技能

の継承・高度化

に向けて、人と

協調する人工

知能（AI）、ロ

ボット、センサ

などを融合し

た技術を開発

する。 

 

の向上、産業構

造の変化を先

取する新たな

顧客価値の創

出及び技能の

継承・高度化に

向けて、人と協

調する人工知

能（AI）、ロボ

ット、センサ等

を融合した技

術を開発する。

今後の社会情

勢やマーケテ

ィングにより

変更される可

能性はあるが、

現時点では次

の研究開発が

見込まれる。 

・製造業やサ

ービス業等の

現場における

人、ロボット、

機器、作業環境

等から構成さ

れるシステム

に関して、モデ

リング、センシ

ング、計画・制

御、システム設

計等の技術を

高度化すると

ともに、人と協

調する AI を活

用することに

より、当該シス

テムの安全性

と柔軟性を保

ちつつ作業性

や生産性の観

点から最適化

の安全な協調作業を実現し

生産性向上を図るため、人

の動き、機械の動きのサイ

バーフィジカルシステム上

でのリアルタイム計測を可

能とする。 

・重量物を人に代わって扱

うロボット技術の開発を行

う。作業環境内における搬

送対象物及び自己の位置を

同定し、目標位置まで対象

物を搬送する技術を開発す

る。 

・サービス現場での顧客と

従業員の相互作用の計測に

基づき、令和 2 年度は従業

員スキルのモデル化、現場

生産性の評価方法を開発す

るとともに、QoW につなが

る従業員満足度・顧客満足

度との関係性のモデル化を

研究する。 

搬送に係る技術の開発では共同研究先の抱える課題に解決の道筋を示したこ

とで、高い評価を得た。また開発成果の一部をオープンソースウェア化したこ

とで社会実装の前倒しが期待できる仕組みを構築した。以下、各項目別に成果

をまとめる。 

 

1-1.生産システムの最適化に向けた知識記述・獲得支援技術の開発 

生産システムの最適化には、設備に加えて、人を含めた構成要素の相互影響を

表現するネットワークモデルの構築が有効であり、そのモデルを活用すること

で、労働等の投入資源の最適化が可能となり、労働生産性の向上に繋がる。令

和 2年度は、生産システムの運用等に係る知識記述を進めるとともに、知識記

述・獲得を支援する仕組みを開発した。生産システムの運用においては、①設

計（コンピュータ支援設計／製造（CAD/CAM）工程）、②生産計画、③生産実行・

評価などのエンジニアリング活動が継続的に行われる。これらのエンジニアリ

ング活動は、従来熟練技術者の経験によって行われてきたが、その熟練技術者

の知を引き出し、記述する仕組みを作り出すことで、後継者不足を支援する枠

組みを構築することができた。以下、①②③を具体的に記述する。 

① 設計における知識記述・獲得を支援する仕組みの開発 

設計（CAD/CAM工程）の観点では、工作機械への入力情報となる熟練技術者

の知識に基づきパラメータ化された CAM プログラムを、ロボティックプロセ

スオートメーション（RPA）を活用して自動的に生成するツールのプロトタイ

プを開発した。ワークの基本形状モデル、及び、工作機械が持つ工具のリスト

を入力として、様々なスケール・素材に応じた CAMプログラムを自動的に生成

できるようにすることで、一般技術者が CAD/CAM 工程において熟練技術者の

知識を利用する仕組みを開発した。 

② 生産計画における知識記述・獲得を支援する仕組みの開発 

生産計画では、熟練技術者の問題解決プロセスにおける複雑な思考をネット

ワークモデルとして記述することにより、生産計画に限らずエンジニアリング

活動全般について、熟練技術者の思考回路が、「事象観察 → 要因分析 → 要

因同定 → 解決策検討 → 解決策実施」という一連のサブプロセスに分解でき

ることを明らかにした。ネットワークモデルに含まれる情報をもとに、生産計

画において用いられるルールを抽出し、その結果を熟練技術者が評価しやすい

ガントチャートとして可視化できるツールを開発することで、生産計画におけ

る知識記述・獲得を支援する仕組みを構築した。 

③ 生産実行、評価における知識記述・獲得を支援する仕組みの開発 

生産実行・評価においては、機能共鳴分析手法（FRAM）を用いて、モデルの

データベース化対象となる熟練者の作業プロセスに関するデータをモデル全

体／個別機能／シミュレーション条件・結果に分類することで、データベース

のフレームワークを開発した。また、モデル編集用インタフェースアプリケー

ションを開発試作した。生産システムの最適化では、RPAを活用して生産シス

テムの運用等に係る知識記述を進め、ツール化することにより、知識記述・獲

得を支援する仕組みを開発した。本仕組みを利用することにより、特定の生産

システムに関して熟練技術者の知識をヒアリングなどで獲得すれば、エンジニ

いものであり、研究開

発の早い段階から、多

くの企業と共同研究に

よる技術移転を進めて

いる。また共通基盤の

オープンソースウェア

化など社会実装が加速

される仕組みを構築し

実装希望する企業も現

れた。以上により製品

化や社会実装等の道筋

が明確となった。 

総合的に目標の水準

を超える成果が得られ

た。 
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する技術を開

発し実証する。 

・人のモデリ

ングやセンシ

ングに基づい

た解析を通じ

て、個人差を考

慮した技能の

獲得・伝承を支

援し、個人に合

わせた動作や

姿勢の提案等

による生産性

と QoW の向上

を実現する研

究開発を行う。 

アリング活動全般に知識を一般化できる。例えば、生産計画を支援するシミュ

レータのような支援ツールに熟練技術者の暗黙知を取り入れることが可能と

なり、知識伝承・技能継承に係る工程を大幅に短縮させることが期待できる。

また、自動生成されたプログラムも実際の加工で検証するレベルに達したこと

から、社会実装に向けて、臨海副都心センター内 CPS棟の模擬工場内の工作機

械を用いた実証フェーズに前倒しで入った。これらの成果は、論文 1報で発表

した。 

1-2.労働生産性向上のための人・機械の動きのリアルタイム計測技術の開発

人とロボットの安全な協調作業を実現するためには、ロボットが人の動作を

推定できることが重要であり、動作を推定、先読みすることで人との協調作業

を安全に遂行することができる。令和 2年度は、特に人の動きに関する計測技

術を向上し、デジタル化することを目標に研究開発を進めた。本計測技術は、

①空間における人の動き、②人の個々の部位の計測による全体身体運動の動

き、③指先といった手の動きに大別することができる。以下、①②③を具体的

に記述する。 

① 空間内の人の移動における動きに係る計測技術開発

空間内の人の動きの計測について、産総研はこれまでに慣性計測ユニット

（IMU）を用いた人の歩行運動解析に基づく屋内測位技術（PDR）を、生産現場、

サービス現場における改善活動を支援する技術として発展させてきた。リアル

タイム処理については、すでに携帯電話でのナビゲーション機能として実用化

されているが、現場の改善活動支援に活用するためには、歩行以外の多くの動

作を含む対象の活動に関して、勤務開始から終了までの 8時間程度、動線解析

や作業時間分析に活用できる精度で安定した出力を得る必要がある。そこで令

和 2 年度は、これまでオフライン処理で活用していた低消費電力の近距離無

線技術である BLE（Bluetooth Low Energy）ビーコン電波の受信情報や、業務

記録データを活用した統合測位手法のリアルタイム化開発に着手し、その基本

設計を完了した。 

② 人の個々の部位の計測による全体身体運動の動きに係る計測技術開発

人の運動をリアルタイム計測するために、IMUとカメラ画像におけるデプス

（深度）情報を併用した身体運動計測技術に関する研究を進めた。IMUとデプ

ス情報からの情報を統合することで、ドリフト誤差とオクルージョン（遮蔽）

というそれぞれのセンサの欠点を解消した頑健で高精度な計測を実現した。 

また、別の手法として、産総研が開発した高精度拡張現実（AR）マーカを IMU

と融合することで、誤差が蓄積しない 6 自由度計測システムのプロトタイプ

を開発した。本システムはカバン 1 個に収められるほどコンパクト化が可能

であり、屋内外問わず複数の身体部位の位置と姿勢を簡単に計測できるもので

ある。さらに、高精度 AR マーカを構成する特殊レンズ部品を改良し、正方形

のみであったマーカ形状を実用性の向上が確認されている長方形とすること

や、貼る場所に合わせて形状変換することを可能にした。 

③ 指先まで含めた手の動きに係る計測技術開発

人の手作業認識を行う計測システムとして、画像とそのデプス情報をリアル
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タイムに取得可能とすることで、計測中に手作業の推定ができるようにした。 

以上①から③まで人の動作に関する計測技術を構築したことで、物流現場を想

定した 3次元地図環境内において、ロボットが人の動きを認識し、リアルタイ

ムに搬送経路を生成する自律移動技術と、WEBブラウザ上で指示された物体を

実環境上で認識し、遠隔操作する技術を組み合わせた自律作業技術を構築し

た。ユースケースとして、コンビニエンスストアの模擬環境において構築技術

を検証し、周辺の人を避けながら、人が指定した商品を認識・搬送し、手渡し

（Pick & Place）するという商品マテハン作業（モノの移動/運搬に係るマテ

リアルハンドリング作業）に対し遠隔操作の概念実証（PoC）を実現し、人と

ロボットの協調作業が可能なことを示した。また、業務分析ツール統合化によ

る生産現場とのインタラクション向上においては、本検証に際し、人の計測ツ

ール（ハード）とバーチャル空間におけるシミュレーションツール（ソフト）

をリアルタイム 3D 開発プラットフォームの一種である Unity を活用して統合

し、その統合ツールの基本動作とツール間の通信が適切に行われていることを

確認した。これらの成果は、国際誌に掲載されるとともに、情報開示契約（9

件）や共同研究（2件）につながるなど産業界からも高い評価を受けた。 

移動から指先といった細部の詳細な動きまで、人の一連の動作に関する計測

技術を総合的に有する企業は少なく、人の動きに係る計測技術は産総研の強み

となっている。特に、労働生産人口の低下に起因する社会課題の解決として、

人と機械の協働の仕組みは重要視されており、協調作業における作業者の動作

推定のニーズは高まっている。本研究で得られた成果は、今後、就労意欲、労

働安全衛生、そして生産性の向上を実現するための就労者のモニタリング技術

として、実就労環境での運用が期待できる。 

2. 重量物搬送支援のための対象物搬送技術の開発

大型重量物を持ち上げて移動させることが困難な場合、転がして移動させる

作業が、多くの生産現場で人手によって行われている。このような作業をロボ

ット技術によって代替することで労働生産性が向上し、人を危険な作業から解

放することで QoWの向上にもつながる。令和 2年度は、重量物搬送に向けて、

作業環境内における搬送対象物及び自己（ロボット）の位置を同定し、目標位

置まで対象物を搬送する技術を開発した。さらに、大型重量物によって視野が

遮蔽される場合にも目標位置まで対象物を搬送できる技術を開発した。 

大型重量物を転がして移動させる際、ロボットの視野は搬送対象物によって

一部遮蔽され、作業環境内における自己位置同定を困難にする。また対象物が

大きくロボットに近いために、対象物全体を視野に収めることが難しく、対象

物の位置同定が困難になる。対象物の位置同定については、デプス画像から得

られたポイントクラウド（点群）と、対象物の 3D モデルから得られたポイン

トクラウドとの差違を、繰り返し計算によって最小化することにより、実時間

での追跡を可能にした。作業環境における自己位置同定については、対象物の

追跡結果から視野中の対象物領域を求め、この領域をマスクした画像をリアル

タイムに地図上に反映することで、視野に対象物が写り込んだ場合でもロバス

トな自己位置同定を可能にした。
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自己位置推定と環境地図作成を同時に行う SLAM（ Simultaneous 

Localization and Mapping）と呼ばれる技術によって得られた作業環境のマッ

プと、上記の位置同定技術で得られた自己及び対象物の位置から目標位置まで

の位置情報を利用して、ヒューマノイドロボットが対象物を搬送するための全

身動作計画手法を開発した。本手法は①搬送経路の計画、②着地位置及び把持

の計画、③全身動作の計画の 3段階から構成される。①の経路計画は、経路を

Reeds-Sheppカーブと呼ばれる最短経路生成技術で表現し、ランダム検索法の

一つでロボットの最適経路生成アルゴリズムである RRT（Rapidly Exploring 

Random Tree）法を用いて決定している。②の着地位置及び把持の計画には、

オフラインで計算した可到達範囲マップを組み合わせ、効率的に探索が行える

ようにした。③の全身動作生成は、目標位置から動作を決定する全身逆運動学

計算によって実現した。 

以上によりロボットが作業環境内における搬送対象物及び自己の位置を同

定し、目標位置まで対象物を搬送することを可能にした。本成果は、企業との

共同研究の成果であり、共同研究先の抱える課題に解決の道筋を示したこと

で、高い評価を得た。また、Q1ジャーナル論文発表 1報、Google Scholarサ

ブカテゴリ Top20 に入る主要国際会議での発表 2 件も行った。さらにロボッ

ト制御共通基盤の一部をオープンソースウェア化することで実際に組み込み

を希望する企業が現れるなど社会実装への道筋を明確化した。 

大型重量物の搬送における現実的なボトルネックとして、大型重量物自体に

よるロボット視野の遮蔽が課題であった。今回、視野欠けの状態における位置

同定技術を確立したことにより、重量物の転がし移動技術を確立できれば、ロ

ボットサイズに制限のある作業空間において、重量物を搬送することが可能と

なる。開発した位置同定技術は、ロボットの形態や物体の大小に関係なく利用

可能であり、適用範囲は広い。また動作計画技術も円筒形物体に限定されるも

のではなく、ドアの開閉やカートの操作など、移動を伴う作業に広く適用でき

る技術であり、生産現場での様々な課題解決に活用可能である。 

3. QoWにつながる従業員満足度・顧客満足度との関係性のモデリング

仕事現場の QoWの向上ならびに、その評価技術は、個々の従業員のマネジメ

ントに活用され、生産性の向上につながる。そこで、令和 2年度は、QoWにつ

ながるサービス現場での従業員満足度、顧客満足度、消費活動活性につながる

指標をデータ化し、可視化する技術を開発した。また、これらの現場計測・可

視化技術の開発プロセスとして、これまでに実践してきた現場参加型開発によ

るシステム改善ループのモデルについて英文書籍のチャプターとしてまとめ、

出版した。 

本開発は国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）の「研究成果展開事業

/産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム/人と知能機械との協奏

メカニズム解明と協奏価値に基づく新しい社会システムを構築するための基

盤技術の創出」事業の支援も受けて推進し、飲食サービス現場の業務データと

行動計測データを用いて従業員満足度・顧客満足度を評価するためのモデルの

構築とその実用性について検討した。成果については、国内の研究会において
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2件の発表を行った。 

生産人口低下における対策として、ものづくり産業と並んで労働集約性が高

く、労働生産性の低いサービス分野においては、従業員の QoW が重要となる

が、その可視化、特にマネジメント側からの見える化が遅れている。本研究で

得られた従業員満足度・顧客満足度を評価するためのモデルを、個々の従業員

のマネジメントに活用することで、生産性の向上が見込まれる。また、本モデ

ルの活用は、サービス現場での顧客満足度の向上、さらには、消費活動の活性

化にもつながることが期待される。 

その他、本研究課題で実施した取り組みの結果を記載する。 

・安全に関する国際規格ガイドへのモデルの提案として、人機械共存の労働安

全に関して大手自動車メーカと共同研究を進めるとともに委員会活動を通じ

て Safety2.0白書の発行を達成した。加えて、それに基づく IECの新規安全ガ

イドライン提案にむけてドラフトを作成し、IECの ACOS委員会に提出した。

・CPS人材の育成については、令和 2年度は IoT (Internet of Things)人材

育成カリキュラム及び受講者向け教材を開発するとともに、計画を前倒しして

公設試向けの IoT人材育成講習会を 2回（延べ参加人数 101名）実施し、人材

育成を図った。 

〇生活に溶け

込む先端技術

を活用した次

世代ヘルスケ

アサービスに

資する技術の

開発 

次世代ヘルス

ケアサービス

の創出に資す

る技術として、

個人の心身状

態のモニタリ

ングおよび社

会の健康・医療

ビッグデータ

を活用して、疾

病予兆をより

早期に発見し、

日常生活や社

会環境に介入

することで健

〇生活に溶け

込む先端技術

を活用した次

世代ヘルスケ

アサービスに

資する技術の

開発 

次世代ヘルス

ケアサービス

の創出に資す

る技術として、

個人の心身状

態のモニタリ

ング及び社会

の健康・医療ビ

ッグデータを

活用して、疾病

予兆をより早

期に発見し、日

常生活や社会

環境に介入す

ることで健康

〇生活に溶け込む先端技術

を活用した次世代ヘルスケ

アサービスに資する技術の

開発 

・企業との共同研究型コン

ソーシアムを実施して、車

両や運転者のデータをもと

に認知症を早期発見する手

法開発に取り組む。異なる

認知機能レベルの人を対象

に、ドライビングシミュレ

ータ運転、発話、歩行など

のデータ、および MRI 等の

医学的データを収集する。

また、将来の健康状態を予

測するために、経時的に採

取したヒトの血液サンプル

に含まれるタンパク質プロ

ファイリングを行い、発症

日本はかつてない少子高齢社会に突入している。少子高齢社会の進展にともな

って生じる課題の一つが健康寿命の延伸である。平均寿命は世界最高水準に達

している一方、疾病などの健康上の理由により日常生活に制限のある期間が約

10年間存在し、この間に生活の質（QoL）の低下や医療費・介護費の増大等の

問題が生じる。産総研では、健康寿命の延伸に貢献すべく、領域（情報・人間

工学領域、エレクトロニクス・製造領域、生命工学領域、計量標準総合センタ

ー、材料・化学領域）横断的な取組として、個人の心身状態のモニタリングや

健康・医療ビッグデータの活用により疾病予兆を早期に発見し、日常生活への

介入により健康寿命の延伸につながる行動変容を促す等、次世代ヘルスケアサ

ービスの創出に資する技術の開発を進めている。この技術開発のため、本研究

開発では、1)生活者デジタルツイン※によるヘルスケアサービス提供、2)心身

状態のモデル化と評価技術の開発、3)健康モニタリング技術の開発、を中心的

な研究テーマとして取り組んでいる。 

※ 健康や生活に関する個人の情報をサイバー空間に送り、サイバー空間内に

個人を再現し、個人の状態の評価や予測などを行う技術。 

令和 2年度の主な成果は、下記の 3点である。 

① 生活者デジタルツインによるヘルスケアサービスの提供を可能にする、健

康・医療ビッグデータ活用のためのデータプラットフォームの設計 

② 心身状態のモデル化と評価技術の開発に資する、認知機能低下に関わる医

学・日常生活データの蓄積、健康行動へのモチベーション（意欲）の促進要因

の抽出 

③ 日常生活においてさりげなく健康状態をモニタリングするための下着型生

水準以上に達成してい

る。 

目標をすべて達成し

た上に、企業 7 社及び

大学とのコンソーシア

ム型共同研究の実施、

企業との複数の共同研

究の実施、2件の特許出

願等、社会実装が期待

できる研究成果を複数

創出した。学術的成果

としても、Q1 ジャーナ

ル 6報を含む 18報の論

文掲載、分野トップ国

際会議での発表2件等、

優れた成果を得た。こ

れらの成果から、社会

課題の解決に向け、総

合的に目標の水準を超

える成果が得られたと

評価する。 
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康寿命の延伸

につながる行

動変容あるい

は早期受検を

促す技術を開

発する。 

寿命の延伸に

つながる行動

変容あるいは

早期受検を促

す技術を開発

する。今後の社

会情勢やマー

ケティングに

より変更され

る可能性はあ

るが、現時点で

は次の研究開

発が見込まれ

る。 

・日常生活場

面で計測する

個人の健康・医

療データと、ヘ

ルスケアサー

ビスや社会実

験で収集され

るビッグデー

タから、現在の

心身状態や生

活・行動特性を

評価し、将来の

疾病や健康状

態を予測する

モデルを研究

開発する。 

・個人の生活・

行動特性に応

じて、その生活

や社会環境に

情報技術やデ

バイス技術で

介入し、行動変

容や早期受検

を促すことで、

将来の疾病リ

スク低減や健

康状態の改善

予測のための健常時基準デ

ータを取りまとめる。 

・日常生活における心身状

態をユビキタスにモニタリ

ングすることを目的とし

て、生体情報センシングデ

バイス回路のテキスタイル

上への生体適合性装着技術

の開発を行う。加えて、そ

のために必要な電源供給技

術について、電磁波による

無線送受電システムおよび

熱電発電による医療用セン

サ端末給電システムの研究

開発に取り組む。 

・健康維持・増進行動を促

進・阻害する心理社会要因

の抽出を行う。特に性格特

性の影響や健康行動のモチ

ベーションにつながる要因

抽出を行う。また、歩行支

援に役立つ技術として、実

験室での詳細歩行データと

日常生活で利用可能な簡易

計測手法とを比較検討し

て、年齢、性別や歩行パタ

ンから転倒リスク等の安全

性を評価する手法の研究開

発に取り組む。 

体計測デバイス、給電システム、感情記録システムのプロトタイプ開発 

①について、令和 2年度は、健康・医療ビッグデータの活用とサービス化を

推進するための研究開発に取り組んだ。生活者の健康や意識をビッグデータと

して持続的に収集、活用するための健康・医療データプラットフォームの全体

構成を設計し、健康共通データベース（DB）、健康データマネジメントプラッ

トフォーム(DMP)、健康 Webサービス基盤の各モジュールの開発を進め、健康・

医療ビッグデータを活用するためのソフトウェア 3 件、データベース 6 件を

構築した。 

健康共通 DB については、健康診断や生活中で収集される各種の健康情報を

同意条件や前提条件、背景情報などとともに適切に管理・統合し、各健康情報

の集計と簡易な分析、確率モデル構築用のデータ作成を実行するモジュールを

研究開発した。健康 DMP については、健康情報を管理する健康共通 DB から転

送される分析用データを用い、確率モデル構築が自動的に実行できるデータマ

ネジメントプラットフォームを研究開発した。健康 Web サービス基盤につい

ては、各健康情報を活用した Web サービスを複数のステークホルダー（専門

家、健康サービス提供者、利用者）に同時に提供し、この Webサービスの利用

履歴からステークホルダー間の相互作用を含む新たなデータ収集を行うシス

テムのソフトウェアを研究開発した。 

②について、令和 2年度は、車の運転など日常生活で取得できるデータをも

とに認知症を早期発見する手法の開発、健康行動を促進する個人要因の抽出に

取り組んだ。 

認知症の早期発見に関する取組は、企業 7 社及び大学とのコンソーシアム

型共同研究「健康起因交通事故撲滅のための医工連携研究開発コンソーシアム

2」により推進した。医学的データと日常生活データの紐づけを目的に、幅広

い認知機能の人を対象に、日常生活を想定した環境でのデータ（ドライビング

シミュレータ運転時の運転挙動、顔画像や視線などの生体情報データ、歩行デ

ータ、会話音声データ）と MRI脳画像、認知機能検査データなどの医学的デー

タを収集した。MRI脳画像による海馬の萎縮、認知機能検査による記憶機能や

実行機能の低下などから、医学的に認知症と診断された者 5名、認知症の前段

階である軽度認知機能低下者と診断された者 30 名、比較群として認知機能に

問題のない健常高齢者 50名、健常若年者 30 名を対象にデータの収集・解析を

行った。ドライビングシミュレータでの運転挙動データの解析から、軽度認知

機能低下者では、カーブ区間走行時に健常高齢者、健常若年者と比べて、強い

ブレーキ操作による急減速をする人の割合が多く、速度の変動が大きくなると

いう特徴が確認された。また、認知症者でも同様の傾向が確認された。このこ

とから、軽度認知機能低下者及び認知症者では、マルチタスク能力が低下して

いることで、カーブ走行に必要なハンドル操作とブレーキ操作を並行して行う

ことが困難であり、速度操作をした後にハンドル操作をするという操作の分離

実施が生じることが明らかとなった。生体情報データ、特に視線データの解析

から、軽度認知機能低下者では、横断歩行者がいる交差点を運転している際、

歩行者に対する視認時間が長いという特徴が確認された。さらに、会話音声デ

ータから、軽度認知機能低下者では「質問に対する聞き返し」が多くなる特徴
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を実現する新

たな健康管理

方法やサービ

スを研究開発

する。 

が確認された。本研究ならびに関連研究の成果は、Q1ジャーナル『Journal of 

Applied Physiology』2報を含む国際論文 6報、Google Scholar Top 20にラ

ンキングされている分野トップ国際会議 2 報を含む 7 報の国際会議採択につ

ながり、日常生活の行動から認知症を早期発見する技術を社会実装するための

基盤を創出できた。 

健康行動を促進する個人要因の抽出に関しては、企業 1 社との共同研究と

して取り組んだ。健康行動の中でも運動行動と食行動に着目し、20 歳から 69

歳の男女 5,200 名を対象に調査を実施した。取得した回答データの統計的分

析から、健康行動の実施段階により、個人の性格が異なることが分かった。具

体的には、健康行動を実施している者は、新しい経験に好奇心をもって取り組

む性格の者が多く、健康行動への関心はあるが未実施の者は、その場の感情の

ままに行動する傾向が強い性格の者が多かった。さらに、健康行動に無関心な

者は、計画的で勤勉な性格の者が多いことが分かった。次に、健康行動の実施

段階について、無関心から関心段階、関心段階から実施段階への移行を予測す

る要因を抽出、分析した。その結果、無関心段階から関心段階への移行を促す

ためには、将来の疾患リスクの見える化などによる健康行動へのモチベーショ

ンを高める介入、勤勉な性格傾向に応じた具体的な健康行動実施計画の提供が

有効であるという知見を得た。加えて、関心段階から実施段階への移行を促す

ためには、日常生活の自己管理をサポートするサービスの活用、感情のままに

行動する性格傾向に合わせて、個人の感情状態に応じた介入を行うことが有効

であるという知見を得た。これらは、個人に合わせた支援・介入手法を構築す

る上で必須となる研究知見である。本研究知見を活用することで、個人に応じ

て健康行動を促進する支援・介入サービスの社会実装が可能となる。 

③について、令和 2年度は、日常生活中の健康状態のモニタリング技術の開

発に取り組んだ。 

疾病予兆を早期に発見するためには、人体に装着する計測装置の快適性を向

上し、日常生活においてさりげなく健康状態をモニタリングする技術の開発が

重要な課題となる。このため、快適な生体計測（心電・脈波・血圧）を実現す

るための生体適合性装着技術の研究開発を行った。下着型計測デバイスのプロ

トタイプとして、バンド型計測デバイスを作製し、これを下腹部に装着するこ

とで、心電信号、脈波信号の同時計測に成功した。また、このデバイスを製造

するための布上配線・電極・回路形成技術に関して Q1ジャーナル『Sensors』

を含む国際論文 5報を発表した。 

日常生活中の健康モニタリング技術の社会実装には、計測装置の快適性の向

上のみならず、装置の持続的な稼働を支える給電システムが必要となる。令和

2年度は、熱電発電による医療用センサ端末給電システムの実現に向けて、体

温で発電するフレキシブル熱電モジュールの熱設計を行い、プロトタイプを開

発した。高出力フレキシブル熱電モジュールに、発熱体と大気との間で十分な

温度差を確保するための放熱フィンを取り付けたシステムを設計し、性能評価

を行った。さらに、電波放射によるセンサへの無線給電の実現に向けて、受電

回路設計の研究と動作実証を行った。受電回路設計では、高効率動作が可能と

される従来の F 級回路構造を基に、電波から直流への電力変換効率が向上す
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る構造を設計し、特許を 1件出願した。動作実証では、リジッド基板を用いた

受電回路の試作を行い、LED電球への給電を実証した。加えて、フレキシブル

基板を用いた受電回路を設計した。 

年度計画に記載はないが、個人の感情に適合した介入を可能にするため、日

常的な感情記録システムの開発にも取り組んだ。日常生活の行動記録として

「いつ、どこで、だれが、どのように」を記録することに加え、個人が「なぜ」

その行動をとったかを記録できるよう、74 種類の顔文字を用いた直感的かつ

迅速な入力が可能な、スマートフォンを基盤としたシステムを開発した。開発

したシステムの検証のため、26 名を対象とした予備実験と 1,000 名を対象と

した本実験を実施することで、絵文字を用いた感情記録の妥当性を確認した。

本システムに関する特許を出願した（特願 2021-043215）。 

その他、本研究課題で実施した取組の結果 

・将来の健康状態を予測するためのタンパク質プロファイリングの研究開発

に取り組んだ。健常者及び認知症患者の血液中タンパク質のプロファイリング

を目的として、NCGG バイオバンク血液を用い、質量分析計を用いた実験プロ

トコルの確立と解析技術の基盤を構築した。

・歩行支援に役立つ技術の開発として、実験室での詳細歩行データ（対象人数

10 名）及び日常生活で利用可能な簡易センサによる歩行データ（対象人数 16

名、計 22,265 件の歩行データ）を計測するとともに、歩行データベース登録

データの解析を実施し、高齢者の転倒リスクに関わる要因を抽出した。本研究

成果は、歩行支援技術に関する企業との共同研究へと発展した。 

・年度計画に記載はないが、日常生活で使用できる健康モニタリング技術とし

て、呼気ガスセンシングによる腸内細菌叢の計測・評価技術の開発にも取り組

み、携帯型マルチセンサシステムの改良を行うことでガスの識別性能を向上す

ることができた。研究成果の社会実装を進めるため、企業に 1件の試料提供、

1件の関連技術の提供を行った。 

・年度計画に記載はないが、疾患・ストレスの早期発見を可能とするバイオマ

ーカーの開発にも取り組んだ。本取り組みは、国立研究開発法人日本医療研究

開発機構（AMED）や科研費、民間財団からの支援を受けて推進した。糞便中の

マイクロバイオームから、マウスの 2状態（睡眠障害の有無，運動制限付加の

有無）を高精度に識別することに成功、研究成果が『Analytical Chemistry』

など Q1 ジャーナル 2 報へ採択されるとともに、特許 1 件の出願につながっ

た。 

・年度計画に記載はないが、未病状態を早期発見するための未病バイオマーカ

ーの開発のため、睡眠や食リズムの乱れから精神疾患の発症に至る未病段階の

モデル動物を確立した。研究成果は、国際論文 3 報の発表につながるととも

に、第 74回日本栄養・食糧学会大会トピックス賞を受賞した。 

健康寿命の延伸は、重要な政策課題と定められており、2040 年までに 3 年

以上の延伸、2024 年度末までに 1 年以上の延伸を目指すことが健康・医療戦

略として閣議決定されている（2020 年 3月）。また、ヘルスケア産業の国内市

場規模は、2030年には 37兆円を突破すると予想されている。本研究では、日
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常生活でさりげなく健康状態をモニタリングする技術など、生活に溶け込む先

端技術を活用した次世代ヘルスケアサービスに資する技術を開発しており、研

究成果は政策課題の解決に資する技術の開発につながるとともに、ヘルスケア

産業の市場の拡大に貢献する。 

疾患の早期発見には、現在の健康状態のモニタリングに加えて、将来の疾患

リスクを予測することが必要である。本研究で開発した健康・医療データプラ

ットフォームは、疾患リスクを予測するための健康・医療ビッグデータの管理・

運用基盤となり、個人の疾病リスクに基づく日常生活での健康行動支援などの

様々なヘルスケアサービスにおいて活用できることから、ヘルスケアサービス

の社会実装に大きな波及効果をもたらす。 

認知症は要介護原因となる主要な疾患であり、本研究で得られた成果から認

知症の早期発見技術が確立すれば医療費・介護費の大幅な削減につながる。ま

た、本研究成果に基づき、日常生活中の行動から認知機能低下の兆候を早期発

見できる技術が開発できれば、認知機能低下に対する早期介入により認知機能

の改善や認知症発症の遅延が見込める。このような技術の開発は、自動車・車

載機器に関わる産業と医療に関わる産業の連携による、新たな製品やサービス

の創出という市場形成も見込まれ、経済産業界への大きな波及効果が期待され

る。 

健康寿命の延伸には、適度な運動やバランスの取れた食事といった生活習慣

への配慮が重要である。このため、日常的な健康行動を促す支援・介入が求め

られる。本研究は、どのような個人にどのような支援・介入を行うことが健康

行動を促すかについて重要な知見を得た。今後、研究成果に基づき、個人に合

わせて日常的な健康行動を促す効果的な支援・介入技術を開発できれば、ヘル

スケア産業を中心にした新たな機器・サービスの創出、ひいては個人の QoLの

向上と医療・介護費の削減につながる。 

要介護原因となる主要な疾患（認知症、脳卒中）の予防には、日常生活中の

健康状態をモニタリングすることで疾患の予兆を早期発見することが重要で

ある。本研究で開発した、快適に装着できる生体計測機器と機器の持続的な稼

働を支える給電システム、感情記録システムの開発が進めば、日常生活でさり

げなく心身の健康状態をモニタリングすることが可能となり、生体計測の習慣

化による疾病予兆の早期発見の実現、日常的な健康行動を促す効果的な支援・

介入サービスの実装、それによる医療・介護費の大幅な削減につなげることが

できる。 

 

 

〇QoL を向上

させる高品質・

高機能・高精度

な治療・診断技

術の開発 

 

アクティブエ

イジングの実

〇QoL を向上

させる高品質・

高機能・高精度

な治療・診断技

術の開発 

 

アクティブエ

イジングの実

〇QoL を向上させる高品

質・高機能・高精度な治療・

診断技術の開発 

 

 

 

・生体適合性医用材料や医

薬品成分との組合せによる

 我が国の平均寿命（男性：81.41 歳、女性：87.45 歳 2019 年）は年々延び、

男女ともに世界最高水準に達している。一方、日常生活が制限されずに暮らせ

る健康寿命（男性：72.14 歳、女性：74.79 歳 2016 年）の観点からみると、

平均寿命との差は 10年近く開いている。さらに、2019年における高齢化率（65

歳以上の人口割合）は 28.4％に達している。総人口の減少に加え現役世代の

減少が進むことから、2040 年には高齢化率は 35％に達し、この結果現役世代

1.5 人で 65 歳以上の世代 1 人を支えることになると予想される。このように

超高齢化に突入する本邦において、働き手の減少による経済力低下、地域間の

水準以上に達成してい

る。 

令和 2 年度は、疾患

の評価法や治療法の開

発に関して試作機の開

発とその製品化に向け

た課題抽出を主要な目

標としてきた。これに
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現に貢献する、

診断や医用材

料を活用した

治療に関わる

技術および機

器の開発や、医

療介入から回

復期リハビリ

テーションま

で活動的な心

身状態を維持

向上させる技

術を開発する。 

現に貢献する、

診断や医用材

料を活用した

治療に関わる

技術及び機器

の開発や、医療

介入から回復

期リハビリテ

ーションまで

活動的な心身

状態を維持向

上させる技術

を開発する。今

後の社会情勢

やマーケティ

ングにより変

更される可能

性はあるが、現

時点では次の

研究開発が見

込まれる。 

・先端医療技

術を確立する

ための基盤と

なる医療機器・

システムの技

術開発、更にガ

イドライン策

定と標準化に

よる医療機器・

システム等の

実用化の支援

を行う。 

・健康状態を

簡便・迅速に評

価する技術の

開発を目指し

て、健康や疾患

にかかわるマ

ーカーや細胞

の計測技術と

そのデバイス

コンビネーション医療機

器、疾患状態を可視化する

センシング技術の開発を行

う。 

・健康状態や疾患の早期・

簡便な評価法の開発を目指

し、生体分子、疾患関連分

子、細胞等の評価機器・デ

バイスを試作し、それらの

製品化に向けた課題抽出を

行う。 

・脳損傷後の機能回復を目

指したニューロリハビリテ

ーション技術および、認知

症発症の予見や障がい者の

補助デバイス習熟のための

脳の適応機構解析技術の開

発を行う。 

医療格差の拡大、医療費の増加など様々な問題に直面することが懸念されてい

るが、その社会課題解決の糸口は「生涯現役社会の実現」である。生涯現役社

会の実現には高齢者の健康寿命の延伸が重要と考えられる。そのために、疾病

をごく初期段階で発見でき、また罹患したとしても生活の質（QoL）を低下さ

せることなく、社会復帰を可能とする信頼性の高い医療を日本中どこにいても

享受できるシステム（ユニバーサルメディカルアクセス）の構築が必要である。

産総研では、健康寿命延伸の実現に貢献する、診断や医用材料を活用した治療

に関わる技術及び機器の開発や、医療介入から回復期リハビリテーションまで

活動的な心身状態を維持向上させる技術の開発を中長期目標としている。令和

2年度は、下記Ⅰ～Ⅲの年度計画について研究開発を進めた。その詳細につい

て、計画ごとに記述する。 

 

Ⅰ.健康状態や疾患の早期・簡便な評価法の開発を目指し、生体分子、疾患関

連分子、細胞等の評価機器・デバイスを試作し、それらの製品化に向けた課題

抽出を行う。 

簡便・迅速・安価・高感度な検査キットの開発 

臨床の簡易検査で汎用される免疫クロマト法は、簡便かつ迅速な診断が可能

であるが、検出感度が低く、定量性に欠け、しばしば偽陰性が認められる。一

方、血液検査等で汎用される ELISA法は検出感度が高く、定量性に優れている

が、操作が煩雑で時間がかかり、安定した結果を得るには熟練を要する。そこ

で、免疫クロマト法の簡便性・迅速性と ELISA法の定量性を両立した安価な検

査キットの開発に取り組んできた。これまでに、紙、フィルム、テープを材料

として、特殊な装置を用いずに作製でき、多項目測定にも対応可能な検査用チ

ップを開発した。試料溶液等を計量せずに適当量をサンプル孔に滴下するだけ

で自動的に一定量が反応部位に留まる独自のマイクロ流路技術を採用するこ

とで、熟練度に依存しない簡便・迅速かつ定量的な物質計測を本チップで実現

した。令和 2年度は、AMED「ウイルス等感染症対策技術開発」事業において、

新型コロナウイルス感染症の抗体検査チップシステムを構築し、ヒト血液中の

新型コロナウイルスに対する抗体 5 種類を 15 分で高感度に検出することに成

功した。性能は免疫クロマト法より 10-1,000 倍高感度である。病院などへの

設置を想定し、薬事承認を目指した全自動検査装置を企業と共同開発してい

る。この成果は、化学工業日報や日刊工業新聞など複数の報道機関に取り上げ

られ、大きな社会的反響を得た。また、本技術を食品分野へ応用し、産総研単

願特許を基盤に民間共同研究を進め、全自動装置を開発した。本装置を用いて

実証試験を行い、実サンプルに対して精度は国の基準値（性能・安定性・再現

性）を満たす事を示した。さらに、知財の創出を行い、製品化への道筋を明確

にした。 

抗体検査は、ワクチン効果の疫学調査等への活用が期待されている。本検査

キットは、製造コストが極めて安価であることに加えて、標的物質を検出する

際の定量性を確保するための仕組みをチップに内蔵することにより、極めて簡

単な操作で従来の ELISA法と同等の定量検査が可能である。また、スマートフ

ォンによる定量検出も可能であるため、設備投資が安価で済むことに加えて、

関して目標を達成した

上に、それを上回る成

果として、企業の新規

製品上市に結び付いた

成果があること、企業

との共同研究を推進し

社会実装の見通しが立

った成果が複数あるこ

と、複数の Q1ジャーナ

ルへ論文が掲載された

ことから、総合的に目

標の水準を超える成果

が得られた。 
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化技術の研究

開発を行う。 

・身体・脳機能

等の障害を患

った者でも社

会参加が可能

となるリハビ

リテーション・

支援技術を開

発する。 

屋内・屋外を問わず、サンプルを入手したその場で迅速・高感度が必要な検査

分野への展開が期待できる。 

 

長期使用可能な体外式補助人工心臓の開発 

新型コロナウイルス感染症の重症患者では、重度の肺炎を起こし、肺胞が著

しく損傷し、酸素が十分に取り入れられない状態に陥ることがある。このよう

な場合には体外で肺機能の代替をして体内に酸素を取り込む体外式膜型人工

肺（ECMO：Extra Corporeal Membranous Oxygenation）を使用し、肺を一時的

に休ませることが必要となる。ECMO は、体外で血液を循環させる血液ポンプ

と、血液中の二酸化炭素を除去し酸素を与える人工肺を組み合わせた装置であ

る。従来の接触式の軸受を持つ遠心血液ポンプにおけるアンメットニーズとし

て赤血球破壊である溶血や血液が凝固した血栓の形成などの問題が挙げられ

る。さらに、新型コロナウイルス感染そのものが血栓を生じやすく、その血栓

症併発が重症化に関与している。そこで、産総研では優れた血液適合性と長期

耐久性、異常状態の検知が可能な中長期使用可能な非接触式の軸受を持つ動圧

浮上遠心血液ポンプの開発に取り組んできた。令和 2年度は、従来デザインで

も求められる基準に達していたが、人工知能を用いた血液ポンプのデザインの

最適化を行い、赤血球破壊指数を 30%も改善した血液ポンプの設計に成功し

た。本成果は、産総研の主な研究成果としてプレスリリースを行い、多数メデ

ィアにおいて報道された。また、血液ポンプ適用時には、回路内で血液を固ま

りにくくするため抗凝固薬を使用するが、その投与管理のため、血栓の有無を

適切に検知する必要がある。令和 2 年度は、超小型血栓検出光センサを開発

し、その血栓検出能を実証した。これまでこれらの革新的血液ポンプの開発に

おいては、企業と連携して研究を進めてきており、令和 2年度における人工知

能による血液ポンプの設計や血栓検出センサの開発によって、社会実装が期待

できる研究成果の創出につながった。今後、従来の血液ポンプで生じていた溶

血や血栓の形成などの血液適合性の問題を改善し、新型コロナウイルス感染症

のみならず、中長期の心機能補助をせざるを得ない重篤な心不全患者の救命

と、QoL向上への貢献が期待できる。 

 

微小デバイスを用いた医療診断法の開発 

生活者の QoLを低下させる要因として、種々の感染症が挙げられる。マラリ

アはアフリカを中心に年間感染者数 2 億人、死亡者数 40 万人の世界三大感染

症の一つである。無症状感染者からの感染拡大が問題であり、高感度診断デバ

イス開発が急務である。これまで産総研はマイクロチップ基板上に単層配列さ

せた赤血球から核染色した原虫を検出する診断デバイス開発を行ってきた。令

和 2 年度は、大手機器メーカと共同で開発したブルーレイの光学系を応用し

た診断デバイスを用いたケニアでの実証研究をまとめ、その有用性を報告した

（Q1ジャーナル：Scientific Reports）。さらにアフリカでの製品化に向けた

迅速かつ安価な高感度マラリア診断デバイス開発を行い、イメージサイトメー

ターとの組み合わせによって、無症状感染者の検出が有望であることを示し、

社会実装への道筋を明確にした。本成果は、マラリア撲滅に向けた革新的ツー
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ルの提供につながるものである。また令和 2年度は、血中循環がん細胞（CTC）

の解析のため、マイクロチップ基板上に血中に含まれる細胞を単層配列させる

表面処理剤の新規開発も行った。本処理剤を塗布したマイクロチップは、腫瘍

組織から遊離して血管内に侵入した CTC の高感度検出にも有効であった。さ

らに、岡山大学病院消化器内科における臨床研究では、産総研が提供したマイ

クロチップを用い、消化器がん患者の血液について CTCの解析が行われ、従来

法では見落とされていた CTCの検出に成功し、実証研究が進んだ。このマイク

ロチップを用いた CTC 検出法は、特許出願を行い社会実装への道筋が明確に

なった。本成果は、転移性消化器がんの新たな診断法、予後予測、抗癌剤によ

る治療効果の判定などに利用されることが期待される。 

また、使い捨て印刷電極を用いた微小バイオセンサを開発し、唾液中の免疫グ

ロブリンタンパク質の検出に応用できることを示した。担当した研究者は、一

連の微小バイオセンサの発展に貢献したことが評価され、応用物理学会フェロ

ー表彰を受けた。 

 

Ⅱ.生体適合性医用材料や医薬品成分との組合せによるコンビネーション医療

機器、疾患状態を可視化するセンシング技術の開発を行う。 

菌の増殖を持続的に抑制する義歯用粘膜調整材の実装 

在宅歯科医療における義歯の治療でよく使われる粘膜調整材は微生物が付

着し易いため、抵抗力のない高齢者や要介護者の全身への持続的な感染源とな

っており、特に肺炎リスクとして認知されている。平成 27 年に企業・大学と

共同で、塩化セチルピリジニウムの抗菌活性を活用した新たな粘膜調整材の開

発を開始し、平成 30 年に厚労省の製造販売承認が得られたものの、モニター

調査等の結果、操作性を改良する必要が生じた。そこで、原料の組成の一部を

変更したうえで再試験を行い、令和 2 年度に一部変更承認申請し、承認され

た。本開発において、産総研は、①製品に抗菌性を付加するための抗菌材の仕

様決定、②抗菌材の大量製造技術の確立（企業との協働）、③製品の非臨床に

よる安全性評価（製品からの抗菌成分の溶出性評価）、④製造販売承認申請に

関わる試験報告書作成及び信頼性調査への対応の役割を担った。このように一

部変更承認が得られたことにより、上市への見通しが立った。当該粘膜調整材

は、口腔内に薬剤が徐放する歯科医療用材料としては国内で初めてのコンビネ

ーションプロダクト（医薬品と医療機器の組み合わせ製品）となる。高齢者や

要介護者の在宅歯科医療に利用されれば、口腔環境の持続的な改善につなが

り、QoL向上に貢献するものである。 

 

成長因子コンビネーション金属医療機器の最終滅菌 

脊椎椎体骨折では、スクリューを用いた脊椎固定術が行われることがある。

しかしながら、スクリューのゆるみが発生しやすいことが知られており、脊椎

固定術による治療を行った患者の 20-40％でスクリューのゆるみが発生して

いるとの報告がある。このスクリューのゆるみに対する再手術に伴って年間

80～160億円程度の医療費損失が生じている。こうした問題に対し、産総研は、

骨や歯の主成分であるヒドロキシアパタイト（Ap）のマトリックス中に骨形成



43 

促進因子（FGF-2）を分散させた Ap-FGF を開発し、筑波大学医学部と共同で

Ap-FGF をコーティングしたスクリューを作製した。令和 2 年度は、本スクリ

ューの最終滅菌製造法を発見し、PCT出願特許の国内移行を進めている。現在、

筑波大学による特定臨床研究が行われている。これまでの無菌製造品は臨床研

究用であり製造コストが高かったが、開発した滅菌法で製造した最終 Ap-FGF 

は製造コストが大幅に下げられており、社会実装につながる成果である。承認

されれば世界初の最終滅菌成長因子コンビネーション金属医療機器になり、高

齢化によって増加する骨粗鬆症患者の QoL向上に寄与する。 

 

Ⅲ.脳損傷後の機能回復を目指したニューロリハビリテーション技術及び、認

知症発症の予見や障がい者の補助デバイス習熟のための脳の適応機構解析技

術の開発を行う。 

脳損傷や認知症では永続的に脳機能が損なわれる上に、治療が困難であり、

患者の QoLを大きく低下させる。そのため、その発症を未然に防ぐことが非常

に重要となる。令和 2年度は、脳卒中や認知症の発症リスクになりえる脳血管

ウインドケッセル機能に着目した評価法を開発し報告した（Q1ジャーナル）。

本評価法を活用した高精度の評価システムを構築できれば、脳卒中や認知症の

発症リスクの早期発見、ひいては、脳卒中や認知症の発症予防による健康寿命

延伸が期待される。 

 

 

３．強靭な国

土・防災への貢

献 

〇強靭な国土

と社会の構築

に資する地質

情報の整備と

地質の評価 

 

地質災害に対

する強靭な国

土と社会の構

築に資するた

め、最新知見に

基づく活断層・

津波・火山に関

する地質情報

の整備を行う

とともに、地

震・火山活動お

よび長期的な

地質変動の評

３．強靭な国

土・防災への貢

献 

〇強靭な国土

と社会の構築

に資する地質

情報の整備と

地質の評価 

 

地質災害に対

する強靭な国

土と社会の構

築に資するた

め、最新知見に

基づく活断層・

津波・火山に関

する地質情報

の整備を行う

とともに、地

震・火山活動及

び長期的な地

質変動の評価・

３．強靭な国土・防災への

貢献 

 

〇強靭な国土と社会の構築

に資する地質情報の整備と

地質の評価 

 

 

 

・地震発生可能性の長期評

価に資するため、長大活断

層の連動性評価や地形表現

が不明瞭な活断層にも適用

できる評価法の研究を行う

と共に、宇宙線生成核種を

用いた年代測定手法の改良

と変動地形解析への活用を

進める。また、千島海溝、

相模トラフ、南海トラフ沿

いなどで海溝型地震履歴の

調査研究や、AI技術導入に

よる震源データ解析の高速

 日本列島は複数のプレートが収斂する変動帯に位置することから、2016 年熊

本地震や 2011 年東日本大震災にそれぞれ代表される活断層による内陸地震や

海溝型地震、2014年御嶽山噴火を例とする火山活動が繰り返し発生している。

このような地質学的環境下にある我が国においては、安心・安全な国土と社会

の構築に向けた国土の強靱化が必要であり、「国土強靱化基本計画（平成 30年

12 月 14 日閣議決定）」における施策として「過去に発生した災害要因の解析

評価（具体的には、活断層の活動履歴調査と活動性評価、津波の浸水履歴調査

と浸水マップの整備、火山の噴火履歴調査と火山地質図の整備）」並びに「地

下水等総合観測施設の整備」が位置づけられている。また、令和 2 年 12 月に

内閣官房により集約された「防災・減災、国土強靱化のための 5か年加速化対

策」においては、重点的に取り組むべき対策として、防災計画に資する活断層

及び火山情報の解析・評価、集約・情報提供が挙げられている。一方、防災対

応を行う地方自治体からは、ハザードマップの作成や防災・避難計画の立案等

に際して、地質災害の履歴や地球科学的知見の提供を求められる機会も増加し

ている。この他、原子力施設の立地、廃止・廃棄措置、最終処分に対する国の

安全規制施策の立案に際して、数十万年単位の長期的な視点での地質変動現象

に対する評価手法及び将来予測に対する最新知見が必要とされている。以上の

ように、地震・火山活動は数百から数十万年スケールで進行する現象であるこ

とから、過去に起こった事象を明らかにする学問である地質学の手法を用いた

研究への期待が大きく、行政・社会からのニーズが存在する。 

・活断層の活動履歴の解明とデータベース整備 

国の地震調査研究推進本部(地震本部)の計画に則り、令和 2 年度は 13 の活

水準以上に達成してい

る。 

目標をすべて達成し

た上に、国が行う南海

トラフ地震の監視・警

戒体制への直接的な貢

献に至ったこと、複数

の地方自治体に対して

火山防災施策に必要と

なる最新情報の提供が

為されたこと、複数の

Q1 ジャーナルへ論文が

掲載されたこと、その

一部は学会のみならず

一般社会からも防災に

資する研究成果として

注目されたことから、

総合的に目標の水準を

超える成果が得られた

と判断する。 
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価・予測手法の

開発を行う。 

予測手法の開

発を行う。今後

の社会情勢や

マーケティン

グにより変更

される可能性

はあるが、現時

点では次の研

究開発が見込

まれる。 

・活断層から

発生する地震、

海溝型巨大地

震とそれに伴

う津波の予測

及びそれらが

周辺域へ災害

をもたらす地

質学的要因の

解明に資する

研究開発を行

う。 

・火山地質図

等の整備によ

る火山噴火履

歴の系統的解

明並びに小規

模高リスク噴

火から大規模

噴火を対象と

した噴火推移・

マグマ活動評

価手法の研究

開発を行う。 

・放射性廃棄

物安全規制支

援研究として、

10 万年オーダ

ーの各種地質

変動及び地下

水の流動に関

する長期的評

化・自動化と全国内陸部の

応力マップの整備を進め

る。このほか、都市部での

強震動の伝搬・増幅特性の

より正確な予測や、地震時

の地盤変形の予測・評価手

法の研究を代表的な活断層

帯を対象に行う。また、南

海トラフ沿岸での深部すべ

りのモニタリングと検出・

解析技術の高度化を継続

し、国に観測情報を提供す

る。 

・恵山、伊豆大島、雌阿寒

岳などで火山地質図作成の

調査を行うとともに、火山

データベースにおける完新

世噴火イベントの更新を行

う。物質科学的・数理物理

学的手法を用い、阿蘇カル

デラなどの大規模噴火の準

備過程の解析および桜島・

阿蘇火山などにおける火砕

噴火推移の把握技術の開発

を行う。火山活動の推移予

測に資する火山活動モデル

の構築を目指し、自然電位

観測に基づく熱水系の発達

過程の解明や地球化学調査

に基づく浅部熱水系の物理

化学構造のモデル化を行

う。 

・規制機関において整備す

る放射性廃棄物処分に関す

る審査ガイド等に対応し

て、隆起及び侵食の評価手

法、断層と周辺の高透水ゾ

ーンの評価手法、層理面等

の弱面の力学特性の評価手

法の構築を行う。また、ボ

ーリング調査結果等を用い

て三次元地下水流動モデル

断層を対象とした地形・地質・地球物理学的調査を行った。地震本部が定めた

「主要活断層帯(115)」の内、地震発生確率が不明なもの(X ランクの活断層)

は 41 存在するが、令和 2 年度の調査により、5 断層について確率評価に必要

となるデータを得ることができた。 

Xランクの活断層においては、上載層の欠如等により従来手法（14C年代測定

法や火山灰分析）では年代指標が得られないため、地形表現が不明瞭な活断層

にも適用できる新たな年代測定手法の開発が重要な課題である。そこで、宇宙

線表面照射年代測定法（TCN法）に着目した研究を進めており、国内における

TCN法は花崗岩地域を対象とした研究が多いことから、多様な岩種や地層への

適用法の確立を目標として、令和 2年度は和歌山県潮岬の火山岩(デイサイト)

分布地域を対象とした隆起ベンチの編年を試みた。その結果、TCN法により地

殻変動に伴う離水年代推定を可能とする良好な結果が得られ、国(原子力規制

庁)に報告を行った。 

国内の活断層に関する地質情報（活動履歴や平均変位速度等）を網羅的に取

りまとめた活断層データベースについては最新知見に基づく更新作業を続け

ており、令和 2年度は 2つの活動セグメントについてのデータを整備した。 

・応力マップ全国展開に向けた AIによる地震解析手法の開発 

従来の活断層活動性評価手法とは異なるアプローチとして、物理モデルに基づ

く地震の規模・時期の予測精度向上を目指し、応力や活構造、地表歪の情報な

どに基づき地震の発生やテクトニクスについて総合的に記述する地震テクト

ニックマップの作成を進めている。特に、応力場は今後起こりうる大地震の発

生様式や規模を推定する上で最も重要な基本情報であることから、日本全国ス

ケールの応力分布図（応力マップ）の作成を進めている。令和 2年度は、高解

像度の応力マップの作成を目指して、日常的に発生している微小地震も含めた

大量の地震を解析するために、震源メカニズム解の推定に必要な地震波形デー

タの P波初動極性の読み取りに人工知能（AI）技術を応用した解析技術の開発

に成功し、全国陸域部 20km 以浅で発生した約 11 万個の微小地震の震源メカ

ニズム解を推定した。この解析技術及び研究成果を IF 付き国際誌に公表した

ところ、日本地震学会広報誌『なゐふる』122号（2020年 8月発行）や米国地

震学会（SSA）ウェブサイト上の研究者紹介コーナー“At Work”（2020年 12月

16 日公開）で紹介され、AI を地震学へ応用した成功事例として、国内外の学

協会において高い評価を得た。 

・首都圏沿岸の津波浸水履歴情報の整備 

九十九里浜沿岸の津波堆積物調査により、2層の津波堆積物を確認した。その

うち上位の津波堆積物は 14C年代測定により 1677年延宝もしくは 1703年元禄

と推定された。一方、房総半島南部の海岸段丘の地殻変動解析により、約 1千

年前の下位層に対比される相模トラフを波源とする巨大地震の発生は認定す

ることはできなかった（本成果は共著論文として Q1 ジャーナルに掲載され

た）。これらの結果から下位層は約 1 千年前に日本海溝南部を波源とする巨大

地震の津波堆積物であると示唆することができた。  

・南海トラフ観測データの気象庁常時監視への提供開始 

南海トラフにおいては今後 30 年間に M8〜9 クラスの地震発生確率が 70〜80%
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価手法の整備

や、地下深部の

長期安定性の

予測・評価手法

の研究開発を

行う。 

の構築を行い、モデルの検

証と更新に必要な指標の抽

出・評価を行う。特に、線

量評価を行う上で重要な要

因である天然バリアの性能

評価に関しては、深部流体

が地層に与える影響、処分

坑道建設に伴う掘削影響領

域の水理・力学的特性の変

化に関する調査、実験及び

解析を実施する。 

 

と見積もられており、2017年 11月より国（気象庁）が南海トラフ全域で地震・

地殻変動を 24 時間体制で監視し「南海トラフ地震臨時情報」等を発表するこ

ととなった。気象庁のひずみ計による地殻変動の観測は東海地域とその周辺に

限られ、東海地域以西に対する監視・観測体制の早急な構築が喫緊の課題であ

った。一方、産総研では、紀伊半島から四国までの南海トラフ沿いに 16 地点

で地下水等総合観測施設を運用し、南海トラフ地震の発生に関係すると考えら

れるゆっくりすべり（SSE）を対象とした地下水・ひずみ計の観測・データ解

析を継続的に行ってきた。これに基づき、令和 2年 6月から、紀伊半島から四

国に配置した産総研の 12 観測点のひずみ計データが新たに気象庁の 24 時間

常時監視対象として活用されることになった。また、気象庁が同データの異常

を検知した場合には、産総研でも遅滞なく対応する体制をとることになった。

本データ提供は令和 2 年 6 月 23 日に産総研及び気象庁から共同プレスリリー

スがなされた。社会からの関心も高く、マスコミ取材は計 17 件、産総研公式

HP掲載記事にも多数のアクセスがあった。 

・海溝型巨大地震切迫度評価手法の検討 

南海トラフをはじめとする海溝型巨大地震の発生予測手法の開発に資する研

究として、南海トラフの陸上のアナログと考えられる延岡衝上断層(宮崎県)の

石英脈の分析から、プレート境界付近の水圧変化を推定した。その結果、断層

活動前後の水圧変化が先行研究に比べて 10分の 1以下(10 MPa程度)の変動で

あることが推定できた。本研究は Q1 ジャーナルに公表された後、プレスリリ

ース（令和 2 年 8 月 3 日、報道 7 件）並びに産総研公式ホームページ「さが

せ、おもしろ研究！ブルーバックス探検が行く」に掲載され、Yahoo!ニュース

にも引用される等、防災に資する研究成果として高い関心が寄せられた。 

・火山地質図・データベースの整備 

令和 2 年度は、2011 年度から開始された第 2 期知的基盤整備計画の最終年度

にあたる。火山地質図については、計画期間内に 7火山の完成を目標としてい

た中、令和 2年度には「伊豆大島」「雌阿寒岳」の調査を行うと共に、「恵山火

山」のとりまとめが完了したことで、計画を予定通り遂行した。 

・大規模噴火に至るマグマ蓄積過程の解明 

適切かつ信頼性のある火山防災の計画やその実現のため、大規模火砕噴火の準

備・発生・推移の定量的理解を進める研究を進めている。令和 2年度は、我が

国の代表的なカルデラ火山である姶良カルデラを事例研究として、大規模噴火

の前後 3 万年間に噴出したマグマとそれに含まれる鉱物結晶の化学組成を測

定し、それに基づきマグマが蓄積していた温度・圧力条件とその時間変化を解

析した。その結果、約 3万年以上前から珪長質マグマの蓄積が開始し、大規模

噴火に発展したこと、また大噴火の後には組成の異なる新たな珪長質マグマの

蓄積が開始していることを明らかにし、IF付き国際誌に公表した。 

・地方自治体の火山ハザードマップの改訂や噴火避難計画策定への貢献 

富士山火山防災対策会議「富士山ハザードマップ(改訂版)検討委員会」に臨時

委員として 2 名が参画し、産総研が作成した富士火山地質図(第 2 版)等の最

新研究成果を提供した。これにより、従来研究では認識されていなかった側火

口の位置を示したことで、ハザードマップの想定火口域が変更され噴石飛散域
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や溶岩流流下域などの被害想定が見直された。このほか、東京都 6 火山(伊豆

大島、三宅島等)の火山防災協議会に委員等として参画し火山避難計画の改訂・

策定が令和 2 年 10 月に為された他、御嶽山火山防災訓練に対する助言等を行

った。 

・放射性廃棄物の地下埋設処分（中深度処分）に関する安全規制支援研究 

原子力規制庁では、原子力発電所の廃炉作業等で生じる低レベル放射性廃棄物

の中深度処分に関する規制基準や審査ガイドの策定を進めており、将来 10 万

年程度に渡る処分地の地質学的な安定性等を評価するために、地震、火山、隆

起・侵食など各種の地質変動のほか、岩盤の特性や地下水の化学的・水理学的

特徴等に関する地球科学的知見を必要としている。令和 2年度は、原子力規制

庁からの意向もあり、中深度処分の許可基準規則のうち廃棄物埋設地の自然条

件等及び廃棄物埋設地及び坑道の岩盤工学・水理学的特性評価等に関する既存

研究の技術的取りまとめを行い、報告を行った。また、地震活動に伴う地下水

の流量・化学変化について、起源及び深度の異なる複数の地下水の混合比の時

間変化プロセスとして解明し、IF付き国際誌に公表した。 

 

その他、本課題で実施し計画通り達成した取組の成果を以下に記載する。 

・千島海溝、南海及び相模トラフ沿いの沿岸低地で、津波堆積物調査や地中レ

ーダ探査等を実施し、津波浸水履歴や隆起痕跡地形解析等を行い、断層モデル

の検討を進めると共に津波浸水履歴に関する地質情報（柱状図等）を整理した。 

・連動型地震の発生予測の為の調査を糸魚川-静岡構造線断層帯(中北部・中南

部)を対象として行い、断層形状と広域応力場に基づく動力学的断層モデルに

断層の活動履歴情報を加味することで、起こりうる連動パターンを提示するこ

とができた。  

・都市部の地下構造モデルの研究として、奈良盆地東縁断層帯を対象に地震

動・微動観測を行い、基盤形状、地下速度構造解析を行うと共に、過去の地震

に伴う地盤変形の解明に必要な地下探査データを収集した。 

・火山活動の推移予測に資する火山活動モデルの構築を目指して、2015 年水

蒸気噴火が発生した箱根大涌谷に対する自然電位観測に基づく 3 次元比抵抗

構造解析等を行い、浅部熱水系モデルを構築したことで、電磁探査(AMT法)の

水蒸気噴火のポテンシャル評価への有用性を示す事ができた。本成果は IF 付

き国際誌に公表した。 

・火山活動を評価する上で重要となるマグマ上昇速度やその過程を推定する

新たな手法を所内の高温高圧岩石融解実験装置により開発した。 

・噴火推移の準リアルタイム把握技術の開発のための火山灰粒子解析手法の

研究を行うとともに、火山灰粒子の特徴のカタログ化・データベース化を進め

た。 

・北東北太平洋沿岸部で実施したボーリング調査に基づき、揚水試験による水

理特性評価解析や水質・同位体分析、三次元広域地下水流動解析を行い、地下

水の流動・組成変化モデルを構築すると共に、水文学的調査による地下水モデ

ルとの整合性についての検討を行った。 

・天然バリアに対する性能評価として、地震・断層活動や弱面すべりの発生等
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が地盤に与える水理・力学的影響とその影響範囲の評価・モデル化手法に関す

る調査・実験的検討を行い、中間的な取りまとめを行った。また、深部流体に

対して、ヨウ素同位体解析等により瀬戸内地域の流体上昇域の詳細解析を行

い、国内査読誌に公表した。 

・内閣府の火山防災対策会議において、行政の施策と研究・技術開発を一体的

に推進するための複数の検討チームに参画し、特に「降灰の現地調査の連携・

データ共有の検討チーム」では主査担当として火山噴火時に大学・関係機関が

取得する降灰調査データの相互流通・利用のガイドラインを取りまとめた。 

・気象庁職員 1 名(週 1 日通年)を技術研修員として受け入れたほか、気象庁

の火山業務研修（観測・解析コース;10名）に産総研から 2名が講師として参

加した。また、東北大学変動地球共生学卓越大学院プログラムにおける課題解

決型研修 1 講座を産総研で実施し、将来的に防災対応に携わる若手人材の育

成にも貢献した。 

地震・火山防災に資する基礎情報としての活断層データベース、津波堆積物

データベース及び火山地質図整備については、いずれも知的基盤整備計画通り

実施することができた。特に、活断層に対する調査においては、地震調査推進

本部による主要活断層の評価において地震発生確率が不明な 5 つの活断層に

対し、確率評価に必要となるデータを得ることができた。また、新たな活断層

の調査手法として、宇宙線生成核種を用いた地形変動解析法を開発し、今後国

内の多様な条件下にある活断層への適用性の拡張に向けた研究を進める足か

がりを得た。これに加え、AI 技術を用いた震源メカニズム自動解析処理法を

構築し、日本全国の陸域部を対象として従来より精緻な応力解析結果を公開す

ることができた。この成果の画期的な点の一つは、一気に全国陸域を網羅する

大量の震源メカニズム解が得られたことにある。これにより、AI を活用して

膨大な量の地震を短期間で解析できるようになったため、対象地域・期間を容

易に拡大できる。このほか、南海トラフ地震に関係する SSE等の観測手法の開

発を目的とした地下水等総合観測においては、ひずみ計観測データが気象庁に

よる 24 時間常時監視への活用が開始された。これにより、気象庁において九

州東岸を除く南海トラフのほぼ全域で SSE の発生を早期かつ広範囲に検知で

きるようになり、国として南海トラフ地震に関連する情報をより正確・迅速に

発表することが可能となった。また、海溝型巨大地震の切迫度を評価する手法

の開発では、プレート境界付近の水圧変化をモニタリング指標とすることの重

要性を物質科学的に指摘することができた。 

火山地質図の研究では、恵山火山地質図を取りまとめた。これにより火山噴

火予知連絡会により重点的に観測整備が必要とされた 50 の活火山のうち、35

火山に対する地質図が整備されたことになる。「恵山火山」は年間 47万人が訪

れる恵山道立自然公園の中核部で、周辺住民は約 5千名を数える。本火山は令

和 3 年現在も活発な噴気活動が見られ、水蒸気噴火の発生が危惧される火山

である。今回の調査の結果、従来確認されていたよりも高頻度(最近 1 万年間

に 15回以上)の噴火が確認され、小規模な噴火でも山麓の住宅地まで降灰、火

砕流、土石流が到達していたことが明らかとなった。また溶岩ドーム形成が卓

越することから、噴火は長期間（数年）に及ぶ可能性を指摘した。これらの研
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究成果については、地元自治体「恵山火山防災協議会」に最新知見として情報

提供を行った。また、取りまとめ中の「日光白根火山」の調査においては、こ

れまで活火山と認定されていなかった「三岳」が完新世に噴火実績を持つこと

を明らかにした。「三岳」は観光地である戦場ヶ原の近傍に位置するため、今

後の防災対策の検討が必要なことから、学会講演を行い学術的な見地からの検

証をうけると共に、本研究成果を地元自治体の防災関係機関に情報提供した。

また、本件については地元新聞社から取材を受けた。引き続き、御嶽山等での

調査を計画的に実施すると共に、防災対応に関係する重要な知見については、

早急に地元自治体等に情報提供を進める。また、火山データベースに関しては、

政府・自治体等の防災計画・被害想定・ハザードマップ策定等に必要な火山情

報として、新たな主題図「噴火口図(仮称)」などのコンテンツ整備を進める予

定である。また、大規模噴火に至るマグマ蓄積時間を明らかにした研究成果を

IF 付き国際誌に公表した。マグマの蓄積時間は、周辺地域の地盤の変形速度

やその範囲、マグマから地中に放出される揮発性成分による地下水への熱的・

化学的影響を制御する要因の一つであることから、本成果は原子力発電所の操

業判断のための大規模火山活動のモニタリングや高レベル放射性廃棄物の地

層処分における地下環境の長期安定性評価に資する科学的知見となる。このほ

か、内閣府の府省連携火山防災対応におけるガイドラインを取りまとめ、地方

自治体の火山防災協議会における火山ハザードマッブの改訂（富士山）や火山

噴火避難計画の改訂・策定（伊豆大島等東京都 6火山）に貢献した。 

放射性廃棄物の地下埋設処分に関する安全規制支援研究においては、原子力

規制庁が今後策定する規制基準や審査ガイドに必要な地球科学的知見をとり

まとめ、報告を行ったところ、原子力規制庁から高い評価が得られ、今後の安

全規制施策（審査ガイド等）策定の基礎資料として活用される見込みである。

今後、令和 2年度の中深度処分の取りまとめで抽出された「残された課題」に

関する検討を進め、原子力規制庁が制定する埋設地立地適性や線量評価の審査

ガイドの科学的信頼性の向上に向けた科学的技術的知見の整備と提供を目指

す。 

 

 

〇持続可能な

安全・安心社会

のための革新

的インフラ健

全性診断技術

および長寿命 

化技術の開発 

 

革新的なイン

フラ健全性診

断技術および

インフラ長寿

命化に向けた

〇持続可能な

安全・安心社会

のための革新

的インフラ健

全性診断技術

および長寿命 

化技術の開発 

 

革新的なイン

フラ健全性診

断技術及びイ

ンフラ長寿命

化に向けた技

〇持続可能な安全・安心社

会のための革新的インフラ

健全性診断技術および長寿

命化技術の開発 

 

 

 

 

・高信頼性インフラ劣化診

断に向けて、微小振動計測

の低ノイズ化技術や高感度

加速度センサの信頼性評価

技術を開発するとともに、

 2018 年度国土交通省白書によると 2033 年に我が国のトンネル 11,000 本の

42%、道路橋 73万橋の 63%が築半世紀を超えるとされる。また産業インフラの

代表であるエチレンプラントでは 2022 年に半数以上が稼働年数 50 年を超え

るとされている。このように我が国における社会・産業インフラは急速に老朽

化が進むことから、維持管理に要する費用と手間の増大が懸念されている。 

また同白書には老朽化したインフラの維持管理に定期検査を行う予防保全

と、損傷した毎に修復する事後保全を適用した場合の経費が比較されている。

それによると予防保全を適用することで 20年後（2038年）、及び 30年後（2048

年）にはそれぞれ 22%、及び 47%の経費削減が可能とされている。 

以上から老朽化したインフラが抱える社会課題の解決には、信頼性の高い効

率的な予防保全の実現、ならびに長期間に渡りインフラの健全性を保つことが

できる材料・構造を用いる必要がある。そこで令和 2 年度から持続可能な安

全・安心社会のための革新的インフラ健全性診断技術及び長寿命化技術の開発

水準を満たしている。 

革新的インフラ健全

性診断や長寿命化とい

った社会課題に資する

技術や性能向上につい

て研究開発を実施し、

Q1 ジャーナル 9 報を含

む30報の論文を発表し

た。さらに、小型 X 線

システムを利用した検

査、画像データに AI解

析を適用して自動的に

欠陥を検出する技術、
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技術開発を行

う。開発した技

術は産学官連

携による実証

試験を通して

早期の社会実

装を目指す。 

術を開発する。

開発した技術

は産学官連携

による実証試

験を通して早

期の社会実装

を図る。今後の

社会情勢やマ

ーケティング

により変更さ

れる可能性は

あるが、現時点

では次の研究

開発が見込ま

れる。 

・老朽化が進

んだインフラ

の健全性診断

のため、非破壊

検査の要素技

術の高度化を

図るとともに、

効率的な検査

実 現 の た め

AI・ロボット技

術を活用した

検査システム

を開発する。さ

らに、インフラ

診断の信頼性

とトレーサビ

リティを確保

するための計

量・計測技術を

開発する。 

・地震動によ

るインフラ被

害の評価・予測

技術を研究開

発するととも

に、耐久性に優

れた素材や素

構造物現場から得られる音

響、画像データの AI解析か

ら構造物の劣化を診断する

技術や保守・点検を原位置

で調査することができる物

理探査技術の開発を行う。

また、高伸縮比を有した柔

軟アクチュエータを活用し

て、垂直管や曲管を含む配

管内を移動・検査するロボ

ット技術及び異常部可視化

技術の開発を行う。 

・インフラ設備の耐久性向

上に向け、先進コーティン

グ技術による防錆・防食コ

ーティングやリペア技術の

研究開発を行う。インフラ

構造部材の特性評価の基盤

技術として、微小力計測の

高度化に取り組むととも

に、構造部材が外力を受け

た際の変形様式等から、内

部の損傷個所を高精度で同

定する技術について、基礎

理論の構築や計測システム

の開発を推進する。さらに、

インフラ劣化診断用センシ

ングデバイスの高耐久性実

装技術の開発を行う。 

を始めることとした。 

上記の社会課題を解決するため、以下の 3つの技術課題を設定した。 

１．新規要素技術：従来の構造検査を改良する新規要素技術を開発する。具体

的には 3次元 X線検査、分光を利用したコンクリート劣化監視、電磁気を利用

した土中計測、外乱環境下において加速度センサの計測値確度を保証する感度

補正技術、及び超音波を利用した配管浸食監視技術を開発する。 

２．IT・ロボット活用検査技術：効率的、かつ高精度なインフラ健全性監視を

実現するため、健全性診断への AI 適用、ロボットを利用した検査技術、なら

びに無線通信や応力発光を利用した遠隔監視技術を開発する。 

３．長寿命化技術：インフラの長寿命化に資する耐久性コーティング技術の開

発、輸送インフラ構造材料として期待されている Mg 合金の開発、これら開発

された材料の物性を評価する新規な計測技術を開発する。またインフラ寿命判

断を支援する技術として、実構造物において損傷しやすい部位や形態をシミュ

レーションする技術を確立する。 

 

以下、各課題における令和 2年度成果を記す。 

1)新規要素技術 

1-1) 3 次元 X 線検査技術：人体と比べて構造物は X 線が透過しにくく、検査

には大きな加速電圧を要するため医療用と比較して X 線源が大型になること

により撮影角度が制限されるなどの課題が存在する。このため構造物 X 線検

査で得られる透過像情報は限られたものになり、高精度な検査が難しい。そこ

で本課題ではナノ構造カーボン電極を用いた超小型 X 線源と高感度検出器を

用いて、撮影の自由度と検査精度を大きく改善した 3 次元画像 X 線検査シス

テムを構築することを最終目標とした開発を実施している。令和 2年度は X線

検査システムを用いて毎秒 1 画像以上の高速撮影を実現した。さらに欠陥形

状や大きさを容易に識別するため、撮影角度の異なる透過像を用いて 3 次元

画像を再構成する検査システムの検討を開始した。本研究成果は民間企業が抱

えていた技術課題を解決できることが分かり、本装置の実用化を目指した電柱

内部の鉄筋観察に係る共同研究を関連電柱施工会社と開始した。さらに今後の

共同研究につなげることを想定し、関連特許 1件を出願した。 

 

1-2) 分光を利用したコンクリート劣化監視技術：コンクリート強度を大幅に

低下させる塩化物、硫化物やアルカリシリカ反応の検出は、従来コンクリート

の一部を採取して成分分析する破壊検査が行われてきたが、非破壊検査が望ま

しい。そこで本課題はコンクリートの近赤外域の吸光スペクトル分析から腐食

状況を遠隔計測できる分光カメラシステムの開発を最終目標とする。令和 2年

度は 20 m離れた位置から一回の計測で 25 m2のコンクリートの塩害状況を評

価できることを確認し、アルカリシリカ反応の検出に向けた近赤外検出系の構

築を開始した。また本開発成果について論文 2 報（うち Q1 論文 1 報）を発表

した。 

 

1-3) 電磁気を用いた土中計測：水道インフラや堤防などの土木インフラの健

金属・ポリマーの耐久

性を向上させるコーテ

ィング開発は関連企業

から注目を集め、社会

実装に向けた共同研究

を開始した。以上より、

社会課題の解決に向け

てインパクトのある成

果が得られたといえ

る。 
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材改質技術を

開発する。ま

た、インフラ自

動施工等イン

フラ建設に関

する新技術を

開発する。さら

に、インフラ構

造部材の劣化

診断等、特性評

価の基盤技術

を構築する。 

全性を保証するためには地下の地質構造の正確な評価が求められる。そこで本

課題では、土中に電場を印加し、比抵抗測定から地質構造を評価する浅部用高

周波システムと深部用直流探査システムを開発することを最終目標としてい

る。令和 2 年度は浅部用高周波探査システムの位置分解能を向上させる改良

を行った。当該高周波探査システムは知財開示契約ならびに実施契約を民間企

業と結び、現在技術移転に係る共同研究を実施している。 

1-4) 加速度センサの計測値確度保証技術：構造物診断に振動計測が利用され

るが、微小振動は外乱やセンサのノイズに埋もれてしまい精密な計測が困難で

あった。そこで本課題では、精密計測を実現する加速度センサ補正技術として、

防振台の固有振動数を低減させ、レーザ干渉計の動作を安定させる改良を実施

することで、周波数 1 Hz～100 Hzにおいて水平方向の微小振動を計測するレ

ーザ干渉計のノイズレベルを 1/100 に低減することで、当初の目的とする低

減量を達成した。さらに近年利用が広がっている MEMS で作成された高感度デ

ジタル出力型加速度センサの周波数応答を評価するシステムを構築した。本開

発技術は、NEDO-PJ「超微小量センシング信頼性評価技術開発」において、様々

な環境下に対応する加速度センサ補正技術開発を進めるとともに、技術コンサ

ルティングを通した民間企業への技術提供を実施している。

これら 4件の主要な開発に加え、以下の開発を実施した。

・鉄筋コンクリートの内部鉄筋の腐食はコンクリート中の水分に大きく依存

する。そこでコンクリートの土中含有率を測定するため、核磁気共鳴を利用し

て深さ 5 mmの水分量を評価できるセンサ回路を設計した。 

・土壌を掘り起こすことなく土中埋設管の健全性を評価する技術が望まれて

いる。そこで土中埋設管にマイクロ波を伝搬させ、埋設管近傍に異物や配壁に

損傷がある場合にマイクロ波が減衰する現象を利用した土中埋設管検査手法

の有効性を検証した。 

・発電所の熱交換システムで問題になる気泡浸食による配管の減肉を抑制す

るため、令和 2 年度は配管内の気泡分布を測定する超音波診断システムを構

築した。 

2）IT・ロボット活用検査技術

2-1) インフラ健全性診断への AI 適用：構造物中の欠陥検査は検査員の技量

に依存し、また疲労のため長時間に渡る高精度な検査は困難であった。本課題

ではこれらの問題を解決するため、超音波伝搬映像の AI 解析から欠陥を自動

検出する技術を開発することを最終目標としている。令和 2 年度は各種人工

欠陥を導入した金属板の超音波伝搬画像データベースを構築し、従来の機械学

習を発展させた 3 次元畳み込み深層学習を用いた画像認識エンジンを開発し

た。その結果、検査員と同等の約 97%の精度で欠陥の自動検出を達成した。当

該画像認識技術は素材メーカから注目され、航空機部材に用いられる炭素繊維

複合材料の接合部における 5 mm以下の剥離やボイドを検出する検査システム

開発に関する共同研究を開始し、さらに技術コンサル 3件を実施した。 

また音響を利用したインフラ診断の精度向上を目指し、試験体をハンマーや
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打診棒で打撃したときに生じる音響及び振動波形を AI 解析する音響認識エン

ジンを開発した。さらに磁歪素子を用いた加振プローブを開発した。本開発成

果を元に技術コンサル 1件を実施した。 

 

2-2) ロボットを利用した検査技術：産業プラントでは被覆材下腐食と呼ばれ

る被覆材と配管の間に生じる腐食を、被覆材をはがすことなく検出する技術が

望まれている。その課題に取り組むため、内径 31 mmの細径配管内を空気圧駆

動の柔軟なアクチュエータを用いて尺取り虫のように推進し、最大直径 7 mm

の工業用内視鏡やセンサを取り付けて水平管、垂直管、及び曲管を平均速度 25 

mm/s で走行する配管走行ロボットを開発した。このロボット技術の詳細は Q1

ジャーナルである IEEE RA-Lに発表した。現在、配管壁を加熱して、温度の時

間変化の様子から腐食を検出できるか検討している。 

 

2-3) 無線通信プリンテッドセンサによる評価技術：近年、印刷技術を利用し

た多様な構成のセンサが製造され、これらを用いた効率的な構造物検査が期待

されている。本課題は印刷技術で作成されたひずみセンサを構造物に貼り付

け、無線通信されるひずみ情報からひび割れ発生・進展を検出する遠隔監視シ

ステムを開発することを最終目標としている。令和 2 年度は凹凸のある構造

物にセンサシートを空隙なく貼り付けられる高耐久接着シートを開発した。こ

のセンサは実装に資することから高速道路会社の興味を引き、高速道路橋梁の

ひび進展を監視する共同研究を開始した。さらにゲージ長 1 m の長尺ひずみ

センサを用いて石油タンク溶接部のき裂進展を監視する実証プロジェクト（消

防防災科学技術研究推進制度予算「屋外貯蔵タンクの浮き屋根監視用防爆セン

サシステムの開発」）と企業との共同研究 1 件を開始した。また関連する成果

として Q1論文 3報、知財出願 2件を実施した。 

これら 3件の主要な開発に加え、以下の技術開発を実施した。 

・ドローンを利用した空中撮影画像から構造物の変形分布を計測する技術の

開発を実施。 

・画像を利用した高精度な変形計測技術を利用して、鉄道が通過する際のコン

クリート橋のたわみのサブミリ精度の計測に成功。 

・応力集中部を可視化する応力発光を活用して、アルミの塑性変形に伴うリュ

ーダース帯、ステンレス鋼の疲労試験において疲労寿命の約半分の疲労サイク

ルにおいて発生した初期疲労き裂進展の可視化に成功。 

  

3）長寿命化技術 

3-1) 耐久性コーティング技術：本課題ではインフラ構造材料である金属や樹

脂の長寿命化に資する表面改質を目的に、光有機金属分解法（光 MOD法）やエ

アロゾルデポジション法による防錆・防食コーティングの開発を最終目標とし

ている。令和 2年度は、光 MOD法による大気中でのハイブリッドコーティング

を用いた撥水コーティングによる防錆・防食コーティング技術を開発した。金

属への防食に加えて、従来困難であった防風壁などの道路インフラに多用され

るポリカーボネートの紫外線による強度、及び変色劣化などの課題解決にもつ
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ながった。また、従来、防食に用いられてきた劣化フッ素樹脂除去といった問

題を解決するため、光反応コーティングによりフッ素樹脂リペアコーティング

技術を開発した。今後は耐久性試験や物性評価を行い、それらの結果を物性向

上に向けたプロセス改良につなげる。本成膜技術は実装化に向けて道路インフ

ラ企業と共同研究を開始したほか、開発された防錆・防食コーティング膜は高

い撥水性があることから水分で大きく電波強度が減衰する次世代通信インフ

ラ部材への適用が期待され、公的外部資金 NEDO PJ「ポスト 5G 情報通信シス

テム基盤強化研究開発事業」を獲得し、研究開発を開始した。 

また、当該コーティングに関連した材料開発・評価技術開発として以下の成

果が得られた。 

・豪雪地域における交通インフラの保護を目的に融雪ヒータ用低抵抗透明導

電膜を開発した。さらに導電性薄膜の 2,000 回以上の冷熱サイクル加速劣化

試験、及び 2か月以上の高温保持による耐熱性評価を実施した。 

・コーティングの硬さ評価に必要な微小力測定技術の確立を目指し、キッブル

バランス法を利用した回転式の電磁力式微小力発生装置を考案し、マイクロニ

ュートンからミリニュートンレンジの微小力を発生させる機構を構築した。ま

た、静電力を利用してマイクロニュートンレンジの力をプランク定数から直接

測定する電圧天びんの高精度化を進め、4桁精度の測定を可能とした。 

・ゲルの表面に液体が浸みだす生体模倣性材料である Self-lubricating 

Organogel（SLUG）を利用することで経済的な防汚コーティングが可能である

ことを見出し、SLUG と基材の密着性を高めるためのプライマーの開発を開始

した。 

・レーザ照射により励起された電子の遷移状況から膜の劣化機構を解明する

電子分光システムを構築。 

・膜劣化による化学結合変化をラマンシフトから評価する分析システムを構

築。 

以上の開発成果を元に Q1 論文 4 報、知財出願 1 件、技術コンサル 2 件を実施

した。 

 

3-2) Mg 合金の開発：Mg 合金は優れた比強度から輸送インフラの電子部品収

納筐体材料として期待されているが、熱伝導特性と成形性を両立させることが

困難で実用化に至っていない。そこで本課題ではこれらの特性を同時発現する

Mg 合金の組成を見出し、輸送インフラへ適用することを最終目標とした開発

を実施した。令和 2 年度は Mg-Zn-Al-Ca-Mn 合金をベースとして、両特性を兼

備する配合候補を抽出し、1.5 wt% Zn の合金で優れた室温成形性と熱伝導率

を兼備することを確認した。開発された合金は、合金製造・加工メーカに注目

され、3社と共同研究、技術コンサル 2件を実施することとなった。さらに Mg

合金を用いて実構造物製造に関する NEDO PJ「革新的新構造材料等研究開発」

に参画し、実用化に向けた研究も並行して進めている。また Mg 合金の熱物性

評価法としてレーザフラッシュ法を適用し、Mg 合金の熱拡散率評価としての

適合性検証をするとともに、Mg 合金やコーティング材の熱拡散率をより精密

に効率良く測定するための測定技術要素の開発に着手した。 
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3-3) インフラ構造損傷シミュレーション：橋梁等に用いられる構造部材の損

傷箇所を推定するためトポロジー最適化と Lasso 正則化項を組み合わせた手

法を切り欠き平板モデルに適用し、従来手法よりも高精度に内部の損傷箇所を

推定できた。また損傷を有するトラス橋（桁部分にトラス構造を使った橋）に

荷重を負荷した際の変位分布と損傷位置の関係を有限要素解析で評価し、実構

造物へのシミュレーション適用の有効性を検証し、たわみ量の算出等計測シス

テムの開発に資する基礎理論の構築を実施した。これらのシミュレーション結

果から、モアレを利用した変形計測システムを利用した損傷検出の際に求めら

れる変位分解能や測定箇所が導出された。 

我が国の社会・産業インフラは急速に老朽化しており、今後の維持管理に要

する手間と費用の増大が懸念される。さらに少子高齢化による生産年齢人口の

減少と相まって、社会・産業インフラの健全性保証は我が国にとって喫緊の社

会課題である。 

新規要素技術として開発している高速撮影可能な小型 X 線検査システムが

実現すれば、撮影された複数の 2 次元画像から 3 次元画像が再構成可能にな

り、人体検査のような立体視映像を得ることができる。その結果、欠陥の大き

さや形状を容易に認識でき、インフラ内部の欠陥状態をより詳細に把握するこ

とができる。また分光カメラ撮影による近赤外域の吸光スペクトル解析からコ

ンクリート劣化状況を評価する遠隔検査技術を確立することで、従来検査のよ

うに足場を組む必要がなくなり、検査日数とコストを抑えることができる。 

ITを活用した技術では超音波伝搬映像に AI画像認識を適用することで、検

査員と同等の精度で欠陥検出できることを実証した。この成果は検査員なしで

欠陥を自動検出する可能性を示すもので、高精度・効率的な検査の実現に大き

く貢献することが期待される。またロボットを利用した検査としてドローンに

搭載されたカメラを用いて撮影された画像から構造物の変形分布を計測する

技術の開発を試みている。従来の地面に設置したカメラによる撮影では、海峡

や山間部に掛かる橋といったカメラと被写体までの距離が長い場合、解析に必

要な精細画像が得られず、変形計測は困難であった。本ドローンとの融合技術

が確立できれば、場所に関係なく全ての橋梁の健全性を評価できる。 

インフラ構造物の長寿命化に寄与する表面改質技術として開発している酸

化チタンコーティングは撥水性・防氷性を有することから冬に氷着で問題にな

る交通インフラ用部材として、また水分で電波が大きく減衰する次世代通信用

インフラ部材としてなど幅広い適用が期待される。

現在の社会情勢を鑑みると、今後はインフラ診断のコスト削減、及びソーシ

ャルディスタンス確保を目的とした遠隔検査・自動化技術がより一層求められ

ることとなる。そこで令和 3 年度以降はこれらの要望に応える新規要素技術

や IT・ロボット活用研究を重点的に進めることを考えている。また本研究か

ら得られた成果は企業等との連携を通じて迅速に社会実装することで、我が国

の持続可能な安全・安心社会のための革新的インフラ健全性診断及び長寿命化

に資することを目指す。 
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４．コロナ対策 

〇新型コロナ

ウイルス感染

症の対策 

〇新型コロナ

ウイルス感染

症の感染防止

や予防等に資

する技術の開

発 

SDGs の達成や

エネルギー・環

境制約、少子高

齢化などの社

会課題の解決

と、日本の持続

的な経済成長・

産業競争力の

強化に貢献す

る Society5.0

の概念に基づ

く革新的なイ

ノベーション

が求められて

いる中、ゼロエ

ミッション社

会、資源循環型

社会、健康長寿

社会等の「持続

可能な社会の

実現」を目指し

て研究開発に

取り組む。特

に、2050 年ま

でに 80％の温

室効果ガスの

排出削減を目

指すための新

中長期計画お

よび年度計画

にはなかった

が、緊急の社会

要請に対応し

た。 

・年度計画にはなかった

が、緊急の社会要請に対応

した。 

第 5 期中長期計画では、産総研は「エネルギー・環境」「少子高齢化」「強靭な

国土・防災」という社会課題の解決を目指していくことを示している。その後、

新型コロナウイルス感染症という大きな社会課題が生じた。この世界的な難局

を打開するため、産総研として取り組むべき課題を明らかにし、迅速に研究開

発を推進することが求められている。 

コロナ禍における社会動向の把握と、社会の変化に対して求められる技術・

社会課題を把握し、産総研が社会課題解決に向けて何をしなければならないの

かを検討するため、所内でアフターコロナ検討チームを立ち上げた。この検討

チームには、7つの研究領域だけでなく、イノベーション推進本部や広報部な

ども参加し、課題解決に向けて全所的に取り組むことができる体制とした。検

討チーム内での議論の結果、産総研が全所的に取り組むべき課題として、「感

染防止対策や行動指針」に繋がる研究を規定し、理事長裁量予算を配賦し、領

域融合で取り組むための体制を構築した。テーマとして「鉄道やバス、イベン

ト会場等における飛沫の実態把握とリスク評価」及び「人の活動に安心を与え

る行動指針を示して経済活動を再開するための技術開発」の 2 つを設定し取

り組むこととした。 

「鉄道やバス、イベント会場等における飛沫の実態把握とリスク評価」につ

いては、政府機関や民間スポーツ団体などからの要請もあり、不特定多数の人

が利用する公共交通機関の車両内の換気について、走行時の窓開けなど、換気

効果の計測を実施し、事業者の新型コロナウイルス対策の指針などの作成に貢

献している。 

政府からの要請で、飲食時に会話の際、口からどのように飛沫が飛ぶかを可

視化・測定する実験を行った結果、飲食という行為が飛沫の飛散に与える明確

な影響は無く、飲食時にマスクをしていないことによる影響に帰着されるので

はないか、ということが明らかになった。この結果は第 15 回新型コロナウイ

ルス感染症対策分科会 で報告され、「イベント中の発声がないことを前提にし

うる催物（映画館等）に限定して、収容率を 100%以内にすることができるこ

ととする。」という政府の方針の決定に貢献した。 

さらに、Jリーグのスタジアムやクラブハウスなどでの新型コロナウイルス

感染予防のための調査では、選手・スタッフが立ち入るエリアを対象としたロ

ッカールーム ・アップルーム、審判控室、運営本部等の CO2濃度を測定すると

ともに、入場者間の平均距離、マスクの着用の有無、応援方法などの行動、ロ

ッカーなどでの選手・スタッフの社会的距離や発話状況を調査することによ

り、大規模集客イベントなどでの新型コロナ感染リスクの見える化を行い、対

策の指針作りや対策効果の評価へ貢献している。これらの取り組みについてプ

レスリリースを行い、社会への周知することにより、テレビや新聞等にて 29

件（テレビ 3件、新聞 6件及び Web20件）取り上げられている。 

「人の活動に安心を与える行動指針を示して経済活動を再開するための技

水準以上に達成してい

る。 

喫緊の社会課題であ

るコロナウイルス感染

症に対して、産総研と

して全所的に取り組む

ための体制を迅速に整

え、社会課題からのバ

ックキャストにより研

究課題を決定、領域融

合により取り組むべく

理事長裁量予算を配賦

し研究推進を加速し

た。年度当初に想定さ

れていない課題に対し

て、迅速に対応、領域融

合による研究実施体制

を構築、政府方針決定

への貢献や感染リスク

の見える化など、社会

課題解決に向けた取り

組みは高く評価でき

る。 
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たなエネルギ

ー・環境技術の

開発、健康寿命

の延伸に貢献

する技術の開

発、デジタル革

命を促進する

技術の開発・社

会実装などに

新たに重点的

に取り組む。 

【重要度：高】

【困難度：高】 

課題先進国で

ある我が国が

社会課題の解

決と経済成長

を実現するた

めに取り組む

研究開発は、世

界でも類例の

ない取組であ

り、多様な研究

を効果的かつ

着実に実施し

ていく必要が

あるため。 

術開発」では、社会課題を解決するための手段の分析と、産総研が保有する技

術インテリジェンスの可視化の結果をふまえ、感染リスクを持続的に軽減する

ための技術として、ウイルス感染のリスク低減、ウイルスの見える化、及びポ

ストコロナにおける人・事業の生産性向上に資する技術開発を規定し、研究開

発に取り組んでいる。 

「新型コロナウイルスの迅速検出技術の開発」では、新型コロナウイルスの

感染の拡大を抑えるために、現場でウイルスを迅速に特定できる遺伝子検査機

が求められている。全世界における新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）感染者

数は 1億人を超え、死者 200 万人に上るなど、そのパンデミックが問題となっ

ている。現在、国内における新型コロナウイルス感染の確定診断には、抗原検

査法とポリメラーゼ連鎖反応（PCR）法が用いられている。PCR 法はウイルス

の遺伝子を増幅するため、その検出感度が高く、抗原検査法では行えない無症

状感染者の確定診断が可能である。ところが、これまでの PCR装置は大型で消

費電力が大きく、価格も高いことから専門施設内での利用に限られること、現

場からサンプルを送付する必要があること、さらに測定に約 1 時間かかるこ

となどが普及の足かせとなっていた。産総研では、これまでに高速かつ小型の

PCR 装置の開発を進め、5～15 分程度で遺伝子検出が可能な卓上サイズの PCR

装置の試作を完成させ、連携先の企業によって開発・製造され販売開始に至っ

た。令和 2年度は、連携先の企業とともに新型コロナウイルス検出に用いる専

用試薬キットを開発した。このキットは当該企業より上市され、既に公的医療

保険の適用を受けるに至っている。本キットの販売は、連携企業と産総研の共

同成果として、日本経済新聞や日刊薬業など国内の複数のメディアに取り上げ

られるなど、大きく社会的注目を集めた。また、本 PCR装置、及びその専用試

薬キットの根本を成す高速 PCR 技術については、先端分析機器の研究開発と

して評価を受け、日本分析化学会より令和 2年度先端分析技術賞・日本分析機

器工業会（JAIMA）機器開発賞を受賞した。 

本成果によって、これまで専門施設内に限られていた高精度の遺伝子検査が

場所を問わず実施可能となり、ウイルスを現場で素早く特定できるようになっ

た。開発した PCR 装置はすでに新型コロナウイルスの検査体制が整備されて

いる全国の医療機関に設置されている。ウイルスを現場で迅速に特定できるこ

とから、空港などの検疫における利用が見込まれ、将来ワクチン等によって国

内での新型コロナウイルスの感染が収束した後も、海外からの持ち込みを防ぐ

ことが可能となると期待される。さらには、本 PCR技術・装置は、様々な感染

症の診断にも応用可能であり、幅広い分野での活用が期待される。 

（２）戦略的研

究マネジメン

トの推進

社会課題の

解決に貢献す

る戦略的研究

（２）戦略的研

究マネジメン

トの推進

社会課題の解

決に貢献する

戦略的研究開

（２）戦略的研究マネジメ

ントの推進

・社会課題の解決に貢献す

る戦略的研究開発を推進す

るため、企画本部の研究マ

○社会課題の解決

に向けて、産総研

の総合力を活かし

て連携・融合して

研究に取り組むた

めの全所的研究戦

略を策定し、その

・第 5期中長期計画では、産総研は「エネルギー・環境」「少子高齢化」「強靭

な国土・防災」という社会課題の解決を目指していくことを示している。その

後、新型コロナウイルス感染症という大きな社会課題が生じた。この世界的な

難局を打開するため、産総研として取り組むべき課題を明らかにし、迅速に研

究開発を推進することが求められている。 

社会課題の解決に貢献する戦略的研究開発を推進するため、企画本部内に設

置した研究戦略室にて、社会課題解決に向けて領域融合により取り組むための

社会課題の解決に貢献

する戦略的研究開発を

推進するための研究マ

ネジメント体制の整備

や、研究戦略の策定を

年度計画通り実施し

た。具体的には、企画本



56 

開発を推進す

るため、全所

的・融合的な研

究マネジメン

ト機能を強化

し、産総研の研

究内容の多様

性と、これまで

培ってきた企

業や大学など

との連携力を

活かし、各研究

領域の枠を超

えて企業や大

学等の研究者

とこれまで以

上に連携・融合

して取り組む

よう制度の設

計、運用及び全

体調整を行う。 

さらに、各領域

の取組や戦略

に関する情報

を集約し、産総

研全体の研究

戦略の策定等

に取り組む。 

発を推進する

ため、全所的・

融合的な研究

マネジメント

機能を強化し、

産総研の研究

内容の多様性

と、これまで培

ってきた企業

や大学等との

連携力を活か

し、各研究領域

の枠を超えて

企業や大学等

の研究者とこ

れまで以上に

連携・融合して

取り組むよう

制度の設計、運

用及び全体調

整を行う。さら

に、各領域の取

組や戦略に関

する情報を集

約し、産総研全

体の研究戦略

の策定等に取

り組む。 

具体的には、

研究所全体の

経営方針の企

画調整機能を

担う企画本部

の体制及び役

割の見直しを

行い、各研究領

域との調整機

能を強化する

とともに、各研

究領域におけ

る産学官との

取組や技術情

ネジメント機能を強化する

体制を整える。科学技術基

本計画等の国家戦略に基づ

く研究戦略を策定し、同戦

略を推進するための融合セ

ンター・ラボ設立に向けた

総合調整を行う。 

実現に向けた研究

マネジメントがで

きているか 

・具体的な研究マ

ネジメントの取組

状況 

等 

融合センター・ラボの運営をサポートするとともに、これらに係る研究を推進

するための領域融合プロジェクトを立ち上げた。 

さらに、科学技術基本計画等の国家戦略に基づき社会課題からのバックキャ

ストにより研究テーマを設定し、戦略的に研究開発を推進するための研究戦略

を策定した。 

加えて、喫緊の課題である新型コロナウイルス感染症対策への対応として、

コロナ禍における社会動向の把握と、社会の変化に対して求められる技術・社

会課題を把握し、産総研が社会課題解決に向けて取り組むべき課題を検討する

ため、所内でアフターコロナ検討チームを立ち上げた。当該チームで毎週の所

内会議にて検討した結果をもとに、所内公募を行い、産総研の総合力を活かし

て連携・融合して研究に取り組むための研究テーマを設定した。 

部内に設置した研究戦

略室が主導して、社会

課題解決に向けて領域

融合で取り組む融合セ

ンター・ラボの設立及

び運営に関する総合調

整を行った。さらに、科

学技術基本計画等の国

家戦略に基づき社会課

題からのバックキャス

トにより研究テーマを

設定し、戦略的に研究

開発を推進するための

研究戦略を策定した。 
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報等の情報を

集約する機能

の更なる強化

を行う。特に、

社会課題の解

決に貢献する

戦略的研究開

発については、

効果的に研究

を推進するた

めに必要とな

る体制の整備

に向けて、所内

外の研究者と

の連携や融合

が可能となる

ような全体調

整を行う。 

また、将来に予

想される社会

変化を見据え

つつ、科学技術

基本計画等の

国家戦略等に

基づき、産総研

全体としての

研究戦略を策

定するととも

に、機動的にそ

の見直しを行

う。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充 

関連する政策・施策 
我が国全体の科学技術イノベーション政策 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人産業技術総合研究所法第１１条第１項 

当該項目の重要度、困難

度 
（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 
困難度：高 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
（研究開発評価、政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビ

ューシートの番号を記載） 
 
２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

  
     研究開発予算額（千

円） 

11,193,467     

       従事人員数 5,522 の内数  

 
 

 
 

 
 

 

   

 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 主な業務実績等 自己評価 

 ２．経済成長・

産業競争力の

強化に向けた

橋渡しの拡充 

 

（１） 産業競

争力の強化に

向けた重点的

研究開発の推

進 

 

第４期に培

った橋渡し機

能を一層拡充

させるため、企

業にとってよ

り共同研究等

に結び付きや

すい、産業ニー

ズに的確かつ

２．経済成長・

産業競争力の

強化に向けた

橋渡しの拡充 

 

（１）産業競争

力の強化に向

けた重点的研

究開発の推進 

 

 

第４期に培

った橋渡し機

能を一層推進・

深化させるた

め、企業にとっ

てより共同研

究等に結び付

きやすい、産業

ニーズに的確

２．経済成長・産業競争力

の強化に向けた橋渡しの拡

充 

 

 

（１）産業競争力の強化に

向けた重点的研究開発の推

進 

 

 

 

具体的な研究開発の方針は

以下別紙に掲げる。 

○第４期に構築し

た橋渡し機能を拡

充し、産業ニーズ

に的確かつ高度に

応えた産業競争力

の強化に結びつく

研究開発が実施で

きているか 

・テーマ設定の適

切性（モニタリン

グ指標） 

・具体的な研究開

発成果 

・民間からの資金

獲得額（モニタリ

ング指標） 

等 

エネルギー・環境領域については、モビリティエネルギーのための技術の開

発として、将来のモビリティ用エンジンの RDE（Real Driving Emission）低

減に向けた燃料噴霧に関する衝撃波の発生と影響の予測、従来よりも 10 倍

高速なシミュレーション技術による、捕集フィルタ内部の微小空間における

過渡的かつ微小な現象の再現、バーチャル車両評価システムによる車両走行

条件における燃費改善・省エネルギー効果の評価手法の実現、自動車分野等

での要求に応える約 1桁の改善となるパワーサイクル耐久性（30万回超）を

実現した SiCパワーモジュールなどの実績をあげた。 

電力エネルギー制御技術の開発として、SiCデバイスにて 10 kV超の耐電

圧を実現する 4H-SiCエピタキシャル膜の厚膜化・量産工程での高品質化、金

属多硫化物を正極に用いる革新的な高エネルギー密度電池の開発において

課題であったサイクル特性の改善、レアメタルフリーな有機正極電池におい

て実用電池に近い 800 mAhラミネート電池での動作実証、燃料電池用電極触

媒としての従来の 10 倍以上の活性を持つ有機分子を吸着させたコアシェル

触媒に有機分子を吸着させた電極触媒の開発などの実績をあげた。 

 

生命・工学領域について、医療システムを支援する先端基盤技術の開発と

して、膜タンパク質に対する優れた活性を有するジスルフィドリッチペプチ

ドについて、ライブラリー、スクリーニング、少量多品種生産技術を組み合

わせた一気通貫の創薬支援技術、分子シミュレーションによる新型コロナウ

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

根拠：経済成長・産業競

争力の強化に向けた橋

渡しの拡充に向けて、モ

ビリティエネルギー及

び電力エネルギー制御

技術、医療システム支援

のための先端基盤技術

及び生物資源利用技術、

人工知能技術及びサイ

バーフィジカルシステ

ム技術、ナノマテリア

ル、スマート化学生産技

術及び革新材料技術、エ

ネルギー効率向上のた

めのデバイス・回路技

術、情報通信技術、デー

タ活用拡大に資する情

報通信技術及び変化す

評定  
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高度に応えた

研究を実施す

る。特に、モビ

リティエネル

ギーのための

技術や電力エ

ネルギーの制

御技術、医療シ

ステム支援の

ための基盤技

術、生物資源の

利用技術、人工

知能技術やサ

イバーフィジ

カルシステム

技術、革新的材

料技術、デバイ

ス・回路技術や

情報通信技術

の高度化、地圏

の産業利用、産

業の高度化を

支える計測技

術などの研究

開発に重点的

に拡充して取

り組む。 

【困難度：高】 

社会的・技術的

動向をタイム

リーに把握す

るとともに、産

業界や個別企

業との組織対

組織の関係を

強化し、そのニ

ーズに応える

産総研の技術

シーズ群を幅

広く構築する

こと、更には企

業等との共同

かつ高度に応

えた研究を実

施する。特に、

モビリティエ

ネルギーのた

めの技術や電

力エネルギー

の制御技術、医

療システム支

援のための基

盤技術、生物資

源の利用技術、

人工知能技術

やサイバーフ

ィジカルシス

テム技術、革新

的材料技術、デ

バイス・回路技

術や情報通信

技術の高度化、 

地圏の産業利

用、産業の高度

化を支える計

測技術等の研

究開発に重点

的に取り組む。 

具体的には、

エネルギー・環

境領域ではモ

ビリティエネ

ルギーための

技術の開発や

電力エネルギ

ー制御技術の

開発等、生命工

学領域では医

療システムを

支援する先端

基盤技術の開

発やバイオエ

コノミー社会

を実現する生

イルスの治療薬候補の絞り込みなど医薬品開発に対して実績をあげた。 

バイオエコノミー社会を実現する生物資源利用技術として、廃水処理の中

枢工程である汚泥消化プロセスで活性化等の鍵を握る微生物について最先

端のゲノム解析により特殊かつ多様な代謝戦略の解明と廃水処理プロセス

改良方法の考案、AIによって抗体医薬の機能向上につながる変異箇所を予測

して従来の機能性タンパク質の開発を効率化・民間企業への橋渡しなどの実

績をあげた。 

 

情報・人間工学領域について、人間中心の AI社会を実現する人工知能技術

の開発として、人間による組み立て作業に関する観測データを収集し、AI認

識結果に基づいて、リアルタイムで作業内容を記号的に可視化、AI技術のビ

ジネス活用の障壁となっている品質管理について機械学習品質管理ガイド

ラインを作成し公開、少ない学習データ（従来手法に対して 1.52 倍の高速

化、1/3 の学習回数）でもリアルタイムにかつ病変検出精度を専門医レベル

に向上することが可能な医療用認識モデルの開発、AIとシミュレーション技

術を融合した生産ラインの事前評価の高い信頼性及び効率化を実現などの

実績をあげた。 

サイバーフィジカルシステム技術については、慣性センサ、脈波センサを

用いた人の心身状態を取り扱うセンサ・計測・評価技術、安全と安心を担保

するための CPSにおけるセキュリティ技術などの実績をあげた。 

モビリティ技術については、自動運転の際の課題となる自動から手動運転

に安全に引き継ぐ方法の確立のための引継ぎに要する時間の定量化、自治体

との共同による低速自動運転車両を用いたサービス実証と中型自動運転バ

スを用いた数か月にわたる実証実験と事業性の評価などの実績をあげた。 

 

材料・化学領域について、ナノマテリアル技術の開発として、高品位 CNT

合成技術や品質の劣化を抑えた分散技術による複合材料などの開発と新規

用途の開発、大気中 100 ℃の低温熱源上で 70日以上の連続発電に成功しセ

ンサーネットワークの自立電源駆動が可能、上市・事業化に向けた道筋を明

確とした熱発電デバイスなどの実績をあげた。 

スマート化学生産技術の開発として、独自に開発した分光学的評価法を用

いたナノセルロースの分子構造と材料特性（強度や発色性等）との相関関係

の明確化など、バイオマス等の再生可能資源を原料としたバイオ界面活性

剤、バイオプラスチック等の製造や利活用技術の確立、膨大な分析情報から

核心的情報を取り出すデータマイニング技術及び構造データから物性や耐

久性を相関させるインフォマティクス技術を組み合わせた材料診断技術、計

算シミュレーションや実験と AI・機械学習を組み合わせ、従来の人的作業に

比べ 10倍効率化可能な薄膜合成装置の実現などの実績をあげた。 

革新材料技術の開発として、LPG の炭化水素燃料を直接利用した世界初の

SOFCドローンの実証研究、ナノ結晶単層キャパシタデバイスを用いた高性能

な誘電体の実用化、ppb オーダーの低濃度のアセトンやアンモニアの検出が

可能なセラミックスガスセンサの開発などの実績をあげた。 

るニーズに対応する製

造技術、産業利用のため

の地圏の評価、ものづく

り・サービス産業、バイ

オ・メディカル・アグリ

産業等の高度化を支え

る計測技術など、民間企

業との共同研究、産総研

発ベンチャーの創業、今

後の企業連携・実用化に

つながる研究成果も

次々と生み出されてい

る。なお、冠ラボや OIL

の機能強化・制度改善、

地域との連携強化、ベン

チャー創出・事業拡大に

向けた支援活動、理事長

によるトップセールス

などのマーケティング

力の強化及び広報ター

ゲットの明確化と研究

成果の積極的な発信な

ど経済成長・産業競争力

の強化に向けた橋渡し

の拡充を支えるマネジ

メントを実施した。 

以上、目標の水準を超

える多くの成果が得ら

れたこと、困難度 高と

設定されたテーマであ

ることなど総合的に判

断して、自己評価を「Ａ」

とした。 

 

＜課題と対応＞ 

研究開発成果を、共同研

究等に結びつけ、イノベ

ーションに結びつく「橋

渡し」としていくことが

課題である。そのために

は、研究を進める上で、

実社会のニーズをしっ
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研究で高い成

果を出し続け

ることは非常

に困難な取組

であるため。 

物資源利用技

術の開発等、情

報・人間工学領

域では人間中

心の AI 社会を

実現する人工

知能技術の開

発、産業や社会

システムの高

度化に資する

サイバーフィ

ジカルシステ

ム技術の開発

やライフスペ

ースを拡大す

るモビリティ

技術の開発等、

材料・化学領域

ではナノマテ

リアル技術の

開発やスマー

ト化学生産技

術の開発、革新

材料技術の開

発等、エレクト

ロニクス・製造

領域では情報

処理のエネル

ギー効率を飛

躍的に向上さ

せるデバイス・

回路技術の開

発やデータ活

用の拡大に資

する情報通信

技術の開発、変

化するニーズ

に対応する製

造技術の開発

等、地質調査総

合センターで

は産業利用に

 

エレクトロニクス・製造領域について、情報処理のエネルギー効率を飛躍

的に向上させるデバイス・回路技術として、超低消費電力化を可能とする電

圧駆動スピン操作技術を活用した次世代不揮発性メモリ VC-MRAMについて、

数ナノ秒のパルス時間領域におけるエラー率を 2桁低減することに成功した

基盤技術、AI チップ設計時に活用可能な設計フロー・検証手法を備えた AI

チップ設計拠点の整備及びデジタル・アナログ・センサ集積システムを用い

た従来技術の 100倍以上の電力効率で動作する静電誘導非接触入力センサな

どの実績があげられている。 

データ活用の拡大に資する情報通信技術として、シリコンフォトニクスチ

ップ上にマイクロミラーとポリマー光導波路を集積化しシステム運用で必

要となる高速信号伝送及び高温環境下で安定的に動作する光電コパッケー

ジ基板の光接続の実証、32×32シリコン光スイッチの全経路に広帯域光信号

を伝送し、エネルギー効率とスループットが電気スイッチの 220倍の性能、

従来比 5倍の広帯域化全域でクロストーク-30 dB以下、偏波依存損失 0.4 dB

以下となることの実証などの実績をあげた。 

変化するニーズに対応する製造技術として、機械学習による工作機械の主

軸の振動波形から工具の磨耗を判定し工具寿命を検知する技術の開発、長寿

命な工具材料の実現のためにセラミックス粒子を少量の金属バインダーで

つないだ複合材料の開発、AIを用いた、スピニング加工の最適パラメータの

選定を可能にする加工プロセスモデルの構築などの実績をあげた。 

 

地質調査総合センターについて、産業利用に資する地圏の評価として、天

然ガス田等でのメタン生成活動に重要な役割を担う細菌の培養技術、流速測

定の下限値を従来の 1/100オーダーまで下げることが可能な、地下水年代の

検証のための極微小流速の測定システムの構築などの実績をあげた。 

 

計量標準総合センターについて、ものづくり及びサービスの高度化を支え

る計測技術として、次世代通信に用いられるパッシブ・アクティブデバイス

の評価において、信号を検出・解析して接触位置を決める方法を開発し、反

射特性等の測定のばらつきを、世界で初めて従来技術の 1/10 に抑制できる

技術、次世代冷媒の音速と誘電率を幅広い温度・圧力域で同時に精密計測可

能な世界で初めての装置の開発と測定した各物性の NIST データベースへの

実装、深層学習を用いたビッカース硬さ試験方法の自動測定システムの構築

による人手不足や測定時間・コストの削減の可能性の実証などの実績をあげ

た。 

バイオ・メディカル・アグリ産業の高度化を支える計測技術の開発として、

新型コロナウイルス感染症の緊急課題に対し非接触での温度計測技術の基

準となる平面黒体装置の開発、試料サイズや内部密度に依存しない動的なセ

ンシングが可能な電磁波センシング技術を導入した AI 良品学習型検査装置

の米水分量へのインライン評価への応用、超臨界流体を用いた残留農薬の高

効率抽出法で、ホモジナイズ法と比較して溶媒量を 1/15 に低減した上でネ

かり見極め、研究しやす

い分野だけではなく、研

究が及んでいない分野

に積極的に進出するな

ど戦略的な研究開発を

進め、全体の枠組み、ロ

ードマップ及びどのよ

うな「社会変革」や「イ

ノベーション」へ達する

のかのビジョンを明確

化することなどが重要

と考えている。また、橋

渡し研究を効率的かつ

円滑に進めるために、連

携プラットフォーム機

能の強化に向けての仕

組みの充実、地域ニーズ

に応じた機動的な連携

の見直し、広報活動の充

実などのマネジメント

も重要と考えている。 
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資する地圏の

評価等、計量標

準総合センタ

ーではものづ

くり及びサー

ビスの高度化

を支える計測

技術の開発や

バイオ・メディ

カル・アグリ産

業の高度化を

支える計測技

術の開発、先端

計測・評価技術

の開発等に重

点的に取り組

む。 

オニコチノイド系農薬（NEOs）を同等に抽出可能としたことなどの実績をあ

げた。 

先端計測・評価技術の開発として、陽電子蓄積装置を用いる高効率なビー

ム集束・パルス化法の要素技術に基づいた陽電子顕微鏡の実用化への目途を

得るとともに、中性子透過スペクトルイメージング分析法に特化した世界的

にもユニークな施設の整備において、電子ビームの安定性の向上と従来の約

20倍の高出力化の達成などの実績をあげた。 

なお、「経済成長・産業競争力の強化に向けた橋渡しの拡充」を支えるマネ

ジメントとして、冠ラボにおいての連携・融合プラットフォームとしての機

能強化・制度改善等の検討、OIL においての連携・融合プラットフォームの

強化にともなう共同研究と外部資金の獲得につなげた。 

高機能 IoTデバイス研究開発棟については付帯設備工事を計画通りに完了

させ、内部の研究開発設備の利用が可能となり、ユーザーに対する利用メニ

ューを充実させ研究開発の支援を行った。 

地域イノベーションの推進として、コロナ禍のなか、ウェブツールを活用

した会議やイベントの開催、顕著な連携成果を上げた産総研 IC に対するイ

ンセンティブの付与、ホームページ公開を通じた ICの紹介や支援メニュー、

連携成果事例の紹介、産技連ネットワークを活用した成果の周知や普及など

を実施した。 

ベンチャー支援に対しては、組織的にベンチャー創出に取り組む体制を整

備し、現金出資制度の活用に向けて具体的な取組を開始した。オンラインビ

ジネスマッチングイベントの開催など、ベンチャー創出・事業拡大に向けた

支援活動を実施した。 

マーケティング力の強化として、所内外のマーケティング情報の共有化、

企業の新規事業の創出につながりうるテーマの探索を実施、理事長によるト

ップセールスとして、企業訪問の実施などにより組織対組織の連携を拡大、

新規連携の提案に結びつけた。 

知財マネジメントについては、中長期的な大型ライセンス案件の創出を図

るため、知財専門人材の連携を強化した。ウェブ会議や e-learningの形式で

セミナー及び研修を実施により、知財の活用率向上に向けた取組を実施し

た。 

広報活動としては、広報活動ポリシーの制定により役職員一人一人の広報

への理解を深めた。広報ターゲットを明確に設定し、SNS 等多様なコンテン

ツを活用し、研究成果の積極的な発信を行った。さらに、オンラインイベン

トのニーズが強まる中、積極的に WEB配信等を行い、イベント開催において

のルールや開催方式について所内情報共有を行った。 

別紙 
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１．エネルギ

ー・環境領域 

〇モビリティ

エネルギーの

ための技術の

開発 

将来モビリテ

ィとそのエネ

ルギーの普及

シナリオを策

定し、それらに

基づき、カーボ

ンニュートラ

ル燃料、オンボ

ード貯蔵・変

換・配電デバイ

ス、パワーソー

ス最適化技術、

高効率推進シ

ステムなどを

開発する。 

１．エネルギ

ー・環境領域 

〇モビリティ

エネルギーの

ための技術の

開発 

将来モビリテ

ィとそのエネ

ルギーの普及

シナリオを策

定し、それらに

基づき、カーボ

ンニュートラ

ル燃料、オンボ

ード貯蔵・変

換・配電デバイ

ス、パワーソー

ス最適化技術、

高効率推進シ

ステム等を開

発する。今後の

社会情勢やマ

ーケティング

により変更さ

れる可能性は

あるが、現時点

では次の研究

開発が見込ま

れる。 

・自動車モデ

ルベース開発

に資する数値

モデル構築技

術を開発し、ま

た、車両トータ

ルシミュレー

ション技術と

ライフサイク

ル評価により、

バーチャル車

１．エネルギー・環境領域 

〇モビリティエネルギーの

ための技術の開発 

・将来モビリティ用エンジ

ンの RDE（ Real Driving

Emission)低減に向けた数

値モデル、すなわち、燃料

噴霧、EGRデポジット生成、

排ガス後処理反応等のモデ

ル構築を行い、自動車モデ

ルベース開発に貢献する。

さらに、電動化デバイスや

材料技術を組み込むことの

できるバーチャル車両評価

システムを構築する。

・航空機用電気推進システ

ムに必要な超電導機器開発

を実施する。超電導線材の

低損失化に向けたスクライ

ブ線材の開発において、よ

り安定したフィラメント

Ic 特性を実現するための

技術を開発する。積層構造

や人工ピン止め点の高濃度

添加によって線材の磁場中

特性の向上を図るととも

に、回転機の軽量化に有効

な超電導磁気シールドを実

現するための基盤技術開発

を行う。 

・1.2kV 級 SiC の短絡・ア

バランシェ耐量の実用レベ

ル化と同技術の 3.3kV 級へ

の展開を行うとともに、耐

環境性の観点から、SiC デ

バイスの 5 Mgy以上の放射

線耐性の確認、ダイヤモン

地球温暖化対策としてモビリティ（運輸部門）のゼロエミッション化は急務

である。車両としては 2050年 Well-to-Wheelゼロ CO2、航空業界でも国際航

空機からの CO2排出量半減など、極めて高い CO2削減目標が掲げられている。

目標達成には革新的技術が必須であり、本課題ではこれまでの内燃機関の高

効率化とともに、自動車の電動化に向けての技術開発、さらには空力や高温

超電導を利用した技術開発に取り組んできた。具体的には、次世代自動車エ

ンジン研究ラボや自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）、ゼロエミッション

モビリティパワーソース研究コンソーシアム（ZEM コンソ）等による所内外

の連携もあわせて、社会実装を加速させる研究開発を推進した。以下では、

目標に対する代表的な実績・成果を紹介する。 

将来モビリティ用エンジンの RDE（Real Driving Emission）低減に向けた

数値モデル開発として、燃料噴霧に関して企業との共同研究を推進し、燃料

噴射中の衝撃波の発生と噴霧特性への影響を調査した。その結果、エンジン

条件下で衝撃波発生の可能な範囲、状態及び噴霧特性への影響予測の手法を

提案した（国際誌 4報 [Q1ジャーナル 3報]）。EGRデポジット生成について

はメカニズムの検討及びモデル構築に貢献した。完成したモデルは AICE 参

画メーカに提供された。排ガス後処理反応等に関しては、従来よりも 10倍高

速な粒子状物質（PM）燃焼排気流シミュレーション技術を開発し、従来実験

では直接観察することが困難だった、捕集フィルタ（DPF）内部の過渡的で微

小な現象が再現できることを確認した。知財申請を 1件準備中であり、また

企業との共同研究を推進している。バーチャル車両評価システムについて

は、ドライバモデル等を含んだ非因果モデリング手法により構築し、車両走

行条件における燃費改善・省エネルギー効果の評価手法を実現した。電動車

両を用いた車両実験の実施により、電動化デバイスの要素モデルを構築した

（国際誌 1報、プログラム知財登録 2件、国内学会発表 1件）。 

RE系高温超電導線材（RE:希土類、液体窒素中でも利用可能な超電導材料)

を用いた航空機用電気推進システム向け全超電導回転機（発電機＆モータ）

について、スクライビング線材の安定製造技術の開発を実施した。レーザー

強度を変えた 2段処理により特性低下抑制とフィラメント間抵抗確保を伴っ

た安定加工を実現した。ドロス抑制に有効なレーザー波長とパルス長を見出

した（特願 2021-009425、学会発表 3件、論文 2件）。超電導磁気シールド技

術開発については、コイル化した線材間を半田で接合した構造でシールド能

を向上させた（特許 1件、学会発表 2件）。液体窒素温度中かつ磁場環境の下

で高い臨界電流特性を得るための線材作製プロセスを開発した。極薄塗布有

機酸塩堆積法において、積層塗布膜の最上層に補償組成の膜を塗布すること

で余剰相を超電導層化し、特性向上と表面抵抗低減に成功した。バーコート

法を採用することにより端部の局部的な厚膜化を防ぎ、厚膜時のクラック発

生抑制に成功した。さらに、パルスレーザー蒸着法によるプロセス開発につ

いて、人工ピン止め点（APC）添加の有無膜の積層構造膜における臨界電流値

を評価し、国際誌 3報、特許 1件、学会発表 4件の他、企業連携・実用化に

結び付く研究成果・知的財産を創出した。 

SiC パワーモジュールに関しては、1.2 kV 級 SiC のアバランシェ耐量を

水準以上に達成してい

る。 

目標をすべて達成し

た上に、民間企業との共

同研究を推進するとと

もに、その中で社会実装

が期待できる具体的な

成果を上げた。また、今

後の企業連携・実用化に

つながる研究成果（論

文・特許）も次々と生み

出されている。以上よ

り、総合的に目標の水準

を超える成果が得られ

たと評価する。 
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両評価システ

ムを構築する

ことで、電動化

デバイスや材

料技術等の評

価を行う。 

・超電導技術

を活用し、現行

よりも高い出

力密度を有す

る航空機用電

気推進システ

ムに資する技

術開発を行う。 

・変換・配電デ

バイスについ

て、1kV級の先

進モジュール

技術の量産化

対応と車両機

器等への適用

実証により普

及拡大を図る。

また、耐環境性

等を活かし、航

空機等を想定

した 3～6kV 級

の高性能デバ

イス・モジュー

ル技術等の開

発を行う。 

ドの 1016 cm-3台の不純物濃

度制御性向上を目指す。並

行して、1kV 級先進モジュ

ールの高信頼化、3～6 kV級

デバイスによる大電流モジ

ュール化を進める。 

〇電力エネル

ギー制御技術

の開発 

電力エネルギ

ーを高効率か

つ柔軟に運用

するために、電

力制御機器用

の超高耐圧デ

〇電力エネル

ギー制御技術

の開発 

電力エネルギ

ーを高効率か

つ柔軟に運用

するために、電

力制御機器用

の超高耐圧デ

〇電力エネルギー制御技術

の開発 

・SiC バイポーラデバイス

性能向上に向け、エピ欠陥

0.5 個/cm2以下の 6 インチ

SiCの厚膜（厚さ 150 μｍ）

の実現、ライフタイムのプ

ロセス依存性確認等を進め

175 ℃で 53％改善し、同技術の 3.3 kV 級素子への適用検討を開始した。

また、耐環境性の観点から、SiC デバイスの 5MGy の放射線耐性、1/2 イン

チ相当のダイヤ基板での 1016 cm-3 の不純物濃度制御を実現した。SiC パワー

モジ ュールでは、熱膨張係数差を考慮した設計により、約 1 桁のパワーサ

イクル耐久性の改善（30 万回超）を実現し、自動車分野等での要求に応える

水準とした。また、3 kV 級以上のデバイスによる 1 kA 級モジュールの基

本設計を完了した。これらより、企業連携・実用化に結び付く研究成果・知

財を創出することができた。 

将来モビリティ用エンジンの燃料噴霧に関しては、定量的な評価等が可能

となったため、衝撃波が噴霧特性に及ぼす影響を予測し現象発生を制御する

ことで、エンジン燃焼の性能向上が期待できる。排ガス後処理反応について

は、DPF 単体の浄化機能の向上に加えクリーンディーゼル車の全体最適設計

の高効率化など、自動車産業への波及効果が期待できる。 

航空機用電気推進システムに必要な超電導機器の開発について、航空機分

野における CO2 排出 70%削減、国内での航空機業界での一次サプライヤー創

出、熱電材料等の他の機能材料も含めた大きな波及効果等が期待される。 

 パワーモジュールについて、本研究で明確化した信頼性の劣化要因に基づ

く対策をパワーモジュール設計に取り入れることで、パワーサイクル耐性を

従来比 1 桁以上改善した。30 万回超のパワーサイクル耐性の確認で、200 ℃

級の高温動作パワーモジュール技術が自動車分野等での耐久性要求を満た

すことが確認された。これにより、小形軽量パワエレ機器の社会実装に道を

拓いた。 

ゼロエミッション社会の実現には再生可能エネルギーの大幅な利用促進が

必要であり、電力系統と再生可能系電源の接続や系統の電圧・周波数の安定

度維持のための先進パワー半導体による高機能電力変換・制御の技術及び蓄

エネルギー技術の大量導入が必須となる。そのため、電力エネルギーを高効

率かつ柔軟に運用するための電力制御機器用の超高耐圧デバイスなどの開

発や、高いエネルギー密度で電力を貯蔵できる安全で低コストな高性能二次

電池などの開発を推進する。以下では、目標に対する主要な実績・成果を紹

介する。 

耐圧 10 kV 超の 4H-SiC デバイスは、送配電系統向け機器の小形化、再生

可能系電源の安定化を通じた主力電源化への貢献が期待されている。これま

水準以上に達成してい

る。 

目標をすべて達成した

上に、ソフトバンク等の

民間企業との共同研究

や企業・大学との国プロ

を主体的に推進すると

ともに、その中で社会実

装が期待できる具体的

な成果を複数上げた。得
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バイスなどの

開発、高いエネ

ルギー密度で

電力を貯蔵で

きる安全で低

コストな高性

能二次電池な

どを開発する。 

バイスの開発、

高いエネルギ

ー密度で電力

を貯蔵できる

安全で低コス

トな高性能二

次電池等を開

発する。今後の

社会情勢やマ

ーケティング

により変更さ

れる可能性は

あるが、現時点

では次の研究

開発が見込ま

れる。 

・高耐圧デバ

イスの開発に

おいて、ウェハ

の品質改善と

高機能化技術

を含むデバイ

ス性能向上の

技術開発を行

う。また、優れ

たデバイス性

能を引き出す

ための周辺技

術（パッケージ

ング、デバイス

駆動、抜熱等）

の開発を行う。 

・全固体電池

等の高容量・安

全・低コストな

革新電池を実

現し移動体等

に利用するた

め、新規な電池

材料開発及び

デバイス化に

必要なプロセ

る。パッケージの構造や材

料の改善で高耐圧モジュー

ルのリーク電流を低減す

る。 

・金属多硫化物等を正極に

用いた革新電池の開発を進

め、諸特性を評価して実用

化へ向けた課題を抽出す

る。安全性の高い全固体電

池の製造技術開発およびレ

アメタルフリーな有機物正

極電池を高容量化するため

の電池構造の改良を行う。 

で、上記耐圧を確保するために必要となる厚さ 100μmを超える 4H-SiCエピ

タキシャル膜の成長技術を開発してきた。これまでに開発した技術の量産化

対応に向け、作業フローや成長条件の管理基準を整備することで TIAパワー

エレクトロニクス研究開発拠点（TIA パワエレ拠点）へ量産技術として移管

した。また、エピ欠陥密度 0.5 /cm2以下の 6インチ 150 μm厚の 4H-SiCエ

ピタキシャル膜成長技術を達成し、量産試作でエピ欠陥密度 0.6 /cm2前後の

150μm厚の 4H-SiCが安定して成長可能であることや、キャリア濃度が±20%

の範囲で精度良く制御可能であることを確認した。また、ライフタイムのプ

ロセス依存性の確認から、アニール処理時間の最適範囲を見いだした。加え

て、高耐圧モジュールのリーク電流低減に向け、リーク場所の把握と冷却構

造の改善を図った。 

二次電池の開発では、通常の液体電解質と固体電解質の利用の両面から取

り組んでいる。金属多硫化物を正極に用いる革新的な高エネルギー密度電池

の開発において、これまでの課題であったサイクル特性の改善に取り組み、

電解液の溶媒と添加剤の組み合わせによって正極の 100サイクル後の容量維

持率が 80％以上と大きく改善することを見出した。今後の課題としては耐久

性のさらなる向上と低コスト化技術開発等であり、これらに取り組み実用化

を目指す。この事業は、国のオープンイノベーションプロジェクトのもと産

学連携集中拠点方式で、自動車・電池メーカから産総研拠点に出向している

研究者と共同で進めており、革新的な電池技術を創出し事業化に繋がる成果

である（論文 1報・知財 7件）。全固体電池については、固体電解質層内のボ

イド生成による劣化機構を見出し、電池製造プロセスを最適化することでこ

れを抑制し容量維持率が向上することを示した（論文 1報）。 

一方、電池活物質のレアメタルフリー化に有効な、有機物正極電池ついて

は、現行のレアメタル正極（LiCoO2）の約 2.5倍の放電容量(∼400 mAh/g)を

示すナフタザリン類の有機分子を見出し、これを活物質とする電池開発に取

り組んでいる。その成果で大企業と締結した資金提供型共同研究において

800 mAh級ラミネート電池を作製し、実用電池に近い形での評価に繋げ、社

会実装が期待できる研究成果を創出できた。これらの成果は日経新聞(WEB)

等で報道され、特許出願（1件）や学会発表（1件）を行った。新しい材料で

あるため、未解明な部分も多い中、最先端の局所分光（TEM-EELS）装置での

充放電機構の解析も進めており、学術的に価値ある結果も出ている（論文 1

報）。 

さらに、燃料電池用の白金触媒に関し、パラジウムをコアとするコアシェ

ル触媒にある種の有機分子を吸着させた電極触媒で、従来の白金触媒に比べ

活性が 10倍以上に向上することを見出した（論文 1報）。本成果は、燃料電

池自動車の本格普及に必須である正極の高性能電極触媒の開発において新

たな方向性を示すものである。大企業 1社と共同研究を開始し、他の 1社に

も技術協力を行っている。 

SiC以外では実現が困難な耐圧 10kV超のパワーデバイスについては、これ

までに、作業フローや成長条件の管理基準を整備したことにより、当該技術

を量産試作ライン（TIAパワエレ拠点）に移管し、6インチ 150 μm厚の 4H-

られた知見や開発技術

は出向研究員が企業に

持ち帰ったり、企業に直

接サンプル提供される

等により企業の競争力

を高めるための技術開

発に生かされている。以

上より、総合的に目標の

水準を超える成果が得

られたと評価する。 
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ス技術開発を

行う。 

SiC エピタキシャル膜の量産試作に対応させた。現在、関連の作業フロー、

成長条件、成長条件の管理基準のレシピ登録を進めている。耐圧 10 kV超の

パワーデバイスは高い信頼性を要求する用途に使われる技術のため、技術の

量産性実証とその水準の一層の向上に向けた活動を並行して実施中である。

厚膜の SiCエピタキシャル膜を量産試作できるようになることで、耐圧 10kV

超のパワーデバイス技術の検討用に試料を安定供給できることから、研究進

展の加速化も期待できる。また、本研究で得られた成果・知見は低耐圧向け

素子用のエピタキシャル膜の成長にも展開可能な重要なものとなっている。 

ゼロエミッション社会実現には、自動車や航空機といったモビリティの電動

化が有効であることは知られているが、上述した令和 2年度の取組は、安全

性が高くエネルギー密度の高い二次電池の開発に繋がる技術であり、電動化

モビリティの走行距離（飛行距離）を伸ばし、信頼性を高める上でも大きく

貢献できる。 

２．生命工学領

域 

〇医療システ

ムを支援する

先端基盤技術

の開発 

個々人の特性

にカスタマイ

ズされた医療

を目指し、バイ

オとデジタル

の統合により

蓄積した大量

の個人データ

やゲノムデー

タを個別化治

療法の選択や

創薬開発に活

用するととも

に、再生医療の

産業化に向け

た基盤技術に

より医療シス

テムを支援す

る。 

２．生命工学領

域 

〇医療システ

ムを支援する

先端基盤技術

の開発 

個々人の特性

にカスタマイ

ズされた医療

を目指し、バイ

オとデジタル

の統合により

蓄積した大量

の個人データ

やゲノムデー

タを個別化治

療法の選択や

創薬開発に活

用するととも

に、再生医療の

産業化に向け

た基盤技術に

より医療シス

テムを支援す

る。今後の社会

情勢やマーケ

２．生命工学領域 

〇医療システムを支援する

先端基盤技術の開発 

・大量の個人医療データや

ゲノムデータを AI 解析等

に資する精度と形式で収集

することを目指して、生体

試料を自動で分析する標準

プロトコルを開発し、多層

オミックスデータと疾患や

既存情報と照合して関連付

けを行い、層別化医療の基

盤を構築する。 

・再生医療に用いる多能性

幹細胞等の産業化に不可欠

となる品質管理に有効なバ

イオマーカーの探索を行

い、その候補分子を選別す

る。 

少子高齢化社会において健康寿命を延伸し、経済成長・産業競争力を強化す

るためには、病気を予防して健康を維持し、病気となった患者には適切な診

断と治療を施す必要がある。令和 2年度は、ロードマップ記載の創薬支援シ

ステムの構築に前倒しで取り組み、以下の成果をあげた。

・ジスルフィドリッチペプチド医薬品開発のための一気通貫技術の社会実装

ジスルフィドリッチペプチド（DRP）は分子内に複数のジスルフィド結合を

有するペプチドで、毒液の主要な成分であるとともに、膜タンパク質に対す

る優れた活性を有する。産総研では、DRP のライブラリー作製法、スクリー

ニング技術及び、少量多品種生産技術を組み合わせ、創薬を支援する一気通

貫の技術を構築した。令和 2年度、当該技術を技術移転し、産総研発ベンチ

ャーVeneno Technologies（株）の創業に貢献した。当社の事業は、ベーリン

ガーインゲルハイム・イノベーション・プライズオーディエンス賞を受賞す

るなど、関連業界からも評価されている。膜タンパク質を標的とした既存市

場は数兆円であるが、新たな標的分子は枯渇しつつある。構築した技術は未

着手の標的分子の多くに関与できる可能性を秘めており、当社の事業は未開

拓の大きな市場での成長が期待されている。 

・分子シミュレーションによる新型コロナウイルスの治療薬候補の絞り込み

新型コロナウイルス感染症の新規治療薬の開発には時間を要する。産総研

では、国立感染症研究所等と協力して、安全性が確認された別の疾患の治療

目的に開発された既存承認薬の中から新型コロナウイルス感染症の治療薬

候補の絞り込みを行った。その結果、抗エイズウイルス薬ネルフィナビルと

白血球減少症治療薬セファランチンの併用により効果的に新型コロナウイ

ルスを排除できる可能性をコンピュータ解析により見出した。産総研は候補

医薬品からの絞り込みや薬剤の有効性及び作用機序の解明に貢献した。研究

成果は新聞 5 社、TV、Web ニュースにて報道され、社会的な注目を集めた。

現在、ネルフィナビルについて専門機関において臨床研究を展開しており、

人類の感染症克服への貢献が期待できる。 

また、年度計画に沿って以下の研究に取り組んだ。 

水準以上に達成してい

る。 

令和 2年度計画してい

た研究課題について、企

業共同研究や NDA締結の

上での実証試験を推進

しつつ、製品化事例もで

ている。さらに、DRP 医

薬品開発を支援する技

術について技術移転を

推進し、産総研発ベンチ

ャー企業の創業に貢献

した。大きな市場形成が

見込まれる技術の新規

事業化を実現できたこ

とから水準以上に達し

ている。 
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ティングによ

り変更される

可能性はある

が、現時点では

次の研究開発

が見込まれる。 

・大量の個人

医療データや

ゲノムデータ

を統合し、診断

や健康評価に

活用するため

の先端基盤技

術の開発を行

う。 

・医療システ

ムを支援する

ために再生医

療等の産業化

に必要となる

基盤技術の開

発を行う。ま

た、再生医療等

に資する細胞

分析及び細胞

操作に必要な

基盤技術の開

発を行う。 

・大量の個人医療データやゲノムデータを AI 解析等に資する精度と形式で

収集することを目指して、生体試料を自動で分析する標準プロトコルを開発

し、多層オミックスデータと疾患や既存情報と照合して関連付けを行い、層

別化医療の基盤を構築する。 

産総研では、医療データと網羅的生体分子解析データの連携・統合化を図

るため、疾患変異情報や遺伝子発現プロファイルを基に、薬剤－疾患－副作

用の関連性を体系的な生体ネットワークとして捉える研究に取り組んでい

る。令和 2年度は、免疫状態を評価することを目的として、免疫チェックポ

イント阻害薬を投与したがん患者の末梢血検体を用い、計測された大規模・

多層データを収納・解析可能とするシステム開発を実施した。クラウドシス

テムを利用して医療機関や解析拠点の同期型情報連携を実現するためのデ

ータベースの構築やデータ規格の標準化を進めた。本研究は AMED「次世代治

療・診断実現のための創薬基盤技術開発」事業にて医療機関や企業と共同研

究を推進した。本研究の成果は将来の個別化医療実現への貢献が期待でき

る。 

疾患細胞で産生された糖タンパク質は、そのタンパク質部分と糖鎖部分の

組み合わせにより高い疾患特異性を示すので、優れたバイオマーカーや創薬

標的となり得る。産総研では、糖タンパク質糖鎖の高感度・網羅的な解析技

術の開発と成果活用を目指した糖鎖関連データベースの構築を推進した。糖

タンパク質の付加位置や糖鎖構造、その割合などを１次元の質量分析で推定

することで、糖鎖構造を網羅的に解析する世界最高感度の解析法を開発し

た。この解析技術を利用し、製薬企業や診断薬メーカー、創薬ベンチャーと

共同研究を推進することで、創薬標的候補分子の糖鎖構造を解析し、創薬標

的開発に貢献した。 

・再生医療に用いる多能性幹細胞等の産業化に不可欠となる品質管理に有効

なバイオマーカーの探索を行い、その候補分子を選別する。 

人工多能性幹細胞（iPS 細胞）は再生医療に用いる細胞源として期待され

ているが、iPS 細胞を培養している際に、多能性を喪失した逸脱細胞の混入

が iPS細胞の品質低下を招くことが大きな課題となっている。産総研では、

逸脱細胞から培養上清中に分泌される糖タンパク質を探索し、逸脱細胞を非

破壊で特異的かつ高感度で検出できる技術を開発した。研究成果は特許出願

し、論文報告するとともに、試薬メーカーとのライセンシングに向けて NDA

締結の上で技術検討を推進した。また、未分化なヒト iPS細胞に対し高い親

和性を持つレクチンを令和元年度までに開発していたが、これを用いた iPS

細胞の染色キットが令和 2年度に製品化された。再生医療の産業化に貢献す

る成果である。 
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〇バイオエコ

ノミー社会を

実現する生物

資源利用技術

の開発 

バイオエコノ

ミー社会の創

出のため、植物

や微生物等の

生物資源を最

大限に利用し、

遺伝子工学、生

化学、生物情報

科学、環境工学

等の多層的視

点から生命現

象の深淵を明

らかにすると

ともに、その応

用技術を持続

性社会実現に

向けて利活用

することを目

指す。 

〇バイオエコ

ノミー社会を

実現する生物

資源利用技術

の開発 

バイオエコノ

ミー社会の創

出のため、植物

や微生物等の

生物資源を最

大限に利用し、

遺伝子工学、生

化学、生物情報

科学、環境工学

等の多層的視

点から生命現

象の深淵を明

らかにすると

ともに、その応

用技術を持続

性社会実現に

向けて利活用

することを目

指す。今後の社

会情勢やマー

ケティングに

より変更され

る可能性はあ

るが、現時点で

は次の研究開

発が見込まれ

る。 

・種々の環境

条件における

未知・未培養微

生物の探索・単

離培養、微生

物・植物等の新

規遺伝子資源

探索、生物間相

互作用を含む

〇バイオエコノミー社会を

実現する生物資源利用技術

の開発 

・利用可能な生物資源の拡

大と、生物機能を活用した

物質生産・環境制御技術の

確立を目指し、機能的にユ

ニーク、もしくは系統的に

新規性の高い微生物を探索

する。 

・微生物と高等生物との相

互作用の解明に向け、共生

微生物もしくは昆虫類等の

高等生物の新たな機能を探

索する。 

・微生物や植物において、

遺伝子の転写翻訳の効率化

もしくは代謝系の解析によ

り、効率的に物質生産を行

うための基盤を確立する。 

生物資源利用技術の開発によりバイオエコノミー社会の創出に貢献するこ

とを目指し、令和 2年度は主に以下に記載する年度計画に沿って研究に取り

組んだ。 

・利用可能な生物資源の拡大と、生物機能を活用した物質生産・環境制御技

術の確立を目指し、機能的にユニーク、もしくは系統的に新規性の高い微生

物を探索する。 

廃水処理プロセスの中枢工程にある汚泥消化プロセスに着目し、その活性

化・最適化の鍵を握る微生物を捕獲・培養、ゲノム解析を行うことで、世界

初のゲノム情報に基づいた廃水処理プロセスへの微生物応用技術の確立を

目指している。令和 2 年度は最先端のゲノム解析を通じて 1,343 種類の未

知微生物ゲノムを獲得し、プロセス内微生物の特殊かつ多様な代謝戦略を解

明することに成功した。また、活性化すべき微生物や機能を特定し、廃水処

理プロセス改良方法を考案した。本研究成果は Q1 ジャーナル

（Microbiome、 IF=12.16）に掲載された。また、戦略的イノベーション創造

プログラム（SIP）を通して企業等との共同研究も進めており、今後社会実装

を目指す。また産総研を代表機関とする「スマートバイオプロセスコンソー

シアム」においては、産学官連携による廃水処理の実証試験を開始した。本

研究をさらに発展させることにより廃水処理施設のエネルギー拠点化の実現

を目指す。 ・微生物や植物において、遺伝子の転写翻訳の効率化もしくは代謝系の解析

により、効率的に物質生産を行うための基盤を確立する。 

従来の機能性タンパク質の開発は、膨大な変異タンパク質群の作製と解析

が必要であることや確実性に欠けるなどの課題があった。令和 2年度、AIに

よって抗体医薬の機能向上に資する変異箇所を予測する技術などを開発す

ることで開発の効率化を達成し、Q1ジャーナル（Scientific Reports）など

において成果を発表した。本研究成果による機能性タンパク質の改良技術は

NEDOプロジェクトなどを通して民間企業 3社に橋渡しされ活用されている。 

・微生物と高等生物との相互作用の解明に向け、共生微生物もしくは昆虫類

等の高等生物の新たな機能を探索する。 

作物の重要害虫であるカメムシ類を研究対象とし、昆虫が持つ呼吸器官で

ある「気管」の形成促進に腸内細菌が関わること、腸内細菌不在状態では気

管が正常に発達しないことなどを発見した。本研究成果は Q1 ジャーナルで

ある米国アカデミー紀要に掲載され、プレスリリースし、Web メディアで紹

介された。本成果をもとに気管形成阻害物質の探索を行い、新たな害虫防除

法の開発に向けた橋渡しを推進する。本研究の代表者は、応用を指向した研

究に携わる有望な若手研究者としてバイオインダストリー奨励賞を受賞し

た。 

また、上記年度計画には記載していないが、中長期目標の達成につながる

下記の研究に取り組み、成果を上げた。 

・実用化に向けた新規抗体作成技術及び精製技術の開発

糖鎖を認識する「抗糖鎖抗体」は、がんや感染症の診断への応用が期待さ

れている。産総研では、これまで難しいとされていた種類の糖鎖に対しても

水準以上に達成してい

る。 

令和 2年度計画してい

た研究課題について、企

業共同研究や実証実験

を着実に推進し、社会実

装が期待できる研究成

果を創出することがで

きた。また、年度計画に

含まれていなかった課

題についても橋渡しを

前提とした企業との共

同研究で成果を上げ、各

種メディアに取り上げ

られ社会の注目を集め

たうえ、キット開発や事

業化準備までこぎつけ

ている。総合的に目標の

水準を超える成果が得

られた。 
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新規生物機能

の解明及びそ

れらの利用技

術の開発を行

う。 

・多様な宿主

を用いて有用

機能性物質生

産の効率的な

製造を行うた

めの研究術開

発を行う。 

抗体を取得できる免疫技術の開発に成功した。本研究成果は Q1 ジャーナル

International Journal of Molecular Sciences に掲載され、大きな反響が

あり複数のメディアに紹介された。また、関連内容で国内外で成立した特許

技術と合わせ、企業との共同開発に発展した。 

また、抗糖鎖抗体の多くが IgMと呼ばれる抗体のサブタイプであるが、精

製が困難であることが医薬品応用への障壁となっていた。そこで、令和元年

度発表された抗体精製用セラミックス粒子を利用し、企業との共同で新たに

IgM 抗体の精製法を確立した。本技術は Q1 ジャーナルである Scientific 

Reports に掲載され、プレスリリースを行い新聞等に掲載されるなど反響が

得られた。開発した技術は操作も容易であり、精製後の加工に適した高純度

の IgMを得られるため、産業用途の IgM製造への橋渡しが期待され、事業化

に向けた道筋を明確にした。 

これらの成果をさらに展開することによりがんや感染症の創薬や診断の

高度化が期待される。 

・体外診断用医薬品原料酵素の従来技術をはるかに上回る高生産化に成功

血中コレステロール定量のために使用されている検査薬の原料酵素コレ

ステロールエステラーゼについて、従来の育種法では不可能であった生産量

が野生株の 30 倍以上向上した B. stabilis スマートセルを構築することに

成功した。本技術は NEDO スマートセルプロジェクトを通して企業と共同開

発したものであり、社会実装が期待されることから、現在事業化準備を進め

ている。プレスリリースし、複数の新聞等で取り上げられた。本成果は B. 

stabilis を宿主とした分泌タンパク質としては世界最高レベルの高生産化

を達成したものであり、野生株を用いた生産工程と比較し年間 CO2 排出量を

約 23 トン軽減した低環境負荷スマートセルインダストリーが実現する予定

である。 

３．情報・人間

工学領域 

〇人間中心の

AI 社会を実現

する人工知能

技術の開発 

AI-Ready な社

会を実現する

ために、説明可

能で信頼でき

高品質な AI、

実世界で人と

共進化する AI

を実現する技

３．情報・人間

工学領域 

〇人間中心の

AI 社会を実現

する人工知能

技術の開発 

AI-Ready な社

会を実現する

ために、説明可

能で信頼でき

高品質な AI、

実世界で人と

共進化する AI

を実現する技

３．情報・人間工学領域 

〇人間中心の AI 社会を実

現する人工知能技術の開発 

・機械の動作を計画する AI

の処理過程を、人が理解で

きるように可視化・言語化

する技術を開発し、機械と

人による対話的な協調作業

システムのプロトタイプを

構築する。また、人の生活

行動データから、半自動で

産業界において人工知能（AI）の活用が進みつつあるが、AIによる解析結果

の根拠や信頼性が不明である、誰もが容易に活用できる技術とはなっていな

い等、社会実装を深化させる上での課題がある。産総研では、AI-Readyな社

会の実現を目指して、人間と協調できる AIの説明技術、実世界で信頼できる

AIの評価技術、容易に構築・導入できる AIの基盤技術など、人間中心の AI

技術の研究開発を推進している。 

令和 2年度の主な成果は下記の 4点である。 

① 人間の知識を機械学習へ組込む説明可能な AI技術を開発

② AI品質ガイドラインの策定と社会展開

③ 段階的臓器間転移学習による専門医レベルの診断精度向上

④ 人工知能とシミュレーションの融合による産業システムの最適化と事業

会社の設立 

①について、人間による組み立て作業に関する観測データを収集し、AI認

識結果に基づいて、リアルタイムで作業内容を記号的に可視化するととも

に、人と AIとの対話を向上させるため、ビデオから AIの推定結果と生活行

水準以上に達成してい

る。 

 目標をすべて達成し

た上に、研究成果をもと

にした事業会社の設立

につながった。知財出

願・実施、共同研究の実

施等、社会実装に向けた

橋渡しの成果を着実に

出している。学術的成果

としても、複数の Q1 ジ

ャーナルへ論文掲載、分

野トップ国際会議での

発表等、優れた成果が出

ている。これらの研究成

果から、総合的に目標水
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術を開発する。 術を開発する。

今後の社会情

勢やマーケテ

ィングにより

変更される可

能性はあるが、

現時点では次

の研究開発が

見込まれる。 

・実世界にお

いて人・AI・機

械がインタラ

クションを通

じて協調し、共

に向上し育つ

ことで、知識と

データを蓄積・

創出する AI 基

盤技術を研究

開発する。 

・AI 技術の社

会適用に不可

欠な AI の品質

向上と信頼性

確保のため、AI

を評価するル

ールや試験環

境、品質向上技

術及び評価方

法を研究開発

する。 

・人が AI の判

断を理解し納

得して利用す

るため、AI の

学習結果や推

論根拠等を人

が理解できる

形で示し、説明

や解釈ができ

る AI 技術を研

究開発する。 

知識グラフを作成し、生活

行動データの蓄積と知識創

出に関する研究開発を実施

する。 

・民間企業との共同研究・

人材受入を進め、実事例に

基づく AI の信頼性を評価

するガイドラインを整備す

るとともに、国際標準化提

案に向けた活動を実施す

る。また、実事例への適用

検証を実施し、結果をリフ

ァレンスガイドとして整理

する。さらに、試験を効率

的に行うテストベッドシス

テムのプロトタイプを試作

する。 

・学習済み AI が獲得した

知識を代表特徴量として抽

出し、それに基づいて識別

や判定を実施する手法のプ

ロトタイプを開発する。ま

た、代表特徴量を可視化し

て、AIによる識別結果の根

拠として利用者へ提示する

とともに、利用者が AIへ教

示するシステムを構築す

る。実応用を模した環境に

て専門家に使ってもらい、

性能検証や課題抽出を実施

する。 

・ AI 橋 渡 し ク ラ ウ ド

（ABCI）を用いて、容易に

AI を構築可能にする学習

済み汎用モデルを少なくと

も１種類構築し評価する。

また当該モデルの学習時に

適用可能な高速計算手法を

開発し、ABCI上で性能評価

を実施する。 

動の知識を関連付けて説明するためのグラフ構造を用いた Semantic 

Indexing 技術と知識構築方法を研究開発した。また、東京大学と連携して、

人の科学的知見を AI に取り込んだ新たな材料電子構造の予測技術を研究開

発した。深層学習モデルの内部に、データの偏りに影響されない普遍的な量

子物理的情報を表現することにより、現在深層学習で大きな問題となってい

る予測結果の解釈性・信頼性の問題を解決した。これらの成果は、物理学分

野のトップジャーナルである Physical Review Letter（IF= 8.385）、ロボテ

ィクス分野のトップジャーナルである Robotics and Automation Lettersな

ど Q1 ジャーナル 5 報に掲載、及び分野トップ国際会議（Google Scholar 

Top20）にランキングされている国際会議３報で採択された。さらに、日-EU

共同研究公募において e-VITAプロジェクトが採択された。 

②については、AI技術のビジネス活用にとって大きな障壁となっている品

質管理について、検査項目を整備した機械学習品質管理ガイドラインを作成

し日本語の第一版（令和 2 年 6 月 30 日）、英語版（令和 3 年 2 月 12 日）を

公開した。また、ガイドラインの具体的な活用を支援する共通基盤の品質評

価テストベッドα版（機能限定）を開発し、オープンソースソフトウエアと

して公開した(令和 2年 11月 18日)。これらの成果は、民間企業での実ビジ

ネスにおける活用計画や、経産省商情局などの種々の AI 実用化プロジェク

トにおいて利用の検討が進むとともに、国際標準化への提案活動にも大きく

貢献している。 

③については、学習用データや学習済みモデルなどの様々な人工知能資源

を整備し容易に構築・導入できる AI 基盤の実現のために、AI 橋渡しクラウ

ド(ABCI)を用いてさまざまな分野で汎用的に使える認識モデルを構築し評

価を行った。特に、医療用認識モデルは、医療系 AIスタートアップ企業や医

療機関と共同で研究を進めつつ、少ない学習データでも段階的な転移学習に

より病変検出精度を専門医レベルに向上するとともに、ABCIを利用すること

でリアルタイム検出が可能になった。さらに、ABCI上で深層学習の高速計算

手法、分散並列の二次最適化技術を開発し、従来手法に対して 1.52倍の高速

化、1/3 の学習回数で同レベルの精度を達成した。これらの成果を企業連携

に繋げ、論文 4報（うち Q1ジャーナル 2報）、トップ国際会議である SC20及

び KDD20 にて成果を発表したほか、第 108 回日本泌尿器科学会総会 総会賞

を受賞した。 

④については、AIとシミュレーション技術を融合し、生産ラインの事前評

価の効率化を実現した。異なる顧客ニーズに応える生産ラインでは、各工程

での平均所用時間、人員配置などのパラメータのパターンが膨大となり、評

価時間の増大やシミュレーション精度に課題があった。AIを用いて最適な特

徴パラメータを探索することにより、信頼性が高く効率的な設計案を作成す

ることに成功した。さらに、実データに基づき AI特徴量を可視化することに

より、利用者が AI結果の根拠を理解し、意思決定することができた。自動車

工場設計の実証実験では設計時間を１か月から１日に短縮し、シミュレーシ

ョンでの生産効率の予測誤差を 20%から 3%に縮めた。化学プラントの運転変

更操作に適用したところ、操作時間が 40%短縮した。これらの成果をもとに、

準以上の成果が得られ

た。 
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・対象用途の

学習データの

多寡に関わら

ず高精度な AI

を容易に構築

するための基

盤となる、汎用

学習済みモデ

ルやその構築

のための高速

計算処理技術

を研究開発す

る。 

NEC を含めた６社により、導入希望会社向けに設計・コンサルティングを行

う BIRD INITIATIVE株式会社を設立した（令和 2年 9月 2日）。 

その他、本研究課題では、世界 10カ国の国際共同プロジェクトにおいて、

日本の研究チームのメンバーとして、産総研のスパコン AAIC を利用して世

界のパン小麦 15品種の高精度ゲノム解読に成功した。研究成果は『Nature』

に、農林 61号小麦の詳細情報は『Plant and Cell Physiology』に同時に掲

載された。 

人間知識と AI を融合する技術的基盤構築は、AI の判断根拠を人間に説明

し信頼性を高めるとともに、AI品質に関する不透明性の解消やビジネス活用

の加速が期待できる。医療分野における学習モデルの汎用性と再利用可能性

を示し、専門医程度の診断精度を達成することで、AI導入による早い病気の

発見が期待できる。また、材料量子物理学への科学的知見に基づく深層学習

技術は、材料開発や創薬の分野における大規模な有用物質探索への貢献とと

もに、新たな AI技術領域のシーズを創出したと考える。シミュレーションと

AIの融合技術は、産業システムの最適化とともに、開発技術の社会へ還元す

る仕組みとして普及の可能性を広げた。 

 

 

〇産業や社会

システムの高

度化に資する

サイバーフィ

ジカルシステ

ム技術の開発 

 

循環型社会を

牽引する技術

として、社会の

活動全体をサ

イバー空間に

転写し HPC・

AI・ビッグデー

タ技術を駆使

して産業や社

会変動の予測

や最適化を可

能にし、更にサ

イバー空間で

の計画をフィ

ジカル空間に

作用させ介入・

評価・改善する

一連のプラッ

〇産業や社会

システムの高

度化に資する

サイバーフィ

ジカルシステ

ム技術の開発 

 

循環型社会を

牽引する技術

として、社会の

活動全体をサ

イバー空間に

転写し HPC・

AI・ビッグデー

タ技術を駆使

して産業や社

会変動の予測

や最適化を可

能にし、更にサ

イバー空間で

の計画をフィ

ジカル空間に

作用させ介入・

評価・改善する

一連のプラッ

〇産業や社会システムの高

度化に資するサイバーフィ

ジカルシステム技術の開発 

 

 

 

 

・人間の身体力学モデルと

疲労などの心理モデルを統

合し、人間の心身状態の計

測データを即時にそのモデ

ルに反映させて可視化する

技術、さらに、モデルに基

づき心身の状態を予測提示

し、行動変容を促すための

インタフェース技術を開発

する。 

・高機能暗号技術の実用化

を目指し、量子計算機に対

しても安全にする汎用的な

強化技術を開発する。また、

ハードウェアに対する攻撃

手法を系統的に整理し、不

正回路の挿入を検知する技

術を開発する。さらに、IoT

 サイバーフィジカルシステム(CPS)では、フィジカル空間をサイバー空間に

転写する際に、人の心身状態データの取り扱いが課題であった。また、サイ

バー空間・フィジカル空間の双方において、セキュリティに関する脅威が存

在した。そこで産総研では、CPS において人の心身状態を取り扱うセンサ、

計測・評価技術の開発、CPS における安全と安心を担保するためのセキュリ

ティ技術の研究開発を推進している。 

令和 2年度の主な成果は下記の 2点である。 

① 人を含んだ CPS の構築のため、慣性センサを用いた身体運動計測の頑健

化と高精度化、脈波センサを用いた生体計測技術の研究開発、心身機能解析

のための基盤ソフトウェアの整備を行なった。 

② CPSのセキュリティ向上にむけ、高機能暗号の効率化の実現やハードウェ

ア攻撃の対策に関する系統的な調査、IoT 機器用マイコンのセキュリティ要

求仕様の作成を行なった。 

①における身体運動計測の頑健化と高精度化については、慣性センサから

の姿勢情報に加えて、製品と身体の接触やカメラ画像を拘束条件として導入

することで、計測の頑健化と高精度化を実現した。この成果は、国際誌 

Sensors（Q1 ジャーナル）に掲載された。この身体運動計測技術は、生活環

境や就労環境のような実現場において、運動のモニタリングを実現するため

の計測技術として、社会の中での運用が期待でき、企業との共同研究におい

て活用開始した（実施 1件）。生体計測技術の研究開発については、加速度セ

ンサやオプティカルフローセンサを参照することで、脈波信号からのモーシ

ョンアーチファクトの除去を実現し、実用化に向けた企業との共同研究を開

始した。心身機能解析のための基盤ソフトウェアの整備としては、身体力学

モデルと心理モデルを統合した一元的な解析、可視化機能により、心身機能

解析が行える基盤ソフトウェアの研究開発を進め、産総研知財として 3件登

水準以上に達成してい

る。 

人の心身状態を含ん

だ CPSの実現にむけた技

術開発や CPSのセキュリ

ティ強化に関する成果

は、特許出願２件、産総

研知財登録 6件、産総研

知財開示 21 件、実施 13

件等、技術を橋渡しする

上で必要となる知財の

強化に繋がり、多数の知

財活用事例につながっ

た。同時に、学術面でも

21 報（Q1 ジャーナル 10

報）の論文発表、国際学

会での受賞など、高いプ

レゼンスを示している。

これらの成果より、技術

の橋渡しに向け、目標の

水準を超える成果が得

られたと評価する。 
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トフォーム技

術を開発する。

またそれらに

係る安全と信

頼を担保する、

セキュリティ

強化技術やセ

キュリティ評

価技術、セキュ

リティ保証の

あり方につい

て研究開発す

る。 

トフォーム技

術を開発する。

またそれらに

係る安全と信

頼を担保する、

セキュリティ

強化技術やセ

キュリティ評

価技術、セキュ

リティ保証の

あり方につい

て研究開発す

る。今後の社会

情勢やマーケ

ティングによ

り変更される

可能性はある

が、現時点では

次の研究開発

が見込まれる。 

・フィジカル

空間における

人間や機械を

モデル化し、そ

の状態や動き

をサイバー空

間にリアルタ

イムに同期さ

せるデジタル

ツイン技術、予

測・計画・最適

化技術、その結

果に基づきフ

ィジカル空間

に働きかける

インタフェー

ス技術を研究

開発する。 

・サイバーフ

ィジカルシス

テムのセキュ

リティ向上を

製品及び製品の製造工程に

関するセキュリティを確認

するための、セキュリティ

保証スキームの研究開発に

取り組む。 

録した（関連知財含めて開示 21件，実施 12件）。このように産総研の知財に

基づく共同研究を進め、実用化の道筋を明確にした。身体力学モデルの構築

においては、人の筋骨格構造をコンピュータ上に再現することで、運動中の

身体負荷(疲労)の推定を実現した。この成果は、国際誌 IEEE Robotics and 

Automation Letters（Q1ジャーナル）に 2報掲載された。 

②CPS のセキュリティ技術の研究の成果として、最難関国際会議での受賞

や論文誌への掲載などの優れた学術的な成果が得られた。その 1つとして、

量子計算機に対しても安全性を実現するための数学的構造を構築し、それを

元に実際に耐量子計算機暗号・署名の設計や、それらの高機能暗号への拡張

を行った。例えば、米国立標準技術研究所（NIST）において標準化が検討さ

れている耐量子計算機暗号の効率化及び高機能化に成功した。こちらの成果

は分野トップ国際会議 Asiacrypt 2020（Google Scholar 分野 Top 20国際会

議:GST20）に 2件採録された。 

高機能暗号の代表例である属性ベース暗号の効率化に成功し、永く未解決

問題であった漸近的に最適な効率性を持つ放送型暗号を世界で初めて実現

した。本成果は分野トップ国際会議 Eurocrypt 2020（GST20）に採録され、

同会議で Best Paper Awardを受賞した。 

CPS を構成するハードウェア攻撃手法に対する対策としては、不正回路の

挿入（ハードウェアトロージャン）に関する論文調査を系統的に行い、情報

処理学会誌の解説として出版した。その他、IoT 機器用マイコンを対象とし

た新たなセキュリティ保証スキーム構築のため、ハードウェアの脆弱性リス

ト(暫定版)を作成し、IoT機器用マイコンのセキュリティ要求仕様を纏めた。 

 

その他、本研究課題で実施した取組の成果 

・足の母趾爪に対して振動刺激を与えることで歩行の安定化を支援する技術

を開発した。この成果は、国際誌 Applied Sciences（Q1ジャーナル）に掲載

された。 

・運動と同期したリアルタイムの環境制御・運動介入により、歩行障害の原

因となる床反力及び筋活動が低減することを実験的に明らかにした。本成果

の関連特許を 1 件出願した。さらに、医療分野における共同研究へ発展した。 

本研究で構築した基盤技術は、人の心身状態を含む CPSを世界に先駆けて

実現するものであり、人を含んだ産業や社会システムの高度化に寄与するこ

とが期待できる。生活中の運動機能や、就労中の作業負担を推定するための

解析技術として、共同研究での活用が期待できる。 

量子計算機に対する安全性を汎用的に実現するための数学的構造の構築は、

量子計算機が実現された後のセキュリティ強化のための理論的根拠となる

ことが期待される。CPS を構成するハードウェアに対するセキュリティ向上

に関する技術開発は、グローバル化されたサプライチェーンにおける不正防

止／検知が可能となり、安全な社会を支える技術としての貢献が期待され

る。IoT 機器用マイコンを対象とした新たなセキュリティ保証スキーム構築

により、多様かつ大量な IoT機器のセキュリティの評価／保証がより広く可

能となり、IoT機器を活用した高度なサービスの社会実装促進が期待される。 
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目指し、セキュ

リティ強化技

術、セキュリテ

ィ評価技術、セ

キュリティ保

証スキームを

研究開発する。 

 

 

 

〇ライフスペ

ースを拡大す

るモビリティ

技術の開発 

 

日常生活にお

ける人の移動

の自由度を高

め、新たなモビ

リティサービ

スの実現に貢

献するために、

身体機能、認知

機能、知覚機

能、社会心理な

どの影響因子

に起因するバ

リアを低減し

移動を支援す

る技術および、

移動すること

により発生す

る価値を向上

させる技術を

開発する。 

〇ライフスペ

ースを拡大す

るモビリティ

技術の開発 

 

日常生活にお

ける人の移動

の自由度を高

め、新たなモビ

リティサービ

スの実現に貢

献するために、

身体機能、認知

機能、知覚機

能、社会心理等

の影響因子に

起因するバリ

アを低減し移

動を支援する

技術及び、移動

することによ

り発生する価

値を向上させ

る技術を開発

する。今後の社

会情勢やマー

ケティングに

より変更され

る可能性はあ

るが、現時点で

は次の研究開

発が見込まれ

る。 

・人の心身機

〇ライフスペースを拡大す

るモビリティ技術の開発 

 

 

 

・低速自動運転車両を用い

たサービス実証、中型バス

を用いた自動運転の実証実

験、MaaSに関する実証実験

を複数地域にて行う。また、

歩行者と共存するモビリテ

ィにおいて交通インフラを

利用した自動運転、ならび

に、移動経路のリスクアセ

スメントに基づいた自動運

転の試行を行う。さらに、

自動運転から手動運転への

運転交代場面におけるドラ

イバーの状態に関するデー

タ収集を行う。 

・移動の阻害要因と移動価

値を、身体・知覚・認知機

能・社会心理の面から理解

するための調査を実施す

る。また、移動支援装置の

データ収集機能の開発と、

それを用いたデータ収集を

行う。 

 近年、加齢や障がい等により移動の自由が損なわれ、生活の質の低下につな

がる人々の生活移動空間（ライフスペース ）の縮小が問題になっている。ラ

イフスペース拡大のため移動の自由度を高める新たなモビリティサービス

の実現が急務であり、移動支援技術や移動の意欲を向上させるための移動に

伴う価値の向上技術の研究開発を行うことでこのサービス実現を目指す。 

令和 2年度の主な成果は下記の 3点である。 

① 自動から手動運転への運転引継ぎに要する時間の定量化  

② 自動運転サービスの事業モデルの構築 

③ 大型企業連携（冠ラボ）による新規プロジェクトの立ち上げ 

 

①については、自動運転から手動運転に安全に切り替えるシステム構築に必

要なヒトの情報処理機序を明らかにした。現在、自動運転車両を運転する際、

自動から手動運転に引き継ぐ場面が多々あり、安全な引き継ぎ方法の確立が

喫緊の課題である。戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）にて、自動

から手動運転の引継ぎに要する時間の定量化に成功し、今後行う安全に運転

を引継ぐことができる事前要請システムを構築するための基盤ができた。本

成果は Q1 ジャーナル 2 報に報告し、自動車工業会の自動運転ヒューマンフ

ァクター配慮事項への成果移管の合意を得たため、製品や技術において実装

されることが十分に期待できる。また、欧米の複数の研究機関と連携し、本

成果の国際標準化(ISO/TC22/SC39/WG8）を推進している。 

②については、自治体と共同して実環境に近い実証実験を行い、自動運転サ

ービスの事業化に向けた事業化モデルの構築を行なった。高齢化と過疎化の

進行に伴う公共交通機関の縮小・廃止により、地方での移動が阻害されるこ

とが問題となっている。この問題を解決するため、低速自動運転車両を用い

たサービス実証と中型自動運転バスの実証評価を行なった。低速自動運転車

両を用いたサービス実証では、2 つの地域で半年以上にわたる長期間の実証

を行い、永平寺町では有償事業として運行開始した。中型自動運転バスの実

証評価では、2 台のバスを開発し、5 つの地域で実運用に近い形で 1 カ月以

上実証実験を実施し、自動運転バスの導入に向けた受容性及び事業性を評価

した。これらの成果は実場面に近い状態での実証実験で得られたことと、有

償事業化をなし得たことを考慮すると、自動運転車両を用いたモビリティサ

ービスの社会実装が期待できる研究成果を創出した。 

③については、産総研が強みを持つ生体計測技術と住友理工の高分子材料技

術を融合させ、自動車業界の変革に応えうる技術・製品を創出することを目

水準以上に達成してい

る。 

 目標をすべて達成し

た上に、戦略的イノベー

ション創造プログラム

（SIP）の成果が自動車

工業会への成果移管に

つながったこと、有償事

業化に代表されるモビ

リティサービスの事業

化に向けた道筋を明確

にする複数の研究成果

を得られたことから、総

合的に目標の水準を超

える成果が得られた。 
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能や状態と、移

動能力及び移

動意欲に関す

る客観的デー

タ分析のもと

に、いくつかの

モビリティレ

ベルを定義し、

それぞれのレ

ベルに応じた

移動支援シス

テム及びサー

ビスの開発と

移動価値を向

上する技術を

研究開発する。 

・移動の効率

だけでなくプ

ロセスや目的

がもたらす価

値を向上する

技術、更に移動

能力や移動価

値 の 向 上 が

人々のライフ

スペースと健

康・QoLに与え

る効果を評価

する技術を研

究開発する。 

的とし、住友理工-産総研 先進高分子デバイス連携研究室を 2020年 10月に

設立した。 

 

その他、本研究課題で実施した取組 

・歩行者と共存するモビリティについては、地図上の静的な危険源だけでな

く他の歩行者との衝突等の動的な危険源に関しても評価を行なった。また、

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）にて、模擬市街地コースで自動

運転電動車椅子の実証試験を行い、リスク低減のための自動走行ソフトウェ

アの検証を行った。これらにより、小型モビリティの実用化に結びつく研究

成果を創出した（Q1ジャーナル 1報、Google Top 20国際学会 5件）。 

・経産省「スマートモビリティチャレンジ」プロジェクトを受託し、16地域

で様々な種類のモビリティサービスの実証実験を行うことで、サービスの種

類ごとの事業化モデルや課題を特定し、モビリティサービスの事業化に向け

た道筋を明確にした（令和 2年度予算 9.9億円）。 

・移動価値の決定要因を抽出するため、移動のメリットに関する 1300 人規

模の調査を実施し、外出目的ごとの移動価値の決定要因を特定した。 

・電動車椅子などの福祉機器利用者における移動の阻害要因を抽出するた

め、福祉用具専門相談員を対象とした調査（300 名規模）を実施し、身体機

能レベルごとの移動阻害要因を特定した。 

・移動支援装置の開発として、データロガー機能内蔵の電動アシスト歩行器

を 10 台用意し、歩行器のロガーデータから歩行周期の推定や直進性の向上

のための制御技術を開発した。 

5Gの登場により自動運転車両の市場は急速に拡大している。自動運転シス

テムの安全性を担保する成果を得たことにより、産総研が自動運転のヒュー

マンファクター分野で国際的なプレゼンスを示すことができた（Q1ジャーナ

ル 2報、他 2報）。 

2030年には 2018年比 3.5倍の 2兆 8600億円の市場規模に大きく成長する

ことが予想されている自動運転車両を用いたモビリティサービス事業化に

向けた基盤を作ることができた（1地域で有償事業化）。 

民間企業との連携研究室の新規の設立は、民間企業が培ってきた先進技術

と産総研の研究開発の成果を融合することで橋渡しを深化し、企業による新

事業の立ち上げ、国際市場の拡大等につながることが期待される。 

 

 

４．材料・化学

領域 

 

〇ナノマテリ

アル技術の開

発 

 

革新的機能発

現が期待され

４．材料・化学

領域 

 

〇ナノマテリ

アル技術の開

発 

 

革新的機能発

現が期待され

４．材料・化学領域 

 

 

〇ナノマテリアル技術の開

発 

 

 

・ラマン評価で G/D 比 100

以上の CNT を合成する技術

 革新的機能発現が期待されるカーボンナノチューブ（CNT）やグラフェン等の

ナノマテリアルは、電子デバイスや建材、医薬品など幅広い分野において活

用が期待される。本項目では、ナノマテリアル技術の社会実装を目指した橋

渡し研究の取組みについて述べる。 

CNT の社会実装に向けては、高品位 CNT の合成技術や複合化技術、特性や

安全性の評価技術開発が求められている。高品位 CNT合成技術の開発や品質

の劣化を抑えた分散技術による複合材料などの開発及び新規用途の開発を

行った。CNT 合成技術の開発は 3 件の企業共同研究で推進しており、マイク

ロプラズマを利用した CNT合成装置を開発し、令和 2年度目標とする G/D比

水準以上に達成してい

る。 

Nature 姉妹誌などの

トップジャーナルを含

む、複数の Q1 ジャーナ

ルへの掲載や表紙等へ

採用されたこと、研究成

果に基づき、企業と共同

で NEDO プロジェクトに
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るグラフェン

等の二次元ナ

ノ材料や、高品

位ナノカーボ

ンの部素材化

技術などを開

発する。また、

快適で安全な

生活空間を創

出するため、多

様な環境変化

に応答するス

マクティブ材

料などを開発

する。 

るグラフェン

等の二次元ナ

ノ材料や、高品

位ナノカーボ

ンの部素材化

技術等を開発

する。また、快

適で安全な生

活空間を創出

するため、多様

な環境変化に

応答するスマ

クティブ材料

等を開発する。

今後の社会情

勢やマーケテ

ィングにより

変更される可

能性はあるが、

現時点では次

の研究開発が

見込まれる。 

・ナノカーボ

ンの高度化・低

コスト化合成

技術、分散等の

プロセス技術

及びナノデバ

イス化技術を

開発し、新規用

途の開拓と実

用化を目指し

た評価技術を

開発する。 

・効率的エネ

ルギー利用や

デバイス等の

高性能化のた

めにナノ粒子、

カーボンナノ

チューブ、二次

元ナノ材料等

開発、分散による G/D の劣

化を 50％以下に抑えた分

散技術開発及び CNT と樹脂

や銅等の複合材の新規用途

開発を行う。 

・新たに開発した低欠陥

CNT 分離法の高度化を進

め、分離前後で結晶性の指

標であるラマンスペクトル

の G/D 比を 2 倍に増加させ

る方法を開発する。 

・CNT や金属ナノ粒子等と

高分子からなるハイブリッ

ド電極によるソフトアクチ

ュエータやセンサの開発を

進め、感覚デバイス、ソフ

トセンサー等の新しい情報

機器への応用展開を進め

る。 

・二次元ナノ材料の工業的

利用を目指して、要素技術

の確立と用途実証を行う。 

・低温熱源で動作する熱発

電デバイスを開発するた

め、有機ナノ複合材料を用

いて熱により充電可能な熱

化学電池の高出力化並びに

有機熱電モジュールの高性

能化を図る。 

・環境応答性ナノバイオ材

料の機能性物質を必要な場

所に送達するシステムの原

理確認を行い、その原理に

基づいた環境応答性ナノバ

イオ材料の高度化を進め

る。 

・光機能材料として無機ア

ップコンバージョン材料に

着目し、ファイバや微小球

を利用した特性向上を検証

する。 

・刺激に応答して機能を発

（結晶性の指標）100以上を達成した。CNTの複合化に関する取組みでは、分

散による G/Dの劣化を 50％以下に抑えた分散技術を開発し、力学強度に優れ

た CNT大面積自立膜や CNT樹脂複合材料の開発に成功した。特に CNT樹脂複

合材料では CNTと高耐熱樹脂（PEEK）との複合化によって、複合材料の課題

であった耐衝撃性能を克服し PEEK単体を上回る特性を示した。さらに、丸棒

やボルト、フィルム等各種成型加工も可能であった。また、CNT 銅複合材料

の高周波特性の評価方法についての検討を始めた。これらの成果については

Q1ジャーナルへ 6報の論文が掲載された。CNT樹脂複合材料は日刊産業新聞

等 7 紙で報道された。CNT 評価技術の開発では、階層的な CNT の構造を学習

した人工知能による構造生成・特性予測による仮想実験システムを構築し、

経済性に優れた CNTの最適組成の導出や複数の要求特性を満たした条件を仮

想実験から導出する技術を開発した。以上の通り、CNT の合成から社会実装

までの幅広い取組みを多くの企業共同研究によって推進しており、特に、CNT

複合材料においては、企業共同研究により、社会実装が期待できる研究成果

を創出する事が出来た。 

CNT の次世代電子デバイスへの応用のため、低欠陥 CNT 分離法の高度化や

用途開発に取組んでおり、令和 2年度から科研費 基盤研究(S)に採択され研

究を実施している。ゲルカラムクロマトグラフィーを用いた低欠陥分離法の

開発により CNT の結晶性指標であるラマンスペクトルの G/D 比を分離前の 2

倍に向上させた。用途開発においては他研究機関と共同で、CNT で修飾した

電極を用いた小型センサで、エチレンを高感度で検出することに成功した。

これらの成果を基にした 13 報の論文が Q1 ジャーナルに掲載された。CNT や

金属ナノ粒子等と高分子からなるハイブリッド電極を用いた軽量かつ柔軟

で低消費電力なソフトアクチュエータ開発では、電極となる CNTの分散状態

がアクチュエータの特性に大きく影響することを明らかとし、A4サイズのア

クチュエータ用電極膜の塗工が穴あきや擦れなく再現可能となり、感覚デバ

イス、ソフトセンサー等への応用に向けた検討を進めた。これらの成果は日

刊工業新聞で報道された他、Q1ジャーナルに 4報の論文が掲載された。 

本取組みは年度計画にはなかったものであるが、二次元ナノ材料を含むナ

ノマテリアルを実用化するためには、原子・分子レベルの構造解析を可能と

する計測評価技術が必要であり、電子のエネルギー状態と空間分布情報など

の原子状態を同時に測定可能な高度ナノ計測技術開発を進めた。新規発光材

料の一つである六方晶窒化ホウ素-グラフェン量子ドットハイブリッド材料

の界面の高精度電子顕微鏡観察を行い、境界に存在する 5員環と 7員環構造

が発光に寄与していることを明らかにした。この成果は他機関と共同で Nat. 

Commun.誌（Q1 ジャーナル）に掲載された。その他にも、遷移金属原子がク

ラスター形成する際の相変化の原子レベル解析を行った成果が Nat. Chem.

誌（Q1 ジャーナル）に、遷移金属クラスター原子の精密構造解析が Angew. 

Chem. Int. Ed.誌（Q1ジャーナル）に掲載されるなど、多くの成果がトップ

ジャーナルに掲載された。これらの低次元材料には、触媒、エネルギー変換、

蓄電池、通信など、次世代技術を支えていく上で有望な材料が多く含まれ、

低次元材料の評価技術を企業の新規製品開発に適用することで、産業競争力

採択され連携体制を構

築したこと、複数の企業

共同研究を通じて、ナノ

マテリアル（ナノカーボ

ン複合材料や熱化学電

池、刺激に応答する剥離

材料など）の社会実装に

向けた道筋を示したこ

とから、総合的に令和 2

年度計画を超える成果

が得られた。 
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の各種ナノ材

料の合成や複

合化、界面制御

技術及び先端

評価に関わる

基盤技術を開

発する。また、

ガラス等の組

成やナノ構造

を制御して光

機能材料等を

開発する。 

・有機合成や

ソフトマテリ

アル技術をベ

ースに快適な

暮らしに貢献

するスマクテ

ィブ材料の創

製に取り組み、

製造・利用に関

わる基盤技術

を開発する。 

・調光材料技

術及び付着を

防止する表面

処理技術等を

ベースに健康

増進や生活環

境の快適性向

上に寄与する

スマクティブ

材料を開発す

る。 

現する新規表界面物性制御

技術の構築に向け、光で易

剥離性等を発現する液晶/

樹脂複合膜について、液晶

の相構造および相転移が複

合膜の物性に及ぼす効果に

ついて検証する。 

・日射透過率の制御幅を向

上させた調光材料の開発を

進め、ロール toロール法に

より幅 200mm以上、長さ 5m

以上の調光フィルムを作製

する。さらに環境調和型建

材実験棟を用いた低放射材

料の実証評価を行う。 

・固体（例えば氷）の付着

力ゼロ（装置検出限界）を

目指し、外部刺激（主とし

て温度）に応答し任意温度

（-15〜50℃）で機能性液体

を可逆的に徐放させ、安定

な液体膜を形成する材料を

開発する。 

強化に繋がると考えられる。 

二次元ナノ材料の工業的利用を目指して、フレキシブル電極やデバイス用

基板を提供するための技術開発に取組んだ。開発したラマン分光法を用いた

評価法によってグラフェンのキャリア移動度向上にグラフェンの応力ひず

みの緩和が重要であることを明らかにし、この知見に基づいて評価した化学

気相成長グラフェンは世界最高値の移動度（40,000 cm2/Vs）を示した。開発

した評価法は、二次元材料の品質検査などへの応用が期待され、二次元材料

の量産化へ大きく貢献することが期待される。その成果は AIP Adv.誌の表紙

を飾った。 

IoT 社会を支えるセンサーネットワークの自立電源駆動を目指した低温熱

源で動作する熱発電デバイスの開発を行った。積層型の導電性高分子熱発電

デバイスの耐久性評価を行い、大気中 100 ℃の低温熱源上で 70日以上の連

続発電に成功した。この成果は Q1ジャーナルに論文が掲載された。また、充

電可能な熱化学電池の実用化に向け、企業 2 社と共に NEDO の先導研究を開

始した。熱起電力や導電率を令和元年度から 50%以上向上することに成功し、

実証試験等によって上市・事業化に向けた道筋を明確にした。 

ヘルスケア産業の国際競争力強化を目指した環境応答性ナノバイオ材料

の開発では、リン酸カルシウムを仲介させることで、カーボンナノホーンと

破骨細胞抑制剤の複合化に成功し、破骨細胞抑制効果が増加することを実証

した。これらの成果についてプレスリリース（令和 3年 1月 7日）を行い、

日経産業新聞等 5紙で報道された他、Q1ジャーナルに論文 7報が掲載され、

内 2誌で表紙と裏表紙を飾った。 

近赤外領域の光の有効活用を目指した無機アップコンバージョン（UC）材

料の開発では、ガラスファイバ先端にレーザー光を集光照射可能な光学系を

構築した。また、UC ガラスによって作製した微小球からの高収率な UC 発光

を確認した。これらの成果について Q1ジャーナルに論文 2報が掲載された。 

ジェルネイルは剥離時に人体に有害なアセトンを用いている。アセトンを

使用しない、刺激に応答して機能を発現する液晶/樹脂複合材料の剥離技術

の開発を目指した。令和 2年度は、接着剤メーカ/ユーザメーカと技術情報開

示契約を締結して市販品製造に向けた検討を行った。これにより事業化に向

けた道筋を明らかにした。 

日射透過率の制御幅を向上させた調光材料の開発を進め、幅 220 mm、長さ

10 mの調光フィルムをロール toロール法で作製した。また、低放射材料の

実証評価を行い、省エネ性能や快適性が向上する知見を得た。 

氷の付着力がゼロ（装置検出限界）を目指し、外部刺激（主として温度）

に応答し任意温度で機能性液体を可逆的に徐放させ、安定な液体膜を形成す

る材料開発を進めた。樹脂に添加する機能性液体の分子量と添加量が液体の

徐放温度に及ぼす影響を調べ、氷点下で徐放する条件を見出した。この成果

を基に有償試料提供契約を締結し、試作品を企業に提供した。 
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〇スマート化

学生産技術の

開発 

 

原料多様化の

加速と生産効

率の向上のた

め、バイオマス

等の未利用資

源から機能性

化学品・材料を

合成する技術

や所望の機能

性化学品・材料

を必要な量だ

け高速で無駄

なく合成する

触媒・反応シス

テムなどを開

発する。また、

材料データの

利活用を加速

して新材料の

開発競争力を

強化するため、

材料診断技術、

計算材料設計

技術などを開

発する。 

〇スマート化

学生産技術の

開発 

 

原料多様化の

加速と生産効

率の向上のた

め、バイオマス

等の未利用資

源から機能性

化学品・材料を

合成する技術

や所望の機能

性化学品・材料

を必要な量だ

け高速で無駄

なく合成する

触媒・反応シス

テム等を開発

する。また、材

料データの利

活用を加速し

て新材料の開

発競争力を強

化するため、材

料診断技術、計

算材料設計技

術等を開発す

る。今後の社会

情勢やマーケ

ティングによ

り変更される

可能性はある

が、現時点では

次の研究開発

が見込まれる。 

・廃棄物やエ

ネルギー消費

量削減を目指

した基幹化学

品並びに機能

性化学品の革

〇スマート化学生産技術の

開発 

 

 

・バイオマス等の未利用炭

素資源からアルコール等へ

の高効率触媒変換を目指

し、バイオマス由来の二酸

化炭素や合成ガスの接触水

素化反応により、収率 20％

以上でメタノールあるいは

エタノールを直接合成する

ことが可能な触媒を開発す

る。 

・機能性化学品の連続生産

を目指し、基幹 5 反応の連

続精密生産に適した触媒フ

ロー反応プロセス（収率

80%以上）を 3種以上開発す

る。さらに、触媒フロー反

応プロセスをスケールアッ

プ（~10 g h-1）した液一相

系反応の反応器モジュール

を試作する。 

・ナノセルロースの特性を

発揮させる材料設計に向

け、ゴムや顔料等の疎水性

物質との相互作用を分光学

的に解析し、分子構造と材

料特性（強度や発色性等）

との相関を検証する。また、

バイオ界面活性剤の生産性

向上及び構造制御に向け、

合成遺伝子や代謝経路の解

析をベースに、生産菌の育

種・改良を進める。 

・新規診断技術の開発に向

け、ポリオレフィン等をモ

デル材料として近赤外分光

法により得られたスペクト

ルから機械強度を推定する

手法を開発する。また、技

 化学生産技術における原料多様化の加速と生産効率の向上のため、①バイオ

マス等の未利用資源から機能性化学品・材料を合成する技術、②所望の機能

性化学品・材料を必要な量だけ高速で無駄なく合成する触媒・反応システム、

③材料データの利活用を加速して新材料の開発競争力を強化するための材

料診断技術、④計算材料設計技術等の開発が求められている。 

バイオマス材料の社会実装にはコスト低減と特性解明に基づいた材料開

発が鍵である。本研究ではバイオマス材料であるナノセルロースの物性向上

メカニズム、及び機能発現メカニズム解析に重点を置いた取組みを行った。

独自に開発した分光学的評価法を用いて、ナノセルロースと疎水性物質との

相互作用を評価し、分子構造と材料特性（強度や発色性等）との相関につい

て明らかにした。これらの成果は Q1 ジャーナルに 5 報の論文が掲載され、

紙パルプ技術協会賞等 3件の受賞に繋がった。また、産総研中国センターに

設置した「なのセルロース工房」を通じ、多くの企業、大学の技術者へプロ

セス技術の研修を行う等、ナノセルロースの社会実装のための基盤構築に貢

献した。 

バイオマス等の再生可能資源を原料とした機能性バイオベース化学品（バ

イオ界面活性剤、バイオプラスチック等）の製造や利活用するための基盤技

術の確立を目的とした研究に取組んだ。バイオ界面活性剤合成遺伝子の機能

解析を進め、水系での使用感が優れたバイオ界面活性剤の生産及び高度好塩

菌を用いた分子量 300万以上の超高分子量バイオプラスチックの合成に成功

した。これらの成果は、生物工学奨励賞（斎藤賞）等 3件の受賞に繋がった。 

機能性化学品の需要は、高付加価値や多品種少量生産にシフトすると予測

されており、それに対応するための生産プロセスが求められている。本研究

では、バイオマス等の未利用炭素資源の有効活用や、従来のバッチ法を連結

型フロー法による連続精密生産プロセスに置き換えることを目指した。バイ

オマス由来の二酸化炭素や合成ガスの接触水素化反応によるアルコールの

直接合成が可能な触媒開発に取組み、1 MPaの低圧下でエタノール収率 4%を

達成した。反応圧依存性から実用的な圧力条件の 5 MPaで収率を見積もると、

約 20%の収率でエタノールを合成出来ることが分かった。また、フロー反応・

新触媒開発を行い、アルコールからアルデヒドへの酸化反応、ニトロ基の水

素化反応、エステルから直接的なアミド化反応など基幹 5反応群のうち 5つ

の反応において、収率 80％を達成した。また、エステルの直接的アミド化反

応では、100 時間を超える連続フロー運転に成功した。また、スケールアッ

プした一相系反応器モジュールの開発を進め、10 g h-1レベルの生産速度を

達成した。上記の連続精密生産プロセス構築をさらに高効率化するための基

盤技術として、データ科学を活用した触媒設計技術開発を行った。14万の有

機化合物の分子構造と、計算化学によって算出した物性値のデータセットを

活用し、機械学習モデルを構築することに成功した。これを触媒活性予測モ

デル構築の入力情報として活用する転移学習を行った結果、触媒反応の収率

を精度よく予測することに世界で初めて成功した。これらの成果は、Angew. 

Chem. Int. Ed.誌の Hot Paperや Adv. Synth. Cat.誌の Very Important 

Paper 及び表紙に選出された他、Phys. Chem. Chem. Phys.の表紙、Chem. 

水準以上に達成してい

る。 

トップジャーナルを

含む複数の Q1 ジャーナ

ルへの掲載や表紙等へ

採用されたこと、多くの

企業共同研究や技術コ

ンサルティングを通じ

た企業課題（高分子材料

の耐久性評価、バイオベ

ース材料の利活用、触媒

反応の高度化など）の解

決、企業への技術研修

等、企業の産業競争力強

化に大きく貢献したこ

とから、総合的に令和 2

年度計画を超える成果

が得られた。 
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新的な製造プ

ロセス構築の

ため、触媒技

術、単位操作技

術、人工知能と

連携した触媒

設計手法等を

駆使した連続

精密生産製造

システムを開

発する。 

・機能性と資

源循環性の両

立に資するナ

ノセルロース

複合材料とバ

イオベース化

学品（界面活性

剤等）の製造・

利用に関わる

基盤技術を開

発する。 

・高分子材料

を扱う企業間

の擦り合わせ

力の強化やサ

プライチェー

ンの適正化に

向け、品質や耐

久性向上に資

する材料診断

技術を開発す

る。 

・原料多様化

と生産効率の

向上に向けて、

マイクロ波や

マイクロプロ

セス技術、膜分

離等の高度分

離技術、流体制

御や物性制御

術コンサルティング制度等

を活用して、保有する分析・

解析技術の実材料評価への

適応可能性を検証する。 

・多様な装置に組込み可能

な小型マイクロ波加熱モジ

ュールの開発を目指し、磁

場加熱による電子部品への

ダメージを抑制した金属溶

融技術の開発を行う。 

・機能性化学品の連続生産

の開発に向けて、分離・精

製工程の抽出操作を対象

に、モデル溶液から抽出率

80%以上を達成するととも

に、それぞれの手法におけ

る連続化の課題を抽出す

る。 

・目的材料を効率良くかつ

高速に得るための共通基盤

手法の開発に向けて、操作

因子を自動で連続して段階

的に変化させることが可能

なフロー合成システムを作

製する。また、金属ナノ粒

子合成系において 200 条件

以上の自動合成を実施す

る。 

・5 つ以上の素材グループ

に対応したデータ駆動型材

料設計サービスの産業界へ

の提供開始を目指し、デー

タ駆動型材料設計に必要な

材料データの集積とその構

造化、設計ルールを導出す

るためのデータ科学的手法

の開発に取り組む。さらに、

それらを統合する材料設計

プラットフォームの構築を

進め、データ駆動型材料設

計サービス開始時の仕上が

り比で 2 割程度まで開発を

Commun.誌の扉絵への採用を含む 7報の論文が Q1ジャーナルに掲載されるな

ど、学術的に非常に高い評価を得ている。また、目的材料を効率よくかつ高

速に得るための共通基盤手法の開発に向けて、ナノ粒子やポリマーナノコン

ポジットを対象として、自動制御・プロセス及びインライン分析データの自

動蓄積が可能なフロー製造装置の開発に取組み、１日に約 30 条件のナノ粒

子自動合成が可能なシステムの開発に成功した。機能性化学品の製造におい

て、主流であるバッチプロセスから反応・分離・精製の工程を連結した連続

生産を可能にするスマート化学システムへの転換を目指した取組みを行っ

た。各種装置をパッケージ化した連続抽出装置の試作を行い、この装置を用

いてモデル溶液から抽出率 80%以上での目的物質の連続抽出に成功した。 

特定物質の選択的な加熱や短時間の熱処理が要求される場合において、マ

イクロ波加熱を利用した反応プロセスは非常に有効である。基盤となる小型

マイクロ波加熱モジュールの開発に取組んだ。従来の制御基板の 1/20 の小

型化に成功し、加熱モジュールとしての組込み可能性が向上した。 

高分子材料は、分子構造や添加剤組成、高次構造などが複雑なことから、

品質の安定化や耐久性などで発生した問題の分析が困難であることが多い。

本研究では、膨大な分析情報から核心的情報を取り出すデータマイニング技

術及び構造データから物性や耐久性を相関させるインフォマティクス技術

を組み合わせた、材料診断技術の開発に取組んだ。非破壊で高分子材料の劣

化状態を予測するインフォマティクス技術を利用し、加熱劣化させたポリプ

ロピレンの近赤外分光スペクトルから、引張破断伸びを予測する手法を構築

した。これにより材料の劣化状態のオンサイト計測が可能となった。本成果

のプレスリリース（令和 2 年 7 月 20 日）を行ったところ、日刊工業新聞等

11紙で報道された。関連する成果は、Q1ジャーナルに 11報の論文が掲載さ

れた。これらの成果を基に、技術コンサルティングを含む企業共同研究 30件

を実施し、高分子材料を扱う川上から川下までの多くの企業が抱える、プラ

スチックの成型や耐久性などの課題解決に大きく貢献した。 

新材料の開発期間を短縮するためには、材料機能に対する高い順方向予測

能力を持つ計算シミュレータ群を開発すると同時に、材料データを構造化

し、その材料情報から新材料の設計ルールを導出するためのデータ科学手法

の開発が必要である。信頼性の高いデータ駆動型材料設計を実施可能となる

データの創出を目指して取組み、計算シミュレーション技術と AI の連携に

よって、電気伝導度に関する良質なデータを取得する技術の開発と、マルチ

スケールのシミュレーション技術による蓄電、粉体、スラリー材料の機能予

測能力の強化を達成した。これらを含めた関連する研究成果は Physical 

Review Letters等の Q1ジャーナル 15報を含む 37報の論文として発表され

た。計算シミュレーションや実験と AI・機械学習を組み合わせたベイズ最適

化プログラムを作成し、共同研究先の大学が開発したロボット技術による薄

膜物質自動合成装置に搭載し、合成・計測・探索に人間の介在を必要としな

い自律的な薄膜合成装置を実現した。これにより薄膜作製条件の探索を、従

来の人的作業に比べ 10 倍効率化することに成功した。本成果のプレスリリ

ース（令和 2年 11月 19日）を行ったところ、日本経済新聞等 3紙で報道さ



78 

並びにシミュ

レーション技

術を駆使した

反応・分離・材

料合成プロセ

スを開発する。 

・新材料の開

発期間を短縮

するため、材料

機能に対する

高い順方向予

測能力を持つ

計算シミュレ

ータ群を開発

すると同時に、

材料データを

構造化し、構造

化された材料

情報から新材

料の設計ルー

ルを導出する

ためのデータ

科学手法を開

発する。それら

を運用するた

めに必要な材

料設計プラッ

トフォームを

構築する。 

 

進める。 れ、5報の論文が Q1ジャーナルに掲載された。本研究は第 5期終了時の目標

とするデータ駆動型材料設計サービスの開始に向けて、基盤となる技術やシ

ステムの整備など、計画通り進捗している。また、多くの企業にデータプラ

ットフォームを提供する等の連携も進めており、産業界の新材料の開発競争

力強化に貢献した。 

 

 

〇革新材料技

術の開発 

 

次世代社会の

根幹を支える

革新材料とし

て、異種材料間

の接合及び界

面状態並びに

材料の微細構

造を制御する

ことによって、

〇革新材料技

術の開発 

 

次世代社会の

根幹を支える

革新材料とし

て、異種材料間

の接合及び界

面状態並びに

材料の微細構

造を制御する

ことによって、

〇革新材料技術の開発 

 

 

・次世代モビリティを目指

し、Sm-Fe-N 系焼結磁石を

現状の 1.5 倍の性能まで引

き上げ、実用化のための可

能性を検証する。 

・空調システムを目指した

磁気冷凍材料の長期安定性

を従来の 2 倍にするととも

に、システムへの搭載を想

  次世代モビリティやヘルスケア分野を支える革新材料の開発が産業競争力

強化のために重要となる。本項目では燃料電池やセンサ、磁石、軽量材料等

の革新材料技術の社会実装を目指した橋渡し研究に取組んだ。 

次世代モビリティなどの電源を目指した固体酸化物燃料電池(SOFC)やプ

ロトン伝導セラミック燃料電池（PCFC）の開発を進めた。石油液化ガス等

（LPG）の炭化水素燃料を直接利用できる SOFC 技術を開発し、LPG 使用時に

600 ℃で 0.4 W/cm2（従来比 30%向上）の出力が得られた。これを搭載した世

界初の SOFC ドローンを実証し、長時間飛行の見通しを得た。この成果は日刊

工業新聞等 17紙で報道され、社会的な注目を集めた。更に高出力化が期待で

きる PCFC の電極材としてナノ複合化粉体を噴霧熱分解法により合成し、出

力性能を従来の 2倍となる 0.5 W/cm2（600 ℃）に向上させた。これは令和 2

年度目標（0.6 W/cm2）より低い値であるが、電解質－電極界面の改良も必要

水準を満たしてしてい

る。 

トップジャーナルを

含む複数の Q1 ジャーナ

ルへの掲載や裏表紙へ

採用されたこと、各種学

会等での受賞、新聞報道

などにより成果が広く

普及され、社会的な注目

を集めたこと、企業共同

研究や有償試料提供契

約、実施許諾契約によっ
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機能を極限ま

で高めた材料

や軽量で機械

的特性に優れ

たマルチマテ

リアルなどを

開発する。 

機能を極限ま

で高めた材料

や軽量で機械

的特性に優れ

たマルチマテ

リアル等を開

発する。今後の

社会情勢やマ

ーケティング

により変更さ

れる可能性は

あるが、現時点

では次の研究

開発が見込ま

れる。 

・次世代モビ

リティや新し

い冷凍等空調

システムに必

須の耐環境性

に優れたバル

ク磁性材料等

を新たな粉末

合成法や焼結

プロセス等の

粉末冶金技術

を駆使して開

発する。 

・材料の組成、

微細構造、異種

材料の接合及

び界面状態等

を制御するこ

とによって、革

新的な性能を

示すセンサデ

バイス、電気化

学デバイス、蓄

電デバイス、物

質変換デバイ

ス等を開発す

る。 

定し、サブミリの流路を確

保したベッド形状を明らか

にする。 

・Fe-X系軟磁性材料の高飽

和磁化（Feを超える磁化）

と大量合成（従来比 3 倍）

プロセスの開発を進める。 

・皮膚ガス中のアセトンを

検知するセンサの精密評価

に向けて、100ppbのアセト

ンで評価可能な高湿度ガス

調整機能を備えたセンサの

評価装置の開発を行う。 

・液体燃料が利用可能なモ

ビリティ向け電源を目指

し、プロトン伝導性固体イ

オニクス材料を用いた燃料

電池(600℃)及び強靭性金

属－セラミック燃料電池

(700℃)で 0.6W/cm2 を実証

する。 

・ナノ結晶の単層キャパシ

タデバイスを目指し、Φ

100um の電極において誘電

損失 10％以下を実証する。

蓄電池用の硫化物正極材料

においては、1バッチで 50g

以上の合成条件を明らかに

する。 

・窒素資源の循環社会の実

現に向けて、空間内の組成

設計をした無機系多孔質材

料の窒素酸化物（NOx）吸蔵

性能を見極め、90%以上の活

性が得られる条件を明らか

にする。 

・マグネシウム合金圧延材

を対象に、集合組織を制御

して 150℃で嵌合可能な成

形性を有する板材を試験片

レベルで作製する。また、

他の材料に関しても、マル

であることを見出したことから、次年度以降に取り組む予定としている。ま

た、年度計画にはなかった取組みとして、産総研で開発した化学焼結法によ

って、PCFC用 BaZrO3系電解質材料のバルク体を通常の焼結温度（1700 ℃）

より非常に低い温度（100 ℃）で作製することに成功し、水素イオン伝導率

の評価を開始した。これらの成果は Q1 ジャーナルに論文 4 報が掲載され、

日本セラミックス協会進歩賞を受賞した。 

モビリティの電動化や Internet of Things（IoT）機器の高性能化に伴い、

安全で高性能な誘電体デバイスの実用化が求められている。本研究では、

BaTiO3ナノ結晶単層キャパシタデバイスの開発を行った。集積したナノキュ

ーブ単層膜の上部電極をスパッタで形成する際、単層膜のピンホール等の欠

陥部で上下の電極がショートすることが問題であったが、ナノキューブ層と

上部電極の界面にグラフェン電極層を挿入する技術を確立し、Φ100 μｍ電

極において誘電損失 1.3%を達成した。当該電極を用いたキャパシタ構造に関

する特許１件を出願した。蓄電池用硫化物正極材料においては１バッチで 50 

gを 25分で合成する技術を確立した。 

ヘルスケア分野においてニオイ検知のための高感度なガスセンサが求め

られている。従来のガスセンサでは検知が困難な低濃度ガスを検出可能なセ

ラミックスガスセンサの開発を行った。SnO2ナノシート型や、セラミック/ナ

ノカーボン複合型センサを開発し、ppb オーダーの低濃度のアセトンやアン

モニアの検出を達成した。また、バブリング部及びガス流路を加温・加圧式

として、これらの温度及び圧力の調製により露点近傍の湿度を与えることの

できる加湿装置をアセトン等のガス混合器に連結したセンサ評価装置を開

発した。これらの成果は、Ind. Eng. Chem. Res.誌への裏表紙への採択含め

5報の論文が Q1ジャーナルに掲載された他、日本セラミックス協会学術賞や

IAAM Scientist Award等 3件の受賞に繋がった。これらの成果を基に 7件の

企業共同研究を遂行し、セラミックスセンサの社会実装に向けた道筋を明確

にした。 

窒素資源の循環社会実現に向けて取組み、空間内の組成設計をした無機系

多孔質材料によって NOx 吸蔵成分の性能を改良し、吸蔵した NOx を NH3化で

きることを確認した上で、NOx 吸蔵成分の 90%以上を機能させる条件を見出

した。 

モビリティ用の高回転モータや高周波用インダクタに要求される性能を

持った高性能軟磁性材料である Fe-Mn軟磁性材の実用化に向けた取組みを行

い、プロセス条件の見直しにより Feを超える飽和磁化を持つ磁性粉体を、従

来比 3倍量の大量合成に成功した。これにより複数企業への有償試料提供に

結び付いた。ポストネオジム磁石である Sm-Fe-N系焼結磁石の開発に取組み、

添加元素組成や、解砕プロセスの検討によって、これまで焼結することによ

って磁気特性が低下していた現象を明らかにし、この現象を抑制すること

で、焼結体の磁気特性を 1.5倍にした。これにより企業共同研究が加速され

た。また、年度計画にはなかった取組みとして、機械学習を援用した材料特

性予測プロセスを開発し、少ない実験回数で高い性能を示す磁石の合成プロ

セス条件の探索に成功した。 

て電池材料や磁性材料

などの様々な革新材料

について、社会実装が期

待できる研究成果を創

出することができた。電

解質－電極界面の改良

を行うことで、高度な目

標について確実に達成

する指針を得たため、総

合的に目標水準の成果

が得られたと判断した。

以上より、総合的に令和

2 年度計画の水準を満た

す成果が得られた。 
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・特性が異な

る金属や材料

等を組み合わ

せた高機能マ

ルチマテリア

ルの材料設計

技術や接合技

術及びマルチ

マテリアルの

リサイクル技

術や信頼性評

価技術等を開

発する。 

チマテリアル化可能な材料

特性を発現させるための条

件を明らかにする。さらに、

接合体のリサイクル性向上

に資する易分離技術の設計

指針を得るため、各種特殊

外部場に反応を示す物質に

ついて調査を行う。 

フロン類フリーの冷凍システムを目指した磁気冷凍材料の開発を進めた。

特性の低下に繋がる長期安定性の課題について元素添加により改善し、従来

の 2倍以上の安定性を得ることに成功した。加えて、サブミリの流路を確保

したベッド形状が作製できることを明らかにした。固体蓄熱セラミックスで

ある二酸化バナジウムと金属との複合化において、密着性の優れた界面を形

成する技術を開発し、高熱伝導率で耐久性の高い固体サーマル素子を作製し

た。この成果は日刊工業新聞等 4紙で報道された。これらの成果を元にして

実施許諾契約を締結し、企業の材料開発に貢献し事業化に向けた道筋を明確

にした。 

軽量材料を用いるマルチマテリアル化により輸送機器の抜本的な軽量化

を実現しようとする場合、異種材料接合技術の構築が不可欠である。本研究

ではマグネシウム（Mg）合金とアルミニウム（Al）合金の接合のための技術

開発を進めた。NEDOプロジェクトに企業と共に参画し、Mg等の軽量構造材料

の製品化に向けた体制を構築した。150 ℃において Al 合金に匹敵するヘミ

ング加工性を示す Mg合金板材を開発した。また、Mg/Al接合部材の軸力変動

抑制や、Mg 合金と Al 合金との接合界面のガルバニック電流低減特性を明ら

かにした。これらの成果は Q1 ジャーナルに論文 2 報として掲載された。そ

の他の材料に関しても、マルチマテリアル化可能な材料特性を発現させるた

めの取組みや、革新材料の開発に向け、セラミックス、木質材料、バイオ材

料の開発を進めた。セラミックスの高温焼結では、投入エネルギーの 99%が

廃熱となっており、これを改善するための焼結装置用断熱材が必要である。

ゲル化凍結法によって開発されたセラミックス断熱材は、同等の強度を持つ

耐火レンガと比較して 30～90%低い熱伝導率を示し、その熱伝導率と強度は

世界最高水準を示した。この成果によって 2件の実施許諾契約が締結され、

企業の材料開発に貢献した。軽量で意匠性の高い木質資源の工業利用化のた

めのマルチマテリアル化技術の開発では、種々の脱成分処理によりリグニン

を低分子化して除去することで、木質資源の成形性の向上を達成した。ヘル

スケア分野において、セラミックスや生体分子の異種材料を適材適所に組み

合わせることが求められている。薬剤輸送が可能なバイオコアシェル粒子の

開発を行い、抗がん剤含有バイオコアシェル粒子を用いることで、がん細胞

の生存率が有意に低下することを明らかにした。関連成果は、令和 2年度に

は国立研究開発法人日本医療研究開発機構の基礎研究支援制度に採択され、

世界的に喫緊の課題であるウイルス等感染症対策技術の開発をスタートし

た。 

接合体のリサイクル性向上に資する易分離技術の設計指針を得るため、特

殊外部場に反応を示す物質について調査を行い、マイクロ波照射によって急

激な体積膨張を示す物質を見出した。 

 

５．エレクトロ

ニクス・製造領

域 

 

５．エレクトロ

ニクス・製造領

域 

 

５．エレクトロニクス・製

造領域 

 

 

 デジタルトランスフォーメーション（DX）を加速するため、ビッグデータを

高速、高効率に処理するコンピューティング技術が必要となっている。その

様なコンピューティング技術の実現に向け、要素技術の研究開発に取り組ん

だ。 

水準を満たしている。 

社会ニーズの高い、高

速・高効率情報処理デバ

イス及び回路技術の開
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〇情報処理の

エネルギー効

率を飛躍的に

向上させるデ

バイス・回路技

術の開発 

 

高度な情報処

理を超低消費

電力で実現す

るために、高

速、超低エネル

ギーで書き換

え可能な不揮

発性メモリや

低電圧で動作

するトランジ

スタなどのデ

バイス技術、AI

チップなどの

回路設計技術、

高機能化と低

消費電力化を

両立する 3 次

元実装技術な

どを開発する。

また、これらの

技術の開発お

よび橋渡しに

必要な環境を

整備する。 

〇情報処理の

エネルギー効

率を飛躍的に

向上させるデ

バイス・回路技

術の開発 

 

高度な情報処

理を超低消費

電力で実現す

るために、高

速、超低エネル

ギーで書き換

え可能な不揮

発性メモリや

低電圧で動作

するトランジ

スタ等のデバ

イス技術、AI

チップ等の回

路設計技術、高

機能化と低消

費電力化を両

立する３次元

実装技術等を

開発する。ま

た、これらの技

術の開発及び

橋渡しに必要

な環境を整備

する。今後の社

会情勢やマー

ケティングに

より変更され

る可能性はあ

るが、現時点で

は次の研究開

発が見込まれ

る。 

・スピントロ

ニクス技術を

用いた SRAM 代

〇情報処理のエネルギー効

率を飛躍的に向上させるデ

バイス・回路技術の開発 

 

 

 

 

・超低消費電力不揮発性メ

モリとして期待される電圧

駆動 MRAM（VC-MRAM）のため

の記憶素子の新材料を開発

し、メモリの高密度化に必

要 な 電 圧 駆 動 効 率 500 

fJ/Vm 以上（従来の最高性

能の 1.5倍）を達成する。 

・カルコゲナイド超格子デ

バイスを用いた高速・大容

量不揮発性メモリの開発に

向け、フェロ相の改善によ

る歩留まりを 80％に向上

させるなど等、量産化技術

の開発を行う。 

・新原理急峻スイッチング

デバイスに向け、3次元 Fin

形成技術、微細ゲート加工

技術、極浅接合等の改善を

通じて、MOSFETの限界を超

えるオン電流急峻立ち上が

りと、オン電流の増大の両

立を達成する。 

・センサ・アナログ・デジ

タル集積システムのための

低消費電力化及び高精度化

を実現する要素回路を設

計・試作する。 

・AIチップ設計拠点の活用

件数を 10件以上とする。 

・3次元実装技術について、

3 um以下の微細なシリコン

貫通電極構造を信頼性高く

形成するプロセス技術、300 

mm ウェーハを貼り合わせ

超低消費電力化を可能とする電圧駆動スピン操作技術を活用して、静的ラ

ンダムアクセスメモリ(SRAM)代替が可能な次世代不揮発性メモリ「電圧駆動

磁気ランダムアクセスメモリ(VC-MRAM)」の基盤技術開発を行った。VC-MRAM

の記憶素子である磁気トンネル接合素子への重元素ドーピングと界面酸化

制御技術により、400 fJ/Vmの電圧駆動効率を実現し、界面酸化制御の最適

化により 500 fJ/Vm 以上を実現する指針を得た。計画にある 500 fJ/Vm は

VC-MRAM の高集積化を可能とする理想的な性能であるが、400 fJ/Vm も従来

の最高性能を 20%更新する優れた性能であり、しかも従来よりも安定性のあ

る作製プロセスを用いて得られたものである。この 400 fJ/Vmでも中程度の

集積度の持つ VC-MRAMの開発は可能であり、電圧駆動効率と素子作製の安定

性を高いレベルでバランスさせる優れた成果である。また、書き込みパルス

電圧の時間幅が長くなるほどエラー率が増大するという既存書き込み手法

の問題に対し、書き込み電圧の形状を制御した新規電圧書き込み手法を開発

した。数ナノ秒のパルス時間領域におけるエラー率を 2桁低減することに成

功し、高 IFジャーナルの Q1ジャーナル（IF=12.3）に発表した。さらに、ウ

ェハ接合技術により、単結晶巨大磁気抵抗素子の三次元積層を実現し、Q1ジ

ャーナル（IF=7.7）に発表したほか、複数のメディア（新聞 2紙と技術情報

誌 2 誌）で報道され社会的な注目を集めた。これらに加えて、VC-MRAM を含

む MRAMの開発に関して、論文数 14報（Q1ジャーナル 4報）、特許出願 2件、

特許登録 5件、IEEE Fellow 表彰など受賞 2件の成果を挙げた。 

我が国の産業界における AI チップ開発を加速することを目的として、AI

チップ設計拠点の整備、ならびに先端 AI チップの開発に取り組んだ。AI チ

ップ設計拠点に関しては、拠点利用者の支援ツールとして、AIチップ設計時

に活用可能な、高位記述言語・ハードウェア記述言語からの AIチップ設計フ

ローや、検証装置(エミュレータ)を用いた AI チップ検証手法、ならびに AI

アクセラレータの参考用設計データを開発・整備した。また、これら開発し

た技術を活用して、計画を大きく上回る、28 件（企業、大学等）の AI チッ

プ開発を支援した。 

先端 AI チップの開発に関しては、AI 処理の高効率化を可能とするデジタ

ル・アナログ・センサ(DAS)集積システムの開発を進めた。センサデバイス製

造企業と共同研究を推進し、センサ感度向上のためのデジタル自動補正技術

等の開発に関して、3件の特許出願を行った。 

また、静電誘導を用いた人の動きを検出する非接触入力センサ向けの回路

の開発に取り組んだ結果、従来技術に対して 100倍以上の電力効率で動作す

る事を実証した。これら先端 AI チップの開発に関して、論文数 3 報（Q1 ジ

ャーナル 2報）の成果を挙げた。 

 

以上の成果のアウトカムをまとめると、不揮発性メモリについては、500 

fJ/Vmを超える電圧駆動効率が実現できれば、SRAMを超える集積度を持つVC-

MRAM の開発が可能となる。SRAM はシステム LSI の混載メモリとして広く用

いられているが、待機電力消費が大きいことと近い将来微細化限界に達する

という深刻な問題がある。SRAMを代替する不揮発性メモリが実現されれば、

発においては、高 IF ジ

ャーナル(IF>10)を含む

37 報の論文（うち Q1 ジ

ャーナル 14 報）を学術

誌に発表した。また新聞

や国内外の複数のメデ

ィアによる報道があり、

社会的な注目を集めた。

AI チップ開発のオープ

ンイノベーション拠点

を整備した結果、当初計

画の年間 10 件以上を大

きく上回る 28 件の研究

開発を支援した。以上、

産業ニーズに高度に応

えた研究開発を実施し、

企業への橋渡しを推進

した。高度な目標につい

て確実に達成する指針

を得たため、総合的に目

標水準の成果が得られ

たと判断した。 
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替可能な超低

消費電力不揮

発性メモリ、新

原理・材料に基

づく高速・大容

量の不揮発性

メモリやニュ

ーロモルフィ

ックデバイス、

従来のトラン

ジスタと比べ

て大幅な超低

消費電力化を

実現する急峻

スイッチング

トランジスタ

等のロジック

デバイス技術

等を開発する。 

・データの収

集と処理の高

効率化に向け、

ニューロモル

フィック等の

新原理コンピ

ューティング

の基盤技術、AI

チップ等の集

積回路設計技

術の研究開発

を行うととも

に、我が国にお

ける AI チップ

開発を加速す

るための設計

拠点を整備す

る。 

・IoTシステム

等の高機能化

と低消費電力

化のための３

次元実装技術、

るプロセス技術、およびそ

れらの構造の解析・評価技

術を開発し、それら共用化

に向けた基盤技術を整備す

る。 

・IoT デバイスへの新材料

導入検討を迅速に行うた

め、各種パラメータを実験

および量子化学計算により

収集し、IoT デバイスを構

成する低消費電力トランジ

スタ、不揮発メモリ、セン

サデバイスの回路形成に必

要な新材料を含むデバイス

シミュレーション技術を確

立する。 

・量子干渉効果を利用した

小型で高安定な小型時計用

発振器を実現するため、令

和 2 年度はアルカリガスセ

ル作製に向け、高温脱ガス

処理を施した後に単結晶サ

ファイアと Si を接合する

手法を確立する。また、孤

立状態にある原子を生成す

るための特殊グレーティン

グの設計、試作及び評価を

実施する。 

システム LSI のさらなる省電力化と高集積化が可能となり、IT・IoT 機器の

高性能化に大きく寄与するものとなる。 

半導体チップの開発については、通常、試作前にエミュレータによる機能

の検証を行うが、そのエミュレータの導入・利用コストが高いことが、AIチ

ップの開発を目指す中小企業やベンチャー企業の参入障壁となっている。こ

の課題に対応するため、NEDOの事業で、産総研と東大が連携して運営する AI

チップ設計拠点は、AIチップ開発者にエミュレータの利用環境を提供するこ

とにより、利用者の AIチップ開発期間・コストが縮小された。これにより、

我が国の AIチップ開発競争力の強化に貢献した。また、開発している DAS集

積システムはセンサデバイス等の IoTデバイスの大幅な省電力化を可能とす

る技術であり、スマートフォンなどの携帯電子機器の大幅な電力削減効果が

期待できる。 

 

その他、本研究課題で実施した取組の結果を記載する。 

・相変化メモリの研究開発では、実用化に不可欠な歩留まり 80%に向けた共

同研究を企業と実施した。カルコゲナイド超格子薄膜の高い配向性制御技術

をスパッタ法において確立し、量産化要素技術（歩留まり 80%以上）に目処

をつけ、企業からの要求に応えるなど、論文数 5報（Q1ジャーナル 2報）の

成果を挙げた。 

・従来の金属酸化膜半導体電界効果トランジスタ（MOSFET）では、ゲート電

圧印加によりドレイン電流を一桁増加せるためには最低でも 60 mVが必要で

あり、MOSFETの省電力化には 60 mV以下のゲート電圧で電流を一桁増加させ

る技術の開発が求められている。それを実現する技術として、量子現象を利

用したシリコントンネル FET（TFET）などが提案され、実際に 60 mV以下で

電流を一桁以上増加する TFETが開発されていたが、電流密度が低いため、実

用化には至っていない。MOSFETの限界を超えるオン電流急峻立ち上がりと、

オン電流の増大を両立する「急峻スイッチングデバイスの開発」という非常

に高い目標の実現に向け、令和 2 年度は、3 次元 Fin 構造と極浅接合を組み

合わせた新たなシリコン TFET を提案し、その両立が理論的に可能であるこ

とをシミュレーションにより示すなどの成果を挙げ、論文 2報を発表した。

また、提案した新構造デバイスの実現には、デバイス作製プロセスの開発が

必要であることが分かり、その開発に着手した。 

・3次元実装技術について、高い信頼性で 3 µm以下の微細なシリコン貫通電

極構造を形成するプロセス技術を構築した。本成果は、Google Top20に該当

する国際会議である IEDMに採択された。また、300 mmウェハを貼り合わせ

るプロセスの基盤技術を構築し、国内学会の優秀論文賞など、2件受賞した。

さらに、同基盤技術を用いて、積層型の Si/Ge異種チャネル相補型 FETを実

現した。本成果も、IEDMに採択され、新聞で 4件と国内外の電子メディアで

4件の報道がなされ、社会的な注目を集めた。 

・デバイスシミュレーション技術の構築に関しては、最先端の微細トランジ

スタで重要性が増しているサーマルアセスメントを可能とする理論モデル

を確立し、論文１報を発表した。 
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貼り合わせ技

術等を用いた

異種材料・デバ

イスの集積化

技術等を開発

するとともに、

TIA 等の共用

施設を拠点と

した橋渡しを

推進する。 

 

・量子干渉効果を利用した小型で高安定な小型時計用発振器の開発に関して

は、1本のレーザビームで孤立原子を生成する 2次元グレーティングの設計、

試作、評価を行い、寸法誤差 5%以内の精度での作製方法を確立した。また、

高温脱ガス処理後に MEMS加工済 Si基板とサファイア基板を低温で封止接合

する手法を確立し、Q1ジャーナルに発表した。 

 

〇データ活用

の拡大に資す

る情報通信技

術の開発 

 

データ活用シ

ーンの拡大と

新規創出の基

盤として、大容

量データを低

遅延かつ高エ

ネルギー効率

で伝送する光

ネットワーク

と、これに関連

するフォトニ

クスデバイス

や高周波デバ

イスなどを開

発する。 

〇データ活用

の拡大に資す

る情報通信技

術の開発 

 

データ活用シ

ーンの拡大と

新規創出の基

盤として、大容

量データを低

遅延かつ高エ

ネルギー効率

で伝送する光

ネットワーク

と、これに関連

するフォトニ

クスデバイス

や高周波デバ

イス等を開発

する。今後の社

会情勢やマー

ケティングに

より変更され

る可能性はあ

るが、現時点で

は次の研究開

発が見込まれ

る。 

・モバイル端

末からクラウ

ドまでをシー

〇データ活用の拡大に資す

る情報通信技術の開発 

 

 

 

・光スイッチの実用化に向

けて、性能改善を進めると

ともに光伝送実験による性

能評価を行い、実使用条件

での良好な動作を達成す

る。また、LSIとシリコンフ

ォトニクスが同時に実装可

能な光電融合型回路基板を

試作し、光リンク検証を行

う。 

・シリコンフォトニクスコ

ンソーシアムの運営を通じ

たシリコンフォトニクス

R&D 向けマルチプロジェク

トウエハ試作の機能強化の

ため、受光器やハイブリッ

ド機能集積などプロセスデ

ザインキット(PDK)を新た

に整備し、先端的デバイス

ライブラリを充実させる。 

・高周波対応の窒化物デバ

イスの開発に向け、AlGaN

に代わる高いピエゾ効果を

示す AlScN の MOCVD 用の化

合物材料探索と装置改造を

 近年、クラウドサービスの高度化・複雑化により、情報処理の高性能化が益々

必要となっている。これには、各 LSI素子の性能向上に加え、多種多様な高

性能素子間を低電力、大容量かつ低遅延で通信する技術の創出が喫緊の課題

となっている。その候補として、光を用いた通信技術が注目されている。 

産総研では、LSI と光デバイス（シリコンフォトニクス）を同一基板上に融

合実装が可能な光電融合型回路基板（光電コパッケージ）の研究開発を行っ

ている。令和 2年度は、シリコンフォトニクスチップ上にマイクロミラーと

ポリマー光導波路を集積化した光電コパッケージ基板の光リンク（光接続）

を実証した。また、光電コパッケージ基板の光伝送特性の評価と温度試験を

実施し、システム運用で必要となる 56 Gbpsまでの高速信号伝送及び、85 ℃

の高温環境下での安定的な動作を実証した。さらに、シリコンフォトニクス

の多数チップを光接続するのに欠かせない光路変換用のマイクロミラーで

は、独自の非球面ミラー形状を考案することにより、16波長多重に相当する

60 nmの帯域幅（波長域 1300 nm – 1360 nm）で世界最高性能の低光接続損

失(<-3 dB)を達成した。これは、1ポート当たり 1.8 Tbpsの通信速度に対応

でき、世界最高水準のスーパーコンピュータ富岳のプロセッサのポート当た

りの通信速度(0.1 Tbps)の約 20 倍に達する。本成果は特許出願するととも

に、Q1ジャーナルに掲載された。その成果を基に、回路基板を製造販売する

部品メーカーと、次世代光電コパッケージ実用化に向けた共同研究を開始す

るとともに、装置メーカーとの実証試験の枠組みを構築し、事業化に向けた

道筋を明確にした。 

産総研では、世界最高峰のシリコンフォトニクス製造技術・設備を活用し、

小型かつ世界最大規模の光スイッチの開発に取り組んでいる。令和 2年度は、

光スイッチの実使用条件として 32×32 シリコン光スイッチの全経路に広帯

域光信号（WDM-PS-64QAM）を伝送し、経路あたりの通信速度 1.91 Tbpsを示

す良好な特性を得た。また、偏波ダイバーシティ回路の最適化により、8×8

規模スイッチで、従来比 5 倍の広帯域化に相当する C-バンド（波長域 1530 

– 1560 nm）全域でクロストーク-30 dB 以下、偏波依存損失 0.4 dB以下を達

成した。さらに、これまでのプロトタイプ光スイッチシステムの 1/16の面積

比となる小型(9 cm×13.5 cm)の制御回路付 8×8光スイッチシステムや、低

損失スイッチ回路、シリコン波長可変フィルタ、大規模スイッチアーキテク

水準以上に達成してい

る。 

令和 2年度計画してい

た研究課題に対して実

用化につながる世界最

高性能の光路変換部の

低損失化技術の開発に

成功し、事業化の道筋を

明確にする研究成果を

創出した。また、開発し

た技術の橋渡し活動で

ある MPWの実施により、

国内企業・研究機関の研

究開発能力の強化に貢

献した。さらに、13報の

Q1 ジャーナルを含む 29

報の論文を発表し、今後

の企業共同研究にもつ

ながる高い学術レベル

に裏付けられた橋渡し

の強化となる研究を実

施した。総合的に目標の

水準を超える成果が得

られた。 

 

 



84 

ムレスに収容

しダイナミッ

クかつ柔軟に

最適運用可能

な光ネットワ

ーク技術や、ネ

ットワーク構

築に必要とな

るシリコンフ

ォトニクスを

基盤とした光

電融合型光ト

ランシーバや

光スイッチ技

術等の研究開

発を行うとと

もに、これら技

術を効率的に

開発するエコ

システムの構

築に向けた基

盤整備を行う。 

・ポスト 5G、6G

の基盤技術と

して、高周波対

応の窒化物材

料・デバイス技

術、高周波特性

に優れた部材

及び部材コー

ティング技術

等の研究開発

を行うととも

に、システム構

築に必要とな

る高周波特性

評価技術の研

究開発を行う。 

行い、GaN-HEMTデバイス構

造の 2DEG 動作を確認する。 

・部材および部材コーティ

ング技術について、令和 2

年度は、表面化学修飾技術

を用いて作製した５G 用フ

レキシブルプリント配線基

板における異種材料の接合

メカニズムを解明するとと

もに、低誘電樹脂上への光

MOD による３D 金属配線技

術を開発する。 

チャのためのシステムを開発した。本成果については、2 件の特許出願を行

い、Q1ジャーナルに 5報が掲載された。 

シリコンフォトニクスは、先端半導体と同様にファブレスでの製造が検討

されている。産総研では、シリコンフォトニクスコンソーシアムを設立し、

活動の一環として、産総研スーパークリーンルーム産学官連携研究棟（SCR）

を活用したシリコンフォトニクス R&Dファブを、世界に先駆けて展開してい

る。令和 2年度は、プロセスフローの改善により、シリコンフォトニクスデ

バイスの相乗り試作（MPW）期間の大幅な短縮化（4.5カ月⇒2.5カ月）を実

現し、想定を上回る企業・大学等、11機関へ試作品を提供した。さらなる R&D

ファブのメニュー（プロセスデザインキット：PDK）の拡充のため、標準受光

器製造用の高品質 Ge薄膜形成と、III-V族化合物半導体光源を実装するプロ

セスを確立した。本成果は、Q1ジャーナルに 3報が掲載され、フォトニクス

分野の主要国際会議で発表した。 

以上の成果のアウトカムをまとめる。シリコンフォトニクスを実装した光

電コパッケージ基板で 56 Gbps信号の動作を実証した成果は、システム運用

で必要となる性能を実現したものである。世界最高性能の低光損失のマイク

ロミラーの開発により、光路変換部の損失を大幅に低減した成果は、シリコ

ンフォトニクスを多数実装する際の光路変換部の損失の課題を解決し、光電

コパッケージの実用性を向上するものである。このような光電コパッケージ

の実用化により、LSI 素子の通信ボトルネックの解消やシステムの省電力化

が期待できる。 

また、大規模シリコンフォトニクス光スイッチが実使用条件での光伝送に

成功したことにより、データセンターへの適用が期待できる。今後、増大す

るデータセンターや公衆網における大規模ネットワークにおいて、電気スイ

ッチのエネルギーの増大が懸念されており、光スイッチの実用化はこれら大

規模ネットワーク全体の低消費電力化に大きく貢献するものと期待される。 

 さらに、多くの企業、研究機関が活用している産総研コンソーシアムによ

るシリコンフォトニクス MPWについては、その試作リードタイムの短縮やメ

ニューの拡大は、国内フォトニクス産業の技術開発力の向上に大きく貢献す

るものである。特にポスト 5Gから 6Gの時代に向けて、様々な情報通信機器

への低電力・大容量かつ低遅延なフォトニクスの利用拡大を促進し、関連す

る国内企業の国際競争力の強化につながるものと期待される。 

 

その他、本研究課題で実施した取組の結果を記載する。 

・紫外光による表面化学修飾技術を用いて作製した 5G 用フレキシブルプリ

ント配線基板適用部材について、表面改質基材の深さ分析及び剥離試料の界

面分析により、異種材料の接合メカニズムの鍵を握る官能基と基材の結合様

式を解明した。また、光 MOD法を用いることで高周波に有効な低誘電率のフ

ッ素樹脂上に金属薄膜を密着させることに成功し、3D金属配線の主要技術を

開発した。本成果は、招待講演（4件）で発表し、本成果に関連する特許を 1

件出願した。 
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・AlScNの MOCVD用の化合物材料探索と装置改造を行い、Scを含んだ AlN成

膜を確認した。また、ピエゾ効果の高い AlScNを用いた高性能な GaNの高電

子移動度トランジスタ（HEMT）の実現に向け、ピエゾ効果を高める超格子構

造を導入した新しいチャンネル構造の成長技術を開発した。さらに、GaN-

HEMTの作製を行い、2次元電子ガス（2DEG）の形成を示唆するトランジスタ

動作を確認した。 

 

〇変化するニ

ーズに対応す

る製造技術の

開発 

 

社会や産業の

多様なニーズ

に対応するた

め、変種変量生

産に適した製

造技術、高効率

生産を実現す

るつながる工

場システム、高

機能部材の製

造プロセス技

術などを開発

する。 

〇変化するニ

ーズに対応す

る製造技術の

開発 

 

社会や産業の

多様なニーズ

に対応するた

め、変種変量生

産に適した製

造技術、高効率

生産を実現す

るつながる工

場システム、高

機能部材の製

造プロセス技

術等を開発す

る。今後の社会

情勢やマーケ

ティングによ

り変更される

可能性はある

が、現時点では

次の研究開発

が見込まれる。 

・工場内ある

いは複数工場

に設置された

機器から構成

される生産シ

ステムに関し

て、生産性、品

質、環境影響等

の多様な観点

からの評価を

〇変化するニーズに対応す

る製造技術の開発 

 

 

 

・生産システムの最適化・

効率化に向け、生産システ

ムの重要な構成要素の一つ

である機械工具の最適な運

用を実現するため、各種デ

ータに基づく加工および工

具の状態を見える化する技

術の開発および機械工具の

長寿命化を実現するサーメ

ット等の材料開発を推進す

る。 

・ミニマルファブ技術につ

いて、デバイス種として３

種の基礎プロセス技術およ

びデバイス技術を開発する

と共に、つくば、臨海副都

心センター、九州センター

の各拠点等を活用して所内

外のユーザーに対する試作

サービスを実施する。 

・半導体検査装置や水素製

造など、多様な応用が期待

されるグラフェン等を電極

に用いた電子放出デバイス

について、電流密度などの

性能を向上させる材料・プ

ロセス技術を開発し、従来

技術を上回る性能の実現を

目指す。 

 社会や産業の多様なニーズに対応するため、高効率化や変種変量生産に適し

た製造技術、高機能部材の製造プロセスや低環境負荷プロセス技術の開発が

求められている。令和 2年度は、機械工具の運用最適化に向けた切削工具の

耐久性の向上のための要素技術や、喫緊の社会課題である新型コロナウイル

ス感染症に対応する接触感染防止技術等の開発に取り組んだ。 

生産システムの重要な構成要素である切削加工において、工具、特に切れ

刃の摩耗を適切に管理し、加工精度と生産性（低コスト）を両立することが

求められる。この課題に対して、まず、工具の状態をモニタリングし工具寿

命を検知する技術開発として、工作機械の主軸の振動波形から工具の磨耗を

機械学習によって判定するシステムを構築し、工具寿命を延長する条件の判

定法を定式化した。また、長寿命な工具材料の実現に向けて、超微細な網目

状組織と整合結合によりセラミックスの硬度と金属の靭性を併せもつ

Ti(C,N)-W 系サーメット（セラミックス粒子を少量の金属バインダーでつな

いだ複合材料）を開発した。本サーメットは、従来の超硬合金よりも特に高

温硬度に優れ、難削材であるニッケル基超合金やスーパーステンレス鋼のド

ライ切削において長寿命であることを実証した。この成果は Q1 ジャーナル

に採択されると共に、新聞社の取材 3件、技術相談 5件と多くの反響があり、

うち機械工具メーカーには実装検討に向けた試料提供を行う等、社会的な注

目を集めた。 

塑性加工の一種であるスピニング加工について、AIを用いて最適加工パラ

メータの選定を可能にする加工プロセスモデルを構築すると共に、絞り加工

やしごき加工における加工形状と金属組織分布の相関性を明らかにし、加工

精度を飛躍的に向上させる加工制御法を見出した。一連の成果は、Q1ジャー

ナル 5報を含む 8報の論文に発表した。また、引き抜きによる伸線加工につ

いては企業との資金提供型共同研究へと発展した。 

炭素繊維複合材料（CFRP）の接着について、高分子シミュレーションを活

用することで、接着界面における 3種の結合状態の可視化に成功し、その界

面の破壊評価が可能となった。CFRPと金属チタンの電磁接合について、シミ

ュレーション援用によりチタンと CFRPを 10 MPaを超える強度で接合するこ

とに成功し、Q1ジャーナルを含む論文 2報に発表した。 

社会・産業ニーズに応える高機能部材の橋渡し事例として、広い入射角範

囲で世界最高レベルの低反射特性を有する微細構造表面の製造技術を利用

した防曇レンズパネルを民間企業と共同開発し、プレスリリースした。本内

容に関して、報道各社に記事が掲載され、大手企業を含む複数の企業から多

水準以上に達成してい

る。 

令和 2年度計画してい

た製造プロセス高効率

化に向けて、産業ニーズ

に的確かつ高度に応え

た研究開発を実施した。

特に、新型コロナウイル

ス感染防止に資するコ

ーティング技術や、共同

研究先が事業化した微

細構造表面の製造技術

など、社会実装が期待で

きる研究成果を創出す

ることができた。また Q1

ジャーナルに掲載され

た 23報を含む 54報の論

文を発表、エディターズ

チョイスに選ばれる等、

学術的に高い評価を受

けた論文もあり、橋渡し

の深化に寄与するシー

ズ創出も行った。以上よ

り、総合的に目標の水準

を超えて達成している。 
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基に、最適化・

効率化する手

法を開発する。 

・変種変量生

産に適したミ

ニマルファブ

技術等を活用

して、多様なニ

ーズに応える

デバイスや新

機能デバイス

を高性能化す

るプロセス技

術を開発する。 

・新素材や難

加工材料の加

工や変種変量

生産に対応す

るため、各種加

工の基礎過程

の理解に基づ

くシミュレー

ションと加工

時に収集した

データとを活

用する新しい

製造技術の研

究開発を行う。 

・多様なニー

ズに対応する

低環境負荷の

先進コーティ

ング技術やレ

ーザープロセ

ス技術、高分子

材料や樹脂フ

ィルム等に適

用可能な低温

プラズマ技術

等の研究開発

を行う。 

 

・塑性加工、鋳造などの加

工プロセス時における加工

現象の解明に向けて、各種

材料の空隙・クラックなど

の欠陥発生シミュレーショ

ン技術の開発を進める。 

・CFRP・金属などの複合材

構造における接着・接合信

頼性の評価を可能とする接

着・接合構造の可視化技術

の開発を進める。 

・金属・樹脂へ低温コーテ

ィングを施した機能性部品

について、資源循環が可能

であることを原理実証す

る。 

・IoT デバイス向けの全固

体電池の開発について、複

合正極・電解質部材の性能

改善を進めると共に、エネ

ルギー密度 250mAh/g 以上

の高容量正極の作製技術を

開発する。 

・多様なニーズに対応可能

な波長制御型および赤外波

長制御型レーザー加工テス

ト装置の開発を進め、10種

類以上の材料に対する網羅

的試験を実施し、データベ

ースを構築する。また、低

温プラズマ技術を利用し

て、樹脂フィルム等の表面

自由エネルギー制御、高速

エッチング等の新機能を付

加する表面処理技術を開発

する。 

くの反響を得た。さらに、共同発表した企業にライセンシングを行い、当該

企業は、事業を開始した。 

環境負荷低減のための資源循環型プロセスの構築に向けて、コーティング

技術を事例に原理検証を行った。塗布光照射（光 MOD）法を応用した透明導

電膜のリユースプロセスを開発し、光 MOD法を用いることで資源循環プロセ

スが原理的に可能であることを実証した。一連の成果に関して、国内外で 3

件の招待講演を行うと共に、Q1 ジャーナル 6 報を含む 8 報の論文、

CrystEngCom誌で注目論文として紹介された。 

変化するニーズへの対応として、昨今大きな問題となっている新型コロナウ

イルスの接触感染防止のための表面創成技術の開発に取り組んだ。AMED・ウ

イルス等感染症対策技術開発事業（基礎研究支援）において、ISO21702基準

を満足する抗ウイルス機能表面の創成にエアロゾルデポジション(AD)法を

用いて成功し、プレスリリースした。 

 

以上の成果のアウトカムをまとめる。 

高温硬度に優れるサーメット工具材料の開発による長寿命化と機械学習

を利用した工具の余寿命管理は、工具を用いた生産システムの運用最適化そ

して生産性向上につながる技術であり、産業競争力の維持・強化に寄与する。

また、産総研のオリジナル技術である AD法は、変化するニーズに迅速に対応

できるコーティング技術であり、例えば令和 2年度に開発した抗ウイルス機

能表面を有する部材は、この特性を活かした開発事例である。 

その他、本研究課題で実施した取組の結果を記載する。 

・ミニマルファブ技術では、IoT デバイスなど汎用向け及び宇宙機向けなど

特定用途向け集積回路を実現できる簡易版 SOI-CMOS 2 層アルミ配線プロセ

ス技術や、ピエゾ抵抗型加速度センサ、ダイヤモンドを用いたショットキー

ダイオード等を開発し、特許 2件を出願するとともに、論文 1報を発表した。

また、つくば、臨海、九州センターの 3拠点において、内部試作に加え、外

部試作 10件に対応した。 

・グラフェン電極電子放出デバイスにおいて、放出電流量を µA から mA へ

1,000倍に向上させることに成功し、Q1ジャーナル 2報を含む論文 3報を発

表するとともに、資金提供型共同研究につなげた。 

・IoT デバイス向けの全固体電池の開発について、緻密化に適する電解質材

料を適用することで、複合正極・電解質部材の性能改善に成功した。また、

正極材料を、目標を上回るエネルギー密度 270 mAh/gまで高容量化すること

に成功し、Q1ジャーナル 5報を含む論文 8報を発表した。 

・波長制御型ならびに時間制御型レーザー加工テスト装置の開発に取り組

み、産業用セラミックス、金属、樹脂部材を中心に 10種類以上の材料におい

て、系統的なレーザー加工試験を実施、データベース化した。また、ゴムや

PET などの高分子材料の親水化、及び、高速エッチング処理条件を見出すな

ど、低温プラズマ技術に関して論文 12報を発表した。 
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６．地質調査総

合センター 

 

〇産業利用に

資する地圏の

評価 

 

地下資源評価

や地下環境利

用に資する物

理探査、化学分

析、年代測定、

微生物分析、物

性計測、掘削技

術、岩盤評価、

モデリング、シ

ミュレーショ

ン等の技術開

発を行う。 

６．地質調査総

合センター 

 

〇産業利用に

資する地圏の

評価 

 

地下資源評価

や地下環境利

用に資する物

理探査、化学分

析、年代測定、

微生物分析、物

性計測、掘削技

術、岩盤評価、

モデリング、シ

ミュレーショ

ン等の技術開

発を行う。今後

の社会情勢や

マーケティン

グにより変更

される可能性

はあるが、現時

点では次の研

究開発が見込

まれる。 

・在来・非在来

型燃料資源、金

属・非金属鉱物

資源、鉱物材

料、地圏微生物

資源並びに地

熱資源・地中熱

利用等の地下

資源の評価に

係る技術開発

及び情報整備

を行う。 

・地層処分・地

下貯留等の地

圏環境利用並

６．地質調査総合センター 

 

 

〇産業利用に資する地圏の

評価 

 

 

・メタンハイドレート開発

研究と連携した海洋調査・

環境影響評価や、在来型燃

料資源のポテンシャル評

価、油ガス田での微生物に

よるメタン生成の解明を進

める。東南アジアでの現地

調査等に基づく開発可能性

評価、国内の鉱物資源情報

整備や再度の開発可能性検

討を行う。国内粘土・珪質

資源評価および鉱物材料利

用促進のための技術開発、

知財活用を推進する。超臨

界地熱システムの資源量詳

細評価に基づく試掘候補地

ランキングおよび AI によ

る熱構造推定法等の開発、

冷房負荷地域を対象に地中

熱ポテンシャル評価技術の

開発を行う。 

・地層処分・地下貯留に関

して、我が国沿岸部の深層

地下水の分析・特性評価を

行い、適切な評価手法を検

討し、地下水微流速推定法

の開発を進める。沿岸域で

の高精度重力モニタリング

技術の運用方策の策定を行

い、CO2長期遮蔽性能に関わ

る力学－化学―水理連成デ

ータの取得を進め、CO2吸着

膨潤を考慮したジオメカニ

ックモデリング手法を確立

する。土壌汚染に関して、

 国際情勢の変化に対応した地下資源・エネルギーの安定確保、放射性廃棄物

の地層処分、産業利用に関わる地圏環境の保全ならびに地圏・海洋等の調査・

評価の重要性が高まっている。 

微生物起源メタンの理解を目指す地下微生物の研究として、天然ガス田等

でのメタン生成活動に重要な役割を担う細菌（RT761 株）を培養することに

成功した。本菌株は細胞構造が一般的な細菌とは根本的に異なる新しい細菌

であり、原核生物の根源的な特徴について再定義を迫る発見であった。本研

究成果はハイインパクト国際誌 Nature Communications（Q1ジャーナル）に

論文掲載され、エディターにより注目論文として紹介された。さらに、本研

究に関するプレスリリース（令和 2年 12月 14日、報道 2件）や産総研公式

Twitter では大きな社会的反響を呼び（約 1,000 件のリツイートや 2,000 件

を超える“いいね”）、小中学生向けの科学雑誌への掲載も予定されている。 

地圏環境利用・保全のための研究として、資源エネルギー庁から受託した地

層処分技術の信頼性と安全性の更なる向上のための委託研究を推進した。超

長期の地下水流動解析モデルに影響を与える地下水年代の測定結果を検証

するための、単一孔による注揚水試験プッシュプルテストと水素・酸素安定

同位体トレーサーとを組み合わせた極微小流速の測定システムを構築した。

本手法により流速測定の下限値を従来技術の 1/100である 10-8 m/sオーダー

まで下げることに成功し、本研究成果を国際誌 Journal of Hydrology（Q1ジ

ャーナル）に論文掲載した。 

鉱石品位の世界的な低下傾向のもとで有限な鉱物資源を有効に利用する

という課題の解決を目指し、鉱石中の主成分から微量成分まで同時に定量評

価することが可能な新たな粒子解析技術を開発した。幅広い濃度範囲で定量

できる微小域元素分析に、元素組成に基づいて各微小域の鉱物種を分類する

アルゴリズムを組み合わせた解析技術であり、民間との資金提供型共同研究

に結び付く知財として特許出願を行った。 

海洋利用を促進するための研究として、第 3期海洋基本計画（平成 30年 5

月 15 日閣議決定）の下、産総研が持つ深海曳航探査技術を活かし、海底熱水

鉱床賦存候補域、資源泥の濃集層分布域の新たな情報を取得した。この成果

を元に民間技術コンサル 1件、委託研究 2件を実施した。また海洋利用の基

本情報である海洋地質図シームレス化に着手した。 

高スペクトル分解能衛星センサに関する研究として、石油探査技術等の高

度化等に適用されるハイパースペクトルセンサ HISUIのデータ信頼性・品質

の向上のために「校正計画書」を更新し、定常観測を継続するための「HISUI 

OMP 運用シナリオ」を策定した。観測技術に係る成果が国際誌に論文掲載さ

れた（2編）。 

 

その他、本課題で実施した取組の成果を以下に記載する。 

・日本海表層型メタンハイドレートの賦存状況の把握のための海洋調査を行

い、環境影響計測機器の海底設置を行った。また国内在来型燃料資源につい

て、粘土鉱物がナフタレンの熱熟成度指標に及ぼす影響に関する研究成果が

国際誌に掲載された。 

水準を満たしている。 

学術的インパクトの

高い成果が得られ注目

度の高い Q1 ジャーナル

へ複数の論文が掲載さ

れたことに加え、プレス

リリースや公式 SNSにも

社会から高い注目が寄

せられた。また、広範な

分野への適用が期待さ

れる粒子解析技術を特

許出願し、概要調査環境

でも高精度に地下水の

極微小流動を測定する

システムの構築や海底

鉱物資源量の把握を行

うなど、国の政策にも貢

献する成果が挙がった。

総合的に目標の水準を

満たす成果が得られた。 

 

 



88 

びに地下水・土

壌等の地圏環

境保全の評価

に係る技術開

発及び情報整

備を行う。 

・各種産業利

用のニーズに

対応した地下

地盤や地層の

物理・化学特性

並びに年代測

定のため地質

調査技術の開

発を行う。 

・海洋におけ

る再生可能エ

ネルギーの利

用拡大を支え

るため、地質地

盤安定性の評

価に係わる技

術開発を行う。 

・世界最先端

の高スペクト

ル分解能衛星

センサを用い

たデータ処理

技術開発を行

う。 

無機系吸着剤や環境微生物

等を利活用した土壌・地下

水汚染浄化技術の開発を行

い、表層土壌調査と評価技

術の建設発生残岩や災害土

砂等への適用展開を図る。 

・地盤含水率計測や透水性

把握のための核磁気共鳴法

や IP 探査のシステム開発

及び、無人機物理探査技術

の開発を行う。岩石物性計

測の高度化および物性デー

タベースの構築を行う。地

下注水誘発地震の事例研

究、室内注水実験による被

害リスク低減法および室

内・野外観測データ統合化

による断層再活動兆候の検

出法の開発を進め、資源開

発のための掘削技術に関連

した岩石試験を行う。品位

低下、鉱床深部化に対して、

選鉱・分析技術の高度化に

よる廃石や尾鉱の資源価値

向上手法を検討する。 

・日本周辺の海洋利用を促

進するため、高分解能デー

タの取得技術の確立ととも

に、海洋地質図のデジタル

化を進め、シームレス化の

準備を行う。 

・高スペクトル分解能衛星

センサの校正技術を開発

し、世界最先端センサの

HISUIに適応を検討する。 

・鉱物資源については、ミャンマーと連携し全土の鉱物資源情報の収集を通

じた開発可能性の検討を進め、国内で希土類資源の賦存量評価に係る現地調

査を実施した。 

・国内粘土・珪質資源評価について、愛知県瀬戸地域の堆積性カオリン鉱床

の成因を解明し Q1ジャーナルに論文掲載された。また、吸着材ハスクレイを

用いた除湿システムの農業分野への展開を促進した。 

・国内有望地点での超臨界地熱システムのモデル化・資源量評価を行うとと

もに、AIによる熱構造推定技術の開発等を行った。また、佐賀県唐津地域や

沖縄本島を対象に冷房負荷地域での地中熱ポテンシャル評価技術の開発に

着手した。 

・CO2地中貯留の長期遮蔽性能評価に関して、力学－化学－水理連成データを

整備するとともに、キャップロックの遮蔽性能評価で不可欠な空隙率－浸透

率の関係の導出に成功した。また、高精度重力モニタリング技術については、

沿岸域での重力モニタリング運用方策を取りまとめた。 

・マグネシウム化合物等の無機鉱物系吸着材及び発光バクテリアを利活用し

た土壌汚染の浄化・評価技術の開発を推進し、建設発生残岩の実態に即した

アルカリ環境下での溶出試験評価手法等を検討した。 

・地盤含水率測定や透水性把握に対する核磁気共鳴法（NMR）の適用性を検討

し、農水分野への展開も促進した。また、IP（強制分極電気）探査及びドロ

ーンによる無人機物理探査システムの開発を推進した。 

・含水状態の変動等も考慮した、電気物性計測技術の開発に着手した。また、

物理探査データの解釈を支援する鉱石等の基礎物性データベースの構築を

進めた。 

・地下注水誘発地震の収集事例を用いた包括研究から発生条件等を解明する

と共に、室内実験による地下応力推測法や室内・野外観測データ統合化によ

る断層再活動兆候の検出法の開発を進めた。また、資源開発のための掘削技

術の高度化に資する岩石試験を行った。 

 

地下微生物の研究に関して、今回の新しい細菌（RT761 株）の培養とその

性質解明は燃料資源の形成に関与する微生物活動を理解する上で重要な成

果である。 

地層処分技術に関する資源エネルギー庁の委託研究では、高レベル放射性

廃棄物地層処分事業の進め方（文献・概要・精密調査の 3段階）のうち、概

要調査～精密調査の前半に係る技術開発を推進している。今回、単一孔で極

微小の地下水流動速度を高精度に測定する方法を考案した意義は非常に大

きく、地層処分の超長期安全性評価のモデルの高度化につながる。 

鉱石の主成分元素と微量成分を同時定量評価する新たな粒子解析技術を

活用すれば、従来の主成分のみを対象とする開発だけではなく、銀などの一

定の経済的価値を有する副成分を含めた生産を企画でき、開発全体としての

経済価値を確保し、資源を有効活用できる可能性が広がる。また、ヒ素など

の鉱石中のペナルティ元素の正確な評価による鉱山開発のリスク低減技術
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への波及や、電子デバイス開発に用いる材料の評価にも適用可能であるな

ど、広範囲な分野へ貢献する。 

海洋利用を促進するための研究では、国としての海底熱水鉱床に関する

5,000 万トンレベルの資源量把握及び今後の採鉱・揚鉱試験に向けた有用な

情報を提供した。また、海洋再生エネルギー開発等を後押しする日本周辺海

域のシームレスな海洋地質情報の整備へ大きく貢献した。 

高スペクトル分解能衛星センサの開発・運用の実績が世界的に限定的な中

で、今回の成果は我が国の当該センサ開発技術を世界最先端に維持させるこ

とに貢献し、今後の商用センサ開発に係る校正技術の国際標準策定にもつな

がる。 

 

７．計量標準総

合センター 

 

〇ものづくり

およびサービ

スの高度化を

支える計測技

術の開発 

 

自動車を始め

とするものづ

くり産業にお

ける高品質な

製品製造、およ

び新興サービ

ス を 支 え る

IoT や次世代

通信基盤等の

信頼性確保に

不可欠な計量・

計測技術の開

発・高度化を行

う。 

７．計量標準総

合センター 

 

〇ものづくり

およびサービ

スの高度化を

支える計測技

術の開発 

 

自動車を始め

とするものづ

くり産業にお

ける高品質な

製品製造及び

新興サービス

を支える IoT

や次世代通信

基盤等の信頼

性確保に不可

欠な計量・計測

技術の開発・高

度化を行う。今

後の社会情勢

やマーケティ

ングにより変

更される可能

性はあるが、現

時点では次の

研究開発が見

込まれる。 

７．計量標準総合センター 

 

 

〇ものづくりおよびサービ

スの高度化を支える計測技

術の開発 

 

 

 

・既存の計量標準を活用

し、ものづくり産業に必要

となる計測評価技術の開

発・高度化を進める。設計、

開発の効率化を実現する三

次元幾何学量の評価技術の

開発に取り組む。 

・次世代通信に用いられる

パッシブ・アクティブデバ

イスの評価技術の高度化を

進める。 

・次世代熱流センサの評価

をはじめとする各種センサ

の効率的な性能評価及び測

定結果の信頼性確保に必要

とされる計測技術、評価技

術の開発・高度化を行う。 

 日本の基幹産業である自動車産業を始めとしたものづくり産業における信

頼性の高い品質保証、及び新興サービスを支える IoTや次世代通信基盤等の

信頼性確保に不可欠となる、極めて高度な計量・計測技術が求められている。

産総研では、国家計量標準の開発を通じて培った卓越した計量・計測技術を

直接経済成長・産業競争力の強化に結びつける、いわゆる産業界への「橋渡

し」機能の拡充に積極的に取り組んでいる。以下に、本研究課題の令和 2年

度の主な実績等をまとめる。 

 

［第 6世代移動通信（6G）を実現するデバイス・回路計測技術の開発］ 

6Gの議論が始まる中、100 GHzを超えるミリ波の利用も現実味を帯びてき

たが、システムや回路の設計において実装するデバイスの設計パラメータの

精度が十分ではなく、量産化の大きな壁となっている。これまでのデバイス

計測技術では、デバイス電極にプローブ先端を接触させる際の位置決め精度

が不十分であったため、50 GHz以上では反射特性等の評価において十分な精

度で測定結果を得ることができなかった。そこで、次世代通信に用いられる

パッシブ・アクティブデバイスの評価技術の高度化に関する取組において、

信号を検出・解析して接触位置を決める方法を新たに開発した。その結果、

300 GHz 帯で反射特性等の測定のばらつきを、従来技術の 1/10 となる 2%以

下に抑制することに世界で初めて成功した。この成果について、Q1ジャーナ

ルに 2報の論文が掲載され、さらに特許出願を行った。現在、NEDOポスト 5G

先導研究にて、6Gの実現に向けた 300 GHz帯 CMOS回路の量産化に資する高

精度計測技術と測定結果に基づく材料設計技術の研究に取り組むとともに、

これまでの研究成果の応用に関する企業等との資金提供型共同研究により、

実用化に向けて道筋がついた。 

 

［地球環境にやさしい次世代冷媒の物性評価と冷凍空調技術開発に必要な

データベースへの実装］ 

オゾン層破壊や地球温暖化などの環境問題が深刻化したことから、冷凍空

調機器に使用されている従来のフロン系冷媒は、国際的な枠組みの中で生

産・消費が厳しく規制されている。このため、既存の冷媒と同等以上の性能

を有し、尚且つ地球環境への負荷が少ない次世代冷媒の開発が強く求められ

水準を満たしている。 

年度計画をすべて達

成し、Q1ジャーナル 7報

を含む 11 報の論文が掲

載された。電磁波イメー

ジング及び X 線 CT 装置

開発に関しては、企業連

携・実用化に結び付く研

究成果・知財を創出する

ことができた。さらに、

NEDO 等の国家プロジェ

クトに参画し、実施計画

の目標を着実に達成し、

国等の計画推進に貢献

することができた。 
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・自動車を中

心とする輸送

機器等のもの

づくり産業に

おける高品質

な製品製造に

不可欠な幾何

学量、力学量等

の計測技術、評

価技術の開発・

高度化を行う。 

・従来よりも

大容量・低遅延

通信が求めら

れる次世代通

信の信頼性確

保に必要とさ

れる定量評価

技術を開発し、

次世代通信デ

バイス性能の

高精度計測技

術を確立する。 

・新しい情報

サービスを支

える IoT、AI等

の技術と共に

用いられる各

種センサの効

率的な性能評

価及び測定結

果の信頼性確

保に必要とさ

れる計測技術、

評価技術の開

発・高度化を行

う。 

ている。このニーズに応えるべく、次世代冷媒の開発と実用化を目的とした

NEDOプロジェクトに参画した。そして、世界で初めて次世代冷媒の音速と誘

電率を幅広い温度・圧力域で同時に精密計測可能な装置を開発し、次世代冷

媒の各物性を明らかにした。そして、冷凍空調技術開発において世界的に用

いられている NIST（アメリカ国立標準技術研究所）のデータベースに実装し

た。この成果について、Q1ジャーナル 3報を含む 4報の論文が掲載された。

さらに、これまで蓄積した知識経験を活かし、企業・大学からの受託研究や

技術コンサルティングを実施し、企業等が抱える技術課題の解決にも貢献し

た。 

 

［深層学習を用いた正確かつ効率的な材料の特性評価技術の開発］ 

自動車の材料の機械的特性評価等に用いられるビッカース硬さ試験では、

硬質の四角錐圧子を材料表面に押込み、残ったくぼみ角の位置を顕微鏡で測

定し、硬さを算出する。この試験では、測定者による手動測定と、画像処理

による自動測定の方法がある。前者は測定結果に対する個人差が大きいとい

った課題があり、後者は画像解析の精度が低く、測定する試料によっては正

確にくぼみ端を検出できないといった問題があった。そのため、精密な硬さ

の測定が必要な校正事業者等では、熟練者による手動測定が行われている

が、人手不足や測定時間・コストの削減等の課題を解決するために、高精度

な自動測定システムの構築が強く求められていた。そのようなニーズに応え

るべく、本研究では、多様な試料に対応可能な汎用性の高い自動測定法の構

築に向けて、深層学習を用いたくぼみサイズ測定手法を開発した。この成果

について、2 報の論文が掲載された。本手法により測定者の技能や試料に依

存せず、より迅速かつ正確なビッカース硬さ測定が可能となり、効率的な材

料の特性評価に貢献できるなど、ニーズに的確に応えた研究開発ができた。 

 

［高速で高解像度な電磁波イメージング技術の開発］ 

次世代通信に用いられるパッシブ・アクティブデバイスの性能評価におい

て、電磁波の空間分布を高速・高解像に測定する技術が求められている。従

来の手法では、電磁波の空間分布を、アンテナなどのセンサを機械的に走査

するか、アレイ構造にしてイメージングしていたが、走査に時間がかかるこ

とやセンサの大きさによる制約により、高速で高解像に測定することができ

ないといった課題があった。本研究では、セシウム原子の二重共鳴と呼ばれ

る現象を利用して、電磁波の空間分布を赤外線の蛍光分布に変換してカメラ

で撮像する技術を開発し、高速で高解像な電磁波イメージングを実現するこ

とに世界で初めて成功した。本研究では、Q1ジャーナルに 1報の論文掲載と

特許出願をするなど、企業連携・実用化に結び付く研究成果・知財を創出す

ることができた。本技術は、次世代通信で利用されるミリ波・テラヘルツ波

領域にも適用可能であり、次世代通信デバイスの高度化や信頼性向上に貢献

できる。 

 

その他、本研究課題で実施した取組の結果を記載する。 
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・三次元幾何学量の評価技術を開発するために、X線 CT装置の三次元位置の

測定精度を評価するための新たなゲージを考案した。 

・次世代通信で利用されるミリ波・テラヘルツ波領域における電力測定技術

を確立した。 

・省エネシステムの構築に必要な熱流の可視化等を行う熱流センサの評価装

置開発では、従来約 36 時間かかっていた測定時間を約 3.5 時間に短縮する

とともに、測定範囲の拡大を実現した。これにより、効率的な評価と感度係

数の値付け範囲の拡大が実現し、熱流センサの普及に貢献できる。 

 

〇バイオ・メデ

ィカル・アグリ

産業の高度化

を支える計測

技術の開発 

 

医療機器の高

度化を支える

医療放射線等

の評価技術、生

体関連成分の

利用拡大を可

能にする定量

的評価や機能

解析技術、更に

豊かで安全な

生活に不可欠

な食品関連計

測評価技術等

の開発・高度化

を行う。 

〇バイオ・メデ

ィカル・アグリ

産業の高度化

を支える計測

技術の開発 

 

医療機器の高

度化を支える

医療放射線等

の評価技術、生

体関連成分の

利用拡大を可

能にする定量

的評価や機能

解析技術、更に

豊かで安全な

生活に不可欠

な食品関連計

測評価技術等

の開発・高度化

を行う。今後の

社会情勢やマ

ーケティング

により変更さ

れる可能性は

あるが、現時点

では次の研究

開発が見込ま

れる。 

・医療機器の

滅菌や放射線

治療における

照射線量の信

〇バイオ・メディカル・ア

グリ産業の高度化を支える

計測技術の開発 

 

 

 

・放射線治療用高エネルギ

ー電子線の照射線量の信頼

性を高めるため、水吸収線

量の校正手法の開発を行

う。また、内用療法に用い

られる放射性薬剤の放射能

を校正する手法の開発を行

う。 

・医薬品や食品の品質評価

を非破壊・非接触で行う電

磁波センシング技術の高度

化開発を行う。 

・蛍光 X 線分析法による医

薬品中元素不純物分析技術

の確立に必要となる装置校

正用標準物質の新規製造技

術を開発する。 

・玄米中残留農薬分析の技

能試験を企業と共催し、分

析法の詳細な検討に基づき

信頼できる参照値を提供す

る。 

・臨床検査結果の信頼性確

保に資する標準物質開発の

ため、D-アミノ酸の純度評

価技術を確立する。 

 健康・医療や安全性に関係する計測・環境測定等の分野では、計測の正確さ

と信頼性の確保が極めて重要であり、そのための計量標準の整備も必要不可

欠である。本課題では、「国民生活の安全・安心」へ貢献する高度な計測技術

を開発するとともに、産業界への「橋渡し」機能強化を推進している。令和

2 年度は、新型コロナウイルス感染症対策の一環として実施した高精度温度

基準器に必要な平面黒体を迅速に開発し、また産学連携により実現した電磁

波による食品検査技術が新聞報道されるなどの非常に高い評価を受けた。以

下に令和 2年度の主な実績等をまとめる。 

 

［非接触体温計測の信頼性向上のための高精度平面黒体装置の開発］ 

当初年度計画にはなかった新型コロナウイルス感染症の緊急課題に対し、

非接触での温度計測技術の基準となる平面黒体装置の開発を行った。物体の

赤外線放射量から温度分布を非接触で可視化する計測技術、サーモグラフィ

は新規感染症の水際対策に必要な体表面温度の同時・非接触計測を可能にす

るため、検疫現場の負担軽減、時間短縮に有効である。しかし、現場でも使

えかつ十分な精度の温度基準器を実現できる高放射率の黒体材料が従来は

なかった。そこで、産総研が令和元年度に開発した平面状の黒体材料「暗黒

シート」を活用し、非接触体温計測の高精度化と信頼性向上に必要な温度基

準となる平面黒体装置の開発を行った。本取組は国立研究開発法人日本医療

研究開発機構（AMED）令和 2年度ウイルス等感染症対策技術開発事業におい

て実施し、その結果、0.1 ℃より良い基準温度精度の実現に必要な放射率

0.998 以上を有する、平面黒体装置の基盤技術を確立した。本実証によって、

上市・事業化に向けた課題と道筋を明確にした。関連成果は Optics Express

誌(Q1ジャーナル)に 1報の論文を報告し、特許 2件を出願した。本成果は新

規感染症の防疫強化・現場負担の軽減、経済活動の早期正常化に貢献でき、

今後の未知感染症等の対策へも適用可能である。 

 

［電磁波を用いたインライン品質評価技術］ 

電磁波に関連する計量標準で培った高精度電磁波センシング技術を農産

物、食品、インフラ分野等への検査技術として展開した。本技術は、被測定

試料中を伝搬する電磁波の振幅と位相の変化を高精度・高感度に検出するも

ので、試料サイズや内部密度に依存しない動的なセンシングが可能である。

特に食品原料の検査技術は、食品メーカ、装置メーカ、AI企業等が連携して

水準以上に達成してい

る。 

年度計画を全て達成

するとともに、新型コロ

ナウイルス感染症対策

技術として、産総研開発

の「暗黒シート」を、検

疫現場で使用可能な高

精度温度基準器に適用

する技術開発に取り組

み、実用化に向けて迅速

に成果を挙げた。さら

に、電磁波センシング技

術においては、産学連携

による食品原料の検査

技術開発の成果が令和 2

年 2 月の受賞に引き続

き、令和 2年度の取組に

関して、日本経済新聞で

の紹介、複数の連携相談

など、高い評価を受けて

おり、企業との共同研究

を通じた社会実装に向

けた開発を着実に進め

ることができた。 
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頼性を確保す

るための計測

技術、評価技術

の開発・高度化

を行う。 

・医薬品や食

品の品質評価・

管理の信頼性

確保に資する

分析評価技術

の開発・高度化

を行う。 

・臨床検査結

果の信頼性確

保に資する生

体関連物質の

分析評価技術

の開発・高度化

を行う。 

実現した、検査精度 100%を有する世界初の AI 良品学習型検査装置に電磁波

センシング技術を導入し、高い検査精度を維持しつつ食品中の異物検査を可

能にした。本技術の取組は第 2回日本オープンイノベーション大賞農林水産

大臣賞の受賞や日本経済新聞での報道(令和 3年 1月 9日)など、非常に高く

評価されている。さらに、食品や農産物の品質や歩留まりに大きく影響する

水分率の測定に関しても開発している。ベルトコンベアで毎秒 500 gで搬送

される米試料について 98.5%の精度での計測に成功している。令和 2年度は、

農水省イノベーション事業を始めとする公的事業で基礎技術を開発し、水分

率計測の精度向上に成功した。そして、装置化や現場実装のための企業との

共同研究を推進し、実証試験等によって事業化に向けた課題と道筋を明確に

した。あわせて基幹技術の独自特許を 2件出願し、知財を具現化した解析プ

ログラムをライセンスし、企業における新製品開発に貢献した。また、技術

コンサルティングを通じて、同技術による医薬品の検査に取り組んでいる。 

 

［超臨界流体を用いた残留農薬の高効率抽出法の開発］ 

食品中の残留農薬の精確な分析には、食品由来の夾雑物から極微量の農薬

の分離が必要であり、抽出、精製、機器分析等の複数工程から成る複雑な分

析法が利用される。加えて、分析対象農薬の増加とともに分析法の自動化や

高速化が求められている。抽出法として一般的なホモジナイズ法は、農薬を

効率よく抽出できる反面、操作が煩雑で自動化が困難、大量の有機溶媒が必

要という欠点がある。本研究では、抽出工程の自動化と有機溶媒使用量の削

減が可能な超臨界流体抽出法（SFE）において、残留農薬を抽出する条件を最

適化した。SFE は高温高圧下で抽出を行うため、熱分解する農薬への適用性

に懸念があるためである。その結果、熱に弱いネオニコチノイド系農薬

（NEOs）が残留した食品試料に対して、条件の最適化によりホモジナイズ法

と比較して溶媒量を 1/15に低減した上で NEOsを同等に抽出できることを実

証し、論文 1報で報告した。この成果は、残留農薬分析の全自動化・高速化

に大きく貢献するものであり、条件最適化によりユーザーも利用できる指針

を示すことで、ユーザーが抱える分析技術課題の解決に貢献した。 

 

その他、本研究課題で実施した取組を以下に記載する。 

・放射線治療用高エネルギー電子線の照射線量の信頼性向上のため、電子線

の水吸収線量を評価し、開発した電子線に対する水吸収線量標準の依頼試験

による校正を開始した。また、内用療法に用いられる放射性薬剤 Zr-89によ

る校正を可能とした。 

・医薬品の元素不純物ガイドライン（ICH Q3D）に対応した蛍光 X線分析法に

よる不純物分析技術の確立のため、装置校正用標準物質の製造技術を開発し

た。 

・玄米中残留農薬分析の技能試験を日本電子株式会社と共催し 47 機関が参

加した。参照値の提供及び参加者の結果の統計分析・解析を行った。 
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・臨床検査結果の信頼性確保に資する標準物質開発のため、主要なアミノ酸

類（約 40種）の NMRスペクトルのデータベースを作成し、D-アミノ酸の純度

を約 0.5%の不確かさで迅速に評価する技術を確立した。 

 

〇先端計測・評

価技術の開発 

 

量子計測、超微

量計測、極限状

態計測等、既存

技術の延長で

は測定が困難

な測定量・対象

の計測・評価技

術の開発を通

して、新たな価

値の創造に繋

がる先端計測・

評価技術の実

現を目指す。 

〇先端計測・評

価技術の開発 

 

量子計測、超微

量計測、極限状

態計測等、既存

技術の延長で

は測定が困難

な測定量・対象

の計測・評価技

術の開発を通

して、新たな価

値の創造に繋

がる先端計測・

評価技術の実

現を目指す。今

後の社会情勢

やマーケティ

ングにより変

更される可能

性はあるが、現

時点では次の

研究開発が見

込まれる。 

・既存技術の

延長では困難

な測定を可能

にする先端計

測・評価技術の

実現を目指し

て、X線、陽電

子線、中性子

線、超短パルス

レーザ等の量

子プローブ及

び検出技術、並

びにそれらを

活用した計測

〇先端計測・評価技術の開

発 

 

・既存技術では測定が困難

である多孔質材料内部に取

り込まれる分子の含有量の

評価手法の開発を行う。 

・X 線や中性子線・陽電子・

イオン等の量子ビームを用

いた先端計測手法の高度化

に向けて、短パルス量子ビ

ーム計測技術や先端材料分

析技術ならびに質量分析応

用技術の開発を行う。 

 本課題では、量子計測・超微量計測・極限状態計測等、既存技術の延長では

測定が困難な測定量・対象の計測・評価技術の開発を行っている。新たな価

値の創造に繋がる計測技術の実現を目指し、X 線・陽電子線・中性子線・超

短パルスレーザ等の量子プローブ及び検出技術、並びにそれらを活用した計

測分析技術の開発・高度化を行うとともに、材料分野等の企業への「橋渡し」

機能の強化に取り組んでいる。以下に令和 2年度の主な実績等をまとめる。 

 

［陽電子・中性子等量子ビームを用いた先端計測分析法の開発］ 

高度な製品開発に必要な材料・構造開発においては原子・分子レベルの構

造から異種材料の接合まで適合可能な評価技術が必要である。計量標準総合

センターでは、電子加速器による陽電子や中性子等の量子ビーム発生技術を

基盤として、原子空孔を高感度に検出可能な陽電子ビームによるミクロ構造

分析法、透過性に優れる中性子による接合・接着材料や金属部品の内部構造

分析法等の開発、及びこれら手法が利用可能な施設の構築を進めている。 

陽電子計測利用施設は、共同研究や共用施設利用制度を活用し、年間 10件

以上の研究課題に利用され、企業等が抱えている技術課題の解決に貢献して

いる。現在、次世代計測として、通常 10 mm径のプローブを 1/1,000程度に

集束する陽電子顕微鏡の開発を進めている。陽電子顕微鏡は、原子空孔分布

マッピングによる、実用材の劣化破壊起点解析等への応用が期待されている

が、集束やパルス化での強度損失で実用化が困難となっていた。本研究では、

陽電子蓄積装置を用いる高効率なビーム集束・パルス化法の要素技術開発を

進め、陽電子顕微鏡実用化の目途を得るに至った。また、陽電子計測法の適

用範囲拡大のため、陽電子入射深さを表面近傍数百ナノメートル内で制御

し、非晶質材料中の分子間空隙中における溶質分子拡散現象の解析手法を確

立した。本研究成果は、2 報の論文で報告した。今後、保護膜やろ過膜等の

分子分離性能の劣化解析への活用が期待される。 

中性子解析施設(AISTANS)は、中性子透過スペクトルイメージング分析法

に特化した、世界的にもユニークな施設として、平成 29年度より整備を進め

ている。令和 2年度は、まず、出力・安定性の高度化に取り組み、中性子の

発生に用いる電子ビームの軌道のリアルタイムモニタリング・制御技術の開

発による安定性の向上や、固体メタン減速材や中性子ガイドミラーの導入等

により、従来の約 20倍の高出力化などを達成した。これにより、ラジオグラ

フィー分析が可能になり、接合材や接着材中の健全性に関するボイド・欠陥・

浸水等の分析ができるようになる。さらに、材料分析技術の開発として、接

合・接着試料等の非破壊内部観察技術や、結晶構造の異なる鉄鋼・金属材料

を可視化する技術等の開発に着手し、材料・化学領域とも連携して、接合さ

れた金属材料等の分析を開始した。これら関連成果により、企業と連携を推

水準以上に達成してい

る。 

年度計画をすべて達

成し、Q1ジャーナルに 1

報を含む 3報の論文が掲

載された。陽電子・中性

子等量子ビームを用い

た先端計測分析法の開

発では、企業の抱える課

題の解決に資する知財

を創出した。IoT 型放射

線線量計の開発では、産

総研の技術が社会で利

活用されるインパクト

のある成果としてプレ

スリリースを行った。そ

の結果、全国紙及び福島

県の地元紙など多数の

メディアに掲載され、社

会的注目を浴びた。 
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分析技術の開

発・高度化を行

う。 

進し、社会実装が期待される成果となった。さらに、2 件の特許出願を行っ

た。 

 

［IoT型放射線線量計の開発］ 

福島第一原子力発電所事故の避難指示解除区域へ帰還する住民や放射線

作業を行う現場では、放射線被ばくをできる限り低減することが望まれてお

り、いつ・どこで・だれが・どの程度被ばくしているかという情報を正確に

把握することのできる放射線量モニタリング技術が必要とされていた。本研

究では、放射線の先端計測技術と最新の IoT技術を融合することで、電池の

消耗をほとんど気にせずに放射線量の時間推移を本体ディスプレイや情報

端末で確認できる線量計を開発した。また、千個以上の線量計に対応できる

専用の送受信機を開発し、データ収集と効率的な線量計の校正による正確性

の維持を可能にした。これにより、多数の線量計の放射線量の時間推移を分

析することで放射線被ばくを低減でき、国民の安全・安心の確保及び福島の

復興への取組に貢献することができる。本研究成果はプレスリリース（令和

3年 1月 27日）を行い、全国紙及び福島県の地元紙など多数のメディアに掲

載され、社会的な注目を集めた。 

 

［X 線 CT による多孔質材料内部に取り込まれる分子の含有量評価手法の開

発］ 

3次元構造を定量的に解析可能な X線 CT法において、単に構造・形態の観

察だけでなく、物性評価への応用ニーズが高まっている。本研究では、多様

な分子種を取り込むハイドレートに着目し、放射光を用いた単色 X 線 CT 法

によって吸収コントラスト画像の X線エネルギー依存性を測定した。得られ

た画像データに対し、結晶構造をもとに算出した X線に対する質量吸収係数

の X線エネルギー依存性を基準とすることで、ハイドレートの同定及び分子

サイズ孔内部に取り込まれる分子含有量を評価できることを実証した。これ

により、物体内部に存在する物質の検出やその組成の評価が可能となり、工

業製品の形状と内容物の非破壊同時検査や保安検査における危険物の探知

などへの展開が期待される。本研究成果は、Q1ジャーナルに 1報の論文が掲

載された。 

 

その他、本研究課題で実施した取組の結果を記載する。 

・全数検査に対応した X 線検査手法の高度化では、X 線源の小型化及び高出

力化を実現した。 

・陽電子ビーム分析法では、高スループット化技術及び民間移転用小型化汎

用技術の開発を進めた。 

・イオンビーム技術では、sub-MeV～MeV級の高速クラスターイオンのマイク

ロビーム化と短パルス化技術の開発に世界で初めて成功した。さらに 2次イ

オン放出現象の実験的解明も行い、高感度イメージング質量分析に向けた高

度イオン照射技術の基盤を確立した。 
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（２） 冠ラボ

や OIL 等をハ

ブにした複数

研究機関・企業

の連携・融合 

 

オープンイ

ノベーション

を進めるため、

第４期に強化

した冠ラボや

OIL などをハ

ブとし、これに

異なる研究機

関・企業の参加

を得るよう積

極的に働きか

け、複数組織間

の連携・融合研

究を進め、産学

官連携・融合プ

ラットフォー

ムとしての機

能を強化・展開

する。また、経

済産業省とと

もに、CIP（技

術研究組合）の

設立に向けた

議論に積極的

に参加して産

総研の持つ研

究や運営に関

する知見を提

供し、関係企業

間の調整等の

働きかけを行

う。 

さらに、多様な

研究ニーズに

対応するオー

プンイノベー

（２）冠ラボや

OIL 等をハブ

にした複数研

究機関・企業の

連携・融合 

 

産総研の技

術シーズを事

業化につなぐ

橋渡し機能と

して強化した

冠ラボや OIL

等をハブとし、

これに異なる

研究機関や企

業の参加が得

られるよう積

極的に働きか

け、複数組織間

の連携・融合研

究を進めるオ

ープンイノベ

ーションが促

進されるよう、

省庁連携を含

めた複数組織

間の連携・融合

プラットフォ

ームの機能強

化・展開を行

う。具体的に

は、複数組織の

連携を念頭に

置いた、産総研

をハブにした

複数企業・大学

等によるイノ

ベーションの

推進及びその

大型連携の効

率的な支援に

取り組む。ま

（２）冠ラボや OIL 等をハ

ブにした複数研究機関・企

業の連携・融合 

 

 

 

・パートナー企業のニーズ

に特化した大型共同研究等

を行う組織「連携研究室及

び連携研究ラボ（冠ラボ）」

をハブにした複数企業・大

学等による推進事例を増や

すために、異分野融合を促

進するための交流会やシン

ポジウムを開催するなど、

連携・融合プラットフォー

ムとしての機能強化を行

う。 

・CIP の活用が最適なもの

については、経済産業省が

行う組成や利活用に向けた

検討に、産総研の持つ研究

や CIP 運営に関する知見を

提供し、設立に向けた働き

かけを行う。 

・令和元年度末に竣工した

「高機能 IoT デバイス研究

開発棟」の立ち上げを着実

に進めるとともに、外部ユ

ーザーへのワンストップサ

ービス拡充による拠点の利

便性向上を図り、TIAの「橋

渡し」機能の更なる強化を

行う。 

・国内外の半導体産業界の

研究開発に貢献するため、

スーパークリーンルーム

（SCR）が保有する各種半導

体設備と技術の組織的活用

を行い、新規デバイスの研

究開発を行う CIP、企業、大

○複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの場の創出に

取り組んでいるか 

○公設試験研究機

関等との連携によ

る地域イノベーシ

ョンの推進に取り

組んでいるか 

○産総研技術移転

ベンチャーの創出

や支援の強化に取

り組んでいるか 

○広報活動の充実

が図られているか 

・複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの取組状況 

・地域イノベーシ

ョン推進の取組状

況 

・産総研技術移転

ベンチャーの創

出・支援の強化の

取組状況 

・広報活動の充実

に向けた取組状況 

等 

・冠ラボについて、令和 2 年度は 3 つの新規冠ラボの設立支援と、計 17 ラ

ボの活動支援を行った。これらのうち、5 つの冠ラボが他企業や大学等との

共同研究を実施（計 9件）し、冠ラボをハブとした組織間連携を推進した。

その結果、冠ラボと出口企業（2 社）との連携から 2 件の成果が創出され、

プレスリリース（令和 2 年 11 月 16 日、令和 2 年 11 月 24 日）による PR 活

動から新聞報道等につながった。また、冠ラボからの技術移転による新規ス

タートアップ企業「BIRD INITIATIVE」が設立される（令和 2年 9月 20日）

など、冠ラボをプラットフォームとした連携・融合活動が様々な形で社会に

展開され始めた。 

令和 2年度は連携・融合プラットフォームの機能強化に向けて、異分野融

合促進のための交流会やシンポジウムを開催する予定であった。しかしコロ

ナ禍でこれらの開催が困難となったため、イノベーションコーディネータ

（IC）等の連携担当者が各冠ラボと面談をして異分野融合の提案をするなど

の取組を行った。具体的には、１つの領域が中心になって連携していた既存

の冠ラボに対して、分野を越えた新規テーマの探索や既存テーマの拡大を提

案し、産総研の他領域や大学とのマッチングを実施した。また、新規の冠ラ

ボには、企業の新事業シーズの探索や連携テーマの設定について、領域の枠

等にとらわれずに、パートナー企業と産総研がコンセプトの段階から双方に

とり最適な連携の形を検討する「共創型技術コンサルティング制度」の積極

的な活用を促した。 

さらには、年度計画にある業務に加え、冠ラボの設置や運営に関わる注意

点をまとめた「冠ラボの手引き」を作成し、これを冠ラボ関係者に共有した。

加えて、産総研のイントラページの大幅な改修を行い、冠ラボにおける先進

的な研究への取組で創成された知財の取得手続きの支援や、冠ラボの運営に

関する事務支援を可視化し、冠ラボ運営の平準化と簡略化、安全性の向上を

図った。これらの取組により、連携・融合プラットフォームの更なる機能強

化につながることが期待される。加えて、冠ラボからの要望に基づき、調達

手続きの迅速化や簡素化等、10項目以上の実効性のある制度改善に、関係部

署と共に取り組んだ。冠ラボ運営の負担軽減や効率化に係るこれらの一連の

取組は、パートナー企業の代表者からも高く評価された。 

産総研が大学キャンパス内に設置し、大学の基礎研究と産総研の産業技術

の融合を推進するオープンイノベーションラボラトリ（OIL）について、令和

2 年度は第 4 期における OIL の成果と課題の抽出を行い、第 5 期の OIL の方

針を策定した。これに基づき、積極的な情報発信と外部人材の活用を行い、

連携・融合プラットフォームとしての OILの機能強化を図るとともに、大型

の共同研究や外部資金の獲得を推進した。 

積極的な情報発信としては、OIL主催のワークショップを 16件開催した。

ワークショップはコロナ禍に対応するべくウェブ形式で行い、幅広い分野の

研究者間の議論と交流を通じて異分野融合を促進した。また、OIL の研究成

果の普及として、論文発表 181報（平均 IF 6.121）、プレスリリース 13件を

行った。外部人材の活用を推進する方策として、外部人材の受入れを積極的

に行い、令和 2 年度は、OIL 全体で大学教員をクロスアポイントメントとし

冠ラボにおいては、連

携・融合プラットフォー

ムとしての機能強化に

向け、各ラボとの面談を

通じて運営上のニーズ

収集と課題の整理を行

った。令和 2年度以降、

制度改善等の検討を進

める。これらの働きかけ

を通じて、令和 2年度は、

冠ラボによるベンチャ

ー創出や出口企業との 3

者連携へと発展した。ま

た、OIL においては、定

期的なシンポジウムの

開催による情報発信や

外部人材の積極的な受

入れによって、連携・融

合プラットフォームの

強化を図り、共同研究と

外部資金の獲得に繋げ

た。 

高機能 IoTデバイス研

究開発棟は、付帯設備工

事を計画通りに完了さ

せ、内部の研究開発設備

の利用が可能となった。

スーパークリーンルー

ム(SCR)では、ユーザー

に対する利用メニュー

を充実させ研究開発の

支援を行った。共用施設

の利用体制構築では、新

型コロナウイルス感染

症の流行による人の移

動自粛がある中でも、拠

点の利便性向上のため

のシステム導入やこれ

までの運用の見直しを

積極的に行った。デバイ

ス試作業務やマルチプ

ロジェクトウエハーと
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ションの場を

充実するため、

TIA 推進セン

ター、臨海副都

心センター、柏

センター等に

おける研究設

備・機器の戦略

的な整備及び

共用を進める

とともに、研究

設備・機器を効

果的に運営す

るための高度

支援人材の確

保に取り組む。 

た、異分野融合

を促進するた

め、交流会やシ

ンポジウム等

の開催を行う。 

また、経済産

業省における

CIP（技術研究

組合）の組成や

利活用に向け

た検討に、産総

研の持つ研究

や CIP 運営に

関する知見を

提供すること

により、積極的

に議論に参加

し、CIPの活用

が最適なもの

については、経

済産業省とと

もに、関係企業

間の調整等の

設立に向けた

働きかけを行

う。 

併せて、多様

な研究ニーズ

に対応するオ

ープンイノベ

ーションの場

を充実するた

め、TIA推進セ

ンターや臨海

副都心センタ

ーのサイバー

フィジカルシ

ステム（CPS）

研究棟、柏セン

ターの AI 橋渡

し ク ラ ウ ド

（ABCI）等にお

学等の研究活動を支援す

る。 

・企業等による臨海副都心

センターのサイバーフィジ

カルシステム（CPS）研究棟、

柏センターの AI 橋渡しク

ラウド（ABCI）の利用拡大

を促し、冠ラボ等を通じた

複数企業との連携を推進す

る。 

て 15名、招聘研究員として 25名、学生をリサーチアシスタント（RA）とし

て 74名受け入れた。 

産総研・阪大 先端フォトニクス・バイオセンシングオープンイノベーショ

ンラボラトリ（大阪大学 OIL）では、連携している工学研究科コースの博士

課程学生 31名のうち 13名（コース内博士課程学生の 42%）を RAとして雇用

した。RA制度を活用して優秀な研究人材を確保でき、研究の加速につながっ

た。 

上記の活動によって、OIL と他機関との共同研究契約件数は令和元年度の

21 件から令和 2 年度は 25 件（令和元年度比 19%増）に、外部資金の獲得額

は令和元年度の約 4.9 億円から令和 2 年度には約 5.4 億円（令和元年度比

11%増）にいずれも増加した。また、大阪大学 OIL及び産総研・筑波大 食薬

資源工学オープンイノベーションラボラトリ（筑波大学 OIL）の活動が高く

評価され、社会課題解決のための研究開発と産学共創拠点の形成を一体的に

推進する「JST 共創の場形成支援事業」に両大学 OIL が共同参画することが

決まった。OIL をハブとした異分野融合の促進と連携・融合プラットフォー

ムの機能強化に向けた取組が着実に進んでいる。 

 

・令和 2 年度は CIP（技術研究組合）の設立に至る事案はなかったが、運営

に際して発生した諸問題に適切に対応し、そこで得られた運営に関する知見

を蓄積した。CIP 活用のため、ベンチャーキャピタルと CIP の面談を、関係

部署と協力して実施した。 

 

・IoT の普及を一層促進するべく、令和元年度に竣工した「高機能 IoT デバ

イス研究開発棟」について、研究開発活動に必要な装置類の付帯設備工事を

すすめ、第一期工事を計画通りに完了させた。これにより、本研究棟内の半

導体製造に必要な電力、冷却水、ガス等の利用が可能となった。また、SCR棟

から高機能 IoTデバイス研究開発棟へ、原子間力顕微鏡、応力測定器等の試

作した半導体デバイスの評価を行う装置 3台を移設した。令和 2年にこれら

の供用を開始し、所内ユーザーによる利用が始まっている。 

オープンイノベーション拠点「TIA」において、基礎研究を深化させるため

の新たなアカデミアの参画として、令和 2 年 4 月 1 日より STT-MRAM などの

超低消費電力のメモリ、及びそれらを活用した革新的な IoT/AI チップの設

計/試作能力に強みを持つ国立大学法人東北大学が加入し、TIA参画機関が 6

機関となった。 

令和 2年度は TIA参画機関間の共用施設利用の連携をさらに強化し、外部

ユーザーがワンストップで利用できる橋渡し環境の構築を進めた。今般、新

たに国立大学法人東京大学と東北大学が所有する施設を TIAの共用施設デー

タベースに登録を行い、利用者がワンストップで TIA 6機関の装置を検索で

きる、効率的で利便性の高い、共用施設利用体制を構築した。 

産総研が所有する共用施設については、新型コロナウイルス感染症流行に

よる人の移動自粛が進む状況下において、スタッフがテレワーク等のため現

場対応ができない際に備えて、一部の装置にリモート操作システムを導入し

いった取組で橋渡しの

強化を図り、国内外の装

置利用者の研究活動支

援を強化した。 
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いて、社会や産

業界のニーズ

を捉えた研究

設備・機器の整

備及び共用を

進め、研究設

備・機器を効果

的に運営する

ための高度支

援人材の確保

に取り組むと

ともに、ノウハ

ウの組織的活

用を推進する。 

た。スタッフが直接現場にいることなく操作を行えるようにしたことで、利

用者の利便性が向上した。また、これまで共用施設を使用したユーザーへの

利用料等の精算手続きは、紙媒体への押印を伴うものだったが、押印廃止を

含めた精算手続きの見直しを行った。具体的にはネットワーク上で精算手続

きを行えるシステムを新たに構築し、当事者間のやり取りを 12工程から 6工

程まで削減させたことで、利用者の利便性向上と産総研の業務効率化が図ら

れた。 

 

・国内外の半導体産業の研究開発に貢献するため、スーパークリーンルーム

(SCR)が保有する各種半導体設備の外部利用を促進し、技術研究組合（CIP）、

企業、大学等の約 60 組織による 154 件の外部利用に対応することにより、

国内外の半導体産業の研究開発活動を支援した。窓口相談業務とデバイス試

作業務（プロセスインテグレーション）を充実させ、SCR の技術スタッフに

よる装置操作を行うことで、ユーザーによる単体装置利用に留まらない複数

の装置を統合したより高度な試作メニューの提供を行った。また、シリコン

フォトニクスに関しては、エレクトロニクス・製造領域と連携し、複数の企

業や大学等の試作を一枚のウェハーに相乗りさせるマルチプロジェクトウ

ェハー(MPW)の試作を完成させ、小口で複雑な依頼に対しても、小回りのきく

支援体制を確立した。 

SCR パワーエレクトロニクスライン(SPEL)では、住友電気工業株式会社と

の共同研究により、次世代モビリティ向けの SiCパワー半導体量産技術開発

を推進するとともに、新たな企業との共同テーマを開始した。 

TIA 参画機関が組織の枠を超えて連携し、新領域を開拓するための調査研

究を支援する TIA連携探索プログラム「かけはし」では、令和元年度に引き

続き、TIA 運営諮問会議メンバー企業 4 社に「かけはし」への課題提案を依

頼した。令和 2 年度は令和元年度から 11 件増加した 75 件（うち企業提案 6

件）の提案があり、52件（うち企業提案 6件）を採択した。 

TIA 連携大学院の講義の一つである「TIA パワーエレクトロニクスサマー

スクール」を初めて Web会議方式で開催し、過去最多の 165名(2012年〜2020

年 累計 1,265 名)が参加した。同じく Web で開催した超電導スクールも 64

名(2016年〜2020年 累計 267名)が参加しパワーエレクトロニクス分野、超

電導分野における若手人材の育成が着実に進められた。海外の協賛大学と開

催した国際超電導シンポジウム（ISS2020）は、Web と産総研内会場とのハイ

ブリッド形式で開催し、海外から過去最多となる 182名を含む 462名が参加

し、海外大学との連携・ネットワークの強化を図った。また、産総研が民間

企業と実施しているオープンイノベーションの推進に向けた民活型の共同

研究体である「つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション（TPEC）」

では、参加機関が令和元年度より 13機関増加し、民間 44社、公的機関 21機

関の 65機関となった。 

外部連携や拠点運営の現場業務を実行する上でも戦略的な視点を持つこ

とが重要であることから、TIA 推進センター内部組織の戦略ユニットと連携
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推進ユニットを統合して戦略連携ユニットに再編し、ユニット長の指揮の下

で一体となって業務が行われる体制を整備した。 

 

・CPS 研究棟においては、産業界における協調型研究開発を推進するためコ

ンソーシアムのメンバーを中心として、テストベッドの活用、共同研究を年

度計画通り推進した。研究及び成果展開のためのロードマップ作成や、研究

推進のための WGを複数立ち上げるなどの活動も実施した。 

ABCIの利用拡大を促進すると共に、利用増による待ち時間増大を解消する

ためインフラ拡張整備を推進し、年度末までに処理能力の倍増を達成した。

外部機関からの利用（約款）は、3月末時点で 209件であった。 

また、コマツ、住友理工との冠ラボを立ち上げ、新たな企業連携体制を構

築した。 

 

（３）地域イノ

ベーションの

推進 

 

地域におけ

る経済活動の

活発化に向け

たイノベーシ

ョンを推進す

るため、地域の

中堅・中小企業

のニーズを把

握し、経済産業

局や公設試験

研究機関及び

大学との密な

連携を行う。産

総研の技術シ

ーズと企業ニ

ーズ等を把握

しマーケティ

ング活動を行

うイノベーシ

ョンコーディ

ネータ（IC）が

関係機関と一

層の連携・協働

に向けた活動

を更に充実す

（３）地域イノ

ベーションの

推進 

 

産総研のつ

くばセンター

及び全国８カ

所の地域研究

拠点において、

地域の中堅・中

小企業のニー

ズを意見交換

等を通じて積

極的に把握し、

経済産業局や

公設試験研究

機関及び大学

との密な連携

を行うことに

より、地域にお

ける経済活動

の活発化に向

けたイノベー

ションの推進

に取り組む。産

総研の技術シ

ーズと企業ニ

ーズ等を把握

しマーケティ

（３）地域イノベーション

の推進 

 

 

・地域ニーズに応じて機動

的な連携制度等の見直しを

行うため、産技連等の活用

を検討する。 

・イノベーションコーディ

ネータ（IC）会議や地域セ

ンター所長が集まる会議を

開催する。地域の企業・大

学・公設試験研究機関等の

人材や設備等のリソースを

活用したプロジェクトを拡

大するため、産技連等のネ

ットワークを活用する。 

・限られたリソースを効率

的に活用し、関係機関との

一層の連携に取り組むた

め、産総研の技術シーズと

企業ニーズ等を把握してマ

ーケティング活動を行う

IC等への支援として、所内

の連携制度の活用・手続き

に関する課題を整理する。

また顕著な成果をあげた

IC へインセンティブを与

える等の制度を設計する。 

○複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの場の創出に

取り組んでいるか 

○公設試験研究機

関等との連携によ

る地域イノベーシ

ョンの推進に取り

組んでいるか 

○産総研技術移転

ベンチャーの創出

や支援の強化に取

り組んでいるか 

○広報活動の充実

が図られているか 

・複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの取組状況 

・地域イノベーシ

ョン推進の取組状

況 

・産総研技術移転

ベンチャーの創

出・支援の強化の

取組状況 

・広報活動の充実

に向けた取組状況 

・地域ニーズに応じて機動的に連携制度等の運用を見直すための議論の場と

して、産総研と公設試の連携組織である産業技術連携推進会議（産技連）関

東地域部会において企画調整分科会を新たに発足した。また、公設試人材を

産総研へ受け入れて共に研究を行う地域産業活性化人材育成事業について、

運用の見直しを行った。産技連ネットワークを活用して広くこれを周知する

ことにより、本事業の制度利用者が令和元年度の 4 名から 15 名へ大幅に増

加した。さらには、産技連を通じて地域における材料診断技術の底上げを行

った。 

 

・イノベーションコーディネータ(IC)等が集まる会議として、「地域 IC会議」

を 2 回、「拡大技術マーケティング会議」を 3 回開催し、IC 同士が意見交換

やコミュニケーションを行う場を定期的に提供した。また、新たな取組とし

て地域 IC ウェビナーを 4 回開催し、連携の成功事例を紹介するなどの機会

を設け、連携担当者に向けて情報提供を行った。さらに、地域センター所長

が集まる会議として、地域拠点戦略会議を毎月開催し、地域センターの連携

活動内容を共有するとともに、地域連携の方向性や地域イノベーションへの

貢献策等、地域センター共通の課題について議論した。会議はいずれもウェ

ブを活用したリモート形式で行い、また、公募審査にもウェブ面談を取り入

れるなど、コロナ禍のなかでも支障をきたすことなく取組を行った。 

公設試のリソースを活用したプロジェクトとして、公設試と産総研をウェブ

でつないで設備の稼働状況をリアルタイムで「見える化」する「つながる工

場テストベッド」を構築し、公設試と共に地域中小企業での IoT活用促進と、

IoT に関する地域課題の解決を図るための方法論を検討する「つながる工場

テストベッド事業」を推進した。「つながる工場」は製造業における作業の効

率化に資することから、地域中小企業への普及を図るために、令和 2年度は

産技連ネットワークを活用して公設試へ公募を行い、北東北（青森県、秋田

県、岩手県）、静岡県、福井県の 3地域 5県で、公設試との共同研究を開始し

た。令和 3年度からは本事業をさらに展開して、地域企業への IoT普及を目

指す。 

コロナ禍のなか、ウェブ

ツールを活用した会議

やイベントの開催、3 地

域での「つながる工場テ

ストベッド事業」の開

始、顕著な連携成果を上

げた産総研 IC に対する

インセンティブの付与、

ホームページ公開を通

じた IC の紹介や支援メ

ニュー、連携成果事例の

紹介、産技連ネットワー

クを活用した成果の周

知や普及等、従来からの

パフォーマンスを落と

すことなく、年度計画通

り実施した。 
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るため、マニュ

アルの整備、顕

著な成果をあ

げた IC への

インセンティ

ブの付与等を

行う。 

また、地域セ

ンターは、地域

イノベーショ

ンの核として

の役割を果た

すため、「研究

所」として「世

界レベルの研

究成果を創出」

する役割との

バランスを保

ちながら、地域

のニーズに応

じて「看板研究

テーマ」を機動

的に見直すと

ともに、地域の

企業・大学・公

設試験研究機

関等の人材や

設備等のリソ

ースを活用し

たプロジェク

トを拡大する

こと等に取り

組む。 

ング活動を行

うイノベーシ

ョンコーディ

ネータについ

ては、手引き等

のマニュアル

類の整備やコ

ーディネータ

会議の開催、顕

著な成果をあ

げた IC への表

彰といったイ

ンセンティブ

の付与等の活

動の充実を図

るとともに、限

られたリソー

スを効率的に

活用し、関係機

関との一層の

連携・協働に取

り組む。 

また、地域イ

ノベーション

の核としての

役割を持つ地

域センターに

ついては、「研

究所」として

「世界最高水

準の研究成果

の創出」の役割

と、地域のニー

ズをオール産

総研につなぐ

連携拠点の役

割とのバラン

スを保ちなが

ら、必要に応じ

て「看板研究テ

ーマ」の地域ニ

ーズに応じた

・経済産業局や公設試験研

究機関及び大学などの地域

のステークホルダーと協力

してイベント等を開催し、

また地域の中堅・中小企業

を訪問するなどしてそのニ

ーズを把握する。 

・中堅企業等に対し、連携

制度や事例等をパンフレッ

トやホームページ、イベン

ト等を通じて周知広報を行

う。 

等  

・IC等への支援として、連携活動を円滑に進めることができるように、内部

マニュアルや産総研公式ホームページの IC紹介ページを整備した。さらに、

顕著な連携成果を称える感謝状授与の制度を創設し、ICのモチベーションの

一層の向上を図った。令和 2 年度は外部に委嘱している IC のうち 9 名に対

して感謝状を授与し、優良事例と連携成果の情報共有を行った。 

 

・地域センターにおいては地域の関係機関と協力し、企業ニーズの把握やマ

ーケティング活動等を行うための各種イベントをコロナ禍においてもウェ

ブツールを活用して開催した。具体的には、北海道センターでは道内外の研

究機関、大学、公設試と協力し、「産総研北海道センターシンポジウム in旭

川」を令和 3 年 2 月 2 日に開催した（オンライン参加 296 名）。東北センタ

ーでは公設試と共に、地域の社会課題の解決をテーマにした「テクノブリッ

ジフェア in 東北」を令和 3 年 2 月 18 日に開催した（オンライン参加 214

名）。福島再生可能エネルギー研究所では長野県と共に「再エネ×テクノブリ

ッジ in長野」を令和 2年 12月 18日に開催した（来場 111名、オンライン

参加 387名）。関西センターでは関西広域連合、関西経済三団体及び大阪産業

局と共に、関西圏の公設試が一堂に会した「産業技術支援フェア in KANSAI 

2020」をウェブで令和 2年 12月 4日に開催した（オンライン参加 598名）。

中国センターでは広島大学と共に、「アカデミア・ブリッジ ～地域イノベー

ションの推進に向けて～」と題してウェブ配信を令和 3年 2月 8日に行った

（オンライン参加 133 名）。四国センターでは四国圏内 5 大学と協力し、地

域産業へ IoT や AI の活用を紹介する「四国オープンイノベーションワーク

ショップ」を令和 3 年 2 月 3 日に開催した（オンライン参加 151 名）。九州

センターでは、最新の研究成果や企業との連携事例を紹介する「九州・沖縄

産業技術オープンイノベーションデー」を令和 2年 10月 8日に開催した（オ

ンライン参加 385名）。これらのイベントの開催により、複数組織の連携・融

合によるオープンイノベーションの場の創出に取り組んだ。 

また、政府系の 9機関（協力機関）によるスタートアップ支援機関連携の協

定を締結し、産総研は技術相談の面からその一翼を担うことで、ベンチャー

創出を含む中堅・中小企業の支援強化に取り組んだ。 

 

・これまで紙媒体で提供していた中堅・中小企業と産総研との連携の成果事

例を、令和 2年度からは、公式ホームページ上で公開した。また、中小企業

庁の中小企業向け補助金・総合支援ウェブサイト「ミラサポ plus」で、産総

研の支援制度や中堅・中小企業と産総研との連携の成果事例を紹介した。さ

らに、経済産業省と協力し、経済産業省のホームページ上への産総研の支援

制度紹介ページの開設、日本商工会議所会員や地域未来牽引企業向けのメー

ルマガジンの発信等、広報活動の充実に取り組んだ。 
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機動的な見直

しを行うとと

もに、地域の企

業・大学・公設

試験研究機関

等の人材や設

備等のリソー

スを活用した

プロジェクト

を拡大するこ

と等により地

域イノベーシ

ョンに貢献す

る。 

 

（４） 産総研

技術移転ベン

チャーの創出・

支援の強化 

 

産総研の先

端的な研究成

果をスピーデ

ィーに社会に

出すことによ

りイノベーシ

ョンを牽引し、

ひいては我が

国の産業競争

力強化に貢献

するため、生命

工学分野等で

の産総研技術

移転ベンチャ

ー企業の創出

及びその支援

に引き続き取

り組む。 

また、未来投

資戦略や統合

イノベーショ

ン戦略に掲げ

（４）産総研技

術移転ベンチ

ャーの創出・支

援の強化 

 

先端的な研

究成果をスピ

ーディーに社

会に出してい

くため、産総研

技術移転ベン

チャーの創出・

支援を進める。

具体的には、研

究開発型ベン

チャー・エコシ

ステムの構築

において重要

なロールモデ

ルとなる成功

事例の創出と、

ベンチャー創

出・成長を支え

る支援環境整

備の実現を目

指し、現金出資

機能の活用や

（４）産総研技術移転ベン

チャーの創出・支援の強化 

 

 

 

・持続可能な社会を実現す

る産総研技術移転ベンチャ

ーの創出を推進するため、

研究推進組織と緊密に連携

し組織的にベンチャー創出

を実現する体制を整備す

る。創業前段階から外部機

関と連携し事業化に向けた

ビジネスモデル構築と創業

後の資金調達や販路開拓へ

の支援を強化する。 

○複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの場の創出に

取り組んでいるか 

○公設試験研究機

関等との連携によ

る地域イノベーシ

ョンの推進に取り

組んでいるか 

○産総研技術移転

ベンチャーの創出

や支援の強化に取

り組んでいるか 

○広報活動の充実

が図られているか 

・複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの取組状況 

・地域イノベーシ

ョン推進の取組状

況 

・産総研技術移転

ベンチャーの創

出・支援の強化の

取組状況 

・研究推進組織と緊密に連携し、ベンチャー創出に組織的に対応する体制を

整備した。具体的には、創業候補案件の調査・発掘や創業前段階からの事業

戦略の構築支援等に取り組む専門人材として、スタートアップ・コーディネ

ータを新たに 2名配置した。また、大企業との連携活動から始まりベンチャ

ー創出に至る案件への対応や、手続きの迅速化のために称号付与と支援措置

を一体化する規程の改正等を、着実に実施した。令和 2年度は新規に 3社の

ベンチャーに対して産総研技術移転ベンチャーの称号を付与した。また、冠

ラボ発ベンチャーの創業支援を 1件、スタートアップ・コーディネータを中

心とする創業候補案件の事業化可能性の調査及びビジネスプランのブラッ

シュアップ等の支援を 8件、領域との創業候補テーマの検討を 1件、実施し

た。研究現場の事業化マインドを高めるために、スタートアップ・コーディ

ネータの主導で、「研究者のための事業化による研究成果の社会実装勉強会」

をエネルギー・環境領域向けに開催した。加えて、現金出資機能の活用に向

けて、デューデリジェンスの手法の検討を行うとともに、出資実現に向けた

取組を開始した。 

次に、ベンチャー創出に向けて、組織対組織の連携による創業前段階から

の支援を実施した。具体的には、産総研の研究開発力・技術力と株式会社日

本政策投資銀行（DBJ）の金融・事業化ノウハウを結合してベンチャー事業創

造を支援・加速する、「AIST&DBJ VENTURE 2050」プログラムを新たに開始し

た。外部機関と連携したこのプログラムにより、産総研単独では成し得なか

った経営面の支援をベンチャーに提供することが可能となった。加えて、茨

城県及びつくば市が主導する「つくばスタートアップ・エコシステム・コン

ソーシアム」の活動に参画し、国のスタートアップ・エコシステム構築に向

けた施策と連動したベンチャー創出・支援の実施に向けて、研究機関の集積

を活かしたディープテック・スタートアップ創出の拠点の形成に貢献した。

また、令和元年度に引き続き、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、株式会社つくば研究支援

研究推進組織と連携し

て組織的にベンチャー

創出に取り組む体制を

整備し、現金出資制度の

活用に向けて取組を開

始した。また、組織対組

織の連携により、ベンチ

ャー創業の前の段階か

ら、その創出に向けた支

援を行う取組として、株

式会社日本政策投資銀

行と「AIST&DBJ VENTURE 

2050」プログラムを開始

した。ほかにも、オンラ

インビジネスマッチン

グイベントの開催をは

じめとするベンチャー

創出・事業拡大に向けた

支援活動を着実に実施

した。これらにより、令

和 2年度は 3社に対して

新たに産総研技術移転

ベンチャーの称号を付

与するに至ったほか、産

総研技術移転ベンチャ

ーからの知財実施料収

入が 4,100万円に達し、

 



101 

る日本型の研

究開発型ベン

チャー・エコシ

ステムの構築

に向けて、現金

出資等の施策

を活用して、質

の高い研究開

発型ベンチャ

ー等を多く創

出するための

支援環境整備

を進め、経済産

業省等のベン

チャー支援政

策に貢献する。 

クロスアポイ

ントメント等

の人材流動化

のための施策

の強化を図り

つつ、ベンチャ

ー創出を念頭

に置いた外部

リソースの活

用や、カーブア

ウト型ベンチ

ャーへの支援

も含めた多様

な研究開発型

ベンチャーの

育成に取り組

む。 

・広報活動の充実

に向けた取組状況 

等 

センター、各種ファンド及びベンチャーキャピタル等と定期的に面談や意見

交換を行った。 

コロナ禍における創業支援・成長支援として、茨城県及び一般社団法人ベ

ンチャー・カフェ東京と連携して、ピッチ形式によるビジネスマッチングイ

ベント「TSUKUBA CONNECT産総研 NIGHT」を令和 3年 1月 22日にオンライン

で開催した。このイベントには従来の集合型イベントを大きく上回る 300名

超が参加した。ほかにも、イノベーションリーダーズサミットやつくばビジ

ネスマッチング会等の外部のピッチイベント、ビジネスマッチングイベント

に累計で 35 回（16 社）の登壇・出展等の支援を行った。さらに、産総研技

術移転ベンチャーの認知度向上のため、産総研公式ホームページのベンチャ

ー紹介コーナー（TECH Meets BUSINESS）の拡充やパンフレットの刷新等の広

報施策を実施した。 

これらの支援活動を通じてベンチャーの事業活動の拡大や成長を促し、研

究成果の実用化が進んだことにより、令和 2年度の産総研技術移転ベンチャ

ーからの知財実施料収入は 4,100万円に達した（産総研全体の知財実施料収

入の約 18%）。また、多数の表彰の受賞（Hmcomm株式会社が大学発ベンチャー

表彰 2020において新エネルギー・産業技術総合開発機構理事長賞を受賞、サ

イトセンシング株式会社が世界発信コンペティション（主催：東京都）にお

いて東京都革新的サービス特別賞を受賞、ときわバイオ株式会社が第 1回TCI

ベンチャーアワードにおいて大賞を受賞、等）に至るなど、おおむね年度計

画どおりの成果が得られた。 

 

多数の表彰の受賞に至

るなど、年度計画どおり

の成果が得られた。 

（５） マーケ

ティング力の

強化 

 

産総研が保

有する技術シ

ーズを企業の

ニーズへのソ

リューション

として提案す

る「技術提案

型」と、第４期

中長期目標期

間に開始した

新事業の探索

等を企業とと

もに検討する

「創型コンサ

ルティング」を

通じて、企業へ

（５）マーケテ

ィング力の強

化 

 

企業へのマ

ーケティング

活動を行うに

あたって、産総

研が保有する

技術シーズを

企業のニーズ

へのソリュー

ションとして

提案する「技術

提案型」の連携

に加え、第４期

中長期目標期

間に開始した

技術コンサル

ティング制度

（５）マーケティング力の

強化 

 

 

・企業へのマーケティング

活動を行うにあたって、「技

術提案型」の連携に加え、

企業とともに新事業の探

索・提案とそれに必要な検

討を行う「共創型コンサル

ティング」の対象業種を拡

大するため、取組事例の所

内外への周知普及を強化す

る。 

・IC活動の充実化のため、

企業や大学、他の国立研究

開発法人等との連携により

得られる情報について、会

議等を通じて共有を図る。 

○複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの場の創出に

取り組んでいるか 

○公設試験研究機

関等との連携によ

る地域イノベーシ

ョンの推進に取り

組んでいるか 

○産総研技術移転

ベンチャーの創出

や支援の強化に取

り組んでいるか 

○広報活動の充実

が図られているか 

・複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの取組状況 

・マーケティング活動のさらなる拡充を図るため、企業が直面している個々

の技術課題に対応する従来の技術コンサルティングに加え、新規事業に向け

た技術シーズの探索から連携テーマの立上げまでを企業に提案する「共創型

コンサルティング」を重点的に推進した。イノベーション推進本部に所属す

るイノベーションコーディネータ（IC）が軸となり、複数領域が連携してテ

ーマを創出する体制を構築した。その結果、大型連携に向けた協議が進み、

8 件の共創型コンサルティングの締結に至った。特に、経営課題から導き出

される研究テーマを共同で探索したことにより、これまで産総研において連

携実績の少なかった業種（陸運業や金融業）との共創型コンサルティング契

約につながった。 

一方で、コロナ禍による連携活動の制限や企業経営の悪化による連携の停

滞を乗り越えるために、連携の在り方を模索して新たな取組を実施した。具

体的には、①企業のニーズと産総研の技術シーズを相互に発信する全社・全

所規模のウェブ交流会を 3 回開催した（自動車、計測機器、産業機器メーカ）。

②新型コロナウイルスに関連した産総研の技術シーズを企業に積極的に紹

介し、コロナ禍における企業ニーズを把握し、連携提案を行った（計測機器、

総合電機メーカ等）。③研究紹介ウェブカタログ「テクノブリッジ® On the 

Web」へのアクセス履歴から、関心の高い技術シーズや業種別の閲覧数分布等

を分析し、その結果を ICや研究者と共有した。これらにより、企業へ提案す

る技術シーズの最適化を図り、研究テーマの創出を推進した。 

さらなる領域融合を推

進するため、イノベーシ

ョン推進本部が軸とな

って所内外のマーケテ

ィングに関する情報の

共有を図り、産総研が有

する幅広い技術分野と

制度を生かして企業の

新規事業の創出につな

がりうるテーマの探索

を行った。さらに、組織

対組織の連携を拡大す

るとともに、領域融合に

基づいた新規連携を提

案するため、トップセー

ルスとして理事長によ

る企業トップとの面談

を 16 件実施した。この

結果、令和 2年度におい

ては 13 件の領域融合提
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のマーケティ

ング活動を、第

５期において

も、引き続き強

化する。 

また、大企業

から地域の中

堅・中小企業ま

で幅広い企業

を対象として、

新たな連携の

構築や将来の

産業ニーズに

応えうる研究

テーマの発掘

や創出を目指

し、企業や大

学、他の国立研

究開発法人、経

済産業省等と

の連携により

得た情報の蓄

積、IC の活動

の充実等によ

るマーケティ

ング活動を推

進する。 

に基づき、企業

とともに新事

業の探索・提案

とそれに必要

な検討を行う

「共創型コン

サルティング」

の取組を強化

しつつ、幅広い

業種や事業規

模の企業に対

してマーケテ

ィング活動を

推進する。 

また、企業や

大学、他の国立

研究開発法人

等との連携に

より得た情報

を蓄積しつつ、

新たな連携を

構築する。具体

的には、マーケ

ティングの担

当部署を中心

に、産総研研究

者と企業技術

者、産総研幹部

と企業経営幹

部等の複数レ

イヤーによる

それぞれの自

前技術にとら

われないコミ

ュニケーショ

ンを促進する

こと等により、

組織対組織の

より一層の連

携拡大を推進

する。 

 

• 幅広い業種とより一層の

連携を図り、さらに自前技

術にとらわれない連携を推

進するため、マーケティン

グの担当部署を中心に、領

域横断で産総研研究者と企

業技術者、産総研幹部と企

業経営幹部等の複数レイヤ

ーによるコミュニケーショ

ンを図る。 

・地域イノベーシ

ョン推進の取組状

況 

・産総研技術移転

ベンチャーの創

出・支援の強化の

取組状況 

・広報活動の充実

に向けた取組状況 

等 

こうした新たな取組により、令和 2年度の技術コンサルティング契約件数

は令和元年度と同水準を維持し、686 件（令和元年度 690 件）となった。ま

た、資金提供型共同研究契約件数は 1,051件（令和元年度 1,245件）、提供額

は 74.7億円（令和元年度 75.8億円）となり、コロナ禍以前の水準を維持し

た。 

 

・産総研の技術シーズを活用した新規事業の創出を目指す企業との組織対組

織の連携拡充に向けて、連携担当者を集めて 100人規模の全所的な会議を開

催した。会議では、新たに開発した技術の社会実装には領域を横断した研究

が重要であることを理事長自らが発信するとともに、各担当者からは産総研

独自の組織対組織連携制度である「冠ラボ」の活用事例を共有してその積極

的な活用を促し、また、企業や大学、他の国立研究開発法人との連携におい

て産総研が直面している直近の課題や異業種間連携の取組について情報共

有を行った。さらに、産学官連携活動における新たな試みやコロナ禍におけ

る産業動向について大学や企業から講演者を招いたほか、社会における様々

な動向を踏まえて産総研の連携活動を充実させていくための議論を交わし

た。 

 

・組織対組織の連携創出の取組では、経営層間のコミュニケーションを起点

として確実な連携構築を図るべく、理事長によるトップセールスを 10 業種

16企業に対して実施した。トップセールスにあたっては、IC等の連携担当者

が蓄積した人脈や企業情報を基に、社会課題解決における相手企業の経営戦

略上の課題を分析し、単一の技術シーズに囚われることなくオール産総研で

取り組む領域融合のテーマを提案した。非鉄金属、窯業、銀行、化学、精密

機器、陸運、電気機器等、幅広い業種の企業に対して、全領域が参加する領

域を横断した幹部同士の意見交換を実施した。その結果、5企業との間で 11

件の技術コンサルティング（うち 4件は共創型コンサルティング）の契約調

整につながり、大型連携を前提とした技術協議を開始した。さらに、組織対

組織、複数領域による重層的な連携を行うため、大型の連携を前提とした包

括協定をグローバル企業 1社と締結した。 

 

案及び 1件の包括連携締

結につながった。 
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（６）戦略的な

知財マネジメ

ント 

 

産総研の所

有する知的財

産権の積極的

かつ幅広い活

用を促進し、活

用率の向上を

図るため、保有

知財のポート

フォリオや出

願戦略の見直

し等に組織的

に取り組む。ま

た、産総研の知

財の保護及び

有効活用の双

方の観点から、

企業等へのラ

イセンス活動

も含めた適切

な知財マネジ

メントを行う。 

（６）戦略的な

知財マネジメ

ント 

 

産総研の所

有する知的財

産の積極的か

つ幅広い活用

を促進するた

め、保有知財の

ポートフォリ

オや出願戦略

について見直

しを行う。その

際、産総研の知

財の保護・有効

活用の観点を

踏まえて、企業

等へのライセ

ンス活動も含

めた適切な知

財マネジメン

トを行う。具体

的には、知財専

門人材による

研究開発段階

からの支援、戦

略的なライセ

ンス活動等に

取り組むとと

もに、知財の創

出から権利化、

活用までを一

体的にマネジ

メントするこ

と等により知

財の活用率の

向上を図る。 

（６）戦略的な知財マネジ

メント 

 

 

・産総研の所有する知的財

産の積極的かつ幅広い活用

を促進するため、出願戦略

の見直し等の検討を行う。 

・研究現場と連携し、保有

知財を有効活用して事業化

につなげるために、有望知

財の発掘と技術移転シナリ

オの企画立案の強化に取り

組み、ライセンス契約の拡

大を図る。 

・中長期的な大型ライセン

ス案件の創出を目指して、

知財専門人材が研究開発段

階からの支援に取り組む。 

・知財専門人材の育成・強

化に取り組むとともに、職

員等の知財リテラシー向上

のため、所内セミナー等に

よる情報発信を行う。 

○複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの場の創出に

取り組んでいるか 

○公設試験研究機

関等との連携によ

る地域イノベーシ

ョンの推進に取り

組んでいるか 

○産総研技術移転

ベンチャーの創出

や支援の強化に取

り組んでいるか 

○広報活動の充実

が図られているか 

・複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの取組状況 

・地域イノベーシ

ョン推進の取組状

況 

・産総研技術移転

ベンチャーの創

出・支援の強化の

取組状況 

・広報活動の充実

に向けた取組状況 

等 

・産総研の所有する知的財産の積極的かつ幅広い活用を促進するため、令和

元年度に引き続き技術移転の可能性を重視した検討を実施した。具体的に

は、特許管理検討会の毎月の開催、国内出願の審査請求要否や外国出願の要

否を含む出願戦略の検討に取り組み、知的財産・標準化ポリシーの改定に着

手した。 

 

・コロナ禍において企業業績が厳しい状況のなかでも、企業と積極的にコン

タクトをとることで令和元年度（1,209件）と同等の実施許諾等契約件数（令

和 2年度 1,151件）を維持し、社会実装を着実に進展させた。知財収入（一

時金収入及びランニング収入）としては、大型案件による一時金収入増があ

った令和元年度（7.7 億円）と比較して全体としては減少した（令和 2 年度

3.7億円）が、定常的な収入につながるランニング収入を着実に確保した（令

和 2 年度 2.38 億円、令和元年度 2.35 億円）。また、保有知財の有効活用を

図るために、技術説明会で産総研知財の技術シーズを積極的に紹介した。具

体的には、社会課題の一つである with コロナ時代に期待される技術分野を

テーマとした近畿経済産業局主催の技術説明会や、研究推進組織と連携した

技術説明会で合計 22テーマを紹介し、企業 5社との交渉に進展した。 

 

・中長期的な大型ライセンス案件等の創出を図るため、ベンチャー開発・技

術移転センターにあった技術移転業務を知的財産部に移管し技術移転室を

発足させるとともに、専門人材である知的財産オフィサー（IPO）と技術移転

マネージャー（TLM）との連携を強化した。具体的には、IPOと TLMからなる

知財専門人材チームにおいて、お互いの活動情報等を密に共有することによ

り、企業にとって魅力ある知財の確保と、それによる社会実装の促進を図っ

た。また、機動的に社会実装を進めるため、IPO が選定した有望案件につい

て、TLMに当該案件の技術概要や支援状況等の情報を共有した。さらに、IPO

が知財分析等を通じ、相手方企業の潜在的要望や、そこに応える産総研の強

みを示して連携構築につなげる機能を強化した。また、研究テーマづくりに

おいて、知財情報の提供を行うなど、IPOの役割を明確化した。このほかに、

案件に応じて他部署の専門人材（イノベーションコーディネータ（IC）等）

との組織的な連携を強化し、それぞれの専門人材が相手方企業に重層的に働

きかけを行うことで研究成果を実用化に繋げる支援体制について、検討を開

始した。 

 

・コロナ禍の状況においても職員全体の知財リテラシー向上を図るため、毎

回異なるトピックで情報発信を行う定期開催セミナー（令和 2年 8月以降毎

月開催。延べ 626名参加）や、基礎知識習得を図る知的財産権研修（受講者

138名。令和元年度は受講者 87名）を実施した。従来の集合型開催からウェ

ブ会議及び講義を映像コンテンツ化した e-learning 形式の導入により、知

的財産権研修は令和元年度を上回る受講者数を達成した。 

 

中長期的な大型ライセ

ンス案件の創出を図る

ため、知的財産部に技術

移転業務を移管したこ

とをきっかけに知財専

門人材の連携を強化し

た。また、コロナ禍の状

況でも、令和元年度

（1,209 件）と同等の実

施 許 諾 等 契 約 件 数

（1,151件）を維持した。

さらには、職員全体の知

財リテラシー向上を図

るため、ウェブ会議や e-

learning の形式でセミ

ナー及び研修を実施し

た。以上のとおり、知財

の活用率向上に向けた

取組を年度計画通り実

施した。 
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（７） 広報活

動の充実 

 

産業技術の

向上及びその

成果の普及等

を図るに当た

り、企業や大

学、他の国立研

究機関等の技

術的に成果を

活用する主体

に加えて、行政

機関や国民の

理解と支持、更

には信頼を獲

得していくこ

とがますます

重要となって

いる。このた

め、職員の広報

に対する意識

の向上を図る

とともに、広報

の専門知識や

技能を持つ人

材を活用し、国

民目線で分か

りやすく研究

成果や企業等

との連携事例

を紹介する取

組等を積極的

に推進し、国立

研究開発法人

トップレベル

の発信力を目

指すとともに、

その効果を把

握し、産総研の

活動や研究成

果等が国民各

（７）広報活動

の充実 

 

企業への技

術の橋渡しを

含めた研究成

果の普及を図

るに当たり、共

同研究先とな

り得る企業へ

の働きかけに

加えて、行政機

関や国民の理

解と支持、さら

には信頼を獲

得していくこ

とがますます

重要となって

いる。そのた

め、研修等を通

して職員の広

報に対する意

識及びスキル

の向上を図る

とともに、広報

の専門知識や

技能を有する

人材等を活用

し、国民目線で

分かりやすく

研究成果や企

業等との連携

事例等を紹介

する。その取組

として、プレス

発表、広報誌や

動画による情

報発信等を積

極的に推進す

る。国立研究開

発法人のなか

でトップレベ

（７）広報活動の充実 

 

 

・プレス発表や取材対応、

記者懇談会などを通じ、マ

スメディアに対し、研究成

果や組織経営に関する情報

を積極的に提供することに

より、記事化および TV報道

につなげる。 

・産総研内・外の研修等を

活用し、職員の広報に対す

る意識及びスキルの向上を

図る。また、広報効果を客

観的な指標で把握するため

の調査等について検討を行

う。 

・出版物による情報発信に

おいては、冊子ごとの読み

手を意識した魅力的な記事

の企画、制作に努める。ま

た、発信力の向上を目指し、

従来のウェブ公開や関係機

関等への配布に加え、冊子

媒体ならではの利点を生か

した新たな配布方法の検討

を行う。 

・産総研公式ホームページ

の充実を図るとともに、研

究成果等の映像など魅力あ

るコンテンツの製作、産総

研ブランドの醸成に取り組

む。さらに、SNS等を活用し

て広く一般国民に対して理

解しやすい情報発信に取り

組む。 

・幅広い産総研の活動や研

究成果の内容を地域住民や

子供たちにわかりやすく紹

介するため、一般公開を実

施する。また、産総研の認

知度向上のため、地域の科

○複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの場の創出に

取り組んでいるか 

○公設試験研究機

関等との連携によ

る地域イノベーシ

ョンの推進に取り

組んでいるか 

○産総研技術移転

ベンチャーの創出

や支援の強化に取

り組んでいるか 

○広報活動の充実

が図られているか 

・複数組織の連

携・融合によるオ

ープンイノベーシ

ョンの取組状況 

・地域イノベーシ

ョン推進の取組状

況 

・産総研技術移転

ベンチャーの創

出・支援の強化の

取組状況 

・広報活動の充実

に向けた取組状況 

等 

・プレスリリースや取材対応、記者懇談会などを行い、積極的に研究成果や

活動に関する情報の提供を行った。特に、新型コロナウイルス感染症対策の

ための研究活動については、J リーグ等関係機関との適時の調整・協調を図

り、より効果的なプレスリリース発表に努めた。また、四国センターでは、

四国経済産業局の定例記者会見において身体動作解析産業プラットフォー

ムを発表するとともに内覧会を開催するなど効果的な情報発信などにより、

いずれもマスメディアによる報道に繋げた。 

 

・全職員を対象として、広報研修～メディアのプロが伝授！「伝える力」～

と題した動画コンテンツのオンライン配信を行うことで、職員の広報に対す

る意識及びスキルの向上を図るとともに、広報活動ガイドラインを策定し、

産総研広報活動ポリシーの理解促進とともに、産総研としての一体感のある

効果的な広報活動の推進を図った。また、ターゲットを明確にした多様な広

報活動において、その活動効果を客観的に把握するための方法等についての

検討を行い、令和 3年度以降において客観的な指標把握を行うこととした。 

 

・広報誌「産総研 LINK」の制作にあたり、主要な読み手となる企業への訴求

力を向上するため、企画段階から研究領域と協力しテーマ設定を行った。産

総研の総合力を感じられる「センサ技術」、「データ連携」、「新型コロナウイ

ルス関連研究」の他、東日本大震災から 10年が経過する節目の年に合わせて

「地質情報を伝える」ことをテーマに特別号を作成した。新たな配布方法と

して、イベント等のオンライン化が進む社会に合わせ、冊子の PDFファイル

や電子ブック以外での発信に向けた移行検討を行い、令和 3年度に WEB記事

での展開を試行することを決定し、そのための準備を行った。 

 

・第 5期中長期計画で取り組む「社会課題の解決」に関する効果的な情報発

信を行うため、産総研公式ホームページのリニューアルについて検討を開始

した。 

多様化する WEBコンテンツを活用し、科学や研究に関するわかりやすく端

的な動画を提供する新規 YouTubeチャンネル「かがくチップス」の開設（第

62回科学技術映像祭 科学技術館館長賞受賞）のほか、ターゲットを明確に

絞り込んだ取組を行った。例えば、①大学生や高校生など「学生層」をメイ

ンターゲットに据え、一般的に可視化が困難な人工知能技術を理解していた

だくため、当該技術を使用したエンターテイメントアプリ「大学擬人化マン

ガキャラ診断」を制作しぴあ株式会社と連携し公開、②子供向けの WEBコン

テンツ「産総研サイエンスタウン」をリニューアルし、感染予防の一環とし

て外出制限がかかる社会状況において、子どもたちが WEBで楽しめるよう新

しい読み物や実験、工作動画等のコンテンツを追加するなどの改善を図っ

た。なお、エンターテイメントアプリ「大学擬人化マンガキャラ診断」は公

開後、短期間で百万をこえるアクセス数を得るなど、社会からの大きな反響

を得ることができた。 

 

所内の広報活動の基本

的な活動方針として広

報活動ポリシーを制定

し、役職員一人一人が広

報への理解を深め、産総

研全体としての広報活

動を推進した。また、タ

ーゲットを明確に設定

し、ターゲットに合わせ

て SNS等多様なコンテン

ツを活用し、研究成果の

積極的な発信を行った。

さらに、オンラインイベ

ントのニーズが強まる

中、積極的に WEB配信等

を行い、イベント開催に

おいてのルールや開催

方式について所内情報

共有を行った。 
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層から幅広く

理解されるよ

う努める。 

 

ルの発信力を

目指すととも

に、アンケー

ト、認知度調査

等による客観

的な指標によ

りその効果を

把握しつつ、国

民各層へ幅広

く産総研の活

動や研究成果

の内容等が理

解されるよう

努める。 

 

学イベント等へ積極的に研

究成果等を出展する。 

・常設展示施設「サイエン

ス・スクエア つくば」では、

産総研への理解を一層深め

てもらうため、興味を引く

特別展示や特別見学ツアー

を実施する。 

・新型コロナウイルスの感染症拡大防止の観点から、令和 2 年 10 月につく

ば市近隣中学校から要望があった実験教室では、Zoom及びカメラ、スイッチ

ング機器等を利用し、新たな取組としてオンラインにより講義・科学工作指

導を行った。また令和 3年 2月には別の中学校からの要望で Google meetを

利用したオンラインによる講義・科学工作指導を行った。いずれの場合もア

ンケートによる回答で 100%の満足度を得るなど、コロナ禍における有意義な

授業に寄与できた。福島再生可能エネルギー研究所では、地域住民や子供た

ちをはじめ、全国の方にもわかりやすく研究成果を紹介するためオンライン

で一般公開を実施、また臨海副都心センターでは、隣接する日本科学未来館

のフィールドを活用した市民参加型研究に企画提案し、一般の方が産総研の

研究成果に触れる機会を設けた。さらにイノベーション推進本部連携企画部

国際室では、海外からオンラインでの産総研への訪問が可能となるオンライ

ンビジットを整備した。また研究領域において、経済産業省「未来の教室」

STEAM ライブラリ事業における STEAM 教育（コンテンツ）に協力し、中高生

向け教育の場を提供した。 

オンラインイベントのニーズが強まる中、WEB を活用したイベント開催の

知見の蓄積が全所的になかったことから、所内組織を横断した WEBイベント・

コンテンツ対策チームを立ち上げ、試行錯誤の中においても WEBイベントを

実施してきた部署などからの有用な情報を Sharepoint サイトに取り纏め、

広く所内に発信し、情報共有を行い、WEB イベントの実施に向けた効率的・

効果的な対応が取れるよう取り組んだ。今後も様々な WEB イベント事例や

様々なノウハウなど情報を集積・共有していく。 

 

・コロナ禍により各種イベント開催への制約が増す中、小中学校の夏休み期

間（8月 1日～8月 23日）に十分なコロナウイルス感染症の防止対策をとっ

たうえで「夏休みこども科学教室」をサイエンス・スクエアつくばにおいて

開催し、身近な素材でできる科学実験や科学工作を体験できるコーナーを提

供し、合計 194名の青少年が参加した。また、11月 21日～23日、28日、29

日には「秋のこども科学教室」を開催し、感染症対策をとりながら屋外実験

を含む科学実験をサイエンス・スクエアつくばにおいて提供した。合計 84名

が参加した。いずれも「コロナ禍で外出先が激減する中でのイベントで嬉し

かった」、「コロナが落ち着いたらまた産総研に来たい」、「他のイベントも経

験してみたい」など、参加した子供たちのほか、親からも感謝の言葉を頂く

など大変な好評を得た。 

サイエンス・スクエアつくばでは、産総研の技術が使われている「玉虫塗

ナノコンポジット」を用いたプロ野球球団用ヘルメットや、「CNT複合材料」

のエンジニアリングプラスチックからなるボルトなど、一般来場者にもわか

りやすく、より身近に感じていただける展示品を追加するなど、幅広い層に

向け産総研の研究成果の普及に取り組んだ。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ イノベーション・エコシステムを支える基盤整備 

関連する政策・施策 我が国全体の科学技術イノベーション政策 
知的基盤整備計画 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人産業技術総合研究所法第１１条第１項 

当該項目の重要度、困難

度 
（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
（研究開発評価、政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビ

ューシートの番号を記載） 
 
２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

  
     研究開発予算額（千

円） 

6,991,066     

       従事人員数 5,522 の内数  

 
 

 
 

 
 

 

   

 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 主な業務実績等 自己評価 

 ３．イノベーシ

ョン・エコシス

テムを支える

基盤整備 

 

（１） 長期的

な視点も踏ま

えた技術シー

ズの更なる創

出 

 

基幹的な技術

シーズや革新

的な技術シー

ズを更に創出

するため、単年

度では成果を

出すことが難

しい橋渡しに

つながる基礎

３．イノベーシ

ョン・エコシス

テムを支える

基盤整備 

 

（１）長期的な

視点も踏まえ

た技術シーズ

の更なる創出 

 

 

 基幹的な技

術シーズや革

新的な技術シ

ーズをさらに

創出するため、

単年度では成

果を出すこと

が難しい長期

的・挑戦的な研

３．イノベーション・エコ

システムを支える基盤整備 

 

 

 

（１）長期的な視点も踏ま

えた技術シーズの更なる創

出 

 

具体的な研究開発の方針は

以下別紙に掲げる。 

 

○長期的な視点に

より、技術シーズ

の更なる創出につ

ながる研究開発を

実施できているか 

○世界最高水準、

社会的インパクト

の大きさ、新規性

といった観点か

ら、レベルの高い

研究成果を創出で

きているか 

・テーマ設定の適

切性（モニタリン

グ指標） 

・具体的な研究開

発成果 

・論文数（モニタ

リング指標） 

等 

「長期的な視点も踏まえた技術シーズの更なる創出」については、多種多様

なデータを収集可能にするセンシングシステム技術として、特定ウイルスを

特異的に認識するペプチドアプタマーを凝集誘起発光分子に付与して光検

出によりインフルエンザウイルスを当初計画の 5分を上回る 3分で検出、プ

レス加工設備に取り付けた外部センサと設備の内部情報を生産中に一括収

集する技術を開発し生産時の異常状態の実時間その場抽出を実現、生体計測

のためのウェアラブル熱流センサを開発し、人の活動消費エネルギーの計測

に成功などの実績をあげた。 

量子状態制御基礎技術として、日本初の量子アニーリングマシンの極低温

性能評価システムを構築し、初めて 6量子ビット規模での量子アニーリング

動作に成功。シリコン量子コンピュータの高速・高忠実度動作の妨げとなる

ノイズについて、その発生源が半導体／絶縁膜界面欠陥にあることを世界で

初めて特定。トンネル FET型シリコン量子ビット用のシミュレーション技術

を一般のシリコン量子ビットに拡張して、基本素子の伝導特性のシミュレー

ション技術を確立し、量子ビットの基本動作の再現にも成功した。 

バイオものづくりを支える製造技術として、健康状態によって変化する細

胞表面の糖タンパク質の糖鎖構造について、標的分子探索技術、糖タンパク

質の構造を解析・可視化する技術、及び標的候補となる糖タンパク質の糖鎖

構造の変化を認識する抗体を取得する技術の開発、肥満症の予防や改善法の

開発を目的としてタイ産ハーブに含まれる新規抗肥満成分を同定するなど

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

根拠：イノベーション・

エコシステムを支える

基盤整備に向けて、「長

期的な視点も踏まえた

技術シーズの更なる創

出としての基盤的技術

の開発」として、多種多

様なデータ収集のため

のセンシングシステム

技術、量子アニーリング

マシン等の量子状態制

御基礎技術、バイオもの

づくりのための製造技

術及び先進バイオ高度

分析技術、ABCIを活用し

たデータ連携基盤の整

備、「標準化活動の一層

の強化としての標準化

評定  
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的な研究も含

め、長期的・挑

戦的な研究に

ついても積極

的に取り組む。

特に、データ駆

動型社会の実

現に向けて、従

来は取得でき

なかった多種

多様なデータ

の収集を可能

にするセンシ

ング技術の開

発等、未来社会

のインフラと

なるような基

盤的技術の開

発を拡充して

行う。 

 

究についても

積極的に取り

組む。 

具体的には、

エネルギー・環

境領域では新

規材料創製、高

性能デバイス

開発、システム

化研究、評価手

法開発等に資

する各要素技

術を長期的な

視野で取り組

むことにより、

極めて高いハ

ードルである

ゼロエミッシ

ョン社会に必

達するための

革新的な技術

シーズ開発を

実施する。 

生命工学領

域では、医療基

盤技術並びに

バイオものづ

くり技術のい

ずれにおいて

も、その根幹と

なる生命現象

や生体分子の

理解なくして

新しい技術は

生まれないこ

とから、新しい

技術につなが

るシーズとな

りえる生命現

象の探究を継

続的に遂行す 

る。 

の実績をあげた。 

先進バイオ高度分析技術の開発として、新たに発見した HSVタンパク質の

1つが、HSVが引き起こす病態の一種である「ウイルス性脳炎」の発症をコン

トロールする病原性因子であることを見出し、脳炎発症の仕組みの解明、新

しい糖鎖プロファイリング技術により皮膚の老化に伴って幹細胞の糖鎖修

飾パターンが変化することを発見し再生医療の産業化に貢献などの実績を

あげた。 

データ連携基盤の整備として、産総研の研究成果、成果創出の過程で取得

したデータを広く社会で活用するために、研究データポリシーを外部公開す

るとともに、研究データを管理・運用するための要領の策定、ABCI上のデー

タ連携機能の強化については、データ連携機能のプロトタイプ開発を完了し

限定公開、データ連携基盤となる ABCIの処理能力強化として、数 TB級の巨

大データを用いた大規模機械学習処理を高速化するライブラリ及び AI フレ

ームワークを開発し、他のスパコン拠点に圧倒的な大差をつけて世界最速記

録を達成するなどの実績をあげた。 

 

「標準化活動の一層の強化」については、標準化の推進として、パワーデ

バイス、パワーデバイス用ウェハに関して、SiC エピ欠陥の非破壊試験法に

関する IEC規格 1件が国際標準として正式に採用、映像酔い抑制評価技術に

ついて、ISO/TC 159 に国際標準として提案し国際標準文書として制定され

た。また、重金属等の溶出試験法のうち、上向流カラム通水試験は産総研が

リーダーを務め、ISO技術仕様から正式規格 ISO 21268-3へ 2019年にアップ

グレードしたが、国内関連業界よりこの国内標準化が求められた。その他、

再生可能エネルギーの導入効果を最大化するため、分散電源の系統連系要件

に対し太陽光発電に特化した追加要件の規格草案（CD）の審議や、太陽光発

電システムにおけるパワーコンディショナ（PCS）の効率評価に関わる動的効

率試験法の国際標準としての採用など、標準化において多くの成果を収め

た。 

 

「知的基盤の整備と一層の活用促進に向けた取組等」については、陸域で

は当初の年間計画より多い 5万分の 1地質図幅 2区画を出版し、その結果、

第 2期知的基盤整備計画の数値目標 10年間 40区画を達成した。さらに、20

万分の 1地質図幅 1区画を計画より前倒しで出版できた。海域では各種デー

タベースの更新を行い、海洋地質図 3編の完成を予定している。沿岸域では、

国及び自治体の地震防災に直接的に役立つ成果が得られた。都市域では、東

京都心部の 3次元地質地盤図整備を着実に進めた。 

従前から継続してきた地質情報の整備・管理（出版業務を含む）に関して、

情報システムの更新・セキュリティ向上等を計画通り着実に実施し、ユーザ

の利便性向上に寄与した。また、十分な感染防止対策の下で、GSJ の研究成

果の普及活動を不断に実施した。特に過去の活動成果を「知的資源」として

管理・利用し、例年以上に所外機関の要請に応えたことは、公的機関として

の産総研の信頼性・知名度の向上に貢献したと考える。 

の推進」として、SiC な

どのパワーデバイス、重

金属等の溶出試験法な

どの国際標準化、「知的

基盤の整備と一層の活

用促進の取組」として、

陸域・海域、沿岸域・都

市域などの地質図幅の

出版、地質情報の整備・

管理、国際原子時校正に

使用可能な光格子時計、

自動車の衝突安全性評

価に用いる加速度計の

評価試験法の社会実装

などの整備を実施し、産

業基盤として極めて重

要性が高い技術開発を

実施した。 

なお、イノベーション

スクール、デザインスク

ールなど技術経営力の

強化に寄与しうる人材

育成などイノベーショ

ン・エコシステムを支え

る基盤整備を支えるマ

ネジメントを実施した。 

以上、目標の水準を超え

る多くの成果が得られ

たことなど総合的に判

断して、自己評価を「Ａ」

とした。 

 

＜課題と対応＞ 

イノベーションを支え

る基盤的研究、標準化、

知的基盤の整備に向け

ては、着実な研究はもち

ろん、「橋渡しの拡充」

「社会課題の解決」に組

込むことを考慮して、技

術的なデメリットや再

現性・ロバスト性・取り
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情報・人間工

学領域では、産

総研の研究成

果を中心とし

たデータ群の

体系化とその

オンラインア

クセスのため

の情報システ

ムを整備し、デ

ータ駆動社会

におけるデジ

タル・サービス

の参照アーキ

テクチャの国

際的な標準化

を国内外の関

連機関と連携

して推進する。

さらに、ニュー

ロリハビリテ

ーションや次

世代コンピュ

ーティング等

についての基

盤研究を実施

する。 

材料・化学領

域では、素材・

化学産業の競

争力の源泉と

なる機能性化

学品の高付加

価値化及び革

新的な材料の

開発やその実

用化等の基盤

技術の確立に

資する研究開

発を実施する。

特に、材料の新

機能発現等の

光格子時計において、世界最高レベルの高稼働率運転を実現し、国際原子

時校正に使用可能なイッテルビウム光格子時計として世界で初めて認定さ

れ、国際原子時の校正に貢献した。さらに、新型コロナウイルス感染症に係

る国際比較への参加、計量標準の維持等、コロナ禍下での問題に迅速に対応

した。また、水銀の三重点の代替技術の開発も同感染症対策とともに食品の

安全・安心、環境問題にも資する重要な成果である。 

産総研が主導して提案した加速度計の評価試験法が国際標準として制定

され、国内自動車業界で用いられていた評価手法の国際的な利用環境が構築

された。これにより、欧米の評価手法へ変更した場合に発生する多大なコス

ト負担及びこれまでに蓄積された技術データ・ノウハウの消失を防ぐことが

でき、国内の自動車産業に多大なインパクトを与えた。この成果の社会的意

義は高く評価されており、2020年度 日本機械学会標準事業表彰 国際功績賞

を受賞している。 

遠心流動場分離装置の構築では、国際標準化に向けて体制を構築し、産総

研主導で、評価試験法を国際委員会へ提案するなどの活動を行った他、特許

出願 1件、受賞 2件、プレスリリースを行った。 

5G/ポスト 5Gに係る成果として、部材の評価試験法が国際標準として採用

され、社会的にインパクトを与えるとともに、関連特許のライセンスを実施

するなど、産総研の技術が利活用されている。 

 

なお、イノベーション・エコシステムを支える基盤整備を支えるマネジメ

ントとして、イノベーションスクールでは、「イノベーション人材育成コー

ス」において 15名の博士研究者を、「研究基礎力育成コース」において 23名

の大学院生の育成を実施、技術経営力の強化に寄与しうる人材育成を行え

た。デザインスクールでは、「マスターコース」においては 13名の産総研職

員と企業研修生を、「ショートコース」においては、14 人の産総研職員を、

「単発コース」においては、15人の産総研事務系職員の育成を実施、技術経

営力の強化に寄与しうる人材育成を行えた。 

扱い安さ・低コスト化の

評価なども重要である

と考えている。 

また、社会課題解決を

実践できるなど技術経

営力に寄与する人材の

育成も重要であり引き

続きイノベーションス

クール、デザインスクー

ルなどの人材育成が重

要と考えている。 
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革新的な技術

シーズの創出

のために、電子

顕微鏡等によ

る高度な先端

計測技術並び

に理論や計算

シミュレーシ

ョン技術を利

用した研究開

発を進める。 

エレクトロ

ニクス・製造領

域では、情報通

信やものづく

り産業におけ

る未来価値創

造の基盤とな

る新材料技術、

新原理デバイ

ス技術、先進製

造プロセス技

術の開発等の

基盤研究を実

施する。 

地質調査総

合センターで

は、地質情報に

基づき、資源・

環境・防災等の

明確な目的を

持つ基盤研究

を実施する。 

計量標準総

合センターで

は、次世代の計

量標準や将来

の橋渡しに繋

がる基盤的、革

新的な計測技

術シーズを創

出するため、物
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質や材料の存

在量や空間的

分布、さらに個

別構造や電子

構造等に関す

るこれまでに

ない情報を引

き出せる各種

計測技術、量子

検出技術、新規

原子時計等の

開発を行う。 

また、データ

駆動型社会の

実現に向けて、

従来は取得で

きなかった多

種多様なデー

タの収集を可

能にするセン

シング技術の

開発等、未来社

会のインフラ

となるような

基盤的技術の

開発を行う。具

体的には、多種

多様なデータ

を収集可能に

するセンシン

グシステム技

術の開発や非

連続な技術革

新をもたらす

量子状態制御

基礎技術の開

発、バイオもの

づくりを支え

る製造技術の

開発や先進バ

イオ高度分析

技術の開発等
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に取り組むと

ともにデータ

連携基盤の整

備を推進する。 

 

 別紙 

 

１．基盤的技術

の開発 

 

〇多種多様な

データを収集

可能にするセ

ンシングシス

テム技術の開

発 

 

データ駆動型

社会において

求められる基

盤技術として、

従来は取得で

きなかった多

種多様なデー

タの収集を可

能にするセン

シング技術、収

集したセンシ

ングデータの

統合により新

たな情報を創

出する技術、お

よび、これらに

用いる材料・プ

ロセス技術な

どを開発する。 

 

１．基盤的技術

の開発 

 

〇多種多様な

データを収集

可能にするセ

ンシングシス

テム技術の開

発 

 

データ駆動型

社会において

求められる基

盤技術として、

従来は取得で

きなかった多

種多様なデー

タの収集を可

能にするセン

シング技術、収

集したセンシ

ングデータの

統合により新

たな情報を創

出する技術及

びこれらに用

いる材料・プロ

セス技術等を

開発する。今後

の社会情勢や

マーケティン

グにより変更

される可能性

はあるが、現時

点では次の研

１．基盤的技術の開発 

 

〇多種多様なデータを収集

可能にするセンシングシス

テム技術の開発 

 

 

 

 

 

・環境健全性観測として、

短時間高感度ウイルス検出

技術を開発し、模擬サンプ

ルウイルスで 5 分以内高感

度検出を達成する。また、

高応答性湿度計の開発など

により、人の心身情報を計

測し、アクチュエータで快

適度情報をフィードバック

する技術を開発する。 

・生産現場でのプロセス評

価技術構築に向け、生産設

備内部情報とそれにかかる

センサ取得信号の相関解析

技術による異常状態抽出シ

ミュレーション技術を開発

する。また、作業者の活動

センシング技術や材料ライ

フサイクルの可視化技術等

を開発し、作業異常やリス

クなどが予測可能であるこ

とを検証する。 

・ウェアラブルセンサ実装

技術として、テキスタイル

上 0.5 ㎜ピッチ配線形成

 安全安心な社会の実現に向け、生活社会空間情報の高度取得活用を可能にす

る様々なセンシング技術が求められている。令和 2年度は、「日常生活におけ

る環境健全性モニタリング」、「製造工程での生産性向上のためのセンシング

システム」、及び「生体計測のためのセンサのウェアラブル化技術」に特に注

力して関連技術の研究開発に取り組んだ。 

日常生活における環境健全性モニタリングに向け、令和 2年度は、短時間

でウイルスを検出できる高速センシング技術の開発を行った。特定ウイルス

を特異的に認識するペプチドアプタマーを凝集誘起発光分子に付与し、これ

を高濃度添加して光検出する技術を開発することで、インフルエンザウイル

スを、当初計画の 5分を上回る 3分で検出することに成功した。関連して、

論文 3報（うち Q1ジャーナル 1報）を発表し、電気学会から基礎・材料・共

通部門表彰を受賞した。また、ナノ粒子塗布層を感湿材とした高速湿度計測

の応答原理を解明し、湿度変化の検出により呼吸の周期を計測可能なセンサ

を開発した。さらに、本技術をマスク型のセンサに展開し、口呼吸や脈波な

どの生体情報の実時間その場計測を実現した。この開発技術は論文 4報（う

ち Q1ジャーナル 2報）に成果が掲載され､特許 2件を出願し、生体医工学シ

ンポジウムアワードも受賞した。加えて、快適度情報のフィードバックを可

能にする、世界最薄最軽量のハプティクス用フィルム状アクチュエータアレ

イを開発した。皮膚に多彩な触覚を与えられる本技術は、企業製品の付加価

値向上に貢献する技術として（プレスリリース令和 3年 1月 18日）、企業等

から多数の問い合わせを受けている。また、関連して特許 3件も出願した。 

製品製造における生産性の向上を目指して、生産現場での異常やリスクを

未然に検出する技術の開発に取り組んだ。令和 2年度は、プレス加工設備に

取り付けた外部センサと、設備の内部情報を生産中に一括収集する技術を開

発し、数千ショットを超える大量データの取得とその可視化により、生産時

の異常状態の実時間その場抽出を実現した。また、産業機械の製造組み立て

において、部品や内壁等の内部圧を可視化するセンシングシステムを開発

し、これまで成しえなかった「実時間で作業異常を検出する製造管理システ

ム」を構築した。これら開発した技術の一部は、企業において実用化検討が

行われるに至った。生産性向上に資する技術に関しては、九州半導体エレク

トロニクスイノベーション協議会技術大賞受賞や、論文 5 報（うち Q1 ジャ

ーナル 2報）を発表した。また、出願した 17件の特許には社会実装フェーズ

のものも含まれ、今後、早期に市場展開が望める。 

生体計測のためのセンサのウェアラブル化に取り組み、そのための実装技

術の開発を行った。テキスタイル上に銅と銀の二層からなる高耐久伸縮配線

水準以上に達成してい

る。  

世界最高レベルの新

規のセンシング技術を

複数開発し、Q1ジャーナ

ル 13 報の発表、10 件の

受賞を受けるなど学術

的に注目を浴びた。また

29 件の特許出願の中に

は企業が社会実装に向

けた検証試験を開始し

たものがあり、今後早期

に市場展開が期待でき

る。その他にも社会課題

解決の基盤となる研究

成果が多く得られてお

り、総合的に目標の水準

を超える成果が得られ

た。 
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究開発が見込

まれる。 

・安全安心な

社会生活環境

を支えるセン

シング技術と

して、日常生活

の環境健全性

をモニタリン

グする技術、人

が感じる心身

快適度を計測

する技術等を

開発する。 

・生産現場等

における異常

やリスク等を

未然に発見す

るその場、実時

間 IoT センシ

ング技術を開

発する。 

・センサ情報

の信頼性を確

保するための

信号評価技術、

過酷環境での

情報取得を可

能とするセン

サ実装技術、取

得情報の活用

のためのシス

テム化技術等

の研究開発を

行う。 

・次世代の計

量標準や将来

の橋渡しに繋

がる基盤的、革

新的な計測技

術シーズを創

出するため、物

および IC 実装技術を開発

する。また、環境温度や湿

度の変化に応じて発電・給

電する環境発電素子を開発

し、センサを駆動する自律

分散電源を実現する。 

・将来の橋渡しに繋がる基

盤的、革新的な計測技術と

して光の量子揺らぎ制御技

術と量子光センシング技術

の開発を行う。 

・Ｘ線吸収分光と小角Ｘ線

散乱の高速同時測定法を開

発し、ナノ粒子の化学状態・

特定元素の原子間距離・粒

子外形構造の同時観察に応

用する。 

を 0.5 ㎜幅で形成する技術、及び ICチップを低損傷実装する技術の開発に

成功した。さらに、これらの技術を活用したウェアラブル熱流センサを開発

し、人の活動消費エネルギーの計測に成功するなど、当初計画を上回る成果

を得た。これらに関連して、論文を 10 報（うち 1 報は Editor's Choice に

選定[T. Koshi et al., Micromachines, 11, 977, 令和 2年 10月］、またう

ち 2 報は Q1 ジャーナル）を発表するとともに、国内外に 7 件の特許出願を

行った。 

 

以上の成果のアウトカムをまとめる。 

環境モニタリング技術の開発では、ウイルスや生体情報の高速検出を可能

とする高感度センシング技術を開発した。施設入口でウイルス感染を引き起

こす可能性のある人を見つけ、感染拡大を防止するための装置「ウイルスゲ

ートキーパー」の実現には 1分でのウイルス検出が求められるが、この実現

に向けて着実な成果を上げることができた。新型コロナウイルスへの適用に

向けた研究にも着手しており、本技術が実用化されれば、劇場やイベント会

場、福祉・介護施設などの閉鎖空間で、以前と同様に安心して各種活動が実

施可能になると見込まれる。また、センシング情報を皮膚にフィードバック

できるアクチュエータ技術も開発し、生活空間における健全性情報の活用に

道筋をつけた。製造工程のセンシングに関して、装置内部の異常を実時間そ

の場検出できる技術を開発し、装置の異常や製品不良を未然に防ぐシステム

へと応用されることで、生産コストの削減や生産性の大幅な向上に貢献する

と期待される。センサウェアラブル化に関しては、布上に ICチップやセンサ

を低損傷実装する技術を開発し、心身快適性などの健康情報の取得実現に道

筋をつけた。これら開発技術は、高度な情報の活用による安全安心な社会の

構築に寄与するものである。 

 

その他、本研究計画で実施した内容の成果を記載する。 

・湿度等の変化により 40 μW以上の出力で発電する環境発電素子を開発し、

自律分散電源として IoTセンサの駆動が可能なことを示した。 

・光の量子的な強度揺らぎの性質を利用した高効率二光子励起光源を開発

し、従来の二光子励起顕微鏡の 2倍の蛍光効率を実現した。関連する内容に

ついて 2報の論文発表を行った。 

・試料を 3 秒以内に室温から約 3000 K まで多段ステップ状に高速加熱する

技術を開発し、広い温度域におけるエンタルピーを拡張不確かさ 2.7%で瞬時

に測定することに成功した。関連する内容について 1報の論文発表を行った

他、関連特許 1件が実施された。 

・X 線吸収分光スペクトルと小角 X 線散乱分布を同時計測するシステムを開

発し、燃料電池の触媒反応機構の解明といった用途に拡張可能な「白金ナノ

粒子の化学状態及び局所構造・外形構造の同時観測」に成功した。 
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質や材料の存

在量や空間的

分布、更に個別

構造や電子構

造等に関する

これまでにな

い情報を引き

出せる各種計

測技術の開発、

量子検出技術

の開発、新規原

子時計等の開

発を行う。 

 

 

〇非連続な技

術革新をもた

らす量子状態

制御基礎技術

の開発 

 

情報処理通信

をはじめとす

る様々な産業

分野に非連続

な技術革新を

もたらす量子

コンピューテ

ィングや量子

センシングな

どの実現に向

けて、量子デバ

イス作製技術

や周辺エレク

トロニクスを

含む量子状態

制御基礎技術

を開発する。 

〇非連続な技

術革新をもた

らす量子状態

制御基礎技術

の開発 

 

情報処理通信

をはじめとす

る様々な産業

分野に非連続

な技術革新を

もたらす量子

コンピューテ

ィングや量子

センシングな

どの実現に向

けて、量子デバ

イス作製技術

や周辺エレク

トロニクスを

含む量子状態

制御基礎技術

を開発する。 

・超伝導エレ

クトロニクス

を利用した量

子アニーリン

グマシンやシ

〇非連続な技術革新をもた

らす量子状態制御基礎技術

の開発 

 

 

 

・令和元年度までに開発し

た超伝導量子アニーリング

マシン（6量子ビット）の極

低温下における計算性能評

価を行う。 

・シリコン量子ビット素子

について、界面近傍にある

動作性能を制限するノイズ

発生源を特定する。また、

これまでに確立した 80 K

での TFET 量子ビット特性

シミュレーション技術を一

般量子ビットを対象とした

極低温下計算技術に発展さ

せる。 

・超伝導アレイ検出器搭載

の走査電子顕微鏡で、10nm

の元素分解能を実現させる

とともに、実用化に向けた

企業連携を進める。光子や

ガンマ線の大面積超伝導ア

レイ検出器用メンブレン技

 量子技術は、情報処理通信をはじめとする様々な産業分野に非連続な革新を

もたらす技術として、世界各国で戦略的に研究開発が進められている。産総

研は量子コンピューティングや量子センシングなどの実現に向けて、量子デ

バイス作製技術を含む量子状態制御基礎技術、新量子材料などの研究開発に

取り組んだ。 

超伝導量子アニーリングマシンは、D-Wave Systems社（D-Wave）によって

既に商用化されているが、実ビジネスに適用するためには、さらなる大規模

化とともに、要素回路の動作特性を支配する要因の解明が必要である。産総

研は令和元年度に、独自のアーキテクチャと製造法に基づく日本初の量子ア

ニーリングマシンの作製に成功している。令和 2年度は、極低温性能評価シ

ステムを構築し、計算性能評価を行い、6 量子ビットの量子アニーリングマ

シンの動作を 10 mKの極低温下で実証した。D-Waveを除けば、6量子ビット

規模での量子アニーリング動作に成功したのは産総研が最初である。この成

果に関連した予備実験の結果は、超伝導分野の主要国際会議 ISS及び応用物

理学会において招待講演として発表した。また、量子センシング高感度化の

ための量子コンピュータアルゴリズムを世界で初めて構築する成果も得た。

この成果を Q1ジャーナルで発表したところ、国際的に高い反響を呼び、出版

から僅か 6か月で、プレプリントも含めて 23件の引用数(Google Scholar調

べ)を達成した。 

シリコン量子コンピュータの実現に向けて、基本素子である量子ビットの

更なる高速・高忠実度動作が求められているが、ノイズがその阻害要因の一

つとなっている。令和 2年度は、シリコン量子ビット素子におけるノイズ発

生源が半導体/絶縁膜界面欠陥にあることを世界で初めて特定した。本成果

は Google Top20に該当する国際会議である VLSI Symposiumに採択された。 

また、シリコン量子ビット素子の設計技術は確立されておらず、これを実現

する素子特性のシミュレーション技術の開発が急務となっている。令和 2年

度は、令和元年度に開発したトンネル FET型シリコン量子ビット用のシミュ

レーション技術を一般のシリコン量子ビットに拡張した。基本素子の伝導特

水準を満たしている。 

目標を達成あるいは

大きく上回るとともに、

高度な目標については

達成する指針を得た。Q1

ジャーナル 19 報を含む

論文 36 報を発表した。

そのうち、量子技術に関

する 1報は僅か 6か月で

引用数が 23 件に達する

など、当該分野で高い評

価が得られた。また量子

アニーリングマシンの

集積化に優れた回路方

式やシリコン量子ビッ

トのシミュレーション

技術など、量子コンピュ

ーティングの大規模化

に向けた基盤技術を開

発した。総合的に目標水

準の成果が得られた。 

 



114 

リコン量子ビ

ット等の量子

コンピュータ

技術と、低温

CMOS 等の周辺

エレクトロニ

クス技術を開

発する。 

・既存技術の

改良では実現

できない超高

感度センシン

グや新規な情

報処理等を実

現する量子効

果デバイスの

創出に必要と

なる新材料技

術及び新原理

デバイス技術

の研究開発を

行う。 

術、ならびに 80ch周波数多

重読出し回路を開発、単位

帯域幅(1Hz)の 1/2 乗あた

り 20 pA程度の読出し雑音

を実現する。 

・新材料開発について、非

従来型超伝導材料の特異な

量子状態を利用した新原理

デバイスに向け、アンチペ

ロブスカイト型リン化物等

の非従来型超伝導材料を 2

種類以上開発する。また、

フレキシブル圧電センサー

の実現に向けて、300 pm/V

以上の圧電ひずみ効果や

10 マイクロ C/cm^2 以上

の自発分極をもつ水素結合

型有機強誘電体／反強誘電

体を開発する。 

性のシミュレーション技術を確立し、量子ビットの基本動作の再現にも成功

した。これらの成果は国際会議及び論文誌に発表した。さらに、シリコン量

子ビットの動作温度を向上させるための新規トラップ形成不純物を発見し、

同不純物を用いた量子ドット動作に成功する成果も得た。本成果に関して論

文 1報を発表した。 

これらに加えて、量子コンピュータの研究開発に関して、論文数 12報（Q1

ジャーナル 3報）、特許出願 4件の成果を挙げた。 

特異な量子状態を示す非従来型超伝導材料を利用した新原理デバイスの

開発、及び高温超伝導材料の実用化を目的として、新規超伝導体の物質開発

を行った。令和 2年度は、空間反転対称性を有しない SrPd3Pをはじめとする

アンチペロブスカイト型リン化合物超伝導体を発見した。また、高圧合成法

と計算科学を相補利用する新規物質探索手法を開発し、同手法を用いて超伝

導体 Sc20C8-xBxC20を発見した。さらに、Ca を含まない 100 K を超える臨界温

度を有する銅酸化物超伝導体を複数発見した。これらの研究成果は Q1 ジャ

ーナルに 2報が掲載され、Nature姉妹誌の Communications Materials誌に

1 報が掲載された。これらに加えて、超伝導材料の研究開発に関して、論文

数 13報（Q1ジャーナル 9報）、特許登録 1件の成果を挙げた。 

 

以上の成果のアウトカムをまとめる。 

開発した独自方式の回路は、従来技術よりも集積化の点で優れており、そ

の基本動作実証にも成功したことから、この技術を発展させることで、大規

模超伝導量子アニーリングマシンが実現できる。この実現により、従来の非

ノイマン型コンピュータでは不可能であった大規模な組合せ最適化処理が

高効率で可能となる。シリコン量子コンピュータは、超伝導量子ビット方式

に比べ、大規模集積と高温動作において有利であるという特徴がある。開発

したシミュレーション技術は、集積化のための回路設計に必要な技術であ

り、また温度特性を改善する新規不純物の発見は、シリコン量子ビットの高

温動作化につながる。これら量子コンピュータの実現が、創薬・金融・AIな

ど、様々な産業分野においてイノベーションをもたらすと期待される。 

 非従来型超伝導体は、量子計算における誤り訂正問題を解決するトポロジ

カル量子コンピューティングのプラットフォームとして期待されている。今

回新たに発見したアンチペロブスカイト型リン化合物は、空間反転対称性を

有しない特徴的な結晶構造を持った非従来型超伝導体の可能性が高く、ま

た、同物質群の多様性も豊富であることから、新原理デバイスに適した材料

が発見されることが期待される。 

 

その他、本研究課題で実施した取組の結果を記載する。 

・超伝導アレイ検出器の研究開発では、10 nm以下の元素分解能をもつ走査

電子顕微鏡を実現し、民間企業から提供された実用材料の微量元素分析を行

った。また、光子やガンマ線検出用素子はメンブレン構造を改良し、80 ch周

波数多重読出し回路の動作を確認するとともに、計画にある目標 20 pA/√Hz

を上回る世界最良の 9 pA/√Hz@40ch の低雑音読出を実現し、Q1ジャーナル
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に１報が掲載された。 

・フレキシブル圧電センサの実現に向けて、有機ピエゾ材料として水素結合

型有機強誘電体／反強誘電体の開発に取り組んだ。高い圧電定数を有する高

性能な有機ピエゾ材料は、人に不快感を与えない軽量で柔らかいバイタルセ

ンサを実現するための基盤材料として期待されているが、実用化には既存の

硬い無機ピエゾ材料と同等の圧電定数 300 pm/V の実現が求められている。

しかし、既存の有機ピエゾ材料の圧電定数は高々高分子で 70 pm/V、低分子

系でも 100 pm/Vであり、有機材料で圧電定数 300 pm/Vの実現は非常に高い

目標である。その目標を達成するため、材料開発の指針となる強誘電体の相

転移近傍における格子変化の詳細な解析を行ったところ、300 pm/Vを実現す

る材料開発の指針を得たが、その材料作製には競合し合う結晶相を精密に制

御できる高度な結晶構造設計が必要であることも分かり、その技術開発に着

手した。また、水素結合の重水素化による分極増強を図り、自発分極が 10 

µC/cm2に達する有機強誘電体を実現した。これらに関連して、Q1ジャーナル

3報、総合報告としてレビュー論文 1報を発表した。 

 

 

〇バイオもの

づくりを支え

る製造技術の

開発 

 

動物個体や動

物細胞を利用

した新たなバ

イオ素材、医薬

品化合物の探

索、新規製造方

法の確立をす

るとともに、新

しいバイオ製

品を生み出す

次世代ものづ

くりのための

シーズ発掘お

よび基盤技術

開発を行う。 

〇バイオもの

づくりを支え

る製造技術の

開発 

 

動物個体や動

物細胞を利用

した新たなバ

イオ素材、医薬

品化合物の探

索、新規製造方

法の確立をす

るとともに、新

しいバイオ製

品を生み出す

次世代ものづ

くりのための

シーズ発掘及

び基盤技術開

発を行う。今後

の社会情勢や

マーケティン

グにより変更

される可能性

はあるが、現時

点では次の研

〇バイオものづくりを支え

る製造技術の開発 

 

 

 

・ゲノム情報では説明でき

ないエピジェネティック病

態モデルを哺乳類細胞で構

築する。 

・診断法および治療法開発

への応用を目指し、がんサ

ブタイプに特徴的なタンパ

ク質上糖鎖修飾を同定す

る。また、慢性疾患の診断

や治療効果の指標となるタ

ンパク質上糖鎖修飾を同定

し、プローブとなる抗体を

開発する。" 

"・生物を用いた機能物質生

産システムおよび物質分解

システムの評価系を確立す

るために、種々の環境条件

を反映させた測定系を構築

する。 

・動物細胞アッセイ系を用

いて食品等の生物由来の新

 バイオものづくり技術の開発において、シーズとなりうる生命現象の探究を

継続的に遂行することが必須である。令和 2年度は主に下に記載する年度計

画に沿って研究に取り組んだ。 

・診断法及び治療法開発への応用を目指し、がんサブタイプに特徴的なタン

パク質上糖鎖修飾を同定する。また、慢性疾患の診断や治療効果の指標とな

るタンパク質上糖鎖修飾を同定し、プローブとなる抗体を開発する。 

AMED「糖鎖利用による革新的創薬技術開発」事業において、健康状態によ

って変化する細胞表面の糖タンパク質の糖鎖構造を創薬標的と考え、標的分

子探索技術、糖タンパク質の構造を解析・可視化する技術、及び標的候補と

なる糖タンパク質の糖鎖構造の変化を認識する抗体を取得する技術を開発

した。さらに臨床機関と連携して 12 の疾患を対象として疾患試料から標的

となる分子を探索し、抗体の取得を試みた。また、データ共用や成果発表の

ためのレポジトリとして開発した糖鎖関連のポータルサイトに関する論文

を Nature Methods（Nature Index 収録のハイレベルな Q1 ジャーナ

ル,IF:30.822)にて発表し、新聞などでも 6件取り上げられた。さらに複数の

企業との共同研究が開始された。分子標的薬の開発では創薬標的の枯渇が深

刻な問題となっているが、本研究成果により、今後製薬企業等による新規分

子標的薬の開発が進むことが期待される。 

・動物細胞アッセイ系を用いて食品等の生物由来の新規機能性成分を探索

し、同定する。 

肥満症の予防や改善法の開発を目的として脂肪細胞の分化抑制作用を有

する天然化合物の探索を行い、タイ産ハーブに含まれる新規抗肥満成分を同

定した。 

・生物を用いた機能物質生産システム及び物質分解システムの評価系を確立

するために、種々の環境条件を反映させた測定系を構築する。 

本研究開発の主な成果は、「海洋プラスチック等に関する生分解性プラス

水準以上に達成してい

る。 

令和 2年度計画してい

た 4つの課題について基

盤となる技術シーズを

創出し、Nature Indexに

収録された論文誌を含

む Q1 ジャーナルに論文

が掲載された。一部は新

聞に取り上げられ社会

の注目を集めた。さら

に、令和 2年度の当初計

画にない追加課題も推

進し、Nature Indexに収

録されたハイレベルな

Q1 ジャーナルに複数の

論文を発表し、世界のメ

ディアに取り上げられ、

多くの反響を得た。総合

的に目標の水準を超え

る成果が得られた。 
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究開発が見込

まれる。 

・モデル生物・

細胞を用いて

病態メカニズ

ムの解明を進

めると共に疾

病診断・治療の

ための技術開

発を行う。 

・新機能・高機

能を有するタ

ンパク質・核

酸・生理活性物

質等の生体物

質の探索・開

発、それらの生

物機能・分子機

能の解明及び

利用技術の開

発を行う。 

規機能性成分を探索し、同

定する。 

チック材料等の合成・評価技術の標準化」に記載したので割愛する。その他

の成果として、ウミホタル由来の発光物質を利用することで従来法よりも簡

便に糖タンパク質量を測定できる技術を見出した。 

・ゲノム情報では説明できないエピジェネティック病態モデルを哺乳類細胞

で構築する。 

エピジェネティック修飾の人為的な調節による神経疾患の病態モデル細

胞構築を目指す研究に取り組み、同定した天然由来成分がヒトの脳の神経細

胞の産生を促すこと、エピジェネティクス制御機構を介して神経分化を促進

することなどを見出した。 

上記 3 つの項目について全て年度計画を達成し、Q1 ジャーナルとして 18

報が掲載された。総じて、研究成果の新規性の観点から大きなインパクトの

ある成果が得られた。 

 

さらに、年度計画には記載していないが、下記 2課題についても成果が得

られたため追加で報告する。 

・革新的ながん複合免疫療法薬の開発 

免疫チェックポイント阻害薬はがん治療の新たな潮流として世界中で注目

されているが、重篤な副作用が懸念され高額であることが課題となってい

る。本研究では、メソポーラスシリカなどをアジュバンドとして併用するこ

とにより、免疫チェックポイント阻害薬の使用量を標準治療の 1/10 に減少

しても標準治療と同等の抗がん免疫効果が得られることを動物試験で示し

た。本成果は Nature Indexに収録されたハイインパクトな Q1ジャーナル 2

誌（Nature Communications及び Chemical Communications）に掲載され、世

界の複数の電子メディアによって報告された。また、 Chemical 

Communications 誌の裏表紙において有望な技術として紹介された。今後本技

術をヒトに応用することで大幅な医療費削減と安全性向上、がん治療の高度

化が期待される。 

・天然化合物骨格改変技術の確立 

上市されている医薬品の 6割は天然物を元に開発された化合物であるが、

骨格の改変が極めて困難であるという問題を抱えている。そこで、AMED事業

「革新的中分子創薬技術の開発／中分子製造技術の開発」において革新的創

薬モダリティーとなる天然化合物骨格改変技術を開発し、デザイン通りに新

規化合物及び誘導体を生産する技術を確立した。本技術を用いて作製した骨

格改変化合物の中から、強力な生理作用発現機序を示す新規誘導体を見出す

ことにも成功した。本研究成果は Nature Index収録のハイインパクトな Q1

ジャーナルである Nature communications誌に掲載され、AMED研究のトピッ

クスとして掲載された。今後、技術高度化による革新的中分子化合物ライブ

ラリーの拡充や、企業における新薬候補化合物創出への応用に繋げていく。 

 

 

〇先進バイオ

高度分析技術

の開発 

〇先進バイオ

高度分析技術

の開発 

〇先進バイオ高度分析技術

の開発 

 

 少子高齢化社会における医療ニーズは今後ますます高まることが予想され、

次世代の医療に資する高度診断技術や創薬支援技術に関連する基盤技術の

開発が必要とされている。令和 2年度は主に下に記載する年度計画に沿って

水準以上に達成してい

る。 

令和 2年度に計画して
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バイオ関連技

術における測

定・解析を含め

た評価技術の

高速・高感度化

やこれまで困

難とされた生

体物質の測定

を可能とする

新規な技術開

発を推進し、バ

イオ医薬品の

品質管理技術

の高度化、バイ

オ計測標準技

術に加えこれ

からのバイオ

ものづくりな

どへのサポー

トを展開する。 

 

バイオ関連技

術における測

定・解析を含め

た評価技術の

高速・高感度化

やこれまで困

難とされた生

体物質の測定

を可能とする

新規な技術開

発を推進し、バ

イオ医薬品の

品質管理技術

の高度化、バイ

オ計測標準技

術に加えこれ

からのバイオ

ものづくり等

へのサポート

を展開する。今

後の社会情勢

やマーケティ

ングにより変

更される可能

性はあるが、現

時点では次の

研究開発が見

込まれる。 

・生体や細胞

の生体分子及

びこれらに作

用する物質等

の動態につい

て分子レベル

で解析・評価す

る技術を開発

する。 

・バイオ素材

の製造工程に

おける素材の

評価及び製造

 

・生体物質や疾患関連物質

の解析系を構築する。さら

に、解析結果の再現性・信

頼性や、研究・検査機関間

のデータの比較互換性を高

めるための分析プロトコル

の標準化に向け、その基盤

を確立する。 

・細胞や個体中の生体関連

物質等の動態や作用機序に

関する評価技術の開発を目

的として、細胞操作や細胞

の活動状態の可視化技術の

開発を行う。" 

"・産総研独自の溶液 NMRや

電子顕微鏡等の分析技術を

高度化し、バイオ医薬品の

品質管理に活用するための

測定手法を確立する。それ

らの分析技術を利用して、

バイオ医薬品の品質に関わ

る物質変化の過程を評価す

る。 

研究に取り組み、124報（うち 54報は Q1ジャーナル）の論文が掲載された。 

・生体物質や疾患関連物質の解析系を構築する。さらに、解析結果の再現性・

信頼性や、研究・検査機関間のデータの比較互換性を高めるための分析プロ

トコルの標準化に向け、その基盤を確立する。 

疾患関連物質の解析系を構築するために、質量分析を用いたウイルスタン

パク質の網羅的同定技術を開発し、単純ヘルペスウイルス（HSV）ゲノム情報

からは想定されなかった 9 つの新規 HSV タンパク質の同定に成功した。ま

た、新たに発見した HSV タンパク質の 1 つが、HSV が引き起こす病態の一種

である「ウイルス性脳炎」の発症をコントロールする病原性因子であること

を見出し、脳炎発症の仕組みを解明した。東京大学との共同研究により推進

し、産総研はウイルスタンパク質同定技術の開発を担った。研究成果は

Nature Communications誌（ハイインパクトな Q1ジャーナル）に共同筆頭論

文として掲載された。本研究により開発された新しいウイルス遺伝子の解読

法は、新型コロナウイルスの遺伝子解読などさまざまなウイルス研究に応用

展開され、人類の感染症克服に貢献することが期待される。 

糖鎖の特徴的な構造を解析する新しい糖鎖プロファイリング技術を用い、

皮膚の老化に伴って幹細胞の糖鎖修飾パターンが変化することを発見した。

また、老化型の糖鎖パターンを持つ皮膚幹細胞では、細胞の増殖が顕著に低

下した。研究成果は Aging Cell誌（Q1ジャーナル）に掲載、プレスリリー

スされ、Web ニュースにとりあげられた。本技術は糖鎖変化を利用した皮膚

幹細胞の老化状態の検出や老化の制御へとつながり、再生医療の産業化に貢

献することが期待される。 

・細胞や個体中の生体関連物質等の動態や作用機序に関する評価技術の開発

を目的として、細胞操作や細胞の活動状態の可視化技術の開発を行う。 

シングルセル解析技術を改良することで、分裂酵母細胞が休眠から目覚め

る際の遺伝子の発現状態の変化について解明した。その結果、休眠打破に重

要とみられる遺伝子を網羅的に見つけ出し、それらの中でも一部の遺伝子の

変動が極めて重要な役割を果たすことを明らかにした。研究成果は Nature 

Communications 誌（ハイインパクトな Q1 ジャーナル）に掲載された。さら

に、日本経済新聞電子版等で報道された。 

細胞や個体中の生体関連物質の評価技術の開発に関し、実際の臓器と似た

構造の血管をもつ組織を人工的に作る技術を開発した。血管を通じて培養液

を流すことで、酸素や栄養を供給して大きな組織を維持したり、試験の対象

である薬剤を流し入れたりすることができるため、創薬や再生医療分野への

貢献が期待される。研究成果は Scientific Reports誌（Q1ジャーナル）等

に掲載され、日経産業新聞や日経サイエンス誌、他 7件に取り上げられるな

ど、社会的に大きな反響を得ている。 

・産総研独自の溶液 NMRや電子顕微鏡等の分析技術を高度化し、バイオ医薬

品の品質管理に活用するための測定手法を確立する。それらの分析技術を利

用して、バイオ医薬品の品質に関わる物質変化の過程を評価する。 

産総研独自の溶液 NMRを用いた分析技術を利用し、創薬ターゲット分子の

中の隠れた創薬標的部位「クリプトサイト」が平衡状態の中でわずかな確率

いた３つの課題につい

て基盤となる技術シー

ズを創出し、ハイインパ

クトな Q1 ジャーナルに

複数件掲載された。その

一部は多数のメディア

に取り上げられて社会

の注目を集めた。さら

に、令和 2年度の当初計

画にない追加課題も推

進し、Q1ジャーナルに掲

載されるとともにプレ

スリリースにて多くの

反響を得た。総合的に水

準以上に達している。 
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管理を効率化

するための標

準物質開発や

標準検査法を

開発する。 

で存在することを発見した。同定したクリプトサイトを安定に存在させる変

異体を設計し、医薬品候補化合物の探索を容易にする新たな戦略を確立し

た。研究成果は Science Advances誌（ハイインパクトな Q1ジャーナル）に

掲載された。担当した研究者は日本核磁気共鳴学会の進歩賞を受賞した。製

薬企業との共同研究において推進した研究であり、医薬品候補化合物の探索

効率を向上させる新技術として社会実装され、新規治療薬の開発への貢献が

期待される。 

 

さらに、年度計画には記載していないが、下記の課題についても成果が得

られたため追加で報告する。 

・ゲノム編集をコントロールする核酸分子の開発 

ゲノム編集技術は生物学、医薬分野で大きく注目されているが、偶発的な

ターゲット外のゲノム配列の変異・欠失を抑制することがゲノム編集技術の

安全性を担保する上で大きな課題となっている。令和 2年度の追加課題とし

て、ゲノム編集酵素の活性をコントロールする核酸分子を開発した。この核

酸分子を細胞内に導入することにより、より正確にゲノム編集ができること

を実証した。研究成果は Nucleic Acids Research誌（Q1ジャーナル）に掲

載された。また、プレスリリース（令和 2年 10月 30日）で多くの反応があ

り、日本経済新聞他 3 件の新聞、Web メディアで報道された。原理的に様々

なゲノム編集酵素に適用可能なため、医療、品種改良、診断など、ゲノム編

集を利用する様々な分野での利用が期待される。 

 

 

〇データ連携

基盤の整備 

 

産総研の研究

活動の結果ま

たは過程とし

て取得された

データおよび

外部のオープ

ンデータを、オ

ンラインアク

セスが可能な

形式でデジタ

ルデータ群と

して情報シス

テムとともに

整備し、知的資

産を体系化、組

織化すること

で社会の基盤

〇データ連携

基盤の整備 

 

産総研の研究

活動の結果又

は過程として

取得されたデ

ータ及び外部

のオープンデ

ータを、オンラ

インアクセス

が可能な形式

でデジタルデ

ータ群として

情報システム

とともに整備

し、知的資産を

体系化、組織化

することで社

会の基盤的価

〇データ連携基盤の整備 

 

 

・オープンサイエンスに資

するデータに関する各種取

り決めを策定・管理・運用

する体制を整備する。 

・ABCIが提供するクラウド

ストレージをデータ基盤と

して活用し、集められたデ

ータを体系的に管理し、安

全に使いやすく提供するた

めの方法を確立する。デー

タ連携機能のプロトタイプ

を実現し、限定公開を目指

す。 

・歩行データを新たに50例

以上計測するとともに、既

存の顔表情データ等と併せ

て身体・運動に関するデー

 データ駆動型のデジタル社会を進展させるには、データ連携が重要となる。

そのためは、集められたデータを体系的に管理し、安全に使いやすく提供す

ることが可能なデータ連携基盤の整備が求められる。 

令和 2年度の主な成果は下記の 3点である。 

① オープンサイエンスを目的とした産総研のデータ公開・運用体制の整備

（データポリシー、要領） 

② データ連携プラットフォーム整備に向けた ABCI 上のデータ連携機能の

強化 

③ 各種デジタルデータとしての歩行データの計測・蓄積 

 

①については、産総研の研究成果、成果創出の過程で取得したデータを広

く社会で活用するために、研究データポリシーを外部公開するとともに、研

究データを管理・運用するための要領の策定を進めた。 

②については、ABCIが提供するクラウドストレージを活用した、データ連

携機能のプロトタイプ開発を完了し、限定公開を行なった。また、開発した

データ連携機能を元に日立製作所との共同研究を進め、自社運用（オンプレ

ミス）計算環境と外部運用（クラウド）の計算環境をシームレスに連携させ

て運用するクラウドバースティング技術を開発した。本成果はプレスリリー

スにて公開した(令和 2年 12月 14日)。ABCIが提供するクラウドストレージ

では、データや通信の暗号化・細粒度のアクセスコントロールが採用されて

水準以上に達成してい

る 

データ連携基盤に関

して、ポリシーの公開、

プラットフォーム基盤

の技術的改良、世界最大

規模の歩行 DB の拡充・

公開といった多面的な

観点からの基盤強化を

実現した。また、その過

程及び結果において、AI

のベンチマークで世界

最高性能達成、論文とし

ては（Q1ジャーナル 8報

含む）19報の掲載を達成

し、学術界/産業界に対

する高いプレゼンスが

示せている。プレスリリ

ースも 4件行なった。こ

れらの成果より、基盤的
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的価値の提供

を行う。 

値の提供を行

う。今後の社会

情勢やマーケ

ティングによ

り変更される

可能性はある

が、現時点では

以下に取り組

む。 

・研究データ

を広く社会で

活用するため

のポリシーを

策定し、FAIR

原則に則った

公開方法を構

築し、それに従

ってデータの

積極的な公開

を進める。 

・AI の実社会

応用のための

データ連携基

盤として、集め

られたデータ

を体系的に管

理し、安全に使

いやすく提供

することが可

能なオープン

イノベーショ

ンプラットフ

ォームを整備

する。 

・さまざまな

産業で利用可

能な人の身体・

運動・生活に関

するデジタル

データ群を整

備する。 

タの一般公開に向けた情報

提供環境を整備する。 

いることにより安全性が担保され、デファクトスタンダードの APIの採用に

より利便性も担保される。 

データ連携基盤となる ABCI の処理能力強化として、理化学研究所と富士

通株式会社と共同で、数 TB 級の巨大データを用いた大規模機械学習処理を

高速化するライブラリ及び AI フレームワークの開発を進めた。開発した技

術を ABCI 及びスーパーコンピュータ規模の処理を必要とする大規模機械学

習処理のベンチマークである MLPerf HPC ベンチマークに適用した結果、他

のスパコン拠点に圧倒的な大差をつけて世界最速記録を達成した。本成果

は、HPC分野トップ国際会議 SC20で発表するとともに、プレスリリースにて

公開した(令和 2年 11月 19日)。なお、ABCIの令和 2年度の利用実績では、

2,000人以上の利用者数を記録しており、広く活用されていることがわかる。 

③については、主に歩行データの収集を行った。歩行は人のもっとも基本

的な移動手段であり、歩容には様々な疾患リスク等が反映されていることが

知られている。具体的には、（ア）実験室での詳細歩行データ計測を 20名新

たに追加して、世界最大規模の歩行データベースに対して更にデータを追加

して、累計 459名分となった。（イ）日常生活で利用可能な簡易センサによる

歩行データ計測としては、16名を対象に、日常生活で利用可能な簡易センサ

を用いて、計 22,265件の歩行データを計測した。（ウ）データの一般公開に

向けた情報提供環境を整備した。 

 

その他、本研究課題で実施した取組の成果を記載する。 

研究データの公開事例として、人工衛星だいち 1号に搭載された合成開口

レーダーPALSARが計測したデータの画像処理を行い、森林の伐採や農地の変

化、建造物の消失といった広範囲な地表面の時系列変化に関するデータの公

開を行なった。このデータは人工知能研究センターの公開サイトにて、完全

なオープン＆フリーポリシー（CC BY）で公開した。本成果は、プレスリリー

スにて公開した(令和 2年 5月 22日)。 

農林水産省との共同研究では、人工衛星を元にした作成された農地の区画

情報（筆ポリゴン）に対して、深層学習に基づく形状変化を自動抽出する技

術を開発し、従来５年を要していた区画情報の更新を 1年で行うことが可能

となった。この区画情報は、オープンデータとして公開されており、農地情

報のデジタルインフラとしてスマート農業等での活用が期待される。本成果

は、プレスリリースにて公開した(令和 2年 7月 10日)。 

研究データポリシーの公開及びデータ運用体制の整備は、産総研の研究デ

ータの活用につながるだけではなく、研究データの活用方法を社会に広める

ことで、研究のオープンサイエンス化を推進することが期待される。 

データ連携に活用されるクラウドバースティング技術は、異なる計算環境

においても、計算環境の違いを意識することなく、AIによる処理・分析を可

能にする。したがって、オンプレミスの使いやすさと ABCIをはじめとするク

ラウドの大規模な計算資源の活用を両立することが期待される。開発した大

規模機械学習処理を高速化するライブラリやAIフレームワークは、今後ABCI

上で利用可能にするとともに一般公開する予定である。これにより、大規模

技術の開発において、目

標の水準を超える成果

が得られたと評価する。 
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機械学習の活用が容易となり、シミュレーション結果の解析による異常気象

の検出や宇宙物理学上の新たな発見への応用が期待される。 

産総研の歩行データベース※は、実験室で計測した歩行データのデータベ

ースとして世界最大規模であり、国内外で広く利用されている。令和 2 年 4

月 1日から 12月 31日までの間に、国内から 75件、海外から 15件の利用申

請があった。歩行データベースと併せて一般公開に向けた情報提供環境に含

む予定の AIST顔データベースについては、令和 2年度において 24件のデー

タ提供を実施した。 

※ https://unit.aist.go.jp/harc/ExPART/GDB2019.html 
 

 

（２）標準化活

動の一層の強

化 

 

IT/IoT 化等

により異分野

の製品が繋が

るスマート化

に関する標準

化テーマが増

加する中、これ

らを従来の業

界団体を中心

とした標準化

活動で進める

ことは難しい。

このため、「標

準化推進セン

ター（仮称）」

を新設し、領域

横断的な標準

化テーマ等に

積極的に取り

組むとともに、

研究開発段階

からの標準化

活動の推進や

研究領域に係

る外部からの

標準化相談に

対する調整機

能等を担う体

（２）標準化活

動の一層の強

化 

 

IT/IoT 化等

により異分野

の製品が繋が

る等、スマート

化に資する領

域横断的な標

準化テーマが

増加し、従来の

業界団体を中

心とした標準

化活動が難し

い状況にある。

このため「標準

化推進センタ

ー（仮称）」を

新設し、領域横

断的な分野等

の標準化に積

極的に取り組

むとともに、産

総研全体での

標準化活動全

般の強化に取

り組む。 

その際、研究

開発段階から

の標準化活動

として、パワー

（２）標準化活動の一層の

強化 

 

 

・「標準化推進センター（仮

称）」を新設する。当該セン

ターにおいて、領域横断的

な分野等の標準化テーマの

選定を行い、その標準化に

着手するとともに、産総研

の研究者から提案される標

準化の支援の強化に取り組

む。 

・標準化専門人材（仮称）

の職制の新設等により、産

総研内外からの標準化相談

に対応する窓口機能を整備

し、外部の標準化ニーズと

所内研究シーズのマッチン

グ等を通じて標準化活動の

支援を行う。 

・国際標準化委員会等への

議長やエキスパート等の派

遣を支援し標準化活動を主

導する。 

○標準化活動の一

層の強化に取り組

んでいるか 

・標準化活動の取

組状況 

等 

・令和 2年 7月に標準化推進センターをイノベーション推進本部に新設し、

デジタルアーキテクチャ推進センター情報標準化推進室と連携して、産総研

の標準化活動を牽引する体制を強化した。 

具体的には、領域研究戦略部長等をメンバーとする標準化戦略会議を 2回

開催した（令和 2 年 9 月 30 日及び令和 3 年 3 月 11 日）。また、海洋プラス

チックに関する標準化といった、政策的ニーズや産業界のニーズに対応した

ニーズ主導の領域横断的な分野の標準化テーマを 5件、産総研の研究者から

提案された研究成果に対応する標準化テーマを 3件、それぞれ選定し予算支

援等を行った。加えて、経済産業省標準化委託事業（令和 3年度開始予定）

へのテーマ提案を支援するなど、標準化の支援を強化した。 

 

・研究開始段階から戦略的な標準化に向けた支援活動等を行う体制整備とし

て、産総研内外からの標準化ニーズに応えるべく標準化相談窓口を設置する

とともに、令和 2年 7月に新設した標準化の専門人材「標準化オフィサー」

を中心に、積極的に相談窓口からの標準化相談への対応を開始した。具体的

には、48 件（うち外部からの相談 16 件）の相談に対応し、標準化オフィサ

ーの専門知識と経験を活かして標準化ニーズと産総研の人材や技術シーズ

とのマッチングを 7件行った。また、標準化を実現するための戦略及び規格

活用の普及策等の支援について検討を開始した。さらに、産総研内における

標準化ネットワーク構築のため「標準化の会」（会員数 327名）を組織し、標

準化活動における情報共有と標準化への意識啓発を図る活動を開始した。 

 

・産総研内の標準化活動の実績についてモニタリングを開始し、標準化活動

状況を把握した。国際標準化委員会等の議長やコンビーナ等として延べ 64名

の産総研職員が活動し、国際標準 25 件、国内標準 9 件の標準化提案を行っ

た。また、コロナ禍で対面での国際会議が開催されないなか、当該委員会等

の議長やコンビーナ等が、オンライン会議等で標準化活動を主導している現

状を確認した。さらに、国際標準化機構（ISO）や国際電気標準会議（IEC）

の新規活動分野において、日本主導での標準化活動が展開できるように、将

来的に国際議長やコンビーナとしての活躍が見込まれる産総研からのエキ

スパート人材の選定及び参加調整を行った。 

領域横断的な標準化や、

産総研全体での標準化

活動全般を強化する取

組を、年度計画通り実施

した。標準化推進センタ

ーを新設し、領域横断的

な標準化テーマを選定

して、その標準化に着手

するとともに、研究者か

ら提案される標準化の

支援の強化に取り組ん

だ。また、産総研内外か

らの標準化相談に対応

する窓口機能及び標準

化専門人材として「標準

化オフィサー」を新設す

ることにより、標準化ニ

ーズと所内研究シーズ

のマッチング等を通じ

て標準化活動の支援を

行った。 
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制の整備など、

産総研全体で

の標準化活動

全般の強化に

取り組む。 

 

デバイス、パワ

ーデバイス用

ウェハに関す

る標準化や再

生可能エネル

ギーの主力電

源化に向けた

標準化、デジタ

ル・サービスに

関する標準化、

機能性材料等

の再資源化及

び評価技術の

標準化、海洋プ

ラスチック等

に関する生分

解性プラスチ

ック材料等の

合成・評価技術

の標準化、土壌

汚染等評価・措

置に関する各

種試験方法の

標準化、水素の

効率的利用を

実現する計量

システムの標

準化等を推進

する。 

また、研究領

域に係る外部

からの標準化

相談に対する

調整機能等を

担うため、標準

化専門の職制

を新設して研

究開始段階か

ら戦略的な標

準化に向けた

支援活動等を

行う体制を構



122 

築する。また、

国際標準化委

員会等へ議長

やエキスパー

ト等を派遣す 

ることで標準

化活動を主導

していく。 

 

 別紙 

 

２．標準化の推

進 

〇パワーデバ

イス、パワーデ

バイス用ウェ

ハに関する標

準化 

 

SiC ウェハの

評価方法に関

する国際標準

化により、次世

代パワーデバ

イス応用の早

期実現を促す。 

２．標準化の推

進 

〇パワーデバ

イス、パワーデ

バイス用ウェ

ハに関する標

準化 

 

SiC ウェハの

評価方法に関

する国際標準

化により、次世

代パワーデバ

イス応用の早

期実現を促す。

今後の社会情

勢やマーケテ

ィングにより

変更される可

能性はあるが、

現時点では以

下に取り組む。 

・SiCウェハの

評価指標を明

確化し、デバイ

ス製造を支え

る評価技術と

して産業界に

広く提供する。

さらに、高性能

パワーデバイ

スの性能評価

２．標準化の推進 

〇パワーデバイス、パワー

デバイス用ウェハに関する

標準化 

 

 

 

 

・SiC エピ欠陥の非破壊試

験法に関する IEC 規格の成

立と、関連技術の新規提案

を行う。また当該規格に準

拠したウェハ品質検査の

SiC 量産試作ラインでの運

用を開始する。 

 機器応用の早期実現を促進する観点から、SiC ウェハの評価方法に関する国

際標準の整備を進めている。国際標準開発事業（平成 27～29 年度；昭和電

工、住友電気工業と共同提案）での SiCウェハ欠陥判別試験法の IEC国際標

準化、国際共同開発・普及促進事業（平成 30～令和 2年度；東レリサーチセ

ンターと共同提案）での SiCウェハ品質に関する第三者試験機関設置の検討、

つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション（TPEC）材料評価技術開

発プロジェクト（平成 30年度～継続中）などを通じ、これまでに 4件の国際

規格を提案した。そのうち 3 件が成立し、1 件は成立に向けた活動に移行し

た。 

令和 2 年度は、SiC エピ欠陥の非破壊試験法に関する IEC 規格 1 件

（IEC63068-3）が国際標準として正式に採用された。社会的にインパクトを

与えることが期待される。さらに、関連技術について IEC に新規 1 件

(IEC63068-4)を提案するとともに、当該規格に準拠したウェハ品質検査を

SiC量産試作ラインに適用し、運用を開始した。 

上記活動の成果として提案された非破壊検査法によるウェハ品質とデバ

イス信頼性の関係把握を通じた製造技術の改善は、我が国の産業界が国際的

優位性を保つ上でも重要である。 

機器応用の早期実現に向け、市場流通する材料・部品及び製品の品質や性

能を的確に評価する技術は必須であることから、国際標準の整備に取り組ん

でいる。まず、ウェハ品質の評価手法の国際標準化を進め、SiC ウェハの欠

陥判別試験法の IEC国際標準化を進めた。（非破壊検査である本提案手法は、

産業界での活用との親和性も高い。）そして、SiCウェハ品質に関する第三者

試験機関設置の検討につなげ、当該技術の普及や産業界における製品開発促

進の下支えを図っている。 

これまでに 4 件の国際規格を提案し、IEC 規格 3 件を成立させている。（1

件は IEC 化に向けた活動に移行の段階。）また、産業界での広範な利用を進め

る観点から、当該規格に準拠したウェハ品質検査を産総研内の SiC量産試作

ラインに適用し、運用を開始した。 

パワーエレクトロニクスは社会インフラを支える技術であることから、信

頼性不良による社会的・経済的損失が大きい。このため、ウェハ、デバイス、

応用機器の各段階での品質や信頼性の評価法の整備が肝要である。材料から

応用機器に至る広範囲での検討を進めている産総研で得られた本研究の成

水準以上を達成してい

る。 

目標をすべて達成し

た上に、将来の高効率デ

バイスの普及に欠かせ

ない SiCに関する国際標

準化を 1 件成立、1 件提

案という成果を上げた。

この成果は、我が国の産

業界が国際的優位性を

保つ上でも重要である

ことより、総合的に目標

の水準を超える成果が

得られたと評価する。 
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手法の整備を

進め、応用機器

開発の高度化

を図る観点か

ら、産業界への

評価手法の普

及と国際標準

化を進める。 

 

果・知見は、デバイス、応用機器の品質や信頼性を把握する基盤にもなる極

めて有用なものであり、我が国の産業界が国際的優位性を保つ上で重要であ

る。 

 

 

〇再生可能エ

ネルギーの主

力電源化に向

けた標準化 

 

再生可能エネ

ルギーの主力

電源化のため

に、分散型電源

システム及び

系統連系に関

する国際標準

化を推進する。 

〇再生可能エ

ネルギーの主

力電源化に向

けた標準化 

 

再生可能エネ

ルギーの主力

電源化のため

に、分散型電源

システム及び

系統連系に関

する国際標準

化を推進する。

今後の社会情

勢やマーケテ

ィングにより

変更される可

能性はあるが、

現時点では以

下に取り組む。 

・変動性の問

題を解決する

ため、マイクロ

グリッドを制

御するエネル

ギー変換機器

の高度化、蓄エ

ネルギーに関

わる制御技術、

調整力となる

分散電源シス

テムの高度化

等に関わる標

〇再生可能エネルギーの主

力電源化に向けた標準化 

 

 

 

・分散電源システム高度化

に係わる、国内のグリッド

コード改訂およびロードマ

ップ策定の議論に参画し、

エネルギー変換機器等の制

御技術および分散電源のア

グリゲーション関連要素技

術の試験法を開発し、海外

研究機関と連携して標準化

を進める。 

 太陽光発電と風力発電は時空間的な出力変動を伴うため、電力需要とのマッ

チングを図るための調整能力が電力ネットワークに求められている。再生可

能エネルギーの導入効果を最大化する技術開発のため、分散型電源システム

及び系統連系に関する国際標準化を推進した。民間企業及び認証機関と共に

試験方式の開発と試験実績を積むことで、我が国の分散電源の研究開発プラ

ットフォームを構築した。以下では、目標に対する主要な実績・成果を紹介

する。 

スマートインバータに関しては、その系統安定化支援機能が適切に働くこ

とを確認する試験方式を開発しており、大型スマートインバータ（500 kW）

に対する国内初の試験に続き、家庭用スマートインバータに対する試験を行

った。この結果により沖縄県宮古島市の配電系統に国内で初めて連系される

見込（令和 3年 6月以降予定）となった。これらの試験の積み重ね、及び我

が国の分散電源の研究開発プラットフォームを構築したことで、国際電気標

準会議（IEC） TC82（太陽光電池システム）等において、分散電源の系統連

系に係る国際標準規格の提案・審議に繋がった。具体的には、分散電源の系

統連系要件（IEC TS 62786）に対し、太陽光発電に特化した追加要件の規格

草案（CD）を審議（IEC TS 62786-2、62786-20）した。さらに、太陽光発電

システムにおけるパワーコンディショナ（PCS）の効率を実際の気象環境に近

づけて評価するための動的効率試験法（IEC TS 63156）が国際標準として正

式に採用された。この正式採用により、社会的に大きなインパクトを与える

ことが期待される。 

 

上記の令和 2年度計画に対応する取組に加えて、各種新型太陽電池の高精

度な性能評価のための一次基準校正技術開発を行い、最高校正能力を 0.5％

オーダー（k=2）に向上させることができた。また、我が国の太陽電池の性能

に係る国際相互承認のトレーサビリティ証明となる校正証明書を発行して

いる鉱工業分野の依頼試験（基準太陽電池の校正）のラボラトリの能力認定

規格の改正に伴い、品質マネジメントシステムの改正と国際比較によって移

行審査を完了し、ISO/IEC 17025：2017での継続認定の承認を得た。 

さらに、水素を電解生成するための高温水蒸気電解の開発も併せて実施し

た。その結果、電解セルの性能向上については、正極について運転温度

700 ℃、電流密度 0.2 A/cm2で界面抵抗を 0.065 Ωcm2まで低減させること

が可能になった。これにより電解電流密度をサーモニュートラル条件下で従

水準を大幅に超えて達

成している。 

目標をすべて達成し

た上に、国際標準化を 1

件成立、2 件審議中とい

うめざましい成果を上

げた。目標に深く関連す

る課題：各種新型太陽電

池の高精度な性能評価

のための一次基準校正

技術開発も実施し、1 件

の国際標準化継続認定

の承認を得たとともに、

水素を電解生成するた

めの高温水蒸気電解の

開発においても、国際規

格化へ向けた体制を構

築した。以上より、総合

的に目標の水準を大幅

に超える成果が得られ

たと評価する。 
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準化に資する

研究開発を行

う。 

来の 0.5 A/cm2程度から 2 A/cm2程度まで向上できる可能性が得られた。本

研究で作成した電解セル試験方法をもとに、日本工業会などと国際規格化へ

向けた体制を構築した。 

PCS の電力変換効率を、従来の定格効率では無く、利用場所の気象条件を

基にしたエネルギー効率で示す方式を開発し IEC TS 63156として発行させ

たことで、輸出先国においてより高性能な PCSを開発し、他国メーカとの差

別化により輸出競争力を高めることが可能となった。PCS の将来の市場では、

蓄電池と組み合わせて電力系統の電力供給の安定化に資する次世代型（スマ

ートインバータ）が主流となる。スマートインバータの導入普及を促進する

ために重要なグリッドコードに関する審議の中で、スマートインバータを外

部から統括管理（アグリゲーション）するときに必要な通信方式を含めるこ

ととなった。これらが発行されれば、スマートインバータの普及が容易とな

り、2050年におけるカーボンニュートラル向けた温室効果ガス削減に大いに

寄与できる。 

各種新型太陽電池の一次基準校正技術開発では、超高温定点黒体炉の測光

標準としての利用技術の開発等により、校正の不確かさを 0.72%から 0.5%に

低減し、最高校正能力を向上させた。この成果は、鉱工業分野の依頼試験（校

正）により発行される国際相互承認ロゴ付きの校正証明書に表記され、産学

界における計測結果の信頼度向上に繋がる。ラボラトリの能力認定の認定規

格改正に対応し、移行期間の 3年以内に認定継続の承認を得た。これにより、

国際相互承認ロゴ付きの新たな校正証明書の発行が可能となった。この成果

は、太陽光発電システムの設計における安全余裕の裏付けなど、社会的課題

の解決にも波及効果がある基盤技術である。 

高温水蒸気電解に関する研究で得られた高性能電極により、耐久性が向上

されつつ水素製造速度が倍増されればシステムのコスト低減に大きな効果

が期待できる。また、高温水蒸気電解では炭酸ガスも高効率電解可能なので、

開発した性能評価手法をもとに国際標準化が進めば水素製造だけではなく

再エネからの炭化水素製造技術（P to X）に対しても大きな影響が期待でき

る。 

 

 

〇デジタル・サ

ービスに関す

る標準化 

 

データ駆動型

のデジタル社

会を進展させ

るため、実証実

験が拡大する

中、特定の利用

シーンにおけ

る個別システ

〇デジタル・サ

ービスに関す

る標準化 

 

データ駆動型

のデジタル社

会を進展させ

るため、実証実

験が拡大する

中、特定の利用

シーンにおけ

る個別システ

〇デジタル・サービスに関

する標準化 

 

 

・AIに関わる国際標準化や

品質保証に向けた専門委員

会での活動や海外機関との

連携を実施する。 

・シェアリングエコノミ

ー、サービス安全、健康経

営などの新たなサービスプ

ラットフォームに関する理

 データ駆動型のデジタル社会を進展させるため、産総研は領域横断的なデー

タ利用、新たなデジタル・サービスの創出に資する国際標準化を推進するこ

とが期待されている。 

令和 2年度の主な成果は下記の 2点である。 

① AIに関する国際標準化の推進 

② 映像酔い抑制評価技術に関する国際標準文書の制定 

 

①については、AIは社会に多大なる便益をもたらす一方で、その影響力が

大きいがゆえに適切な開発と社会実装が求められている。 

令和 2年度は、AI分野の国際標準化機関 ISO/IEC/JTC1 SC42 “Artificial 

Intelligence”に NWIP(New Work Item Proposal)4件、（人工知能ユースケ

ース TR、人工知能ライフサイクル IS、人工知能品質 TR、人工知能データ品

水準を大幅に超えて達

成している。 

目標をすべて達成し

た上に、複数分野におけ

る国際標準の採択、NWIP

提案に繋がった。特に、

映像安全性に関しては

国際標準として採用さ

れ、さらに Occulus 社

（Facebook傘下）や HMD

プラットフォーム大手 5

社（Google、Microsoft
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ムは領域横断

的なデータ利

用、アプリケー

ション連携、認

証・認可などを

垂直統合し部

品の再利用を

阻害している

が、社会制度を

考慮したデジ

タル・サービス

の標準的な参

照アーキテク

チャをデザイ

ンし技術的な

観点から評価

を与えた上で、

国内外の関連

機関とも連携

して国際的な

標準化を推進

する。 

ムは領域横断

的なデータ利

用、アプリケー

ション連携、認

証・認可等を垂

直統合し部品

の再利用を阻

害しているが、

社会制度を考

慮したデジタ

ル・サービスの

標準的な参照

アーキテクチ

ャをデザイン

し技術的な観

点から評価を

与えた上で、国

内外の関連機

関とも連携し

て国際的な標

準化を推進す

る。今後の社会

情勢やマーケ

ティングによ

り変更される

可能性はある

が、現時点では

以下に取り組

む。 

・AI のビッグ

データ、ライフ

サイクル、ガバ

ナンス等、日本

の AI 技術を強

化する国際標

準化を推進し、

標準専門家に

よる研究者向

け支援の充実

を図り、分野横

断的な標準活

動に取り組む。 

念、ガイドラインの国際標

準化に向け、ISO の所定会

議で 2 つ以上の NWIP 提案

を行う。 

・介護機器を含むサービス

ロボットやそのセンサ、ロ

ボットを用いたサービスな

どの安全試験基準、効果評

価基準を開発する。 

質 IS）の提案を行い承認された。さらに、政府主導の AI に関するグローバ

ル・パートナーシップ（GPAI）や日欧標準化連携会議において、機械学習品

質マネジメントガイドラインが連携主要テーマとして採択された。また、情

報交換基盤の確立・進化の目的から、認証制度の国際ワークショップ等を実

施し、先進的な取り組みを行っている EU、ドイツ、カナダ、シンガポール、

IEEEなどと最新情報の交換を可能とする関係を確立した。 

②については、生体情報に関わる標準化を実施した。大型ディスプレイや

ヘッドマウントディスプレイ(HMD)を用いる時の課題として映像安全性があ

る。経済産業省の委託事業「映像の生体安全性に関する国際標準化」により、

光感受性対策、3D視覚疲労対策、映像酔い対策など、映像により生じ得る好

ましくない生体影響をできるだけ抑制し、映像の有効な利用の普及を促す標

準化を目指した研究開発に取り組んできた。今回、産総研が研究開発した映

像酔い抑制評価技術について、産総研が主導して業界代表のメンバーを招い

た委員会を組織し、ISO/TC 159(人間工学、国内委員長は産総研から選出)に

国際標準として提案した。提案は、まず技術報告として令和元年度発行

(ISO/TR 9241-393:2020)され、令和 2 年度 5 月に国際標準文書(ISO 9241-

394:2020)として制定された。 

 

その他、本研究課題で実施した取組 

・健康長寿社会を目指した国際標準化に向けて体制を構築し、産総研主導で

経産省が推進する健康経営に関する国際標準提案を ISO/TC 314(高齢社会)

に対して、新しい作業部会の設立の提案とともに実施した。 

・介護ロボットを含む人機械共存安全のための人検知センサの性能評価方法

を開発し、国内委員会委員長として標準化活動を進め、IEC TR 62998-2:2020

の発行に至った。 

・ロボットサービスの安全マネジメントに関して令和元年度発行された JIS 

Y 1001 に基づき NWIP 提案を行い、採択された。TC299/WG7 を新たに立ち上

げて議長に就任し、ISO 31101として国際審議を開始した。 

・Open Geospatial Consortium(OGC;地理空間情報の国際標準化団体)が規定

したデータ交換形式の問題点を改善し、より簡潔な記述が可能かつ Web環境

で利用しやすい新しいデータ形式である MF-JSON 形式を開発した。OGC の国

際標準仕様として採択・公開された。 

・地理空間情報への AI 活用や国際標準化のニーズをまとめるため、産総研

の主導で提案し設立された OGC GeoAI ドメイン WGの活動を先導し、国際標

準化へ向けた体制を構築した。 

近年、内閣府『統合イノベーション戦略推進会議』で決定された「人間中

心の AI社会原則」のほか、OECD、EUなど海外の様々な機関からも AI技術の

社会受容性に関する提言がなされ、AIシステムの開発や利用ビジネスの当事

者が対応を迫られている。AIを採用する製品・システム・サービスの開発及

び利用に関する標準化は、自動運転やロボット制御など安全性の確認が不可

欠な分野や、個人の融資などの信用管理など公平性が重要な分野など、多く

の分野で実問題に対する AI 適用を進める基盤となる。その標準化において

等 ） が 加 わ る XR 

Association のガイドラ

インで引用されるなど

社会的にインパクトを

与えた。また、産業基盤

として極めて重要性が

高い AI の標準化につい

ても国際的なプレゼン

スを十分に示している。

これらの成果から、総合

的に目標の水準を大幅

に超える成果が得られ

たと考える。 
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・スマートシ

ティやシェア

リングエコノ

ミー等の新た

なサービスプ

ラットフォー

ムに関するア

ーキテクチャ、

管理、認証の国

際標準化を推

進する。 

・人と共存す

る産業用ロボ

ットやサービ

スロボットの

安全を確保す

る セ ン サ や

IoT、アクチュ

エーション技

術及びその安

全マネジメン

トに関する標

準化や評価認

証プラットフ

ォームを研究

開発する。 

 

産総研がイニシアティブをとり、国際的なプレゼンスを示している意義は大

きい。 

映像安全性に関する標準は、HMD の業界ガイドラインや映像関連製品の利

用説明書に用いられるなど、メーカーや消費者への理解普及について社会的

に大きなインパクトを与えた。担当者はこれらの標準化の成果から経産大臣

賞を受賞した。安全性をできるだけ確保し、快適な映像利用の普及を促進す

ることは、映像産業の振興に寄与するだけでなく、映像利用が医療等の分野

などへと拡大する現代において、社会全体の大きな利益につながると予想さ

れる。 

 

 

〇機能性材料

等の再資源化

及び評価技術

の標準化 

 

機能性材料や

それを使用し

た製品の再資

源化に関する

品質・性能の評

価方法に関す

る標準化を推

進する。 

〇機能性材料

等の再資源化

及び評価技術

の標準化 

 

機能性材料や

それを使用し

た製品の再資

源化に関する

品質・性能の評

価方法に関す

る標準化を推

進する。今後の

社会情勢やマ

ーケティング

〇機能性材料等の再資源化

及び評価技術の標準化 

 

 

 

・ガスバリアフィルム用粘

土についての日本提案国際

規格を ISO 国際会議におい

て議論・開発する。 

・現在使用されている特定

不活性冷媒と同等以下の微

燃性を有する混合冷媒の安

全性等級の標準化に向け、

消炎距離の評価方法を開発

し、2 種混合冷媒 1 組につ

  機能性材料やそれを使用した製品の再資源化、及び品質・性能の評価方法に

関する標準化を推進した。 

 ガスバリアフィルム用粘土やシリカ多孔体は、特性データの項目や取得方

法がメーカによって異なっているため、ユーザはどのメーカの製品を購入す

べきかを判断できず、製品普及や関連産業の拡大の妨げになっている。本研

究では、製品として優れたガスバリアフィルム用粘土やシリカ多孔体につい

て、測定すべき特性とその測定方法の規格を標準化するとともに、それらの

認証体制を確立することを目指した。令和 2年度に実施した取組みは以下の

通りである。粘土とプラスチックスからなるガスバリアフィルム用粘土につ

いては、規格原稿を ISO 中央事務局に送付し、ISO の規格開発の最終段階と

なる規格発行のプロセスに移行した。また、産総研標準化推進センターと連

携して規格認証体制を検討し、試験機関に対して試験項目のヒアリングを実

施した。 

年度計画になかった取組みであるが、シリカ多孔体規格案については、測

定すべき特性を整理した上で提案した規格案の内容が国際投票で認められ

水準以上に達成してい

る。 

ISO 規格の発行プロセ

スへの移行や、ISO 規格

案の予備作業項目への

登録など、複数の案件で

着実に国際標準化への

ステップを進めている

ことから、総合的に令和

2 年度計画を超える成果

が得られた。 

 



127 

により変更さ

れる可能性は

あるが、現時点

では以下に取

り組む。 

・ガスバリア

フィルム等の

機能性材料の

原料となる粘

土等のナノマ

テリアルの品

質の評価法等

の国際標準化

に取り組む。 

・「モントリオ

ール議定書キ

ガリ改正」へ対

応可能な地球

温暖化効果の

低い冷媒の普

及拡大に向け、

冷媒漏洩時の

安全性に係る

燃焼性評価法

の標準化に取

り組む。 

・炭素繊維強

化プラスチッ

ク（CFRP）のリ

サイクルによ

る再資源化に

向けて必要と

なる品質・性能

の評価方法を

開発し、その標

準化に取り組

む。 

・異種材料の

接着・接合の強

度や耐久性等

を評価する技

術を開発して、

いて混合組成と着火特性の

関係を明らかにする。 

・10mm未満の短いリサイク

ル炭素繊維の力学特性評価

のため、ポリマーとの複合

試料を用いた評価手法開発

に取り組む。具体的には、

配向の揃った複合試料を押

出法により作製する技術の

開発に取り組み、高配向複

合試料を作製するための条

件を明らかにする。また、

配向複合試料を用いた力学

試験法の開発を行う。 

・複合負荷をかけた際の接

着接合部の耐久性を評価す

ると共に、代表的な組み合

わせであるアルミニウムと

エポキシ系接着剤の接合界

面を分析して接着メカニズ

ムの解明に取り組む。 

（36か国中反対投票なし、7か国の積極参加（エキスパート登録））、ISO/PWI 

TS 22298として予備作業項目に登録された。関連する成果が国際学術誌に 2

報の論文として掲載された。これらのガスバリアフィルム用粘土やシリカ多

孔体の規格は、サプライヤには原料の性能をアピールする根拠となり、ユー

ザには適切な製品を選択する根拠になる。これにより、製品普及や関連産業

の拡大の促進が期待される。 

「モントリオール議定書キガリ改正」へ対応可能な地球温暖化効果の低い

冷媒の普及拡大に向け、新冷媒の国際標準登録に必須な燃焼限界及び燃焼速

度の評価法の高精度化や、漏洩時の着火源としての可能性の判断に必要な着

火特性の評価法の標準化に取組んだ。9 種類の冷媒について国内外の標準化

法と大規模装置による燃焼限界を評価・比較し、合理性のある新評価法及び

判断基準を策定した。また、混合冷媒の安全性等級の標準化に向け、消炎距

離の評価方法を最適化した。企業からの要請により、2 種の開発冷媒の燃焼

性評価を行い、いずれも「微燃性」であることを明らかにした。 

炭素繊維強化プラスチック（CFRP）は軽量構造部材として年 10%を超える

需要増が期待されている一方、循環経済に資する取組みとしてのリサイクル

が求められている。既存の炭素繊維の評価手法では、CFRPから取り出された

リサイクル炭素繊維の状態を適切に評価することは困難である。リサイクル

炭素繊維の性状を考慮した評価技術を開発し標準化を行うことで、リサイク

ル炭素繊維の品質を安定化させれば資源循環の促進につながる。配向繊維束

を用いた繊維機械特性評価手法の開発に取組み、測定系の剛性向上、タブ部

接着層の変形量を考慮したコンプライアンス補正法の開発、試験片のアライ

メント法の改良、繊維間の摩擦を考慮した繊維束引張試験の解析法の確立に

より、繊維特性を精度よく測定することに成功した。単繊維引張試験による

測定結果とも一致する値が得られており、配向繊維束を用いる試験法の確立

について大きな進捗が得られた。その成果は Q1 ジャーナルに論文が掲載さ

れた。また、ポリマー複合材料を用いた評価手法開発に取組み、小型試験片

を用いた 90 °引張試験の検討を開始した。配向の揃った複合材料を作製す

るための条件を検討し、小型一方向複合材料を作製した。また、経済産業省 

資源循環経済課が実施する「リサイクル炭素繊維の利用・評価手法等に関す

る国際動向調査」への協力を行った。 

接着技術は実用技術として産業界や一般社会で既に広く用いられており、

軽量化や高機能化、プロセスコスト低減のための接着による製品製造は今後

増え続けると考えられる。一方、接着関連技術はニーズ先行で使われてきた

技術であるため、学術的な裏付けが不十分である。そこで、新構造材料技術

研究組合の組合員として国家プロジェクトに参加するとともに、接着・接合

技術コンソーシアムや接着接合基盤技術共同研究体を設立し、産学官の連携

を推進する国内初の接着技術の研究拠点を産総研に形成し、高信頼性の接着

接合技術の確立と標準化に取組んできた。令和 2年度はアルミニウムとエポ

キシ系接着剤の接合界面の電子顕微鏡観察を行い、アルミニウムとエポキシ

樹脂の接着強度低下はアルミニウムの劣化に起因していることを明らかに

した。更に、解明したメカニズムに基づいて、楔試験片とオープンフェース
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その標準化に

取り組む。 

試験片を用いた 2 つの評価手法の妥当性を検証した。これらの成果は Q1 ジ

ャーナルに 6報の論文が掲載された。この 2つの劣化評価手法について、新

たに ISOの国際会議において新規審査対象の案件として予備提案を行った。

また、6件の異材の接合部評価試験に関して ISO化へのステップを進め、2件

が新規格として発行された。 

 

〇海洋プラス

チック等に関

する生分解性

プラスチック

材料等の合成・

評価技術の標

準化 

 

海洋プラスチ

ックなどの廃

棄プラスチッ

クの世界的課

題に対して、海

洋生分解性プ

ラスチックの

機能評価手法

（含劣化試験）

等の提案や品

質基準に対す

る標準化を推

進する。 

〇海洋プラス

チック等に関

する生分解性

プラスチック

材料等の合成・

評価技術の標

準化 

 

海洋プラスチ

ック等の廃棄

プラスチック

の世界的課題

に対して、海洋

生分解性プラ

スチックの機

能評価手法（含

劣化試験）等の

提案や品質基

準に対する標

準化を推進す

る。今後の社会

情勢やマーケ

ティングによ

り変更される

可能性はある

が、現時点では

以下に取り組

む。 

・廃棄プラス

チックの課題

解決に向け、関

連する国内審

議業界団体、外

部研究機関、民

間企業等と連

携して、海洋生

〇海洋プラスチック等に関

する生分解性プラスチック

材料等の合成・評価技術の

標準化 

 

 

 

 

・関係機関と連携して、海

洋生分解に関わる ISO 既存

評価法（実験室内）の検証

を進めるとともに、国内外

の生分解性プラスチックの

市場状況を調査し、海洋生

分解評価法に関わる標準化

戦略に貢献する。 

・新規バイオベースプラス

チック材料を開発し、モノ

マー組成や混合状態と海洋

生分解能の相関関係を明ら

かにすることで、海洋環境

下における生分解メカニズ

ム解明を目指す。 

 海洋プラスチック等の廃棄プラスチックは、生態系を含めた海洋環境の悪化

や漁業や観光への影響など、様々な問題を引き起こしており、近年はマイク

ロプラスチックによる海洋生態系への影響が世界的な懸念事項となってい

る。これらの海洋プラスチックを削減するためには、海洋生分解性プラスチ

ックの開発や市場導入を促進するための海洋生分解性評価法の確立が必要

とされるが、日本ではそれらの整備が遅れている。信頼性の高い効率的な海

洋生分解性試験法を国際標準化できれば、海洋性分解プラスチック製品等の

認証システムを構築することが可能となり、分析機関、認証機関、製造メー

カが一体となった海洋生分解性プラスチックの開発や市場導入の加速が期

待される。 

そこで、産総研が代表者となって NEDOプロジェクト「海洋生分解性プラス

チックの社会実装に向けた技術開発事業／海洋生分解性に係る評価手法の

確立」を実施するための体制を企業 1社、大学 2校、公的研究機関 2機関等

と共に構築し、ISO 国際標準化を視野に入れた生分解性評価手法の開発に取

組んだ。 

国内外の生分解性プラスチックの技術動向・市場調査から、信頼性の高い

海洋生分解性プラスチックの開発に向けては、効率的な海洋生分解試験法の

確立・標準化が必須であることがわかった。このため、日本バイオプラスチ

ック協会と連携して、海洋生分解評価法の標準化を実現するための上記プロ

ジェクトを開始した。具体的な取組みとして、pHや紫外光照射といった環境

因子が、生分解性プラスチックの生分解に対して与える影響を評価するため

の生分解性試験方法の構築、及び生分解メカニズムを解明するため必要な、

高分子の構造解析手法の構築に対して、モデル生分解性プラスチック（ポリ

エステル 3種類）を用いて取組んだ。高分解能質量分析（MALDI-TOF/MS 及び

熱分解 GC/MS）を用いた分析を実施し、高分子の主鎖構造や共重合組成など

の構造解析手法を構築した。また、生分解性プラスチック 2種及びリファレ

ンスとしてのセルロースを加えた 3サンプルについて、冬季の実海域海水に

よる海洋生分解性試験を実施した。また、新規バイオベースプラスチック材

料開発に取組み、市販の生分解性ポリエステルと生分解性ポリアミドのブロ

ック共重合体の合成に成功した。 

 

水準以上に達成してい

る。 

複数の企業、大学と共

同で国際標準化に向け

た体制の構築を行い、か

つ国際標準化に向けた

NEDO プロジェクトを開

始したことから、総合的

に令和 2年度計画の水準

を超える成果が得られ

た。 
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分解性プラス

チックの生分

解度評価手法

や品質基準等

に関わる標準

化に取り組む。 

・高機能かつ

生分解性を有

する新規バイ

オベースプラ

スチック材料

等の標準化に

取り組む。 

 

〇土壌汚染等

評価・措置に関

する各種試験

方法の標準化 

 

土壌や環境水

の合理的かつ

低環境負荷の

汚染評価・措置

を推進するた

めに、再現性が

高い各種試験

方法の開発お

よび標準化を

目指す。 

〇土壌汚染等

評価・措置に関

する各種試験

方法の標準化 

 

土壌や環境水

の合理的かつ

低環境負荷の

汚染評価・措置

を推進するた

めに、再現性が

高い各種試験

方法の開発及

び標準化を目

指す。今後の社

会情勢やマー

ケティングに

より変更され

る可能性はあ

るが、現時点で

は以下に取り

組む。 

・土壌汚染の

溶出特性評価

に利用される

試験法につい

て、国際規格を

ベースとして、

〇土壌汚染等評価・措置に

関する各種試験方法の標準

化 

 

 

・2019 年度に成立をした

ISO 21268-3 「上向流カラ

ム通水試験」について国内

標準化を推進するととも

に、土壌汚染に関係する溶

出・吸着試験結果等の高度

化、データベース化の基礎

的検討を推進する。 

・自然由来重金属汚染措置

等で使用される環境材料の

性能評価試験法に関する試

験規格案の策定および室

内・室間での精度評価試験

を実施する。 

 トンネル掘削や都市の再開発等では、自然由来も含めた重金属汚染土壌の処

理費用や受入場所選定が社会的な問題となり、重金属等の溶出リスクの適切

な評価のための試験方法、経済性の高い措置方法の標準化が急務である。 

溶出試験法のうち、上向流カラム通水試験は産総研がリーダーを務め、ISO

技術仕様から正式規格 ISO 21268-3へ 2019年にアップグレードしたものの、

国内関連業界よりこの国内標準化が求められた。国内審議団体である公益社

団法人地盤工学会と産総研とが中心となり関連の研究機関・民間企業・業界

団体等と連携し、JIS 化に向けた準備委員会（産総研がリーダーに就任）を

立ち上げた。そして、ISO 21268-3と関連する国内規格との整合性の確認や

追加事項の有無などについて議論を重ね、JIS 原案の構成を決定し、令和 3

年 2月に JIS原案作成公募制度へ応募した。さらに、溶出試験や吸着試験自

体の高度化に関してメンブレンフィルターの性能を解明した研究成果と、土

壌吸着試験結果における試験バイアスを定量的に評価して吸着性能の予測

を可能にするデータベース構築に関する研究成果を、それぞれ国際誌（いず

れも Q1ジャーナル）に公表した。 

吸着層工法（汚染土壌を盛土とし、下部に吸着材を設置する工法）が、重

金属による土壌汚染に対して低コスト・低環境負荷な措置方法として提案さ

れているが、吸着材の性能評価方法がいまだ標準化されていない、また長期

的な性能を評価できる試験法が確立されていないという技術的な課題が残

されている。そのため、本工法は法律上では重金属による土壌汚染に対する

措置方法として明示されているものではないが、吸着材の適切な性能評価試

験の標準化として産業界から強く求められているものである。そこで、産総

研主導のもと、吸着材の性能評価試験の標準化に関する検討委員会を外部有

識者及び関連企業等をメンバーとして令和元年 8月に設置し、これまで 5回

（令和 2年度は 2回）の議論を重ね、室内・室間での精度評価試験による再

現性確認、JIS の範囲及び試験法の素案を決定した。一方、信頼性の高い吸

着材の性能評価試験法を策定するために、関連民間企業と協業して様々な吸

着材を用いた精度評価試験（8〜10 機関が参画）を実施し、試験法の再現性

水準以上に達成してい

る。 

令和 2年度の計画を着

実に推進した上で、複数

の Q1 ジャーナルへ論文

が掲載されたこと、国内

標準化に向けて主導的

な役割を果たしている

こと、また複数の外部資

金を得て技術開発を実

施していることから、総

合的に水準以上の成果

が得られた。 
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日本産業規格

での国内標準

化を促進する。 

・自然由来重

金属汚染措置

について、各種

材料性能評価

試験法の国内

標準化等を推

進し、低コス

ト・低環境負荷

型汚染対策の

構築に貢献す

る。 

を評価した（技術コンサルティング 12件）。そして、その結果を反映したバ

ッチ吸着試験の試験規格案を作成した。さらに、吸着材の長期的性能評価に

資する浸水試験法を産総研が新たに考案した。 

上向流カラム通水試験の国内標準化では、産総研主導で関連機関・企業・

業界団体等と協議・調整を重ね、JIS 原案の内容を決定できたことは大きな

前進であり、その結果、令和 3年 2月に JIS原案作成公募制度へ応募し、令

和 4年度中に JIS原案提出という国内標準化に向けた目処を立てることがで

きた。また、メンブレンフィルターの種類別の性能を解明した Chemosphere

（Q1ジャーナル）への掲載論文は、土壌汚染対策法に定められた環境省告示

18号試験の再現性向上に有益な情報を含み、次回の法改正時に試験法の再現

性向上で貢献するものである。さらに、土壌吸着試験結果における試験バイ

アスを定量的に評価した Geoderma（Q1ジャーナル）への掲載論文は、汚染土

壌リスク評価時に重要となる重金属等の吸着性能の正確な予測を可能とし、

土壌汚染対策法におけるリスク評価の高度化につながる。これらの研究成果

により、自然由来重金属等の汚染土壌リスクをより現実的に評価することが

可能となり、合理的な措置の推進に貢献したといえる。 

低コスト・低環境負荷な措置方法となる吸着層工法の法的な認定とそのた

めの吸着材の適切な性能評価試験の標準化は、土壌汚染に係る大きな課題解

決につながる。その活動において、産総研主導のもとで主要な関連民間企業

を検討委員会メンバーに組み入れたことは、標準化結果の迅速な普及という

観点で極めて大きな意義がある。吸着材の性能評価の国内標準化に向けて、

令和 3年内に JIS原案作成公募制度へ応募する目処も立てることができた。

また、様々な吸着材を用いた精度評価試験の結果は、世界的にも波及する研

究成果と考えられ、将来的な ISO化も視野に入れた検討が期待される。さら

に、吸着層工法における当該課題の解決に不可欠な長期的な性能評価を支え

る試験法の検討を開始し、当該工法の確立に向けて着実に進展している。 

重金属による土壌汚染問題を解決するために、各種試験方法の構築及び標

準化、土壌汚染の措置方法である吸着層工法に不可欠な吸着材の性能評価に

係る技術開発と標準化を推進している。関連の研究機関・民間企業・業界団

体等と連携して外部資金を得ながら知見の結集を主導し、国内標準化活動を

力強く推進している。また、基礎的な研究成果は Q1ジャーナルに論文掲載さ

れ、研究成果の公表を着実に行っている。 

 

〇水素の効率

的利用を実現

する計量シス

テムの標準化 

 

安心かつ効率

的な水素利用

の実現に向け

て、水素取引に

〇水素の効率

的利用を実現

する計量シス

テムの標準化 

 

安心かつ効率

的な水素利用

の実現に向け

て、水素取引に

〇水素の効率的利用を実現

する計量システムの標準化 

 

 

 

・移動式水素ディスペンサ

ー計量精度検査装置を開発

し、水素ステーションにお

ける水素燃料計量システム

 2020年 10月、我が国は温暖化対策として「2050年カーボンニュートラル」

を宣言し、目標達成のための手段の一つとして水素エネルギーの利活用拡大

が挙げられている。水素はエネルギー自給率の低い日本にとって高い可能性

を秘めた二次エネルギーとして、将来中心的な役割を担うことが期待されて

いる。2019年 3月に策定された”水素・燃料電池戦略ロードマップ”では、

水素ステーションを、2020年度までに 160か所程度、2025年度までに 320か

所程度の整備を目標としており、2020年代後半までに水素ステーション事業

の自立化を目指すとされている。燃料電池自動車（Fuel Cell Vehicles; FCV）

についても、2020年度までに 4万台程度、2025年度までに 20万台程度の普

水準を満たしている。 

移動式マスターメー

ター法計量精度検査装

置による検量検査や実

車の燃料電池車への水

素燃料充填によるマス

ターメーター法計量検

査の実施と技術データ

の蓄積、脱圧量補正方法
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必要な流量や

圧力などの計

量標準および

関連した産業

標準を整備す

る。 

必要な流量や

圧力等の計量

標準及び関連

した産業標準

を整備する。今

後の社会情勢

やマーケティ

ングにより変

更される可能

性はあるが、現

時点では以下

に取り組む。 

・水素インフ

ラにおける適

正かつ効率的

な取引に必要

な高圧水素ガ

スや液化水素

に関する計量

技術の開発、計

量標準の整備

を行う。また、

関係する国内

外の産業標準

化を推進する。 

の計量検査技術の実証試験

を行い、産業標準化の基盤

となる技術データを蓄積す

る。 

及を目指すとしている。このような背景のもと、水素インフラにおける適正

かつ効率的な取引に必要な高圧水素ガスや液化水素に関する計量技術の開

発、計量標準の整備を行い、国内外の産業標準化の推進が求められている。 

本課題では、水素供給コストの低減と安定化、水素ステーション運営コス

トの低減、公正な水素燃料商取引の実現へ向けて、水素流量計測技術の開発

及び水素計量システムの標準化を進めている。令和 2年度は燃料電池自動車

の実車充填による計量検査の実施とそのデータ蓄積とともに、従来法では水

素燃料の計量ができない重量車両に係り、関連企業、業界団体とともに国際

標準化に向けた体制を構築した。本研究課題について、以下に令和 2年度の

実績等をまとめる。 

水素ステーション普及のためには、FCV に供給される高圧水素を計量する

水素燃料計量システム（水素ディスペンサー）の計量精度を高精度かつ効率

的に検査する技術の確立が必須であり、移動式水素ディスペンサー計量精度

検査装置の開発を推進している。現在、水素ディスペンサーの計量精度検査

で主に用いられている方法は、大型の検査用装置に搭載された FCV用充填タ

ンクに水素ガスを充填し、その質量を音叉式はかりで計測する重量法である

が、低コスト化・効率化の観点から、国家標準で校正した高圧水素用コリオ

リ流量計を基準器とするマスターメーター法が今後の計量精度検査におい

て有効な手法であると考えられている。 

2016年に JIS B 8576（水素燃料計量システム-自動車充填用）が制定され

て以降、計量器の国際的な技術基準である国際勧告 OIML R139（Compressed 

Gaseous Fuel Measuring Systems for Vehicles）の改定が行われ、この国

際勧告に我が国が主導した水素ディスペンサーの計量精度と検査方法に関

する規定が追加されている。上記 JISに関連して、水素ステーションにおけ

るマスターメーター法を用いた水素燃料計量システムの計量検査技術の確

立と実証試験を行い、検査用装置の可搬性の向上、重量法による結果と±1%

以内での一致などその有効性が確認でき、産業標準化の基盤となる技術デー

タが得られている。 

令和 2年度は、これらの蓄積データに加えて、経済産業省産業標準化推進

事業「戦略的国際標準化加速事業／産業基盤分野に係る国際標準開発活動／

マスターメーター法による水素燃料計量システム計量検査に関する JIS 開

発」において、移動式水素ディスペンサー計量精度検査装置による検量検査、

燃料電池自動車を用いた実車充填によるマスターメーター法計量検査の実

施と検査精度に係る技術データの蓄積、ならびに脱圧量補正方法の検証を行

った。これらの結果を受けて、更なる効率的な検査方法の確立を目指すとと

もに、上記 JIS改正（マスターメーター法による器差検査の方法の規定追加）

に向けた準備を進めている。 

さらに、上記の移動式マスターメーター法計量精度検査装置による水素デ

ィスペンサーの計量検査技術の開発実績をもとに、従来の計量精度検査方法

である重量法では水素計量の対応が困難なバスやトラックなどの重量車両

（Heavy Duty Vehicles; HDV）へのマスターメーター法の適用へ向けた NEDO

委託事業「超高圧水素インフラ本格普及技術研究開発事業／水素ステーショ

の検証を進めた。また、

これらの結果を受けて、

ISO への提案を見据えた

JIS 改正の準備を進めて

いる。そして、本手法の

HDV への適用に向けた開

発を共同実施企業とと

もに開始した。このよう

に令和 2年度は、移動式

水素ディスペンサー計

量精度検査装置のさら

なる開発推進と国際標

準化に向けた体制を構

築した。 
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ンのコスト低減等に関連する技術開発／HDV 等の新プロトコル対応の水素燃

料計量システム技術と充填技術に関する研究開発」が令和 2年度に新たに採

択され開発を開始した。本事業により国際標準化に向けて、関連企業、業界

団体とともに、HDV 対応の水素燃料計量システム技術及び充填プロトコルの

開発と実証試験を共同で実施する体制を構築し、活動を開始した。 

 

（３）知的基盤

の整備と一層

の活用促進に

向けた取組等 

 

我が国の経

済活動の知的

基盤として、地

質調査や計量

標準等は、資源

確保に資する

探査・情報提供

や産業立地に

際しての地質

情報の提供、よ

り正確な計量・

計測基盤の社

会・産業活動へ

の提供等を通

じて重要な役

割を担ってお

り、我が国にお

ける当該分野

の責任機関と

して、これらの

整備と高度化

は重要な役割

である。 

そのため、国

の「知的基盤整

備計画」に沿っ

て、地質調査や

計量標準に関

する知的基盤

の整備及び一

層の活用促進

（３）知的基盤

の整備と一層

の活用促進に

向けた取組等 

 

我が国の経

済活動の知的

基盤として、地

質調査や計量

標準等は、資源

確保に資する

探査・情報提供

や産業立地に

際しての地質

情報の提供、よ

り正確な計量・

計測基盤の社

会・産業活動へ

の提供等を通

じて重要な役

割を担ってお

り、我が国にお

ける当該分野

の責任機関と

して、これらの

整備と高度化

は重要な役割

である。そのた

め、国の「知的

基盤整備計画」

に沿って、地質

調査や計量標

準に関する知

的基盤の整備

及び一層の活

用促進に取り

（３）知的基盤の整備と一

層の活用促進に向けた取組

等 

 

 

具体的な研究開発の方針は

以下に掲げる。 

〇国の知的基盤整

備計画に基づいて

着実に知的基盤の

整備に取り組んで

いるか 

・知的基盤整備の

取組状況 

等 
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に取り組むと

ともに、経済産

業省及び関連

計量機関等と

の連携により

計量法の執行

体制を確保し、

我が国の産業

基盤を引き続

き強化する。 

組むとともに、

経済産業省及

び関連計量機

関等との連携

により計量法

の執行体制を

確保し、我が国

の産業基盤を

引き続き強化

する。 

具体的には、

地質調査のナ

ショナルセン

ターとして３

次元地質地盤

図等の地質情 

報の整備を

行うとともに、

国や自治体等

の様々なコミ

ュニティでの

地質情報の利

用を促進する。

また、産業・社

会ニーズに即

した計量標準

の開発・整備や

計測技術を活

用した適合性

評価基盤の構

築を行うとと

もに、計量標準

の維持・供給、

更なる成果普

及及び人材育

成の強化を行

いつつ、計量法

で定められた

計量器の検査

や型式の承認

等の業務の着

実 な 遂 行 と
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OIML（国際法定

計量機関）をは

じめとした法

定計量に関す

る国際活動に

貢献する。 

 

別紙 

３．知的基盤の

整備 

 

〇地質調査の

ナショナルセ

ンターとして

の地質情報の

整備 

 

知的基盤整備

計画に沿った

国土及びその

周辺海域の地

質図幅・地球科

学図等を系統

的に整備する

とともに、海底

資源確保や都

市防災に資す

る地質情報を

提供する。 

３．知的基盤の

整備 

 

〇地質調査の

ナショナルセ

ンターとして

の地質情報の

整備 

 

知的基盤整備

計画に沿った

国土及びその

周辺海域の地

質図幅・地球科

学図等を系統

的に整備する

とともに、海底

資源確保や都

市防災に資す

る地質情報を

提供する。今後

の社会情勢や

マーケティン

グにより変更

される可能性

はあるが、現時

点では以下に

取り組む。 

・社会的重要

地域等の 5 万

分の 1 地質図

幅の整備、日本

全国の 20 万分

の 1 日本シー

３．知的基盤の整備 

 

 

〇地質調査のナショナルセ

ンターとしての地質情報の

整備 

 

 

 

社会的重要地域等の地質調

査を行い、5 万分の 1 地質

図幅、20万分の 1地質図幅、

地球化学図及び地球物理図

等の作成を継続するととも

に、5 万分の 1 地質図幅 1

区画の出版と 3 区画の原稿

完成、20万分の 1地質図幅

1 区画の原稿を完成させ

る。さらに、20万分の 1日

本シームレス地質図の更新

を行う。 

奄美大島と種子島の間の

地質調査を行っていない海

域の海洋地質情報を取得す

る。既存データの解析から

日本列島主要 4 島周辺並び

に沖縄本島周辺の海洋地質

図の 3図幅を整備する。 

令和 2 年度から紀伊水道

沿岸域の陸域及び海域の地

質・活構造調査を実施する。

陸域ではボーリング調査・

活構造調査や反射法地震探

査などを実施し、海域では

 産総研第 5期中長期計画及び国の第 2期知的基盤整備計画に基づき、陸域、

海域、沿岸域、及び都市域の地質情報整備を進めている。 

陸域では、関東〜東海地域と地方中核地域、及び地質標準が確立できる地

域を優先的に 5万分の 1地質図幅の整備を行った。令和 2年度は、計画より

多い 2区画となる「陸中関」、「池田」の印刷を完了し、第 2期知的基盤整備

計画（2011 年度〜2020 年度）の目標値である 10 年間 40 区画出版を達成し

た。また、20 万分の１地質図幅「野辺地」（第 2 版）を当初の計画より早く

改訂・出版できた。20 万分の 1 日本シームレス地質図 V2 の更新を計画通り

行い、より簡略化した地質凡例案を作成した。さらに、兵庫県と連携して標

高タイル配信技術を利用した詳細 3D 地図（兵庫県版）の提供を開始し、プレ

スリリース（令和 2年 10月 1日、報道 4件）を行った。アウトリーチとして

は、広報部と連携し、“日本の骨格を描き出せ！〜地質図作成プロジェクト

〜”と題した地質図の解説（令和 2年 6月配信開始、令和 3年 3月に第 62回

科学技術映像祭 科学技術館館長賞を受賞）、“陸化した深海堆積物の詳細な

分布を示した地質図が完成”と題した「上総大原」図幅（令和元年度出版）

（令和 2年 5月配信開始）の成果を、産総研公式 YouTubeチャンネルの“か

がくチップス”、“研究が語る!1分解説”にてそれぞれ配信した。 

海域では、新規プロジェクトとして、沖縄トラフ周辺海域のうち南部トカ

ラ列島周辺海域の調査を予定通り開始した。令和 2年度は久米島周辺海底地

質図、久米島周辺表層堆積図、種子島付近海底地質図の 3図幅の原稿を整備

した。また、過去に出版された海洋地質図及びその基礎情報について情報を

収集、デジタル化を進めており、日本周辺海域の反射法地震探査断面、高分

解能音波探査、海底底質情報のデータベースの大幅な更新を行った。今後の

海底地質図の利便性向上のため、シームレス化に向けた情報の整理に着手し

ている。 

沿岸域では、相模湾沿岸域海陸シームレス地質情報集を整備し、ウェブ出

版の準備が完了した。伊勢湾・三河湾沿岸域では、令和 3年度の出版に向け

てのとりまとめを実施した。紀伊水道沿岸域では調査を開始した。 

都市域では、埼玉県南東部の 3次元地質地盤図整備に向け、基準ボーリン

グ調査を始めとする地質調査を開始した。東京都心部の 3次元地質地盤図整

備を計画通り進め、5 万地点以上に及ぶ既存の土木・建築ボーリングデータ

への対比（層相や地層の固さ軟らかさを示す N値などを手作業で）をもとに

3 次元モデリングを実施し、東京都心部の地下数十 m までの地層の詳細な 3

次元分布形態を明らかにした。これにより、地表の地形からは分からない東

水準以上に達成してい

る。 

陸域では当初の年間

計画より多い 5 万分の 1

地質図幅 2 区画を出版

し、その結果、第 2期知

的基盤整備計画の数値

目標 10年間 40区画を達

成した。さらに、20万分

の 1地質図幅 1区画を計

画より前倒しで出版で

きた。海域では各種デー

タベースの更新を行い、

海洋地質図 3編の整備が

完了した。沿岸域では、

国及び自治体の地震防

災に直接的に役立つ成

果が得られた。都市域で

は、東京都心部の 3次元

地質地盤図整備を着実

に進めた。いずれの課題

も、成果を国際誌・国内

誌・プレスリリースで公

表し、知的基盤の学術的

価値及び社会的価値を

高めた。 
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ムレス地質図

の継続的更新

及び地球化学

図・地球物理図

等を系統的に

整備する。 

・沖縄トラフ

周辺海域の海

洋地質調査を

着実に実施し、

日本周辺の海

洋地質情報の

整備を行う。 

・紀伊水道・瀬

戸内海周辺沿

岸域等の地質

調査を実施し、

海陸シームレ

ス地質情報の

整備を行う 

・ボーリング

データを活用

した都市域の

地質地盤情報

整備として、首

都圏主要部の

地質調査を実

施し、３次元地

質地盤図の整

備を行う。 

音波探査と掘削、堆積物の

採取なども実施する。令和

2 年度には伊勢湾・三河湾

沿岸域の海陸シームレス地

質情報集（地質図）を整備

する。 

東京都 23 区域の 3 次元

地質地盤図のとりまとめを

行う。また、埼玉県南東部

の 3 次元地質地盤図整備に

向け、基準ボーリング調査

を始めとする地質調査を開

始する。併せて 3 次元地質

モデルの作成と公開システ

ムの改良を継続して実施す

る。 

京都心部地下の軟弱層の分布を 3次元で抽出することができた。また、整備

計画になかった N値分布の立体図も作成することで、軟弱層の分布や建築物

の支持層となる地層の深度を視覚的に容易に理解できるようになった。3 次

元地質地盤図は令和 3年 4月の公開に向けて着実に準備を進めている。 

陸域の地質図幅は、ハザードマップ、防災対策、ライフライン構築、産業

立地、資源開発、観光開発の基礎資料として国や自治体、民間に幅広く利用

される。5万分の 1地質図「十和田湖」（令和元年度発行）は、原子力規制庁

の審査会合資料やビジターセンターの展示資料に用いられ、原子力施設の設

置基準や地質災害軽減などの基礎資料として利用された。20万分の 1日本シ

ームレス地質図 V2の利用も広まり、ウェブヒット件数も年間約 3 億件と高

い値を維持し、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の「日本

土壌インベントリー」や地理院地図に組み込まれた。 

海域では、国が策定した第三期海洋基本計画（平成 30年 5月 15日閣議決

定）で得られた琉球列島及び沖縄トラフ周辺の海底地質情報を独立行政法人

石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）と共有し、海底鉱物資源賦存域

の有用な情報として利用される。海洋地質図には、断層情報や地震性・火山

性堆積物の情報など地質災害や海洋環境の情報が含まれており、安心・安全

な社会の構築に向けて利用される。さらに、産総研は、海底地質調査技術及

び日本周辺海域の地質情報の知見を有する機関として、JOGMECと共同で海底

熱水資源調査に向けた海域選定タスクフォースを推進している。 

沿岸域では、房総半島沿岸域の研究成果は、構造物の建造や漁業のための

海底の状況把握に大いに役立つ。三浦半島断層群、国府津−松田断層の研究成

果は、地震調査研究推進本部の活断層活動評価に貢献すると予想される。伊

勢湾・三河沿岸域の重力探査による研究成果により、活断層である内海断層

や高浜断層の活動の形状が明らかとなり、同沿岸域における多くの断層の挙

動の変化やこの地形の成り立ちが予測できる。本研究成果は IF 付きジャー

ナルに論文を掲載しプレスリリース（令和 2年 10月 20日、報道 1件）を行

ったところ、外部より 1,000件を超える多数のアクセスを受け反響を呼んだ。

同海域の音波探査と堆積物調査により、海域活断層である白子−野間断層の

活動評価に資する年代データや地下構造が得られ、地震調査研究推進本部に

おける断層評価改訂の審議に活用された。 

都市域では、東京都心部で初めて地層の詳細な 3次元分布が明らかになっ

た。今後、ハザードマップや都市インフラ整備での活用だけでなく、土木建

築物の基礎工事や地下水流動解析など工学分野での利用も期待される。 

 

〇地質情報の

管理と社会へ

の活用促進 

 

地質情報デー

タベースや地

質標本の整備・

〇地質情報の

管理と社会へ

の活用促進 

 

地質情報デー

タベースや地

質標本の整備・

〇地質情報の管理と社会へ

の活用促進 

 

 

地質図幅の記載情報のデー

タベース化に不可欠な、記

載情報の構造化仕様を検討

 地質情報が社会的に広く理解・共有されると共に、安全・安心で質の高い社

会生活の実現に資することが「地質の調査」のアウトカムとして重要である。

そのために、地質情報及び地質資試料の管理、公開、提供及び展示等による

社会への普及活動を実施した。 

地質情報・地質標本の整備・管理に関し、地質標本の国際的な標準に対応

した情報管理手段を検討すると共に、「地質標本データベース(DB)」の管理用

システムの更新に着手した。また、地質調査総合センター(GSJ)が所蔵する地

水準を満たしている。 

従前から継続してき

た地質情報の整備・管理

（出版業務を含む）に関

して、情報システムの更

新・セキュリティ向上等

を計画通り着実に実施
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管理を行い、効

果的に成果を

発信すること

により、地質情

報の社会への

活用を促進す

る。 

管理を行い、効

果的に成果を

発信すること

により、地質情

報の社会への

活用を促進す

る。今後の社会

情勢やマーケ

ティングによ

り変更される

可能性はある

が、現時点では

以下に取り組

む。 

・高い精度・信

頼度の下で整

備した地質情

報を、二次利用

し易い形態に

て管理すると

ともに、地質情

報や地質標本

等の一次デー

タの管理を行

う。 

・地質情報デ

ータベースを

整備・充実させ

るとともに、各

種出版物、ウェ

ブ、地質標本館

や所外アウト

リーチ活動等

を通じて、地質

情報を広く社

会へ提供する。 

・地質情報の

社会的有用性

に関して一般

社会での理解

浸透を図り、

国・自治体、企

し、データ作成に着手する。

また、地質調査において取

得・整備された地質情報や

地質標本について、標準化

を含めた品質管理を行うと

ともに、研究成果の一次デ

ータのアーカイブ管理を進

める。 

研究成果から構築された

データベース等に関し、セ

キュリティ上の安全性を確

保しつつ、社会的に有用に

利用されるよう整備・管理

する。また、信頼性の高い

研究成果物を出版するとと

もに、電子化・標準化を計

画的に推進し、ウェブサイ

ト、地質標本館、各種アウ

トリーチ活動等を通して、

広く社会に提供する。 

知的基盤として整備され

た地質情報に関して、多様

な形態のアウトリーチ活動

等を通し、広く一般社会で

の認知度を向上させるとと

もに、国・自治体、企業、

研究機関等の様々なコミュ

ニティーのニーズを踏まえ

たうえで、それに適合する

ような地質情報の提供・利

用を推進する。 

質関連の文献・地質図類を網羅した「地質文献 DB」システムを一新し、検索

の高速化、スマートフォン等の多様な環境への適応等を実現した。さらに、

地質図幅等の記載情報の構造化仕様に関し、試作データに基づき仕様検討を

行った。 

地質情報 DB の運用では、「地熱情報 DB」の新規公開の他、各種 DB の更新

と管理を実施した（令和 2年度 DB更新 128件、サーバ管理 34 件）。同時に、

DBシステムをより安全に維持運用するため、主要 DB（活断層 DB等）につい

ては新 OS環境への移行を完了した。 

出版業務に関しては、当初の計画より多い 1/5万地質図幅 2区画、1/20万

地質図幅 1区画、水文環境図 2地域、重力図 1地域、土壌評価図 1地域等、

及び研究報告類（GSJ研究報告、GSJ地質ニュース等）を出版・公開した。 

これらの出版成果物に関して、インターネットを通して社会へ効果的に情

報提供するため、統合ビューア「地質図 Navi」の機能改良に着手し、シーム

レス地質図 V2 の選択表示機能の高度化と、標高データを利用した海水準変

動表示機能の追加等を行った。 

一方、地質情報の社会への浸透のためのアウトリーチ活動については、コ

ロナ禍のために大幅に縮小せざるを得なかった。地質標本館は 2回の臨時休

館（令和 2 年 2 月末～5 月末、令和 3 年 1 月中旬～2 月上旬）を余儀なくさ

れ、開館時においても来館者の自粛、入館制限等により入館者数は 1.2万名

余りで、令和元年度（5 万人）に対しおよそ 8 割減となった。このような状

況下でも感染防止対策を徹底した上で、最大限のパフォーマンスを発揮する

よう努力し、以下のように計画を達成した。令和 2年は地質標本館開館 40周

年であり、開館記念日(8月 19日)には来館者とともに記念セレモニーを行っ

た。特別展として「GSJのピカイチ研究－2019 年」、「祝チバニアン誕生！」

（拡大版も併せて 2 回）、「深海の新しい資源にせまる」、「GSJ のピカイチ研

究－2020年」、企画展として「海で暮らした？デスモスチルス」を開催した。

また、外部主催も含めたオンラインイベント（3回）、サイエンス・スクエア

つくばとの科学教室イベント等に参加した。さらに、新聞・テレビ・雑誌等

9 件の取材を受けた。これらに加え、地質標本館外の取り組みとして、地質

情報可視化アプリ「ジオ・ビュー」の実証実験を行った。人材育成活動とし

て、3回の地質調査研修、2回の博物館実習、2回の薄片研磨技術研修を実施

した。また、機関連携としては、外部機関（博物館等）への試料提供 6件、

イベントの共催・後援 18 件（令和元年度からの継続分を含む）を実施した。 

令和 2年度はコロナ禍により、各地の博物館で操作・接触を伴う体験型展

示が使用停止になるなどした。このため、全国科学博物館協議会に巡回展登

録した過去の特別展パネルデータを利用した企画展の希望が GSJに例年以上

に多く寄せられ（令和元年度は 3 展）、GSJ はこれに積極的に応えた結果、6

博物館の 7展（うち 1カ所 1展は令和元年度から継続）で当館展示物が利用

された。併せて、前述の地質標本など資試料の貸し出しについても協力した。

さらに、教科書出版社から 5件の標本写真の依頼があった。 

地質情報の整備・管理では、研究の一次データはトレーサビリティ確保の

上で重要で、組織的な管理が必要である。「地質標本 DB」はその管理例であ

し、ユーザの利便性向上

に寄与した。また、十分

な感染防止対策の下で、

GSJ の研究成果の普及活

動を不断に実施した。特

に過去の活動成果を「知

的資源」として管理・利

用し、例年以上に所外機

関の要請に応えたこと

は、公的機関としての産

総研の信頼性・知名度の

向上に貢献したと考え

る。 
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業、研究機関等

様々なコミュ

ニティでの地

質情報の利用

を促進する。 

るが、システムが古いことからデータ更新に手間がかかり、結果としてユー

ザ側の利便性が低下していた。令和 2年度の更新により、管理及びユーザ利

便性が向上するとともに、その情報価値が社会的に認知され、内閣府の運営

する分野横断型統合ポータル「ジャパンサーチ」からの連携依頼に応じて、

データ連携を進めることになった。これにより、GSJ が有する地質標本情報

の利用場面（教育、研究等）が広がることが期待できる。「地質文献 DB」に

ついても公開から四半世紀が経過し、システムが陳腐化していたが、令和 2

年度の更新によってユーザビリティが向上した。 

次に、令和元年度比で、地質図 Naviの利用回数は 16%増加、GSJウェブサ

イトの月当たりデータダウンロード数は 52%増加となり、社会のデジタル化

の流れに応えた結果が表れたものと考えられる。また、コロナ禍であっても、

従前からの地質情報の発信にかかわる努力が、成果の普及に結びついた。 

全国科学博物館協議会に巡回展登録してある地質標本館特別展パネルデー

タは一種の「GSJ の知的資源」であり、その利活用として各地の博物館から

の要請に応えることは、GSJ 及び産総研の組織的な信頼性・知名度の向上と

して評価される。 

 

〇計量標準の

開発・整備・供

給と活用促進 

 

SI 単位の定義

改定も踏まえ

た次世代の計

量標準の開発

並びに、産業・

社会ニーズに

即した計量標

準の開発・整備

を行うととも

に、整備された

計量標準を確

実に供給する。

更に計量標準

の活用促進に

向けて、計量ト

レーサビリテ

ィシステムの

高度化を進め

る。 

〇計量標準の

開発・整備・供

給と活用促進 

 

SI 単位の定義

改定も踏まえ

た次世代の計

量標準の開発

並びに産業・社

会ニーズに即

した計量標準

の開発・整備を

行うとともに、

整備された計

量標準を確実

に供給する。更

に計量標準の

活用促進に向

けて、計量トレ

ーサビリティ

システムの高

度化を進める。

今後の社会情

勢やマーケテ

ィングにより

〇計量標準の開発・整備・

供給と活用促進 

 

 

・改定された SI 単位の定

義に基づいて、キログラム

の定義を実現する技術の同

等性を確認するための国際

比較に参加するとともに、

高精度な熱力学温度実現シ

ステムを開発し、次世代温

度標準の開発を推進する。

また、シリコン単電子ポン

プ素子の並列駆動の実証と

量子メトロロジートライア

ングル測定を行う。 

・知的基盤整備計画に基づ

いて、物理標準及び標準物

質の整備を進めるととも

に、既に利用されている整

備済みの計量標準の維持・

管理・供給を行う。併せて、

計量法の運用に係る検査・

試験・審査・技術基準の作

 計量標準総合センターは、計量法に基づいた国家計量標準の維持・管理・供

給を主要課題として活動し、国の知的基盤整備計画に基づいて標準整備を進

めている。また、法定業務を着実に執行し、計量業務に携わる計量人材の育

成の強化に取り組んでいる。令和 2年度は、当初の整備計画にない知的基盤

の整備として、新型コロナウイルス感染症に係る国際比較や対策に資する温

度標準開発など、社会的関心の高い課題の解決に大きく貢献した。以下に令

和 2年度の主な実績等をまとめる。 

 

［デジタル PCR装置を用いた核酸の高精度かつ高感度な絶対定量技術の開発 

-デジタル PCRを用いた遺伝子の絶対定量国際比較への参加-］ 

当初年度計画にはなかった新型コロナウイルス感染症の緊急課題に対し、

基盤整備の観点から診断に用いるPCR検査の信頼性向上のため、デジタルPCR

を用いた遺伝子の絶対定量の国際比較に参加した。計量標準総合センターで

は、微小量のウイルス由来 RNAの絶対定量法として、デジタル PCR装置を用

いた核酸の高精度かつ高感度な絶対定量技術を開発した。既存の化学分析に

よる絶対定量技術である高速液体クロマトグラフィー同位体希釈質量分析

法(LC-IDMS)や LC-IDMS で値付け済みの RNA 認証標準物質を用いて妥当性確

認することで、デジタル PCRの測定条件を最適化した。本国際比較には計量

標準総合センターを含む 16か国から 21機関が参加しており、各機関のデジ

タル PCR法による結果及び LC-IDMS等による各種定量法の結果は、速報値と

して、おおよそ±40%以内での一致が確認された。これにより、新型コロナウ

イルスの PCR検査の各機関の測定能力同等性が確認でき、定量法の基盤とな

る関連標準物質等の開発が可能となった。新型コロナウイルス感染症対策の

一環として迅速に対応した結果であり、国際度量衡局の WEBサイトに速報プ

レスリリース（令和 2年 12月 9日）が掲載され活用された。 

水準以上に達成してい

る。 

年度計画をほぼ達成

した上で、光格子時計に

おいて、世界最高レベル

の高稼働率運転を実現

し、国際原子時校正に使

用可能なイッテルビウ

ム光格子時計として世

界で初めて認定され、国

際原子時の校正に貢献

した。さらに、新型コロ

ナウイルス感染症に係

る国際比較への参加、計

量標準の維持等、コロナ

禍下での問題に迅速に

対応した。また、水銀の

三重点の代替技術の開

発も同感染症対策とと

もに食品の安全・安心、

環境問題にも資する重

要な成果である。 
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変更される可

能性はあるが、

現時点では以

下に取り組む。 

・改定された

SI 単位の定義

に基づく計量

標準の現示技

術の高度化及

び次世代計量

標準のための

研究開発を推

進する。 

・産業・社会ニ

ーズに対応し

て設定される

国の知的基盤

整備計画に基

づいて、物理標

準及び標準物

質の開発・範囲

拡張・高度化等

の整備を進め

るとともに、既

に利用されて

いる整備済み

の計量標準の

維持・管理・供

給を行う。ま

た、計量法の運

用に係る技術

的な業務と審

査及びそれら

に関連する支

援を行う。 

・計量標準の

活用を促進す

るため、高機

能・高精度な参

照標準器等の

開発並びに情

報技術の活用

成及びそれらに関連する支

援を行う。 

・計量トレーサビリティの

高度化を実現するため、一

対多型校正技術による効率

の良いトレーサビリティ確

保のための手法の開発に取

り組む。 

・計量研修等を実施し、法

定計量技術に関わる人材育

成を行うとともに、計量標

準・標準物質・法定計量に

関する展示会への出展やセ

ミナー、計測クラブの会合

等を実施し、計量標準の更

なる成果普及及び人材育成

の強化に取り組む。 

 

［光格子時計の高稼働率運転］ 

現在の 1秒を定義するセシウム原子のマイクロ波線スペクトルより周波数

が 4桁高い原子の光スペクトルを用いる光時計の研究が、秒の再定義を目指

し世界中で推進されている。秒の再定義条件の 1つに、光時計による国際原

子時の精度向上が挙げられている。この実現には長期連続運転が必須である

が、極めて高精度に制御されたレーザを多数用いるため大変困難であった。

産総研では、世界に先駆けて実現したイッテルビウム光格子時計の連続運転

時間の長時間化を含む高度化に取り組み、独自開発のレーザ周波数制御自動

復帰機構により長期無人連続運転を実現した。令和元年 10月から半年間、平

均稼働率 80.3%での運転に成功し、令和 3 年 2 月現在、世界で最も安定運用

できる光時計といえる。人工衛星による遠距離時計比較精度も改善され、世

界最高性能のセシウム原子時計と同等精度で国際原子時を監視できた。この

実績により、令和 2年 8月に時間周波数諮問委員会の作業部会にて、国際原

子時校正に使用できる時計と認定された。令和 3年 2月現在、他で認定され

ている光時計は世界で 4機関のみである。さらに、令和 3年 1月には世界で

初めてイッテルビウム光格子時計による国際原子時の校正が反映された。本

内容に関連した成果は 1報の論文で報告した。今後、基礎物理定数の恒常性

の検証や相対性理論の検証等、基礎科学への貢献も期待される。 

 

［次世代温度標準の開発を目指した水銀の三重点の代替技術］ 

新型コロナウイルスのワクチンの保管や食品等の品質管理、カーボンニュ

ートラルのための新燃料である水素の大量輸送･貯蔵では、0 ℃以下の低温

での正確な温度計測が重要である。しかし、既存の温度標準では、近年規制

が強まっている水銀を用いた温度定点(約-39 ℃)が必要不可欠なため、メー

トル条約では、その代替技術の開発を各国に提言している。その代替の開発

を目指し、CO2、SF6、及び Xeの三重点(約-57 ℃、約-50 ℃、及び約-111 ℃）

を実現するシステムを構築した。そして、それらの温度を 1/1,000 ℃を下回

る精度で評価した。新たな技術開発により、CO2は世界初の高精度測定の結果

が得られ、SF6、Xeは他国との高精度な一致を確認した。令和 3年 2月現在、

代替候補の 3物質すべてで高精度に三重点を実現できる機関は、産総研のみ

であり、社会的関心の高い技術的問題の解決に大きく貢献する成果が得られ

た。また、10本を超える標準温度計に対し、1/10,000 ℃を下回る高精度で

の比較測定による性能評価も進めた。これらの結果は知的基盤整備計画に基

づいて着実に成果を上げているものであり、学会発表、論文で報告した。今

後は更なる技術の開発を進め、次世代の水銀フリー温度標準の確立を目指

す。 

 

［計量標準業務に係る新型コロナウイルス感染症への対策］ 

計量標準は社会インフラであり、途絶えることは経済活動の停滞だけでな

く、国民の安全・安心の確保に重大な影響をもたらす。計量標準総合センタ

ーは、計量法に従いコロナ禍下においても関連業務を継続する必要があっ
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により、計量標

準トレーサビ

リティシステ

ムの高度化を

進める。また、

研修、セミナ

ー、計測クラ

ブ、ウェブサイ

ト等を活用し

た、計量標準の

更なる成果普

及及び人材育

成の強化に取

り組む。 

た。令和 2年度当初の緊急事態宣言発出時には、所管官庁と緊密に連携しつ

つ、受付・事前相談などに対するオンライン会議の活用、現地検査を郵送に

よる検査への変更、基準器検査の有効期限の延長といった法令措置の要請な

どの対応を迅速に実施した。また、遠隔配信や参加人数の調整を含む感染防

止策の実施等により、計量教習等の受け入れを維持した。さらに、ステイホ

ームの一助として、国際単位系（SI）の基本単位の説明や自宅での工作を紹

介する「大人も子供も学べるコーナー」を令和 2 年 4 月 23 日にいち早く公

開した。 

 

その他、本研究課題で実施した取組の結果を記載する。 

・改定された基本単位の定義に基づき、キログラムを実現する技術の同等性

確認のための国際比較に参加し、国家計量機関間の実現能力の整合性を確認

した。 

・熱力学温度測定のための音響気体温度計の開発を進め、0 ℃から 30 ℃の

温度域で高精度測定に成功した。 

・シリコン単電子ポンプ素子の並列駆動の実証と量子メトロロジートライア

ングル(量子レベルでのオームの法則の整合性:3 つの電気量（電圧、電流、

抵抗)の整合性）の測定に関しては、新型コロナウイルス感染症拡大による出

勤制限等の影響により、素子開発等を担う予定であった共同研究先企業の進

捗に大幅な遅れが生じたため、計画達成には至らなかったが、産総研の取組

として、並列駆動を可能にするシリコン単電子ポンプ素子の測定システム開

発を行うとともに、ジョセフソン素子を用いて量子メトロロジートライアン

グル検証システムにおける量子化電圧ステップを動作確認するなどの成果

を挙げており、計画達成に向けての目途が立っている状況である。 

・計量トレーサビリティの高度化のため、装置メーカと共同で一対多型校正

技術を新たに揮発性有機ハロゲン物質に適用し、3%以下の精度を実現した。 

令和 2年度のアウトプット(令和 3年 3月末) 

標準供給数 2,449件 

検査・試験・審査・技術基準の作成等の支援件数 1,587件 

展示会出展数 1件 

計量研修実施数（研修人数） 186名 

セミナー、会合開催数 10回 

 

〇計測技術を

活用した適合

性評価基盤の

構築 

 

国際同等性が

担保された信

頼性の高い計

量標準を活用

〇計測技術を

活用した適合

性評価基盤の

構築 

 

国際同等性が

担保された信

頼性の高い計

測標準を活用

〇計測技術を活用した適合

性評価基盤の構築 

 

 

 

・国際同等性の確保された

信頼性の高い計量標準を活

用し、ミリ波帯コネクタの

 計量標準総合センターは、国家計量標準の整備と供給（産総研法に定める第

3 号業務）を主要課題として活動し、製品・サービスの適合性評価における

基盤の構築及び強化に取り組んでいる。以下に、本研究課題の令和 2年度の

主な実績等をまとめる。 

 

［自動車業界と連携した加速度計校正技術の社会実装］ 

自動車の衝突安全性は、衝突試験時にドライバーに負荷される加速度をひ

ずみゲージ式加速度計で測定することにより評価されてきた。自動車の衝突

安全性評価は、我が国の自動車会社が欧米へ輸出する際における型式承認の

水準を大幅に超えて達

成している。 

年度計画を達成し、Q1

ジャーナル 1 報を含む 3

報の論文が掲載された。

さらに、産総研が主導し

て提案した加速度計の

評価試験法が国際標準

として制定され、国内自
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し産業標準を

制定するとと

もに、それらに

対応した適合

性評価基盤を

構築する。 

し産業標準を

制定するとと

もに、それらに

対応した適合

性評価基盤を

構築する。今後

の社会情勢や

マーケティン

グにより変更

される可能性

はあるが、現時

点では以下に

取り組む。 

・国際同等性

の確保された

信頼性の高い

計量・計測標準

を活用し、製品

の認証に必要

となる国内外

の産業標準化

を推進する。 

・適合性評価

基盤の構築・強

化に資する、計

測・分析・解析

手法及び計測

機器・分析装置

の開発・高度化

並びに計量に

係るデータベ

ースの整備・高

度化に取り組

むとともに、関

連する情報を

更新・拡充し、

広く提供する。 

技術仕様に関する国際規格

の新規提案を行う。 

・流量計や三次元測定機な

どに関して、適合性評価基

盤の中核となる国際標準を

視野に入れた研究開発を推

進する。 

・データベースの整備にお

いて、スペクトルデータや

熱物性データに関する情報

を更新するとともに、遅滞

なくユーザーに公開する。 

重要事項であり、かつその評価法では自動車産業の国際的な品質マネジメン

トシステム規格である IATF 16949 に準拠していることが必須である。しか

し、欧米では衝撃校正によりひずみゲージ式加速度計の信頼性を評価・確保

しているにも関わらず、我が国の主要自動車会社では遠心校正によるメーカ

の独自保証を行っていたことから、両者の校正結果の同等性が懸念されてい

た。そのため、産総研では、すでに保有していたレーザ干渉式衝撃測定装置

及び衝撃加速度標準の技術を基にして、ひずみゲージ式加速度計の特性評価

手法を新たに開発し、遠心校正と衝撃校正における校正結果の同等性を示し

た。さらに、その評価手法を自動車業界の関係機関と連携して確立し、遠心

校正を ISO 国際規格として制定したことにより国際的な利用環境も構築し

た。令和 2 年度は、同規格に基づく世界初の校正事業者の ASNITE 認定取得

（一次標準へのトレーサビリティと同等性証明）に技術的貢献をするなど、

国家標準・国際標準化（ISO国際規格制定）・適合性評価という、産総研なら

ではの三位一体による加速度計校正技術の社会実装を行った。この認定によ

り、相互承認（MRA）された加速度計を用いて安全性試験結果を容易に証明で

きることとなった。一連の成果は、欧米の評価手法へ変更した場合に発生す

る多大なコスト負担及びこれまでに蓄積された技術データ・ノウハウの消失

を防ぎ、国内の自動車産業に大きな利益をもたらした。この成果の社会的意

義は産業界のみならず学術界でも高く評価されており、2020 年度 日本機械

学会標準事業表彰 国際功績賞を受賞している。 

 

［世界最高の遠心加速度を実現した遠心流動場分離装置の構築］ 

近年、微粒子材料の精密な分級技術の開発が必要となっている。これは、

高性能電池材料開発や半導体デバイス製造工程管理において、材料の数ナノ

メートルレベルでの精密サイズ制御が必要とされていることや、2020年より

新たに REACH規制（EUで制定された化学物質の登録・評価・認可・制限に関

する法案）に加えられた、サイズを根拠にした材料規制が進展しているため

である。本研究では、広いサイズ範囲の精密な分級を実現するために、新た

に開発した密閉性と高速回転を両立させた独自のローター回転機構を用い

た遠心流動場分離装置を開発した。この装置では既存の欧州製装置の約 6倍

に相当する遠心加速度を安定に発生可能であり、ナノメートル領域における

材料の分離能を画期的に向上させた。また、流路の高さが 1 mm 以下で層流

を維持できる精密流路（分離チャネル）を設計することで、サイズ分級の高

分解能化と分級時間の半減を達成した。当該技術を活用した装置は、令和 2

年11月に共同研究企業から製品販売が開始されており、先に制定したISO/TS

を用いて当該技術を活用できる。さらに汎用的な利用拡大に向けて技術の高

度化を行うとともに、当該評価試験方法の妥当性確認試験をプレ標準化の国

際的な枠組みである「新材料及び標準に関するベルサイユプロジェクト

（VAMAS）」へ提案・開始し、国際規格(IS)制定を推進した。 

 

［5G/ポスト 5G向け部材評価技術の国際標準化］ 

動車業界で用いられて

いた評価手法の国際的

な利用環境が構築され

た。これにより、欧米の

評価手法へ変更した場

合に発生する多大なコ

スト負担及びこれまで

に蓄積された技術デー

タ・ノウハウの消失を防

ぐことができ、国内の自

動車産業に多大なイン

パクトを与えた。この成

果の社会的意義は高く

評価されており、2020年

度 日本機械学会標準事

業表彰 国際功績賞を受

賞している。遠心流動場

分離装置の構築では、国

際標準化に向けて体制

を構築し、産総研主導

で、評価試験法を国際委

員会へ提案するなどの

活動を行った他、特許出

願 1件、受賞 2件、プレ

スリリースを行った。

5G/ポスト 5Gに係る成果

として、部材の評価試験

法が国際標準として採

用され、社会的にインパ

クトを与えるとともに、

関連特許のライセンス

を実施するなど、産総研

の技術が利活用されて

いる。 
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サービスが開始された 5G及び今後の高度化が進むポスト 5Gでは、無線通

信の周波数が 4G に比べて 1 桁高くなる。そして、6G においても、さらなる

高周波化が進み、100 GHzを超える電磁波の利用が想定されている。このよ

うな今後 10 年以上にわたる技術動向から、高周波帯の部品や部材とそれら

の評価方法の研究開発、その後の製品化の流れと並行して、標準化も必須と

なる。特に、部品類の評価については、IECを中心に、IEEEなどのフォーラ

ムでの標準化が進められていることから、近年はデジュール標準（一般に認

められている標準化団体が作成する標準）とフォーラム標準（幾つかの団体

や企業などが協力して自主的に作成する標準）の一体的な標準化を推進して

きた。令和 2年度は、部材の評価方法の IEC標準化を達成するとともに、企

業への解析プログラムや関連特許のライセンスも実施した。今後も産総研の

高精度計測技術を基盤として、経済産業省 国際電気標準課の支援を受け、

ポスト 5Gに向けた部品等の標準化を推進する。 

 

その他、本研究課題で実施した取組の結果を記載する。 

・国際標準化を視野に入れた、座標測定器（CMM）による幾何形状測定の不確

かさを算出する新たな方法を開発した。 

・化学物質のスペクトル・材料物性データを公共財として活用することを目

的に、有機化合物のスペクトルデータベース（SDBS）、分散型熱物性データベ

ース（TPDS）及び固体 NMRスペクトルデータベース（SSNMR_SD）の運用を行

った。 

・ミリ波帯コネクタの技術仕様に関する国際規格の新規提案に向けた体制を

構築し、提案を表明するまでに至ったが、新型コロナウイルス感染症の拡大

の影響を受け、予定していた会議が延期されたため、提案は来年度に持ち越

しとなった。 

 

（４）技術経営

力の強化に資

する人材の養

成 

 

技術経営力

の強化に寄与

する人材の養

成・資質向上・

活用促進は、産

総研が担うべ

き重要な業務

であり、イノベ

ーションスク

ールやデザイ

ンスクール等

（４）技術経営

力の強化に資

する人材の養

成 

 

技術経営力

の強化に寄与

する人材の養

成・資質向上・

活用促進は、産

総研が担うべ

き重要な業務

であるため、

「研究力強化・

若手研究者支

援総合パッケ

（４）技術経営力の強化に

資する人材の養成 

 

 

 

・イノベーションスクール

においては、産業界を中心

として広く社会にイノベー

ティブな若手研究者を輩出

することを目的とし、博士

人材及び大学院生を対象

に、受講生のニーズに合わ

せた講義・演習や、産総研

における研究開発研修、長

期企業研修などを実施す

る。また、修了生が主催す

○技術経営力の強

化に寄与する人材

の養成に取り組ん

でいるか 

 

・技術経営力の強

化に寄与する人材

育成状況 

等 

・イノベーションスクールにおいては、企業、大学、公的研究機関等の多様

な分野で活躍し、オープンイノベーションに貢献できる人材の輩出を目的と

して、「イノベーション人材育成コース」（若手博士研究者対象）と「研究基

礎力育成コース」（大学院生対象）の 2コースを開校し、年度計画通りの人材

育成を達成できた。 

「イノベーション人材育成コース」は 4月に開校し、15名の博士研究者を

受入れ 1年間のプログラムを実施した。産総研の最先端研究に従事して自身

の研究能力を研鑽しながら、スクール独自の講義・演習を受講した。この中

では、「異分野連携のためのコーチング」といった演習等を通して連携力を、

「知的財産」や「標準化」等の講義から研究力を、「博士人材のキャリアデザ

イン」といった講義等から人間力の、3 つの能力を学び育てた。また、自身

が希望する企業において研究開発の実態やマネジメントについて学ぶ 2～4

か月の長期企業研修を、全てのスクール生について行うことができた。これ

らのプログラムを修了したスクール生は、将来は民間企業をはじめ、広く社

会の場で活躍し、技術経営力の強化に寄与できる「イノベーション人材」と

して活躍することが見込まれる。なお、内 3名については、講義・演習、企

計画通りの成果が得ら

れた。イノベーションス

クールでは、「イノベー

ション人材育成コース」

において 15 名の博士研

究者を、「研究基礎力育

成コース」において 23名

の大学院生の育成を実

施でき、技術経営力の強

化に寄与しうる人材育

成を行えた。 

デザインスクールで

は、「マスターコース」に

おいては 13 名の産総研

職員と企業研修生を、

「ショートコース」にお
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の人材育成事

業の充実・発展

を図り、制度利

用の促進を進

める。 

 

ージ（令和２年

１月総合科学

技術・イノベー

ション会議決

定）」における

施策の方向性

に基づき、イノ

ベーションス

クールやデザ

インスクール

等の人材育成

事業の充実・発

展を図り、制度

利用の促進を

進める。 

イノベーシ

ョンスクール

においては、博

士号を持つ若

手研究者や大

学院生に向け 

て、産総研が有

する高度で専

門的な知識と

技術を活かし

つつ、広い視野

や企画力及び

連携力等を習

得する講義・演

習、産総研での

研究開発研修、

民間企業での

長期インター

ンシップ等の

プログラムを

実施し、社会の

中でいち早く

研究成果を創

出できる人材

の養成に取り

組む。また、社

会課題への理

るイベント等の運営を支援

し、人的ネットワークの拡

充に貢献する。さらに、ス

クール生以外の大学院生に

もスクールの講義を聴講で

きるようにし、将来的なイ

ノベーションスクールへの

応募に繋げる。 

・産総研デザインスクール

において、イノベーション

を起こそうとしている産総

研と企業の人材を対象に、

経済性や社会的影響まで含

めた俯瞰と、理学、工学、

経済学、社会学、法律学な

どの各分野の多様なステー

クホルダーとの共創によっ

て社会的課題解決を実践で

きる人材の育成に取り組

む。具体的には、未来洞察

手法、システム思考、デザ

イン思考等の研修を実施

し、社会課題をプロジェク

トに設定して解決する。ま

た、令和２年度は、修了生

の卒業後の交流・プロジェ

クト推進等を支援しなが

ら、ワークショップやシン

ポジウムの開催、大学や企

業へのコンサルティング活

動等の産学官民共創活動を

展開する。 

業研修を終了後、そのプログラムの効果もあって早期に就職することができ

た。「研究基礎力育成コース」は 10月に開講し、23名の大学院生に対して、

講義・演習と産総研での研究開発からなる半年間のプログラムを実施した。

講義・演習では「社会で求められる力」、「研究論文とは」、「研究費獲得」と

いったプログラムを通じて、連携力、研究力、人間力を学び、研究者として

自立するために必要な力を醸成した。なお、講義については、スクール生以

外であっても聴講できるようにした。また、社会情勢に応じて「データサイ

エンス講習」といった任意選択講義も用意し、より能動的に向学を希望する

スクール生に対応した。 

令和 2年度は新型コロナウイルス対策として講義・演習についてはオンラ

インでの対応も行い、全てのカリキュラムを実施できた。企業研修等の依頼

や打ち合わせにも積極的にオンライン会議のシステムを用い、滞りなく研修

が行えるよう対応した。オンライン講義等に関して蓄積したノウハウは、今

後のスクール運営においても活用していく。 

 

・社会から課題を引き出し、経済性や社会的な影響まで評価を行い、技術と

社会との合意形成を図りながらフィードバックするノウハウを持つ人材が

不足している。デザインスクールにおいては、社会的検証技術及び、技術を

社会に繋げる技術マーケティング能力の向上を目指し、社会イノベーション

の実践に関する研究活動や協働プロジェクト活動を推進できる人材育成を

目的として、「マスターコース」（産総研職員と企業研修生対象）と「ショー

トコース」（産総研職員対象）、「単発コース」（産総研職員対象）の 3コース

を開校し、年度計画通りの人材育成を達成できた。 

「マスターコース」は 7 月下旬に開校し、6 名の企業研修生と 7 名の産総

研職員を受入れ 6か月のプログラムを実施した。スクール生は、探求力、俯

瞰力、共創力、実践力の 4つの力を培うことを目的として、カリキュラム作

成や評価方法の開発などで連携しているデンマークの KAOSPILOTの講師によ

るクリエイティブリーダーシップ研修、未来を俯瞰するための未来洞察、共

創力などを培うデザイン思考、アート思考などを学びながら、地域の社会課

題をテーマとしてアクティブラーニングを行い、1 月末の成果報告と評価委

員会における総合評価を経て、2 月初旬に無事全員の修了式を迎えた。令和

2 年から開始した「ショートコース」では、産総研所内のマスターコース修

了生が講師を務め、マスターコースで得られた知見を元にデザイン・実践す

るコース（計 5回）を開き、主に共創力を養う研修を行った。また「単発コ

ース」では、産総研事務職を対象に、マスターコースの最初に行っている

KAOSPILOTのクリエイティブリーダーシップ研修を行った。 

さらには、研修以外の広報活動として、年 5 回の Designing X in new 

normal ageとして、オンラインでの心理的安全な場の構成、well-being,サ

スティナビリティ、組織、共感型リーダーシップについてのオンラインシン

ポジウムを行い、毎回 100名以上の参加者を集めた。 

令和 2年度は、新型コロナウイルス感染症対策として、全ての研修、イベ

ントを基本オンラインで設計、実行、評価を行う必要から、全てのカリキュ

いては、14 人の産総研職

員を、「単発コース」にお

いては、15人の産総研事

務系職員の育成を実施

でき、技術経営力の強化

に寄与しうる人材育成

を行えた。 
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解を深める講

義・演習を充実

させるととも

に、修了生によ

る人的ネット

ワークの拡大

を支援する。 

デザインス

クールにおい

ては、社会から

課題を引き出

し、経済性や社

会的な影響ま

で評価を行い、

技術を社会と

合意形成しな

がらフィード

バックするノ

ウハウを持つ

人材が不足し

ていることか

ら、社会的検証

技術及び技術

を社会につな

げる技術マー

ケティング能

力の向上を目

指し、社会イノ

ベーションの

実践に関する

研究活動や協

働プロジェク

ト活動を推進

できる人材育

成に取り組む。 

 

ラムなどを再設計して行った。結果的に、令和元年度までの対面での研修と

は遜色のない研修生の気づきと学びを得ることができた。ここで蓄積された

オンライン研修のノウハウは、産総研所内の他の研修についてアドバイスを

行うことで利活用されている。令和 3年 4月の新人職員研修では、デザイン

スクールの設計による一部のカリキュラムを行うべく、人事部人材開発室と

調整中である。修了生の交流、プロジェクト推進としては、月 1回のペース

で、アルムナイのオンラインミーティングを開催した。また、オンラインで

のワークショップ開催や人材育成手法に困っている、所内の他部署、大学、

企業からの研修の依頼が来ている。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅰ―４ 研究開発成果を最大化する中核的・先駆的な研究所運営

関連する政策・施策
我が国全体の科学技術イノベーション政策

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など）
国立研究開発法人産業技術総合研究所法第１１条第１項

当該項目の重要度、困難

度

（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー

（研究開発評価、政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビ

ューシートの番号を記載）

２．主要な経年データ 

①主な参考指標情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

基準値等 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

研究開発予算額（千

円） 

1,543,607

従事人員数 321 の内数 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 主な業務実績等 自己評価 

４．研究開発成

果を最大化す

る中核的・先駆

的な研究所運

営 

４．研究開発成

果を最大化す

る中核的・先駆

的な研究所運

営 

４．研究開発成果を最大化

する中核的・先駆的な研究

所運営 

〇特定研究開発法

人として求められ

ている取組を推進

できているか 

〇国の施策等への

貢献に取り組んで 

いるか 

・特定研究開発法

人としての取組状

況 

・国の研究プロジ

ェクト等への取組

状況 

等 

「特定法人の役割」については、理事長のリーダーシップの下、世界最高水

準の研究成果の創出、普及及び活用を促進し、国家的課題の解決を先導する

ため、「第 5期 産総研の研究に関する経営方針」を策定した。さらに、経営

方針について理事長自身が職員へ説明する場を設けるなどにより、経営方針

の所内浸透に取り組んだ。また、理化学研究所や情報通信研究機構等と連携

して「人工知能研究開発ネットワーク」を運営し、我が国のイノベーション

システムの牽引に向けた取り組みを実施した。

「技術インテリジェンスの強化・蓄積及び国家戦略等への貢献」について

は、所内に技術インテリジェンスワーキンググループ（技術インテリ WG）を

立ち上げ、我が国最大級の機能を活かした最先端の技術動向の把握・分析に

より、積極的に経済産業省や NEDO-TSC へ情報提供を進めた。また、国が策定

する研究開発の方針等の国家戦略等に企画立案段階から貢献するなどの成

果が得られた。 

「国の研究開発プロジェクトの推進」については、関係部署に産総研が取

り組むべき研究テーマを積極的に提示することによって、新型コロナウイル

ス感染症対策についての AMED 事業として 10 件の課題が採択された。また、 

FREA での再生可能エネルギーと水素エネルギーに関するプロジェクトなど

経済産業省等との連携により設置された重要拠点について、政策要請を踏ま

えた運営を行った。 

「国際的な共同研究開発の推進」については、ゼロエミッション国際共同

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「特定法人の役割」

として、理事長のリーダ

ーシップの下、世界最高

水準の研究成果の創出、

普及及び活用、国家的課

題の解決の先導のため

の経営方針を策定、「技

術インテリジェンスの

強化・蓄積及び国家戦略

等への貢献」として、我

が国最大級の機能を活

かした最先端の技術動

向の把握・分析をもとに

経済産業省や NEDO-TSC

への情報提供、「国の研

究開発プロジェクトの

推進」として、新型コロ

ナウイルス感染症対策

評定 
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研究センターにおいて、国際会議「RD20」の第 2回開催事務局を担い、G20を

中心とする国立研究機関等との人的交流や国際共同研究の連携強化を図り、

環境対策に資する革新技術の研究開発を推進した。 

 

 

などのプロジェクトの

採択、ゼロエミッション

国際共同研究センター

などの「国際的な共同研

究開発の推進」などの実

施により、多くの顕著な

実績・成果を得ることが

できた。 

以上、研究開発成果を最

大化する研究所運営と

して、目標の水準に達し

たことなどを総合的に

判断して、自己評価を

「Ｂ」とした。 

 

＜課題と対応＞ 

 世界最高水準の研究

成果の創出のためには、

理事長のリーダーシッ

プの下で、産総研の総合

力を発揮することが重

要であり、そのための効

率的な組織運営が重要

と考えている。 

「社会課題の解決」及

び「橋渡し」研究の推進

のため、基礎的な研究が

手薄になり、長期的な視

点での基礎体力が弱体

化しないよう、限られた

リソースの中でバラン

スの取れたマネジメン

トが重要である。 

 

 

（１）特定法人

としての役割 

 

理事長のリー

ダーシップの

下で、特定法人

に求められて

いる以下の取

（１）特定法人

としての役割 

 

理事長のリー

ダーシップの

下で、特定法人

に求められて

いる取組を推

（１）特定法人としての役

割 

 

• 「AI 戦略 2019」に基づ

き、理化学研究所、情報通

信研究機構と連携し、日本

の AI の研究開発などの連

携の機会を提供する「AI研

 ・理事長のリーダーシップの下で、国家戦略に基づき、世界最高水準の研究

成果の創出、普及及び活用を促進し、国家的課題の解決を先導するため、「第

5 期 産総研の研究に関する経営方針」（経営方針）を策定した。また経営方

針について理事長自身が職員へ説明する場を設けるとともに、各部署内での

意見交換を促すことにより、経営方針の所内浸透に取り組んだ。さらに、「研

究テーマの品質向上」などによって産総研の価値を向上させ、企業及び大学

と連携してオープンイノベーションを促進していくことを示した経営方針

を、理事長自らが外部での講演やメディアへの取材対応により喧伝すること

理事長のリーダーシッ

プの下で、特定法人とし

て求められている役割

について、計画通りの成

果が得られた。具体的に

は、我が国のイノベーシ

ョンシステムの牽引に

向けた「人工知能研究開
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組を推進する。 

・国家戦略に

基づき、世界最

高水準の研究

成果の創出、普

及及び活用を

促進し、国家的

課題の解決を

先導する。 

・我が国全体

のイノベーシ

ョンシステム

を強力に牽引

する中核機関

として、産学官

の人材、知、資

金等の結集す

る場の形成を

先導する。 

・制度改革等

に先駆的に取

り組み、他の国

立研究開発法

人をはじめと

する研究機関

等への波及・展

開を先導する。 

・法人の長の

明確な責任の

下、迅速、柔軟

かつ自主的・自

律的なマネジ

メントを実施

する。 

 

進する。具体的

には、世界最高

水準の研究開

発成果を創出

し、イノベーシ

ョンシステム

を強力に牽引

する中核機関

としての役割

を果たすべく、

科学技術基本

計画等の国家

戦略に基づき

社会課題の解

決に貢献する

世界最高水準

の研究開発等

に取り組む。 

また、「AI戦略

2019（令和元年

６月統合イノ

ベーション戦

略推進会議決

定）」や「革新

的環境イノベ

ーション戦略

（令和２年１

月統合イノベ

ーション戦略

推 進 会 議 決

定）」等に基づ

き、人工知能研

究センターや

ゼロエミッシ

ョン国際共同

研究センター

等で産学官の

叡智を結集し

て研究を推進

する活動をは

じめとして、他

の国立研究機

究開発ネットワーク」を運

営する。 

• ゼロエミッション国際共

同研究センターを中心に

「革新的環境イノベーショ

ン戦略」を実施する国内研

究拠点の府省・官民連携を

行う「ゼロエミッション拠

点フォーラム（仮称）」を主

催するとともに、「東京湾岸

ゼロエミッション・イノベ

ーションエリア」構想に主

要機関・事務局として参画

する。 

• 特定国立研究開発法人特

例随意契約（特例随契）に

ついて、1,000 万円への上

限金額引上げに応じて体制

を整備する。 

• 特例随契を導入した知見

を提供することにより、同

制度の他機関への適用拡大

に貢献する。 

• 迅速、柔軟かつ自主的・

自律的なマネジメントを実

施するため、PDCAの機能強

化に資する組織体制を見直

す。 

で、冠ラボの新規開拓を含めた我が国のイノベーションシステムの牽引に向

けた取り組みを実施した。 

 

・「AI戦略 2019」に基づき、理化学研究所や情報通信研究機構等と連携し、

「人工知能研究開発ネットワーク」の運営等の取組を実施した。具体的には、

会員機関に対する「新型コロナウイルス感染症対策に係る AI を活用した取

組」の調査結果の発信や「人間中心の AI：第 2回仏独日シンポジウム」の共

催活動などの連携の機会の提供を通じて、人工知能研究開発の活性化に取り

組んだ。 

 

・「東京湾岸ゼロエミッション・イノベーションエリア」構想を具体化するも

のとして令和 2 年 6 月に設立された、「東京湾岸ゼロエミッションイノベー

ション協議会」に、ゼロエミッション国際共同研究センターは事務局及び幹

事機関として参画し、同構想の推進に取り組んだ。また、国内研究拠点の府

省・官民連携を行う「ゼロエミッション拠点フォーラム（仮称）」の主催に向

けて、文部科学省の次世代エネルギー基盤研究拠点設立との協調を図るなど

関係省庁との調整を行い、令和 3年度の開催に向けた準備を進めた。 

 

・特定国立研究開発法人特例随意契約(特例随契)について、規程類の整備、

これまで一部研究職員により行われていた検収作業を事務職員に一本化し

た検収体制構築等のガバナンス強化を行い、年度計画通り 1,000万円への上

限金額引上げに相応しい体制を整備した。 

 

・年度計画に基づく着実な体制整備により他の国立研究開発法人に先駆けて

特例随契の上限金額引き上げに取り組んだ。引き上げが認められたことで、

他の国立研究開発法人への波及や展開が期待される制度改革に貢献した。 

 

・迅速、柔軟かつ自主的・自律的なマネジメントのため、企画本部内に新た

に研究戦略室及び研究評価室を設置する組織体制の見直しにより、第 5期中

長期目標期間内の組織評価方針である「定性的評価」に合わせて、成果の質

をきめ細かく自己評価し、PDCAを可能とする体制を整備した。また、社会課

題解決に向けた融合研究を推進するためのロードマップを策定し、フォロー

アップに取り組んだ。 

発ネットワーク」の理化

学研究所や情報通信研

究機構等と連携した運

営や、制度改革等への先

駆的な取組に向けた特

例随契の上限額引き上

げへの体制整備などに

取り組んだ。 
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関等との連携

を主導するこ

とで我が国の

イノベーショ

ンシステムの

牽引に貢献す

る。 

併せて、第４期

に他の特定法

人に先駆けて

特定国立研究

開発法人特例

随意契約を導

入した知見を

提供すること

により、同制度

の他機関への

適用拡大に貢

献するととも

に、所内におけ

る諸制度の運

用改善を図り

つつ、必要な制

度改革を積極

的に働きかけ

る。 

こうした様々

な取組を効果

的に推進する

ために、PDCA

の機能強化に

資する組織体

制の見直しを

行うことによ

り、迅速、柔軟

かつ自主的・自

律的なマネジ

メントを実施

する。 

 



148 

 

（２）技術イン

テリジェンス

の強化・蓄積及

び国家戦略等

への貢献 

 

産業競争力

の強化に向け

て我が国が重

点的に獲得す

べき優れた技

術シーズやエ

マージングテ

クノロジーを

探索・特定し、

これらに対し

て限られたリ

ソースを戦略

的に配分する

ためには、国自

らが世界の産

業や技術の動

向・競争力を俯

瞰し、国家戦略

を描くための

技術インテリ

ジェンスの強

化や蓄積が必

要となる。 

産総研は、国

立研究開発法

人として我が

国最大級の技

術インテリジ

ェンス機能を

有することか

ら、最先端の技

術動向の把握、

ゲームチェン

ジをもたらし

うる次なる革

新的技術シー

（２）技術イン

テリジェンス

の強化・蓄積及

び国家戦略等

への貢献 

 

世界最高水

準の研究開発

成果の創出に

向けた研究開

発を推進する

中で、最先端の

技術動向の把

握や革新的技

術シーズの探

索・発掘等、自

らのインテリ

ジェンス機能

のさらなる向

上を図るとと

もに、必要に応

じて、経済産業

省や国立研究

開発法人新エ

ネルギー・産業

技術総合開発

機構（NEDO）の

技術戦略研究

センター（TSC）

に対して、その

見識の共有を

行う。具体的に

は、我が国最大

級の技術イン

テリジェンス

機能を有する

国立研究開発

法人として、研

究開発に資す

る幅広い見識

を活かし、経済

産業省や NEDO

（２）技術インテリジェン

スの強化・蓄積及び国家戦

略等への貢献 

 

 

 

• 世界最高水準の研究開発

成果の創出に向けた研究開

発を推進する中で、機微情

報の管理に留意しつつ、最

先端の技術動向の把握や革

新的技術シーズの探索・発

掘等、自らのインテリジェ

ンス機能のさらなる向上を

図るとともに、所内の各研

究者が有する技術インテリ

ジェンス機能をより発揮す

る仕組みの構築を進める。

同時に、経済産業省をはじ

めとする府省や国立研究開

発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）

の技術戦略研究センター

（TSC）等との情報交換を通

じ政策ニーズを踏まえつ

つ、積極的に研究動向、技

術動向を検討しすると同時

に、新たな技術シーズに係

る研究開発の提案を行い、

国が策定する第 6 期科学技

術基本計画（仮称）、統合イ

ノベーション戦略 2020（仮

称）等の国家戦略等の策定

に貢献する。 

 ・様々な研究のバックグラウンドを持つ産総研研究者延べ 40 名からなる技

術インテリジェンスワーキンググループ（技術インテリ WG）を立ち上げて、

年度計画の通り自らのインテリジェンス機能のさらなる向上や、所内の各研

究者が有する技術インテリジェンス機能をより発揮する仕組みの構築を進

めた。具体的には、技術インテリ WGにおいて、産総研が設定した社会課題の

解決に向けた 4つの研究テーマ（ウィズ／アフターコロナ、ゼロエミッショ

ン、資源循環、次世代ヘルスケア）ついて、解決に向けた技術的手段と産総

研が強みを持つ技術の分析をするとともに、その分析結果をもとに既存研究

テーマの強化や理事長裁量予算による新たな研究テーマの立ち上げを行っ

た。 

また、技術インテリ WG の取組の 1 つとして企画本部と研究領域が連携し

て産総研の技術インテリジェンスを外部に提供する体制を構築した。併せ

て、国が策定する研究開発の方針等の国家戦略に企画立案段階から貢献し

た。具体的には、経済産業省と NEDO-TSCとの間で、ゼロエミッションや資源

循環等に関する技術交流会を開催することで、該当分野における産総研が持

つ先端的な知見や研究開発動向などの技術インテリジェンスを積極的に提

供した。また、経済産業省と検討した施策（国内において保持する必要性の

高い重要技術に関する研究開発の継続・技術の承継）が、国が策定した「統

合イノベーション戦略 2020」や「第 6期科学技術・イノベーション基本計画」

に反映された。 

 

技術インテリジェンス

の強化・蓄積及び国家戦

略等への貢献について、

計画通りの成果が得ら

れた。具体的には、技術

インテリジェンスの強

化・蓄積に向けた所内の

技術インテリ WG を立ち

上げ、我が国最大級の技

術インテリジェンス機

能を活かした最先端の

技術動向の把握及び技

術分析により、積極的に

経済産業省や NEDO-TSC

へ技術インテリジェン

スの提供を進めた。ま

た、国が策定する研究開

発の方針等の国家戦略

等に企画立案段階から

貢献した。 
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ズの探索や発

掘など、自らの

インテリジェ

ンス機能の更

なる向上を図

るとともに、経

済産業省や国

立研究開発法

人新エネルギ

ー・産業技術総

合 開 発 機 構

（NEDO）の技術

戦略研究セン

ター（TSC）に

対して技術イ

ンテリジェン

スを提供し、産

業技術に係る

知見の蓄積、共

有、関係機関の

能力向上に貢

献できる組織

体制を構築す

る。 

また、技術イ

ンテリジェン

スや人的ネッ

トワークを活

かし、国が策定

する研究開発

の方針等の国

家戦略等の策

定において、経

済 産 業 省 や

NEDO に対して

企画立案段階

から積極的に

貢献する。 

 

との密なコミ

ュニケーショ

ンを通じて、国

が策定する研

究開発の方針

等の国家戦略

等の策定に積

極的に貢献す

る。 
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（３）国の研究

開発プロジェ

クトの推進 

 

世界最高水

準の技術イン

テリジェンス

を蓄積する特

定法人として、

経済産業省及

び NEDO、国立

研究開発法人

日本医療研究

開 発 機 構

（AMED）等の関

係機関と連携

しつつ、引き続

き、国の研究開

発プロジェク

トにおける主

導的役割を担

う。 

また、福島再

生可能エネル

ギー研究所や

AI 研究拠点、

ゼロエミッシ

ョン国際共同

研究センター、

量子デバイス

を含む次世代

コンピューテ

ィング拠点等、

国の施策を推

進する上での

重要拠点の機

動的な設置や

効果的な運営

を経済産業省

等との連携に

より、着実に推

進する。 

（３）国の研究

開発プロジェ

クトの推進 

 

経済産業省

等の関係機関

との連携によ

り、国家戦略を

実現するため

の国の研究開

発プロジェク

トの組成に貢

献する。また、

NEDO や国立研

究開発法人日

本医療研究開

発機構（AMED）

等の研究開発

プロジェクト

においては、担

当する研究だ

けでなく、プロ

ジェクトリー

ダーとして成

果の創出に向

けてプロジェ

クトを牽引す

る役割につい

ても積極的に

果たす。 

国の施策を

推進するうえ

での重要拠点

としては、ま

ず、2050 年ま

での温室効果

ガスの 80％削

減に向けた革

新的環境技術

に関する基盤

研究を世界の

叡智を融合さ

（３）国の研究開発プロジ

ェクトの推進 

 

 

• 国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発

機構（NEDO）や国立研究開

発法人日本医療研究開発機

構（AMED）等の研究開発プ

ロジェクトに積極的に参画

するとともに、プロジェク

トを牽引する役割について

も積極的に担う。 

• ゼロエミッション国際共

同研究センターの研究設備

を整備して、「革新的環境イ

ノベーション戦略」の重点

研究テーマの基礎研究を推

進する体制を整える。併せ

て、基礎研究成果に基づく

実証・実装研究を福島再生

可能エネルギー研究所

（FREA）と連携して進める

体制を整える。また、FREA

は再生可能エネルギーに関

するわが国唯一の国立研究

機関として、多様な最先端

研究開発を推進するととも

に、被災地復興、地方創生

に資する産学官連携、人材

育成を加速させる。 

• サイバーフィジカルシス

テム（CPS）研究棟における

産学官連携活動を推進する

とともに、AI橋渡しクラウ

ド（ABCI）の利用促進や「AI

研究開発ネットワーク」を

通じた AI 技術の普及に貢

献する。 

• 次世代コンピューティン

グ技術の研究開発を実施す

る研究センターを設置す

 ・NEDO や AMED 等の研究開発プロジェクトに積極的に参画するため、関係部

署に産総研が取り組むべき研究テーマを積極的に提示した。その結果、新型

コロナウイルス感染症対策について、AMED 事業として 10 件の課題が採択さ

れた。 

 

・「革新的環境イノベーション戦略」の重点研究テーマを推進するため、産総

研つくば西事業所においてゼロエミッション国際共同研究センターの研究

拠点を整備するとともに、福島再生可能エネルギー研究所（FREA）とオンラ

インツールの活用を含めた複数回にわたる研究交流会と意見交換会を通じ、

再生可能エネルギーや水素・エネルギーキャリア技術を中心に基礎研究成果

に基づく実証・実装研究を連携して進めるための体制を整えた。FREAでは再

生可能エネルギーと水素エネルギーに関し、NEDO事業等の国のプロジェクト

の推進及び、企業との共同研究による技術実証と普及を推進した。さらに被

災地企業のシーズ支援事業により、被災地企業に対して令和 2 年度に 17 件

の技術開発支援を行った。なお、被災地企業の 4.5 億円の売り上げ（令和 2

年度調査額）に貢献した。また、リサーチアシスタント（RA）を 7名、技術

研修生 12名を受け入れるなど、人材育成にも貢献した。 

 

・産業用ロボット大手 6社が設立した技術研究組合である「産業用ロボット

次世代基礎技術研究機構（ROBOCIP ロボシップ）」と連携し、NEDO事業「革

新的ロボット研究開発基盤構築事業」を実施、サイバーフィジカルシステム

研究棟の小型模擬店舗における商品ハンドリングのための基盤技術となる

商品データベース設計を開始した。 

AI橋渡しクラウド(ABCI)を活用した、NEDO事業「人と共に進化する次世代

人工知能に関する技術開発事業」など、国の研究プロジェクトを実施、AI基

盤技術開発及び社会実装の加速化に取り組んだ。 

また、「人工知能研究開発ネットワーク」のホームページにおいて、「新型

コロナウイルス感染症対策に係る AIを活用した取組」の調査結果や AI学習

用のデータセットなどを公開する取組により、AI技術の普及に貢献した。 

 

・年度計画通り、次世代コンピューティング技術の研究開発の中心となる新

原理コンピューティング研究センターと、プラットフォームフォトニクス研

究センターを令和 2年 10月に設置した。 

国立研究開発法人新エ

ネルギー・産業技術総合

開発機構(NEDO)や国立

研究開発法人日本医療

研究開発機構(AMED)等

と連携し、国の研究開発

プロジェクトを積極的

に牽引した。具体的に

は、新型コロナウイルス

感染症対策について、

AMED 事業として 10 件の

課題が採択された。 

また、経済産業省等と

の連携により設置され

た重要拠点について、政

策要請を踏まえた運営

を行った。 
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せながら進め

るための「ゼロ

エミッション

国際共同研究

センター」を整

備し、同センタ

ーと「福島再生

可能エネルギ

ー 研 究 所

（FREA）」との

連携により、革

新的環境技術

の研究開発に

おいて世界を

リードする。ま

た、国の研究機

関として初め

ての AI 研究

拠点である「人

工知能研究セ

ンター（AIRC）」

は、「AI 戦略

2019（令和元年

６月統合イノ

ベーション戦

略推進会議決

定）」において、

AI の実世界適

用に向けた AI 

基盤技術と社

会への橋渡し

に向けた研究

の世界的な中

核機関として

世界をリード

することが期

待されており、

その役割を担

うため、AI 橋

渡しクラウド

（ABCI）やサイ

バーフィジカ

る。 
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ル シ ス テ ム

（CPS）研究棟

を含む AI グ

ローバル研究

拠点における

研究開発との

好循環の形成

により、AI 基

盤技術開発及

び社会実装の

加速化に取り

組む。また、「AI 

研究開発ネッ

トワーク」の事

務局として、AI 

研究開発に積

極的に取り組

む大学・公的研

究機関等との

連携を積極的

に推進する。 

さらに、量子

デバイスを含

む次世代コン

ピューティン

グ拠点を経済

産業省等との

連携により整

備すること等

に取り組む。 

 

 

（４）国際的な

共同研究開発

の推進 

 

主要国(G20)

のクリーンエ

ネルギー技術

分野の研究機

関のリーダー

を集めた国際 

会議「 RD20 

（４）国際的な

共同研究開発

の推進 

 

「ゼロエミッ

ション国際共

同研究センタ

ー」において、

G20 を中心と

する世界有数 

の国立研究機

（４）国際的な共同研究開

発の推進 

 

 

• ゼロエミッション国際共

同研究センターにおいて、

国際会議「RD20 (Research 

and Development 20 for 

clean energy 

technologies)」の開催事務

局を担うとともに、G20 を

 ・ゼロエミッション国際共同研究センターにおいて、国際会議「RD20 

(Research and Development 20 for clean energy technologies)」の第 2

回の開催事務局を担い、オンライン開催、テクニカルセッション及びリーダ

ーズセッションから構成される複数日にわたるプログラム、取りまとめ文書

の議長サマリーからリーダーズサマリーへの発展等、第 1回会議からの進化

を実現しつつ、G20 を中心とする国立研究機関等との人的交流や国際共同研

究の連携強化を図り、環境対策やクリーンエネルギー技術に関する革新技術

の研究開発を推進した。 

 

ゼロエミッション国際

共同研究センターにお

いて、国際会議「RD20 

(Research and 

Development 20 for 

clean energy 

technologies)」の第 2回

開催事務局を担い、オン

ライン開催等を取り入

れ第 1回会議からの進化

を実現しつつ、G20 を中
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(Research and 

Development 

20 for clean 

energy 

technologies)

」を開催するこ

とをはじめ、研

究機関間の国

際的なアライ

アンス強化や

人的交流を図

る。さらに、機

微技術の着実

な管理に留意

しつつ、ゼロエ

ミッション国

際共同研究セ

ンターを中心

とするゼロエ

ミッションと

我が国の産業

競争力の強化

に貢献する国

際的な共同研

究等を行うこ

とをはじめ、国

内のみならず

グローバルな

視点からの社

会課題解決を

推進する。 

関等のリーダ

ーが出席する

国際会議「RD20 

(Research and 

Development 

20 for Clean 

Energy 

Technologies)

」の開催事務局

を担い、研究機

関間の国際的

なアライアン

ス強化や人的

交流を促進す

るとともに、国

際連携拠点と

してのイノベ

ーションハブ

機能を果たす。

また、同センタ

ーにおいて「革

新的環境イノ

ベーション戦

略（令和２年１

月統合イノベ

ーション戦略

推 進 会 議 決

定）」に登録さ

れた重点研究

テーマの研究

を実施し、国内

のみならずグ

ローバルな視

点から温暖化

対策に貢献す

る革新技術の

早期実現に貢

献する。 

中心とする国立研究機関等

との人的交流や国際共同研

究の強化を図り、環境対策

に資する革新技術の研究開

発を推進する。 

心とする国立研究機関

等との人的交流や国際

共同研究の連携強化を

図り、環境対策に資する

革新技術の研究開発を

推進した。 

 

 
４．その他参考情報 
通則法第 28条の４の規定に基づく評価結果の反映状況 

評価結果 令和 2年度の対応状況 
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（総合評価） 

 より安定的に民間資金の導入を図るには、企業のグローバル化を見据えるとともに、既に実

施しているオープンイノベーションラボラトリ（OIL）に参加している大学などの多様な研

究者、産学連携コーディネータなどの取り込みを図り、よりグローバルでオープンな形での

産官学共同研究を実施していくことが重要。このようなプラットフォームを構築することに

より、企業連携を担う人材不足の解消や企業連携を促進するための支援人材不足が解消され

ることが期待される。加えて、様々な段階での共同研究が展開され、共同研究の暗黙知的ノ

ウハウが形式知化され、より効率の良い共同研究が展開されることが必要。 

 

 

 

 

 目標の主軸を変更するのであれば、産総研は何をもって国に貢献するのか、その点を明確に

しなければならない。実際の運営においては、民間資金獲得における評価等を見ても、各領

域の縦割りが強すぎる面がある。技術に融合分野が増えているように、領域横断的なプロジ

ェクト運営を柔軟に行う仕組みを構築すべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 橋渡しについては、橋渡しできる人材の確保が難航したと振り返っている分野が一つ以上あ

り、本部との情報共有によって早期に状況を把握し、支援を提供する事が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ゼロエミッション国際共同研究センター、冠ラボ・オープンイノベーションラボラトリ（OIL）等で、

グローバルでオープンな形での産官学共同研究を推進することを目指した。 

冠ラボについては、3つの新規冠ラボの設立支援と、計 17ラボの活動支援を行い、そのうち、5つ

の冠ラボが他企業や大学等との共同研究を実施（計 9件）した。また、冠ラボの技術を移転してスタ

ートアップ企業が新規に設立されるなど、冠ラボをプラットフォームとした連携・融合活動が様々な

形で社会に展開され始めた。OILと他機関との共同研究契約件数は 25件、外部資金の獲得額は約 5.4

億円に増加した。OILをハブとした異分野融合の促進と連携・融合プラットフォームの機能強化に向

けた取組が着実に進んでいる。RD20の第 2 回の開催事務局を担い、オンライン開催、複数日にわたる

プログラム等、G20を中心とする国立研究機関等との人的交流や国際共同研究の連携強化を図り、環

境対策やクリーンエネルギー技術に関する革新技術の研究開発を推進した。 

 

 経済産業政策の中枢的実施機関として、社会課題の解決に向けたイノベーションを主導していくとと

もに、これらイノベーションを支える基盤的研究、既存の産業分野の枠を超えた領域横断的な標準化

活動、地質調査や計量標準に関する知的基盤の整備に取り組んだ。また、領域横断的なプロジェクト

運営を柔軟に行うために、領域融合センター・ラボを設置し、社会課題解決に向けた研究開発を領域

の枠を超えて進めるための組織づくりを行った。 

産総研の総合力を活かした社会課題の解決に向けて、領域融合研究等を通して複数の国プロ・民間

企業との実証実験等を主体的に進め、複数の技術の社会実装などにより社会課題解決の道筋が明確と

なった。イノベーション・エコシステムを支える基盤整備に向けて、多種多様なデータ収集のための

センシングシステム技術、SiCなどのパワーデバイス、陸域・海域、沿岸域・都市域などの地質図幅

の出版などの整備を実施し、産業基盤として極めて重要性が高い技術開発を実施した。社会課題解決

に向けた融合センター・ラボの設立・運営に関する総合調整の実施、社会課題からのバックキャスト

による研究テーマを設定及び戦略的な研究開発推進のための研究戦略の策定など戦略的研究開発の

推進のための研究マネジメントを実施した。 

 

 領域におけるイノベーションコーディネーターや連携主幹の充実を目指して、領域とイノベーション

推進本部による意見交換の場などで課題の共有に努めるとともに、人材確保や育成に向けた必要な支

援を検討し実行した。具体的な支援策として、橋渡しの拡充を図るうえで必要となるマーケティング、

知的財産等の専門人材の強化育成に向けた各種研修やセミナー等の企画や、イノベーションコーディ

ネーター向けのマニュアルの整備を進めた。 

拡大技術マーケティング会議を 3回開催し、領域における連携担当者を含めた連携活動の好事例の

共有等を行った。領域からの標準化ニーズ発掘のための情報収集体制を整備（相談件数 5 件)し、領

域と調整しながら戦略策定に着手（3件）した。技術コンサルティング制度活用状況の分析結果につ

いて領域へ説明会を実施した。領域の企業担当イノベーションコーディネーター等と協力して、産総

研知財の活用促進に向け、有望な技術シーズに対する知財アセットの構築支援を行うための、要素技

術の調査を開始した。新任のイノベーションコーディネーターや企業連携に関心のある職員を対象

に、その基本知識や所内制度等を習得する連携人材育成研修（令和 2 年 10 月 22 日実施/113 名）を

開催した。領域を含めた所内における知財人材育成のため、知的財産権研修（基礎編（受講者 177 名、

修了者 82名）、発展編（受講者 39名、修了者 25名））や、知財・標準化セミナー（8月（受講者 80

名）、9月（受講者 31名）、10 月（受講者 115名）、11月（受講者 73名））を実施した。イノベー

ションコーディネーター向けのマニュアルを整備し、冊子として配布した。 
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 全体のマネジメントについては、今回より、未達の要因分析と対応策が自己評価書でも明示

され、振り返りプロセスが改善した。成功の要因についても分析する事が望ましい。領域を

またいで、様々な立場から、振り返りの共有を強化することが求められる。 

 

 

 

 

 

 現状の更なる改善点の洗い出しやこれを踏まえた一層の取組を強化し、マーケティング機能

を支える組織全体の体制の整備や意識改革も引き続き行っていくことが必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 組織改革や人材の育成・活用についても、優秀な若手・中堅人材の研究者獲得と人材流動化

促進を積極的に行い RA制度やクロスアポイントメント制度の更なる活用も含めた組織内外

の若手雇用・育成と、シニア世代の能力・経験の最大活用を図っていくことが必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 4期の反省を生かして、技術インテリジェンスの強化、領域融合を推進するための組織を構築し、

強化を図った。理事長のリーダーシップの下、世界最高水準の研究成果の創出、普及及び活用、国家

的課題の解決の先導のための経営方針を策定、「技術インテリジェンスの強化・蓄積及び国家戦略等

への貢献」として、我が国最大級の機能を活かした最先端の技術動向の把握・分析をもとに経済産業

省や NEDO-TSC への情報提供、「国の研究開発プロジェクトの推進」として、新型コロナウイルス感

染症対策などのプロジェクトの採択、ゼロエミッション国際共同研究センターなどの「国際的な共同

研究開発の推進」などの実施により、多くの顕著な実績・成果を得ることができた。 

 

 マーケティング機能を支える組織については、社会課題解決に向けたバックキャストによる研究テー

マ設定や、戦略的な国際標準化活動の推進を目指して、組織全体の体制整備を行うとともに、橋渡し

の拡充を図るうえで必要となるマーケティング、知的財産等の専門人材の強化育成に向けた各種研修

やセミナー等の開催を通じて、意識改革に関する取組を行った。 

体制強化として主に以下の 4 点を実施した。標準化推進センターを新たに設置（令和 2 年 7 月 1

日）。標準の専門人材「標準化オフィサー」を新設してワンストップサービスでの相談体制を整備し

た。また、デジタルアーキテクチャ推進センター情報標準化推進室と連携して、標準化活動をけん引

する体制を強化した。所内標準化ネットワーク構築のため「標準化の会」を新設（令和 2 年 7 月 10

日開始、327名）し、標準化への意識啓発を実施した。知的財産部に技術移転業務を移管（令和 2年

7月 1日）し、知的財産オフィサーと技術移転マネージャーとの連携を強化。イノベーションコーデ

ィネーターや中小企業連携コーディネータ等とも連携し、企業への多角的な働きかけの議論を開始。

研究推進組織と緊密に連携し、ベンチャー創出に組織的に対応する体制を整備。創業候補案件の調査、

発掘や創業前段階からの事業戦略の構築支援等に取り組む専門人材（スタートアップコーディネータ

ー）をベンチャー開発センターに 2名、新たに配置。また、専門人材の育成に向け、連携人材育成研

修、知的財産権研修、知財・標準化セミナー、産総研の経営方針等に係る本部勉強会（2回）、本部

職員のコンプライアンス意識啓発のための研修会（令和 2 年 12 月 18 日実施/159 名）、職員のモチ

ベーション向上及びコミュニケーション円滑化を目的としたミーティング（9 回/産学官契約部）な

ど、相互の活動への理解と業務を模索するための各種研修やセミナー等を開催した。 

 

 多様な採用制度を柔軟かつ効果的に活用し、優秀な若手・中堅人材を積極的に採用するとともに、一

定の年齢に達した研究職員一人一人の「適性の見極め（キャリアゲート）」を実施することにより、

研究業務から研究連携業務等の支援業務へ人材流動を進め産総研全体のパフォーマンスの最大化を

図った。リサーチアシスタント（RA）については、国の取組状況等に応じて、産総研全体での受入増

を目指し、併せてクロスアポイントメント、兼業等の人事制度を活用し、優れた研究人材の循環を促

進するとともに、引き続き再雇用制度を活用し、定年に達したシニア世代の能力・経験の最大活用を

図った。 

ゼロエミッション国際共同研究センターで行う革新的な研究を担う人材や、社会課題の解決のため

の研究を推進する人材を採用した。また、採用選考は原則オンライン面接とし、海外等の遠方からも

選考を受けやすい体制とし、優秀な人材の採用に結びつけた。また、新たな職制に対応した評価基準

等を設定するとともに、一定の年齢に達した研究職員一人一人の適性を見極め今後のキャリアパスを

考える機会「キャリアゲート」を実施した。令和 2 年度は 19 名の者をキャリアチェンジし、組織全

体のパフォーマンスの向上を図った。令和 2年度は、新規に 5件のクロスアポイントメント協定を締

結し、大学法人及び民間企業との間の受入者・出向者は総勢 56 名となった。また、リサーチアシス
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（民間資金の対応方策：エネルギー・環境領域） 

 短期間で人的資源不足を解消することは人材育成の観点からも困難であるため、人的資源の

課題は長期的に対応し、引き続き短期間で対応可能な共同研究 1件あたりの獲得額増加に努

めることで民間資金獲得額の向上を図る。主な取組として、一定金額規模以上の共同研究全

てにイノベーションコーディネーター等を配置するなど体制の強化を図る。さらに、テクノ

ブリッジフェアにおける個別企業の招待や個別企業への領域幹部の訪問機会を強化するな

ど、積極的な企業連携の強化に努める。

 幅広い研究テーマにおける橋渡し研究を促進するために、領域の持つ有望なシーズを軸とし

た①民間資金で運用されるプラットフォーム型研究活動の拡大、②プラットフォーム型研究

活動から資金提供型共同研究への展開、③技術コンサルティングから資金提供型共同研究へ

の展開へ向けた継続した取組が必要。

（民間資金獲得の対応：生命工学領域） 

 個々の案件を予算規模や波及効果などで区分けし、領域の研究戦略部とユニットの産学官連

携担当者のどちらがフォローするかを明確化し、迅速なフォローが行えるよう企業連携推進

の円滑化を図る体制を構築する。

 研究戦略部主導で戦略的な連携構築を目指し、バイオ分野に限らない幅広い業種の企業との

交渉を進めることが必要。

タント制度を引き続き活用し、令和 2年度の採用実績は 465名である。さらに、兼業については、令

和 2 年度 971 件の実績となり、優れた研究人材の循環を促進した。平成 30 年度よりシニアスタッフ

（再雇用制度）の配置について、研究推進組織に配置することを可能とし、定年に達したシニア世代

の能力・経験の最大活用を図った。 

 民間資金獲得額をモニタリングしつつ、イノベーションコーディネーターの再配置や領域幹部による

企業への働きかけを強化することで、連携を拡大させた。

担当イノベーションコーディネーターと領域幹部による企業幹部への働きかけを行うことにより、

令和 3年度開始の新たなパワーエレクトロニクスの大型共同研究 1件の獲得と、令和 3年度からの新

たな大型共同研究を前提とした技術コンサル 1 件の開始につながった。FREA 清水建設冠ラボでは、

商用規模（水素貯蔵量 1,000 m3～）への拡大に向けた課題解決と、実証のために令和 3年 7月～令和

5年度末の予定で第 2フェーズの冠ラボとして継続することで合意した。東京湾岸ゼロエミッション

イノベーション協議会では、参加企業等の活動を紹介するセミナーなどを企画・運用して、産学官そ

れぞれの協業可能性、次期連携の働きかけを実施した結果、参画企業等からの連携希望が寄せられ、

公的資金公募への提案などの議論が進んだ。 

 民間企業ニーズの把握と、それに応じて①～③の適切な形態での連携強化に努めた。具体的には、プ

ラットフォーム型研究活動については、コンソーシアム活動を活用して新たな個別企業との連携を模

索し、技術コンサルティングについても、コンサルティングの活動の中で生まれた課題解決型の共同

研究の立案などを図った。 

①令和 3年 3月にパワーエレクトロニクスのプラットフォーム型研究活動として、新たな分科会を

発足したことをプレスリリースした結果、新たな企業複数社から問い合わせがあり、連携に向けた取

り組みへとつながった。②自動車用内燃機関技術研究組合 AICE では、自己資金に加え経済産業省補

助金も含めた研究テーマに参画し研究資金を獲得した。またデータベース運用に関しても資金を獲得

するとともに、次年度の展開として NEDO 先導研究への提案にも結びつく活動の基盤を構築した。③

日立造船冠ラボでは、技術コンサルで共同研究適用可否を判断し、連携につなげた（令和 2年～）。

またレドックス・フローの NEDO 先導研究の令和 2 年度追加公募に、技術コンサルを行った 2 社と共

同申請し採択された。 

 個々の案件を予算規模や波及効果などで区分けし、領域の研究戦略部とユニットの産学官連携担当者

のどちらがフォローするかを明確化し、迅速なフォローが行えるよう企業連携推進の円滑化を図る体

制を構築した。

地域拠点にユニットの産学官連携担当者をアサインし、予算規模によって研究戦略部とユニットの

連携担当者の役割分担を明確にした。 

 バイオ分野に限らない幅広い業種の企業との交渉を進めるため、研究戦略部において戦略的な連携構

築を目指した体制を構築した。

多様な業種の企業を訪問しニーズ情報を収集、企業の中長期戦略に沿った複数の研究提案を行い、
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 連携担当者の数を更に増やし、先ずは研究ユニットと定期的に情報交換を行い、これまでは

見落としていたような新しい技術に対して特許戦略を立案する等、企業にその新しい技術を

紹介していくことが必要。

（民間資金獲得の対応：材料・化学領域） 

 先方ニーズの変化を捉えるためテクノブリッジフェア等を活用し、企業経営層からの情報収

集を強化する等の対策を進める。

 契約交渉に対して見切りをつけ、別のパートナーを模索するなどの柔軟な対応をとることが

できなかった場合もあったため、企業との交渉期間を予め設定するなどのスケジュール管理

を進める。

 橋渡し研究では、研究成果を事業化まで繋げることが重要であるため、領域職員が企業の事

業化まで関与する体制を検討する必要がある。

 日本全体のエコイノベーションシステムの中で、産業界とりわけ素材・化学産業界から信頼

される研究組織になるために、技術移転の実績を積み上げるとともに、大学等との連携によ

り、産業界の長期的かつ根源的な課題に応える骨太の研究開発を目指す必要がある 。

新規事業を共に創り上げる連携体制を提案した。 

 研究戦略部の連携担当者の数を増やし、また研究ユニットと定期的に情報交換・情報収集を行い、企

業にその新しい技術や情報を紹介した。

研究戦略部の連携担当者を 7名に増員した。また、研究ユニットと定期的な情報交換を行い、多彩

な技術を総括した技術マップを作成し、企業への技術紹介を行った。 

 テクノブリッジや各種イベントを積極的に活用することで、IC や領域幹部による企業経営層からの

情報収集を強化した。

東北センターと中部センターで開催されたテクノブリッジにおいて、企業経営層から情報収集を行

った。 

 企業との契約交渉において、担当部署との間で契約締結までのスケジュールを共有し、契約に向けた

スケジュール管理を行った。

 研究成果を事業化まで繋げるため、産総研職員の企業へのクロスアポイントを検討した。

産総研職員による企業へのクロスアポイントの準備を行った。令和 3年度からクロスアポイントで

事業化に向けた支援を開始する。 

 社会課題に応える骨太の研究開発を進めるため、大学との連携拠点である OILの研究テーマについて

見直しをおこなうとともに、各地域センターと地域中核大学との連携による地域イノベーションに取

り組んだ。

大学との連携拠点である OILでは、社会課題解決に向けた研究テーマの見直しを行った。また、各

地域センターと地域中核大学(東北大、筑波大、名大、名工大)との FS 共同研究や合わせ技ファンド

事業による連携を通じ、地域イノベーションに取り組んだ。  
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項

当該項目の重要度、困難

度

（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー

（政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシート

の番号を記載）

２．主要な経年データ

評価対象となる指

標

達成目標 基準値等

（前中長期目標期間

最終年度値等）

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、必要

な情報

一般管理費（人件

費を除く。）及び業

務経費（人件費を

除く。）の合計の効

率化

前年度比：

1.36%以上 
1.36% 

民間資金獲得額

（千円）
- 0 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 主な業務実績等 自己評価 

II．業務運営の

効率化に関す

る事項 

II．業務運営の

効率化に関す

る事項 

II．業務運営の効率化に関

する事項 

「研究推進体制」については、領域融合プロジェクトを実施するため、複数

の研究領域における既存の研究開発力を活用し、1 つの融合研究センター及

び 5つの融合研究ラボを設置した。また、橋渡しの拡充のため、新規に 3つ

の冠ラボを、デジタル・サービスに関する標準化を推進するため「デジタル

アーキテクチャ推進センター」を設置した。

「本部体制」については、PDCAの効率化のための研究戦略と評価の一体管

理、「橋渡し」の拡充、地域イノベーションの推進、標準化活動の推進、広報

力の強化、イノベーション人材の育成の観点で、全所的・融合的なマネジメ

ントを強化する体制として、研究戦略室、イノベーション人材部等を新設し

た。さらに、研究事務担当に新たにチーム制を導入し、業務の改善及び業務

分担の見直しを行った。 

「研究施設の効果的な整備と効率的な運営」については、「施設整備計画

（令和 2年度版）」を策定して計画通り施設の改修工事を実施した。また、令

和 3年度以降に改修を要する施設を抽出し、先行改修設計を実施した。さら

に、会計検査院からの改善処置要求に対して、土地の国庫納付・返還に向け

た具体的なスケジュールの策定、スペース管理規程の改訂及び既存建物解体

等の手続きについて迅速に着手した。 

「適切な調達の実施」については、調達に係るガバナンス強化等条件を満

たすための措置を講じ、特例随意契約の上限額引上げ適用法人の指定を受け

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 「研究推進体制」

として、複数の研究領域

における既存の研究開

発力を活用した領域融

合プロジェクトの実施、

「本部体制」として、研

究戦略と評価の一体管

理、全所的・融合的なマ

ネジメントを強化する

体制、「研究施設の効果

的な整備と効率的な運

営」として、施設整備計

画に基づいた計画通り

の施設の改修工事の実

施、「適切な調達の実施」

として調達の適正性を

確保しつつ迅速かつ効

評定 
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ることとなった。これにより調達の適正性を確保しつつ、迅速かつ効率的な

調達手続きが可能となる対象事案が拡大した。 

「業務の電子化」については、業務システムの安定稼働を目標に、セキュ

リティトークンを導入した二要素認証への切替を完了し、業務システムのク

ラウド化について課題の整理などの検討を進めた。また、個別システムの情

報を整理し、システムの構築方法を分類して、候補となるプラットフォーム

による検証を実施した。 

「業務の効率化」については、押印手続きの見直しなど必要な制度の見直

しをトップダウンで進めるとともに、各部署における IT ツールの導入など

をボトムアップで積極的に推進した。その結果、所全体として運営費交付金

に係る経費の効率化目標（前年度比 1.36%以上の効率化）を達成するととも

に、コロナ禍の状況においても業務を継続できる体制を構築した。 

率的な調達手続きの実

施、「業務の電子化」とし

て、業務システムの安定

稼働の方策、「業務の効

率化」として、効率化目

標（前年度比 1.36%以上）

の達成など、業務運営の

効率化に関して、目標の

水準に達達したことな

どを総合的に判断して、

自己評価を「Ｂ」とした。 

 具体的な評定と根拠

は、各項目に記載のとお

り。 

 

＜課題と対応＞ 

 領域融合プロジェク

トの効率的な実施には、

融合研究センターなど

の設置を臨機応変に対

応できることが必要で

あり、そのための制度設

計・運用が重要と考えて

いる。 

また、適切かつ合理的

な調達の実施を維持す

るためには、契約手続き

の公正性及び透明性を

確保することが課題で

ある。このため、外部有

識者等による契約監視

委員会による点検を引

き続き実施し、不断の改

善を進めていく。 

情報インフラの安定

的な稼働、不正アクセス

に対するセキュリティ

強度の確保のため、監視

方法や運用手順の見直

しを引き続き実施する。 
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１．柔軟で効率

的な業務推進

体制 

 

（１）研究推進

体制 

 

特定法人と

して世界最高

水準の研究成

果を創出する

ことが求めら

れていること

を踏まえ、第５

期の最重要目

標である社会

課題の解決に

貢献する研究

開発を、既存の

研究領域等に

とらわれるこ

となく、組織横

断的に連携・融

合して推進し

ていく組織体

制を機動的に

構築する。研究

領域において

は、裁量と権限

に伴う責任を

明確化した上

で、基礎と応用

のベストミッ

クスになるよ

うに、交付金や

人材のリソー

ス配分や他の

国立研究開発

法人・大学等と

の連携を行う。 

 

１．柔軟で効率

的な業務推進

体制 

 

（１）研究推進

体制 

 

特定法人とし

て世界最高水

準の研究成果

を創出するこ

とが求められ

ていることを

踏まえ、第５期

の最重要目標

である社会課

題の解決に貢

献する研究開

発を既存の研

究領域等にと

らわれること

なく、組織横断

的に連携・融合

して推進して

いく組織体制

を機動的に構

築する。具体的

には、研究所全

体の経営方針

の企画調整機

能を担う企画

本部が研究開

発を効果的に

推進するため

に必要となる

体制の整備に

向けて、所内外

の研究者との

連携推進や融

合が可能とな

るような全体

調整を行う。 

１．柔軟で効率的な業務推

進体制 

 

 

（１）研究推進体制 

 

 

• 領域融合プロジェクトの

実施するため、融合研究セ

ンター、融合研究ラボを設

置する。 

• 橋渡しの拡充のため、冠

ラボを新設・拡充する。 

• デジタル・サービスに関

する標準化を推進するため

「デジタルアーキテクチャ

推進センター」を設置する。 

 

 ・領域融合プロジェクトを実施するため、既存の 7つの研究領域の研究開発

力を活用し、令和元年度に先行して設置した「ゼロエミッション国際共同研

究センター」に加えて、1 つの融合研究センター（全ての産業分野での労働

生産性の向上と技能の継承・高度化に資する技術の開発を行う「インダスト

リアル CPS 研究センター」）及び 5 つの融合研究ラボ（資源循環型社会に向

けた資源の高度利用技術とシステム評価技術開発を行う「資源循環利用技術

研究ラボ」、環境保全と開発・利用の調和を実現する環境評価・修復・管理技

術開発を行う「環境調和型産業技術研究ラボ」、生活に溶け込む先端技術を活

用した次世代ヘルスケアサービスに資する技術開発を行う「次世代ヘルスケ

アサービス研究ラボ」、QoLを向上させる高品質・高機能・高精度な治療・診

断技術開発を行う「次世代治療・診断技術研究ラボ」、持続可能な安全・安心

社会のための革新的インフラ健全性診断技術及び長寿命化技術開発を行う

「サステナブルインフラ研究ラボ」）を設置した。 

 

・橋渡しの拡充のため、3 つの冠ラボ（顧客の健康経営に資する人と建設機

械の協調を高める人間拡張技術を開発する「コマツ-産総研 Human 

Augmentation 連携研究室」、安全・安心・快適を目的とした先進高分子デバ

イスに関する研究を推進する「住友理工-産総研 先進高分子デバイス連携研

究室」及び世界トップレベルの粒子計測を可能とするシステムの実用化をめ

ざす「堀場製作所-産総研 粒子計測連携研究ラボ」）を設置した。 

 

・デジタル・サービスに関する標準化を推進するため「デジタルアーキテク

チャ推進センター」を設置した。 

 

領域融合プロジェクト

を実施するため、既存の

研究領域における研究

開発力を活用し、1 つの

融合研究センター及び 5

つの融合研究ラボを設

置した。また、橋渡しの

拡充のため、新規に 3つ

の冠ラボを設置した。さ

らに、デジタル・サービ

スに関する標準化を推

進するため「デジタルア

ーキテクチャ推進セン

ター」を設置した。 
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また、研究領

域においては、

産業競争力の

強化に向けた

研究開発や長

期的・挑戦的な

研究開発とい

った研究フェ

ーズに応じて

予算や人材の

リソース配分

等のマネジメ

ントを行う。 

 

 

（２）本部体制 

 

第５期の最

重要目標であ

る社会課題の

解決に貢献す

る研究開発を

進めるため、産

総研全体の研

究戦略等を策

定し、これに基

づいて連携・融

合して取り組

むよう全体調

整を行う全所

的・融合的なマ

ネジメントを

強化する組織

体制を構築す

る。また、研究

者に対する各

種事務作業に

係る負担を軽

減し、研究者が

研究に専念で

きる最適な環

境を確保する

ため、より適正

（２）本部体制 

 

第５期の最

重要目標であ

る社会課題の

解決に貢献す

る研究開発を

進めるため、産

総研全体の研

究戦略等に基

づいて全体調

整を行う全所

的・融合的なマ

ネジメントを

強化する。ま

た、研究関連マ

ネジメント以

外に関しても、

マーケティン

グ、契約業務等

それぞれの部

署の課題に対

して柔軟に体

制を組み替え

つつ対応を進

める。 

さらに、研究

者の各種事務

（２）本部体制 

 

• 全所的研究戦略（仮称）

の策定のため企画本部に研

究戦略の担当部署を設置す

る。 

• 全所的な研究戦略と評価

の一体管理（PDCA の効率

化）、「橋渡し」の拡充、地

域イノベーションの推進、

標準化活動の推進、広報力

の強化、イノベーション人

材の育成の観点で、全所的・

融合的なマネジメントを強

化する体制を整備する。 

• 研究者の各種事務作業に

係る負担を軽減するため、

令和２年度に研究事務担当

に新たにチーム制を導入

し、より適正かつ効率的な

管理・運営業務を推進する。 

 

 ・社会課題の解決に貢献する研究開発推進、融合的なマネジメント強化、産

総研全体の研究戦略の立案を行うため、企画本部内に全領域等を束ねる研究

戦略室を設置した。 

 

・全所的な研究戦略と評価の一体管理（PDCAの効率化）のため、企画本部内

に研究評価室と業務評価室を設置し、研究開発状況データの分析、研究開発

テーマの分析等を行い、研究戦略室と連携を図った。また、地域イノベーシ

ョンの推進並びに標準化活動等を推進するため、イノベーション推進本部及

び地域センターと連携して総合調整を行う地域室を企画本部内に設置した。

また、広報力の強化のため広報部を新たに設置するとともに、イノベーショ

ン人材の育成の観点でイノベーション人材部を設置し、全所的・融合的なマ

ネジメントを強化した。 

 

・研究関連マネジメント以外の業務関係組織の見直しとして、機能的かつ効

率的に業務を行えるよう本部組織の改編及び研究事務担当に新たにチーム

制を導入し、業務の効率的な管理・運営体制を構築した。 

 

全所的な研究戦略と評

価の一体管理（PDCAの効

率化）、「橋渡し」の拡充、

地域イノベーションの

推進、標準化活動の推

進、広報力の強化、イノ

ベーション人材の育成

の観点で、全所的・融合

的なマネジメントを強

化する体制を整備した。

具体的には、企画本部

に、研究戦略を立案する

研究戦略室、全所的な研

究戦略と評価の一体管

理（PDCAの効率化）を行

う研究評価室及び業務

評価室、イノベーション

推進本部及び地域セン

ターと連携して総合調

整を行う地域室を設置

した。また、広報力の強

化を行う広報部及びイ

ノベーション人材の育

成を行うイノベーショ

ン人材部を設置した。 

さらに、研究事務担当

に新たにチーム制を導

入し、業務体制の強化及
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かつ効率的な

管理・運営業務

の在り方を検

討し、推進す

る。 

 

作業に係る負

担を軽減する

ため、研究事務

担当に新たに

チーム制を導

入する等、より

適正かつ効率

的な管理・運営

業務の在り方

を検討し、推進

する。 

 

び業務分担の見直しを

行った。 

 

 

 

２．研究施設の

効果的な整備

と効率的な運

営 

 

個別企業と

の共同研究、国

の研究開発プ

ロジェクト、オ

ープンイノベ

ーションの場

の提供など、産

総研が担う多

様な研究業務

を進めるため

に必要な施設

を戦略的に整

備する。老朽化

の著しい施設

を廃止し、必要

に応じて企業・

大学・公設試等

の施設を活用

すること等に

より、施設全体

を効率的・効果

的に運用する。

また、施設の有

効活用及び研

究における連

２．研究施設の

効果的な整備

と効率的な運

営 

 

個別企業と

の共同研究、国

の研究開発プ

ロジェクト、オ

ープンイノベ

ーションの場

の提供等、産総

研が担う多様

な研究業務に

応じた施設整

備を進めるべ

く、第５期施設

整備計画を軸

として戦略的

に整備・改修を

進めるととも

に、老朽化の著

しい施設を計

画的に閉鎖・解

体することで、

施設全体の効

率的かつ効果

的な運用を図

る。また、施設

の有効活用及

２．研究施設の効果的な整

備と効率的な運営 

 

 

 

• 第５期施設整備計画（仮

称）に基づき作成する「産

業技術総合研究所 施設整

備計画（令和２年度版）」に

基づき、つくばセンター本

部・情報技術共同研究棟電

気設備（中央監視）改修工

事、北海道センターG1棟機

械設備（熱源）改修その他

工事等を実施する。 

• 令和３年度以降に計画す

る工事の先行設計業務を行

う。 

 

 ・令和 2年度運営費交付金による老朽化対策について、老朽化が著しいつく

ばセンターの中央監視関連設備及び北海道センターの空調関連設備等の改

修工事等を実施した。 

具体的には、つくばセンター本部・情報技術共同研究棟の電気設備（中央

監視）を改修したことにより、自家発電設備の停電時における電源供給負荷

の見直し（回路変更）がなされたため、停電時の研究停止のリスクが低減し

た。また、北海道センターの G1 棟の機械設備（熱源）を改修したことによ

り、空調停止等に起因した研究機器の故障等による研究停止のリスクが低

減、研究環境に合った空調の仕様に改めたことから、研究開発環境の維持、

安全対策の強化、省エネルギー化及び維持管理費の縮減を図る等、計 11件の

工事を実施した。 

・つくば東事業所において、東-4D･4E･4F棟、東-5C･5D･5E棟の空調設備、衛

生設備及び受変電設備の改修工事に関して設計業務を実施した。また、四国

センターにおいて、研究廃水処理施設の改修工事に関して設計業務を実施し

た。さらに、東北センターにおいて、給水配管、給水ポンプ及び受水槽設備

の改修工事に関して設計業務を実施した。 

・北海道センターの土地の一部及び九州センターが佐賀県から貸借している

土地の一部について、会計検査院より「有効に利用されていない」旨の指摘

を受けた（令和 2 年 10 月 21 日付：是正改善の処置要求）。当該指摘に対し

て「北海道センターについてはグラウンドを含め今後利用予定のない土地を

国庫納付すること」及び「九州センターについては指摘された土地を含め今

後利用予定のない土地を佐賀県へ返還すること」を決定し、国庫納付・返還

に向けた具体的スケジュールの策定とスペース管理規程の改訂、及び既存建

物解体等の手続きに着手した。 

 

 

令和 2年度計画通りに各

業務を実施した。 

令和元年度における

施設整備計画の進捗と

予算の措置状況を踏ま

えた見直しを実施し「施

設整備計画（令和 2年度

版）」を策定して施設の

改修工事を実施した。ま

た、令和 3年度以降に改

修を要する施設を抽出

し、つくばセンター東事

業所の空調設備等、四国

センターの研究廃水施

設及び東北センターの

給水配管、給水ポンプ及

び受水槽設備について

先行改修設計を実施し

た。 

 さらに、年度計画には

なかったが会計検査院

から発出された「産総研

が保有するなどしてい

る土地の利用状況につ

いて」の改善処置要求に

対し、指摘された土地の

国庫納付・返還に向けた

具体的スケジュールの

策定、スペース管理規程

の改訂及び既存建物解
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携強化を図る

ため、企業や大

学等による産

総研施設の活

用をより一層

促進する。 

 

び研究におけ

る連携強化の

観点から、必要

に応じて企業、

大学、公設試等

の施設を活用

する。 

 

体等の手続きについて

迅速に着手した。 

 

 

３．適切な調達

の実施 

 

調達案件に

ついては、毎年

度策定する「調

達等合理化計

画」に基づき、

経済産業大臣

や契約監視委

員会によるチ

ェックの下、一

般競争入札を

原則としつつ、

随意契約によ

ることができ

る場合の規定

の適用による

特命随意契約

や「特定国立研

究開発法人の

調達に係る事

務について」

（平成 29 年 3 

月 10 日内閣

総理大臣総務

大臣決定）にお

いて認められ

た公開見積競

争を原則とす

る特定国立研

究開発法人特

例随意契約等

も活用し、公正

３．適切な調達

の実施 

 

毎年度策定

する「調達等合

理化計画」に基

づき、一般競争

入札等や特定

国立研究開発

法人特例随意

契約、特命随意

契約の公正性・

透明性を確保

しつつ、主務大

臣や契約監視

委員会による

チェックの下、

契約の適正化

を推進する。 

また、第４期

から継続して

契約審査体制

のより一層の

厳格化を図る

ため、産総研外

から採用する

技術の専門家

を契約審査に

関与させ、契約

に係る要求仕

様、契約方法及

び特命随意契

約の妥当性・透

明性について

３．適切な調達の実施 

 

 

• 契約監視委員会を開催

し、「令和２年度調達等合理

化計画」の策定のほか、一

般競争入札及び特例随意契

約に係る一者応札・応募状

況等及び特命随意契約の事

後点検を行い、契約の適正

化を推進する。また、委員

会点検による意見・指導等

については、全国会計担当

者会議等において共有し、

改善に向けた取組を行う。 

• 技術的な専門知識を有す

る契約審査役を産総研外か

ら採用し、政府調達基準額

以上の調達請求に係る仕様

内容、契約方法及び特命随

意契約の妥当性について、

審査を実施する。 

• 政府調達基準額以上の案

件が少ないつくばセンター

各事業所及び地域センター

等については、契約審査の

対象範囲を拡大して、契約

審査役による審査を実施す

る。 

 

 ・令和 2年度調達等合理化計画について、調達の公正性及び透明性を確保す

るため、適切な随意契約及び一者応札の低減に向けた具体的な取組を定め、

本計画に基づき適切な調達手続きを実施した。また、調達請求案件について

は、日ごと、契約形態や内容を点検し、疑義のある案件については、詳細確

認及び調達請求者への個別ヒアリング等を実施し、リスクの低減を図った。

なお、産総研における調達の実施状況については、外部有識者等により構成

される契約監視委員会の点検を受け、点検結果及び委員からの意見等につい

ては、全国会計担当者会議等を通じ、所内関係者へ周知することにより適切

な調達を推進した。 

・令和 2年度調達等合理化計画において、適切な随意契約及び一者応札の低

減に向けた具体的な取組として掲げた契約審査役による事前点検に関し、競

争性のない随意契約の妥当性及び政府調達基準額以上の調達請求に係る仕

様内容等について、第 4期中長期目標期間から継続して点検を実施した。ま

た、政府調達基準額以上の調達請求の少ない事業組織については、点検対象

の基準額を個別に設定することにより審査の対象範囲を拡大し、事業組織間

の点検案件数の均一化を図った。加えて、令和 2年度は、特例随意契約を点

検の対象とし制度の適合性の確保を図った。なお、同計画において、一般競

争入札等の競争性確保の観点から、入札等への参加希望者が余裕をもって計

画的に提案を行えるよう、適切な公告期間を設けることを定め、令和 2年度

においては、公告日から入札日までの期間を平均で 28.2 日確保した。（令和

3年 3月末実績） 

・年度計画にはなかった実績 

研究開発に係る調達の迅速化を目的として創設された特例随意契約制度（産

総研は平成 29年 10月より導入）について、国において検討が進められてい

た同制度の適用上限額の引上げ（500 万円から 1,000 万円）及び調達範囲の

拡大（「財産の買入」及び「役務の提供」に加え、「製造の請負」及び「物件

の借入」を追加）に関し、その指定を受けるための条件（調達に係るガバナ

ンス強化等の措置）が、国から具体的に示された。これに対応すべく、規程

類の改正及び検収体制の強化等、当該指定を受けるための必要な措置を速や

かに講じた。これにより、令和 3 年 2 月 26 日付で、上限額の引上げの適用

法人に指定されることとなった。（令和 3年 4月 1日付の契約から適用） 

なお、令和 2年度における特例随意契約の実績は 1,295件（令和 3年 3月

末実績）であり、特例随意契約と一般競争入札の標準的処理期間（調達請求

から契約締結までに要する期間）の比較において、特例随意契約による場合、

年度計画に掲げた目標

を確実に実施するとと

もに、特例随意契約に係

る適用上限額の引上げ

に関し、その指定を受け

るための条件（調達に係

るガバナンス強化等の

措置）が国から示された

ことを踏まえ、所内関係

部署による連携の下、短

期間において必要な措

置を着実に講じ、令和 3

年 4月 1日から上限額引

上げの適用法人に指定

されることとなった。こ

れにより調達の適正性

を確保しつつ、迅速かつ

効率的な調達手続きが

可能となる対象事案が

拡大した。これは年度計

画の目標を上回る成果

である。 
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性・透明性を確

保しつつ合理

的な調達を実

施する。 

審査を行うと

ともに、契約審

査の対象範囲

の拡大に向け

た取組を行う。 

 

約 20日間短縮されることから、令和 2年度においては、年間で約 25,900日

間（令和 3年 3月末実績）の短縮効果が得られた。 

 

 

４．業務の電子

化に関する事

項 

 

電子化の促

進等により事

務手続きの簡

素化・迅速化を

図るとともに、

利便性の向上

に努める。ま

た、幅広い ICT 

需要に対応で

きる産総研内

情報システム

の充実を図る。 

 

 

４．業務の電子

化に関する事

項 

 

電子化の促

進等により事

務手続きの簡

素化・迅速化を

図るとともに、

利便性の向上

に努める。ま

た、幅広い ICT

需要に対応で

きる産総研内

情報システム

の充実を図る。

そのために、業

務システム等

の情報インフ

ラの安定的な

稼働を確保す

るとともにセ

キュリティ対

策の強化を行

う。さらに、業

務システムの

クラウド化へ

の検討を開始

する。 

 

４．業務の電子化に関する

事項 

 

• 申請手続きの簡素化や承

認手続きの省力化を図るた

め、汎用ワークフローシス

テムを用いて、会議費申請

等の紙文書で運用している

申請の電子化を推進する。 

• 産学官・国際システムの

安定稼働及び更なるセキュ

リティ強化のため、システ

ムの骨格にあたるフレーム

ワーク部分の更改に着手す

る。 

 

 

 ・業務改革推進室と連携し、申請手続きの電子化など業務効率改善に取り組

んだ。具体的には、汎用ワークフローを用いて、各業務の申請・報告事務手

続きを簡素化し、講習会等の申込申請、各種報告書、新型コロナウイルス感

染症に関連した報告申請を簡素化、承認処理の電子化を推進した。また、押

印廃止に伴う代替手段として、処理が複雑な申請手続きの汎用ワークフロー

への切替を実施している。 

 

・現行システムは 20 年前の技術やアーキテクチャにより構築されているた

め、令和 3年度以降に業務システム全体の再構築を推進する方針とし、調達

手続きを進めていたフレームワーク更改手続きも見直しの対象とした。既存

システムの再構築方法の検討にシフトし、個別業務システムの分類、移行方

法と課題の洗い出しを実施した。 

 

業務システムの安定稼

働を目標に、個別システ

ムの保守・改修を遅滞な

く実施した。ID統合管理

システム改修では、セキ

ュリティトークンを導

入した二要素認証への

切替も障害なく完了し

た。業務システムのクラ

ウド化は、令和 2年度か

ら検討を開始した業務

システム再構築の中で

課題を整理している。業

務システム全体につい

ては再構築による利便

性の向上、申請の電子化

などを予定していたク

ラウド化よりも広げる

方向で、関係部署、研究

ユニットとも連携しな

がら検討を開始した。個

別システムの情報を整

理、構築方法として 4種

類に分類し、候補となる

プラットフォームによ

る検証を実施するなど、

目標の水準を満たして

いる。 

 

 

 

５．業務の効率

化 

 

運営費交付

金を充当して

行う事業は、新

５．業務の効率

化 

 

運営費交付

金を充当して

行う事業は、新

５．業務の効率化 

 

 

• 運営費交付金を充当して

行う事業は、新規に追加さ

れるもの、拡充分等は除外

 ・業務効率化に向けた IT ツールの活用や業務フローの見直しなど、次項以

降で具体的に記載する取組を推進したことにより、所全体として運営費交付

金に係る経費の効率化目標（前年度比 1.36%以上の効率化）を達成した。 

 

・これまで押印を要していた手続きを見直し、必要な規程類の改正を行った

うえで、所内での手続きにおける押印を原則廃止するとともに、当該手続き

業務の効率化に向けて、

必要な制度の見直しを

トップダウンで進める

とともに、各部署におけ

る IT ツールの導入など

をボトムアップで積極
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規に追加され

るもの、拡充分

等は除外した

上で、一般管理

費（人件費を除

く。）及び業務

経費（人件費を

除く。）の合計

について前年

度比 1.36％以

上の効率化を

図る。 

なお、人件費

の効率化につ

いては、政府の

方針に従い、必

要な措置を講

じる。給与水準

については、ラ

スパイレス指

数、役員報酬、

給与規程、俸給

表及び総人件

費を公表する

とともに、国民

に対する説明

責任を果たす。 

 

 

規に追加され

るもの、拡充分

等は除外した

うえで、一般管

理費（人件費を

除く。）及び業

務経費（人件費

を除く。）の合

計について前

年度比 1.36％

以上の効率化

を図る。具体的

には、産総研全

体の業務生産

性を向上させ

るため、各部署

における自主

的な業務改革・

効率化に係る

活動を促進し、

所全体での実

効的な活動へ

と広がるよう、

当該活動の積

極的な横展開

を図る。また、

社会動向も踏

まえつつ、新た

な働き方や業

務効率化の手

法を積極的に

取り入れなが

ら、職員等の業

務改革意識を

向上させるた

めの取組を実

施する。 

なお、人件費

の効率化につ

いては、政府の

方針に従い、必

要な措置を講

した上で、一般管理費（人

件費を除く。）及び業務経費

（人件費を除く。）の合計に

ついて前年度比 1.36％以

上の効率化を図る。 

• 具体的には、業務フロー

分析等を基にした全所的な

業務改革や制度見直しに取

り組むとともに、業務に係

るコストの「見える化」を

推進することで、各部署に

おいて業務の不断の見直し

による自律的な業務運営の

効率化を促す。 

• さらに、所外の先進的な

取組を参考にしながら、IT

ツールを用いた業務効率化

を推進し、産総研全体の業

務生産性の向上を図る。 

• 自発的に業務改善に取り

組む人材の育成を幅広く行

い、現場での業務改善活動

の定着・横展開と全所的な

改善意識の向上を図る。 

• 人件費の効率化について

は、政府の方針に従い、必

要な措置を講じる。給与水

準については、ラスパイレ

ス指数、役員報酬、給与規

程、俸給表及び総人件費を

公表し、国民に対する説明

責任を果たす。 

のオンライン化を推進した。また、令和 2 年度より全所的に導入した

Microsoft Teamsを活用して、理事会などの所内の会議や対外的なイベント

のオンラインでの開催を推進するとともに、その開催方法のノウハウをイン

トラ上で共有する取組などを実施した。 

これらの取組により、コロナ禍の状況でも業務を継続できる体制を構築す

るとともに、令和元年度比で複写機費用を約 46%（約 800 万円）削減、会議

費を約 93%（約 5,000万円）削減するなど、大幅な経費削減を達成した。 

 

・各種申請の受付やセミナーの参加登録など各部署における定型的な業務に

ついて、Microsoft Forms や Power Platformなどの ITツールを活用するこ

とで手続きを効率化し、より付加価値の高い業務に従事する時間を確保でき

た。 

一例として、調達物品の検収体制が変更されたことに伴い、各事業所では

調達請求者への納品連絡が負担増となることから、つくば中央第五事業所で

は納品連絡の業務を効率化するアプリケーションを作成した。この取組によ

り当該事業所だけでも年間 900時間以上の効率化が見込まれることから、今

後、他の事業所等への横展開を図る予定。 

 

・各部署での業務改革活動を主導する業務改革マイスターを対象として、外

部講師によるセミナーや先進的な取組を行っている企業との意見交換会を

オンラインで開催するなど、職員の業務改革に係るスキル向上や意識向上に

向けた取組を行った。また優秀な業務改革事例の顕彰と所内での横展開に役

立てることを目的とした業務改革大会の開催や、各事業所に設置しているデ

ジタルサイネージや毎月発行している業革ニュースによる業務改革に関す

るトピックスの紹介などにより、各部署での業務改革に係るマインドの醸成

を促進した。 

 

・令和元年度実績に基づくラスパイレス指数、役員報酬、給与規程（俸給表

を含む）、職員給与及び総人件費の状況等について、「独立行政法人の役員の

報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイドライン）」（平成

15年 9月 9日付総務大臣）に基づき、公式ホームページに令和 2年 7月 7日

に公表した。 

●ラスパイレス指数 

 研究職員：102.6 

 事務職員：99.8 

的に推進した結果、所全

体として運営費交付金

に係る経費の効率化目

標（前年度比 1.36%以上

の効率化）を達成すると

ともに、コロナ禍の状況

においても業務を継続

できる体制を構築した。 
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じるものとす

る。給与水準に

ついては、ラス

パイレス指数、

役員報酬、給与

規程、俸給表及

び総人件費を

公表するとと

もに、国民に対

する説明責任

を果たす。 

 

 

４．その他参考情報 
通則法 28条の 4の規定に基づく評価結果の反映状況 

評価結果 令和 2年度の対応状況 

 目的基礎研究と橋渡しは車の両輪の関係にあるので、両者がトレードオフの関係にならないよ

う、注意深い運営が求められる。 

 

 

 

 

 

 持続可能な社会への解を提供するために、領域をまたいだ活動が一層求められる。新規性の高い

研究は地理的に近接した環境で活動する領域の異なる研究者のグループによってなされる傾向が

高いという知見もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 引き続き予算の執行計画・執行管理の徹底等を行うとともに、財務内容の改善を今後も行ってい

くことが重要。 

 

 

 

 全所的な研究の経営戦略を策定し、目的基礎研究と橋渡し研究がトレードオフの関係にならな

いよう、運営を行う。「社会課題の解決」「橋渡しの拡充」と並んで、「イノベーション・エ

コシステムを支える基盤整備」を 3 本柱として研究戦略を策定し、PDCA の効率化のための研

究戦略と評価の一体管理、技術経営力の強化に寄与しうる人材育成などイノベーション・エコ

システムを支える基盤整備を支えるマネジメントを実施した。 

 

 

 経済産業政策の中枢的実施機関として、社会課題の解決に向けたイノベーションを主導してい

くとともに、これらイノベーションを支える基盤的研究、既存の産業分野の枠を超えた領域横

断的な標準化活動、地質調査や計量標準に関する知的基盤の整備に取り組む。領域横断的なプ

ロジェクト運営を柔軟に行うために、領域融合センター・ラボを設置し、社会課題解決に向け

た研究開発を領域の枠を超えて進めるための組織づくりを行う。産総研の総合力を活かした社

会課題の解決に向けて、領域融合研究等を通して複数の国家プロジェクト・民間企業との実証

実験等を主体的に進め、複数の技術の社会実装などにより社会課題解決の道筋が明確となっ

た。イノベーション・エコシステムを支える基盤整備に向けて、多種多様なデータ収集のため

のセンシングシステム技術、SiCなどのパワーデバイス、陸域・海域、沿岸域・都市域などの

地質図幅の出版などの整備を実施し、産業基盤として極めて重要性が高い技術開発を実施し

た。社会課題解決に向けた融合センター・ラボの設立・運営に関する総合調整の実施、社会課

題からのバックキャストによる研究テーマを設定及び戦略的な研究開発推進のための研究戦

略の策定など戦略的研究開発の推進のための研究マネジメントを実施した。 

 

 財務担当部署から経営層への財務内容の報告を行い、引き続き必要な改善に努めた。産総研の

総合力を活かした戦略的研究開発や、標準化推進、地域イノベーションの推進等など運営費交

付金を充当して行う事業について予算編成を実施した。また、外部資金獲得のため、企業にお

ける産総研の認知度向上に係る予算を広報部に配賦し、産総研ホームページの構成のあり方な

ど、より効果的な宣伝の方法を検討した。また、財務諸表を正確に作成し、公式ホームページ
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 引き続き適切な調達の実施等を進めるとともに、効率的な業務運営体制の整備を今後も行ってい

くことが重要。 

で公表したことにより、公的機関としての国民への説明責任を果たした。 

 

 「調達等合理化計画」での適切な調達手続きに関する取組の策定のほか、契約監視委員会での

一般競争入札、特例随意契約に係る一者応札・応募状況等及び競争性のない随意契約の事後点

検を行い、引き続き契約の適正化を推進した。特例随意契約の適用上限額引き上げ（500 万円

から 1,000 万円へ）のための所要条件（本部組織・事業組織による検収制度・体制の確立）

に対応するため、体制を整備した。引き続き、業務効率化を補助する IT ツールを積極的に活

用しながら、各部署の業務改善活動 に共同で取り組むとともに、有用な業務改善事例の積極

的な横展開等や、各種の取組みによる業務経費の削減効果について定量的な評価を行った。ま

た、関係部署と連携しながら業務のデジタル化や既存の業務システムの再構築の検討を進め

た。「調達等合理化計画」において、調達の公正性及び透明性を確保するため、適切な随意契

約及び一者応札の低減に向けた具体的な取組を定め、本計画に基づき適切な調達手続きを実施

した。また、産総研における調達の実施状況については、外部有識者等により構成される契約

監視委員会の点検を受け、点検結果及び委員からの意見等については、全国会計担当者会議等

を通じ、所内関係者へ周知することにより適切な調達を推進した。特例随意契約に係る適用上

限額の引上げ及び調達範囲の拡大に関し、その指定を受けるための国から示された条件（調達

に係るガバナンス強化等の措置）に対して必要な措置を着実に講じ、令和 3年 2月 26日付で、

上限額引上げ等の適用法人に指定された（適用開始日は、令和 3年 4月 1日）。年度末に開催

した業務改革大会において、所員による投票で選出した優秀な業務改革事例６件を発表し、所

内への横展開と各部署での業務改革の機運醸成を図った。さらに押印手続きの見直しなどを中

心に業務フローの見直しや業務のデジタル化を推進した。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 
（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシート

の番号を記載） 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度   （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
民間資金獲得額

（千円） 
- - 0     

  
 

 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 主な業務実績等 自己評価 

     「財務内容の改善」については、産総研の総合力を活かした戦略的研究開発や、

標準化推進、地域イノベーションの推進等など運営費交付金を充当して行う事

業について予算編成を実施した。また、外部資金獲得のため、企業における産

総研の認知度向上に係る予算を広報部に配賦し、産総研ホームページの構成の

あり方など、より効果的な宣伝の方法を検討した。また、財務諸表を正確に作

成し、公式ホームページで公表したことにより、公的機関としての国民への説

明責任を果たした。 

不要資産有効管理システムにより、所内における資産等を有効活用するとと

もに、所外に対して利用希望者を募り資産等の有効活用に努め、経費削減つな

げた。 

「不要財産の処分に関する計画」については、2か所の国庫納付に向けた手

続きを行った。関西センター尼崎支所については、近畿財務局に示された補完

指示事項への対応を行い、また、つくばセンター第 7事業所船橋サイトについ

ては、千葉財務事務所による現地調査への対応などを実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「財務内容の改

善」として、運営費交付

金を充当して行う事業

についての予算編成、

財務諸表の公表による

公的機関としての国民

への説明、「不要財産の

処分に関する計画」と

して、国庫納付に向け

た対応など、財務内容

の改善に関して、目標

の水準に達達したこと

などを総合的に判断し

て、自己評価を「Ｂ」と

した。  

 具体的な評定と根拠

は、各項目に記載のと

おり。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き予算の執行計

画・執行管理の徹底等

評定  
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を行うとともに、期間

目標値達成に向けた財

務内容の改善を今後も

行っていく。 

Ⅲ．財務内容の

改善に関する

事項 

運営費交付

金を充当して

行う事業につ

いては、本中長

期目標で定め

た事項に配慮

した中長期計

画の予算を作

成し、効率的に

運営する。ま

た、保有する資

産については、

有効活用を推

進するととも

に、不断の見直

しを行い、保有

する必要がな

くなったもの

については廃

止等を行う。 

さらに、適正

な調達・資産管

理を確保する

ための取組を

推進するほか、

「独立行政法

人改革等に関

する基本的な

方針」（平成 25 

年 12 月 24 日

閣議決定）等既

往の閣議決定

等に示された

Ⅲ．財務内容の

改善に関する

事項 

運営費交付

金を充当して

行う事業につ

いては、本中長

期目標で定め

た事項に配慮

した中長期計

画の予算を作

成する。 

目標と評価

の単位である

事業等のまと

まりごとにセ

グメントを区

分し、財務諸表

にセグメント

情報として開

示する。また、

事業等のまと

まりごとに予

算計画及び執

行実績を明ら

かにし、著しい

乖離がある場

合にはその理

由を決算報告

書にて説明す

る。 

保有する資

産については

有効活用を推

進するととも

に、所定の手続

Ⅲ．財務内容の改善に関す

る事項 

• 運営費交付金を充当して

行う事業については、本中

長期目標で定めた事項に配

慮した令和２年度計画の予

算を作成する。 

• 財務諸表において、７領

域、研究マネジメント、法

人共通の区分でセグメント

情報を開示する。また、セ

グメントごとに予算計画及

び執行実績を明らかにし、

著しい乖離がある場合には

その理由を決算報告書にて

説明する。 

• 保有する資産については

所内においてリユース等の

有効活用を推進する。また、

不用となった資産について

は、所外に情報を開示し売

却を推進するとともに、適

時適切に減損・除却等の会

計処理を行い、財務諸表に

反映させる。 

• 「日本再興戦略 2016 －

第４次産業革命に向けて

－」（2016年６月閣議決定）

で設定された、2025年まで

に企業からの投資３倍増と

いう目標を踏まえ、外部資

金の獲得を積極的に行う。 

・令和 2年度計画を踏まえ、産総研の総合力を活かした戦略的研究開発や、標

準化推進、地域イノベーションの推進等に関する予算編成を実施した。また、

九州センターの未利用土地を佐賀県へ返却するための土地調査を実施した。 

・財務諸表において、適切なセグメント情報を開示し、予算計画及び執行実績

を公表した。具体的には、財務諸表の開示すべきセグメント情報を事業等のま

とまりごとの区分とし、公式ホームページで正確に公表した。また、決算報告

書においても事業等のまとまりごとに予算計画及び執行実績を明らかにし、公

式ホームページで正確に公表した。 

・令和 2 年度における不要資産の所内リユース数は 888 件（令和 3 年 3 月末

実績）であり、新たに購入した場合を想定すると 360,812千円（令和 3年 3月

末実績）の経費削減を達成した。所外リユース数は 188件（令和 3年 3月末実

績）であり、1,598千円（令和 3年 3月末実績）の売却を行った。 

 また、老朽化が顕著な建物等のうち、使用しないと組織決定された建物等に

ついては「減損の兆候」及び、減損の兆候に該当する建物等を閉鎖したことが

確認された際には「減損の認識」とし、適切に財務諸表に反映した。 

・「日本再興戦略 2016」にある、企業からの投資 3倍増という目標を踏まえ、

外部資金の獲得を積極的に行う施策として、企業における産総研の研究内容の

認知度向上に係る予算を広報部に配賦し、産総研ホームページの構成のあり方

等、より効果的な宣伝の方法を検討した。 

運営費交付金を充当し

て行う事業について

は、令和 2 年度計画を

踏まえた予算編成を実

施した。また、「日本再

興戦略 2016」にある、

企業からの投資 3 倍増

という目標を踏まえ、

外部資金の獲得を積極

的に行った。具体的に

は、企業における産総

研の認知度向上に係る

予算を広報部に配賦

し、産総研ホームペー

ジの構成のあり方を検

討した。 

年度計画に基づき、

財務諸表を正確に作成

し、公式ホームページ

で公表した。これによ

り、公的機関としての

国民への説明責任を果

たした。 

保有する資産につい

ては、不用資産有効管

理システム（通称：「リ

サイクル掲示版」）を運

用し所内における資産

等の有効活用を推進し

た。さらに、所内で使用

希望がない資産等につ

いても、産総研の公式

ホームページを活用

し、外部需要調査とし

て所外に利用希望者を

募り資産等の有効活用
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政府方針に基

づく取組を着

実に実施する。

特に、同方針に

おいて、「法人

の増収意欲を

増加させるた

め、自己収入の

増加が見込ま

れる場合には、

運営費交付金

の要求時に、自

己収入の増加

見込額を充て

て行う新規業

務の経費を見

込んで要求で

きるものとし、

これにより、当

該経費に充て

る額を運営費

交付金の要求

額の算定に当

たり減額しな

い こ と と す

る。」とされて

いることを踏

まえ、民間企業

等からの外部

資金の獲得を

積極的に行う。 

 

 

きにより不用

と判断したも

のについては、

適時適切に減

損等の会計処

理を行い財務

諸表に反映さ

せる。 

さらに、適正

な調達・資産管

理を確保する

ための取組を

推進するほか、

「独立行政法

人改革等に関

する基本的な

方針」（平成 25

年 12 月閣議決

定）等既往の閣

議決定等に示

された政府方

針に基づく取

組を着実に実

施する。特に、

同方針におい

て、「法人の増

収意欲を増加

させるため、自

己収入の増加

が見込まれる

場合には、運営

費交付金の要

求時に、自己収

入の増加見込

額を充てて行

う新規業務の

経費を見込ん

で要求できる

ものとし、これ

により、当該経

費に充てる額

を運営費交付

に努めた。また、減損、

除却等の会計処理を適

切に行った。 

以上により、年度計

画の目標を満たしてい

る。 
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金の要求額の

算定に当たり

減額しないこ

ととする。」と

されているこ

とを踏まえ、民

間企業等から

の外部資金の

獲得を積極的

に行う。 

 

 

 Ⅳ．短期借入金

の限度額 

（ 第 ５ 期 ：

15,596,779,00

0円） 

想定される理

由：年度当初に

おける国から

の運営費交付

金の受け入れ

が最大３ヶ月

遅延した場合

における産総

研職員への人

件費の遅配及

び産総研の事

業費支払い遅

延を回避する。 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

 

• （15,596,779,000円） 

想定される理由：年度当初

における国からの運営費交

付金の受け入れが最大３ヶ

月遅延した場合における産

総研職員への人件費の遅配

及び産総研の事業費支払い

遅延を回避する。 

 該当なし。  

 

 

 

 Ⅴ．不要財産と

なることが見

込まれる財産

の処分に関す

る計画 

 

・関西センタ

ー尼崎支所の

土地（兵庫県尼

崎 市 、

16,936.45㎡）

及び建物につ

Ⅴ．不要財産となることが

見込まれる財産の処分に関

する計画 

 

 

 

• 関西センター尼崎支所の

土地（兵庫県尼崎市、

16,936.45 ㎡）及び建物に

ついて、国庫納付に向け土

壌汚染調査等所要の手続き

を行う。 

 ・尼崎支所の国庫納付にあたり、土壌汚染調査（表層）において、30 m格子内

の汚染範囲を確定するための追加調査を実施した。また、近畿財務局からの国

庫納付準備のための補完指示事項について対応した。 

 

・船橋サイトの国庫納付にあたり、令和元年度に行ったアスベスト含有量調査

の追加調査としてアスベストの飛散状況調査を実施、調査結果を千葉財務事務

所に報告した。また、千葉財務事務所による現地調査に協力した。 

 

関西センター尼崎支所

及びつくばセンター第

7 事業所船橋サイトの

国庫納付に向け、必要

な調査等を実施した。

また、関西センター尼

崎支所については近畿

財務局との協議におい

て示された補完指示事

項への対応を行い、つ

くばセンター第 7 事業

所船橋サイトについて
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いて、国庫納付

に向け土壌汚

染調査等所要

の手続きを行

う。 

・つくばセン

ター第７事業

所船橋サイト

の土地（千葉県

船橋市、1,000

㎡）及び建物に

ついて、国庫納

付に向け所要

の手続きを行

う。 

• つくばセンター第７事業

所船橋サイトの土地（千葉

県船橋市、1,000㎡）及び建

物について、国庫納付に向

け所要の手続きを行う。 

は千葉財務事務所によ

る現地調査に対応する

など、国庫納付に向け

た手続きを行った。 

Ⅵ．剰余金の使

途 

剰余金が発

生した時の使

途は以下のと

おりとする。 

・重点的に実

施すべき研究

開発に係る経

費 

・知的財産管

理、技術移転に

係る経費 

・職員の資質

向上に係る経

費 

・広報に係る

経費 

・事務手続き

の一層の簡素

化、迅速化を図

るための電子

化の推進に係

る経費 

・用地の取得

に係る経費 

Ⅵ．剰余金の使途 

剰余金が発生した時の使

途は以下のとおりとする。 

・重点的に実施すべき研究

開発に係る経費 

・知的財産管理、技術移転

に係る経費 

・職員の資質向上に係る経

費 

令和 2年度に剰余金は発生しない。 
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・施設の新営、

増改築及び改

修、廃止に係る

経費 

・任期付職員

の新規雇用に

係る経費 等 

４．その他参考情報



174 

様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、困難

度 
（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（政策評価書若しくは事前分析表又は行政事業レビューのレビューシート

の番号を記載） 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度   （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
民間資金獲得額

（千円） 
- - 0        

 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に

よる評価 主な業務実績等 自己評価 

 Ⅵ．その他業務

運営に関する

重要事項 

Ⅶ．その他業務

運営に関する

重要事項 

Ⅶ．その他業務運営に関す

る重要事項 

 「人事に関する事項」については、「産総研人材マネジメントポリシー」を策

定し、各人材のキャリアパス構築に向けた採用・育成・配置・評価等を実施

した。特に、採用において、原則オンライン面接として海外等の遠方からも

選考を受けやすい体制として、革新的な研究を担う人材や、社会課題の解決

のための研究を推進する人材など、優秀な人材の採用に結びつけた。クロス

アポイントメント制度、兼業、リサーチアシスタント制度等を積極的に活用

し、より多くの優れた研究人材の循環を促進した。研究職員が務めていた室

長ポストに事務職員を配置するなど職員の職種や所属組織の壁を取り払い、

適材適所の人事配置により研究企画人材の育成を開始した。 

「業務運営全般の適正性確保及びコンプライアンスの確保」については、

顧問弁護士との契約を、新たに IT関連等の専門的な法律相談とともに、新型

コロナウイルス感染症や働き方改革等の時事関連にも対応することとし、研

究者からの専門的な法律相談に応じた適切かつ迅速な対応を可能とした。令

和 2年度から新たに顧問弁護士による研究者向けの研修を開催し、法務機能

の周知及び法的思考の啓発を行った。また、「令和 2 年度内部監査年度計画

書」を掲げ、業務効率化や新型コロナウイルスの影響の観点から、Web によ

る非対面の監査を実施し、自らの業務プロセスについて議論し自己評価させ

る手法を取り入れるなどの改善により、これまでの監査品質を向上させなが

らも、従来の 3倍の数の部署への内部監査を実施した。 

「情報セキュリティ対策等の徹底による研究情報の保護」については、不

正アクセスの再発防止策として、令和 2年度実施した端末管理ソフトの導入

やネットワーク分割をもって一通りの対策は完了し、NISCによる特別監査に

おいても、「再発防止策に向けた対策及び改善策について、おおむね履行の実

績を確認した」との監査結果であった。また、不正アクセスの再発防止策と

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：「人事に関する事

項」として、各人材のキ

ャリアパス構築に向け

た採用・育成・配置・評

価等の実施、「業務運営

全般の適正性確保及び

コンプライアンスの確

保」として、研究者から

の専門的な法律相談に

適切かつ迅速に対応す

るための外部弁護士と

の連携拡大・深化、厳正

な内部監査の実施、「情

報セキュリティ対策等

の徹底」として、不正ア

クセスの再発防止策の

実施など、その他業務運

営に関する重要事項に

関して、目標の水準に達

達したことなどを総合

的に判断して、自己評価

を「Ｂ」とした。 

評定  
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して、端末管理ソフトの導入等によって、万が一の侵入やサイバー攻撃の早

急な検出・対策が可能となり被害を最小限に抑えることができるようになっ

た。 

「情報公開の推進等」については、法令等に基づく開示請求に適切に対応

するとともに、法人文書の管理、及び個人情報の管理について、継続的な自

主点検や e-ラーニングを通じて職員の意識向上を図った。 

「長期的な視点での産総研各拠点の運営検討」については、マテリアル・

プロセスイノベーションプラットフォーム形成を目指した新たなオープン

イノベーション拠点の整備を検討した。また、地域室を新設し、各地域セン

ターの最適な拠点の配置や運営について、長期的な視点で検討を行う体制を

整え、議論を開始した。 

「施設及び設備に関する計画」については、ゼロエミッション国際共同研

究拠点整備を着実に進め、また、各拠点の老朽化が著しいインフラ設備等の

改修工事を実施し、研究開発環境の維持及び安全・防災対策を強化した。 

 

 

＜課題と対応＞ 

産総研の価値の最大

化のためには、研究プレ

ゼンスの向上に貢献す

る優秀な研究職員や、専

門性も発揮して研究職

員と共に研究プロジェ

クトを支える事務職員

などの採用や育成が必

要となる。そのため、研

究業績とともに独創性、

先見性、創造性に関する

採用基準を導入するな

どして、国内外から優秀

かつ多様な人材を採用

する。産総研の社会的な

信頼性の維持・向上等を

図るため、厳格なリスク

管理と、役職員等一人ひ

とりのコンプライアン

ス意識の更なる向上が

課題である。その対応と

して、コンプライアンス

推進週間の強化、階層別

研修等を引き続き実施

する。組織全体での改革

意識を高めるとともに、

改善活動の積み重ねに

より大きな効果を得ら

れるような取組を行う

ことが継続的な課題で

ある。このため、業務全

体の効率化、意識啓発活

動、有用な業務改善事例

の積極的な横展開等に

取り組む。 

内部監査で確認され

た発見事項については、

被監査対象部署以外に

おいても発生する可能

性があり、組織全体とし
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て再発防止を図ること

が課題であることから、

引き続き、理事長を委員

長とするコンプライア

ンス推進委員会への速

やかな報告や定期的な

理事会への報告等によ

り、リスク情報の一元化

を図るとともに、組織全

体への情報共有や制度

所管部署との意見交換

等を通じ、早期のリスク

発生軽減と業務改善に

繋げる。法人文書管理に

ついては、法人文書の作

成・保存から廃棄までの

各段階におけるルール

の遵守を徹底すること

に加え、情報公開への迅

速かつ適正な対応のた

め、法人文書の所在を的

確に把握し管理するこ

とが課題である。その対

応として、引き続き、法

人文書管理の適切かつ

効率的な運用方法につ

いて検討する。産総研施

設の大半を占めるつく

ばセンターは移転後 40

年以上が経過し、機械設

備、建物本体の老朽化が

進行しており、維持管理

コストの上昇につなが

っている。また、危険な

老朽化施設の閉鎖を促

進する一方で、研究活動

の拡大に向けた連携・橋

渡し研究等に係るスペ

ースの確保も行う必要

がある。これらの課題に

ついては、研究施設の維

持の優先度を定め、適切
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かつ効率的な施設整備

を実現するとともに、省

エネルギー性能に最大

限配慮した設備改修を

実施していく。老朽化施

設の閉鎖促進による施

設維持管理経費の削減

と、効率的かつ効果的な

スペース利活用を継続

していく。 

 

 １．人事に関す

る事項 

 

研究開発成

果の最大化及

び効果的かつ

効率的な業務

実施のため、多

くの優れた研

究者が自由な

発想の下で研

究に打ち込め

る研究所であ

ることが理想

であることを

認識し、若手、

女性、外国人研

究者、学界や産

業界からの人

材等、多様で優

秀な人材を積

極的に確保す

るとともに、特

に若手研究者

が、中長期的な

成果を志向し

た研究に取り

組めるよう、採

用や人事評価

等においては、

短期的・定量的

１．人事に関す

る事項 

 

第５期にお

いては、研究開

発の成果の最

大化その他の

業務の質の向

上のため、研究

職員を国内外

から広く公募

し、産総研のミ

ッションに継

続的に取組む

人材、特定の研

究課題に一定

期間取組む優

れた業績を有

する人材、計量

標準・地質調査

等の基盤的研

究を推進する

ための人材等

を採用する。そ

の際の採用形

態として、パー

マネント型研

究員（修士型含

む。）、任期終了

後にパーマネ

ント化審査を

１．人事に関する事項 

 

 

• 令和２年度においては、

令和２年１月末に設立した

「ゼロエミッション国際共

同研究センター」が実施す

る革新的技術に関する研究

（再生可能エネルギー、蓄

電池、CO2分離・利用、人工

光合成等）を行う人材など、

「世界に先駆けた社会課題

の解決と経済成長・産業競

争力の強化に貢献するイノ

ベーションの創出」を推進

するための人材を採用す

る。また、第４期に引き続

き、産総研のミッションに

継続的に取組む人材、特定

の研究課題に一定期間取組

む優れた業績を有する人

材、計量標準・地質調査等

の基盤的研究を推進するた

めの人材等を採用するた

め、その際の採用形態とし

て、パーマネント型研究員

（修士型含む。）、テニュア

トラック型任期付研究員

（任期終了後にパーマネン

ト化審査を受けることが可

能）及びプロジェクト型任

 

 

・ゼロエミッション国際共同研究センターで行う革新的な研究を担う人材

や、社会課題の解決のための研究を推進する人材を採用した。また、採用選

考は原則オンライン面接とし、海外等の遠方からも選考を受けやすい体制と

し、優秀な人材の採用に結びつけた。 

 

・新たな職制に対応した評価基準等を設定するとともに、一定の年齢に達し

た研究職員一人一人の適性を見極め今後のキャリアパスを考える機会「キャ

リアゲート」を実施した。令和 2 年度は 19 名の者についてキャリアチェン

ジを行い、組織全体のパフォーマンスの向上を図った。「産総研人材マネジメ

ントポリシー」と連動した研修制度及びエキスパート職育成のための研修を

企画し、令和 3年度から導入することとした。また、自主企画研修（職員の

提案に基づき企画する研修）では、ビジネスコミュニケーション研修等を実

施し、連携構築や社会実装を推進できる人材の育成を行った。 

 

・令和 2年度は、新規に 5件のクロスアポイントメント協定の締結を行い、

大学法人及び民間企業との間の受入者・出向者は総勢 56名となった。また、

リサーチアシスタント制度を引き続き活用し、令和 2年度は 465名の採用実

績となった。さらに、兼業については、令和 2年度 972件の実績となり、優

れた研究人材の循環を促進した。 

 

・産総研での研究活動に専念しながら学位を取得できる産総研リサーチアシ

スタント制度を引き続き活用し、令和 2年度は 465名の大学院生が産総研の

研究開発業務に従事した。大学院での講義や研究活動等のため産総研に長期

滞在が困難な学生についても、大学の事情に応じた雇用が可能となるよう、

年間の雇用日数や月あたりの勤務日数を柔軟に設定できる運用を継続して

実施した。これにより制度の活用が促進され、リサーチアシスタントの採用

実績が約 14%（採用総数令和元年度比）増加した。また、産総研で実施して

いる研究開発プロジェクトにリサーチアシスタントが参画することで、研究

現場の活性化と研究成果（学会・論文発表等）の創出拡大につながった。 

〈リサーチアシスタント採用実績〉 

 令和元年度：（修士）269名、（博士）140名 計 409名 

令和 2年 9月に策定され

た「第 5 期 産総研の研

究に関する経営方針」を

踏まえ、産総研の価値の

最大化のため、各人材の

キャリアパス構築に向

けた採用・育成・配置・

評価等の制度の適切な

実施及び運用を行うた

め、速やかに「産総研人

材マネジメントポリシ

ー」を策定し、特に人事

配置については、研究職

員が務めていた室長ポ

ストに事務職員を配置

するなど職員の職種や

所属組織の壁を取り払

い、適材適所の徹底に向

けた取組を開始した。ま

た、評価に基づく契約職

員への報奨金制度の導

入等、働き方改革を推進

した。さらに、クロスア

ポイントメント制度、兼

業、リサーチアシスタン

ト制度等を積極的に活

用し、より多くの優れた

研究人材の循環を促進

した。 

計画通りの成果が得

られた。リサーチアシス
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な評価に限定

せず、挑戦的な

研究テーマの

構想力や産総

研内外との連

携構築能力な

ども勘案する。 

他方で、研究

成果の見える

化を図り、研究

者の適性を見

極め、研究実施

に限らない各

種エキスパー

ト職への登用

も含めたキャ

リアパスの見

直しを進める。 

さらに、クロ

スアポイント

メントや兼業、

混合給与、年俸

制、博士課程等

の大学院生を

雇用するリサ

ーチアシスタ

ント（RA）など

を活用し、他組

織との人的連

携や人材流動

化を促進する。 

事務職も登

用先を広げ、研

究企画、IC な

どにも積極的

に登用し、研

究・産学連携の

プロデュース

およびマネジ

メントを行え

る人材を育て

る。 

受けることが

可能なテニュ

アトラック型

任期付研究員、

及びプロジェ

クト型任期付

研究員（年俸制

含む。）を柔軟

かつ効果的に

運用すること

により、多様で

優秀な人材を

積極的に採用

する。 

また、産総研

全体のパフォ

ーマンスの最

大化と、個々の

研究職員が能

力を発揮して

働き甲斐を高

めることを目

的として、一定

の年齢に達し

た研究職員の

「適性の見極

め」を実施す

る。その際、従

来の研究業務

に限らない各

種エキスパー

ト職への登用

も含めたキャ

リアパスの見

直しを進める

とともに、各種

エキスパート

職を目指す者

に対しては、専

門スキル等を

習得するため

の研修受講等、

期付研究員（年俸制含む。）

を柔軟かつ効果的に運用す

ることにより、多様で優秀 

な人材を積極的に採用す

る。 

• 組織全体のパフォーマン

スの最大化と、個々の研究

職員が能力を発揮し、働き

甲斐を高めることを目的

に、一定の年齢に達した研

究職員一人一人の「適性の

見極め」を実施して適材適

所を徹底する。その際、各

種エキスパート職を目指す

者に対しては、その適性に

応じた多様な職制を設定し

て処遇するとともに、新た

な職制に対応した評価基準

等を設定し、適切で公平な

人事評価制度を運用する。

さらに、それぞれの分野に

求められるスキル等の専門

研修を実施する等、キャリ

アチェンジ後のフォローア

ップにも十分な対策を講じ

る。 

• 令和２年度においては、

引き続き卓越した人材が大

学や公的研究機関、企業等

の壁を越えて、複数の組織

において活躍できるよう、

クロスアポイントメント

（混合給与）、兼業、リサー

チアシスタント（RA）等の

人事制度を積極的に活用

し、より多くの優れた研究

人材の循環を促進する。 

• 特に RA については、国の

取組状況等に応じて、産総

研全体での受入れ増を目指

す。 

• 令和２年度においては、

 令和 2年度 ：（修士）277名、（博士）188名 計 465名 

 

・事務職員を初めて連携主査として研究戦略部に 1名、イノベーション推進

本部に 1名配置し、連携活動に必要な専門知識の獲得や企業等とのネットワ

ーク構築を前提とする戦略的な研究企画・連携案件のプロデュース業務に従

事させるなど、研究企画人材の育成を開始した。 

 

・自他の認識ギャップを可視化させ本人のマネジメントスキルへの気づきを

引き出す「360度観察」を試行的に実施した。対象者を研究ユニット長とし、

直属の部下から得た評点とコメントを集約して対象者にフィードバックし、

振り返りの材料として活用させた。 

 

・研究リーダー候補者を対象に、管理者研修を実施した。また、マネジメン

ト層には、新しい価値を生み出す考え方の一助として、バックキャスト思考

法を学ぶための、「技術と市場」をテーマとする特別研修を実施した。 

 

・「人材活用等に関する方針」に基づく人材確保・育成について、「第 5期 産

総研の研究に関する経営方針」を踏まえ、産総研の価値の最大化の観点から、

「産総研人材マネジメントポリシー」を策定した。各人材のキャリアパス構

築に向けた採用・育成・配置・評価等の取組を定め、特に、人事配置につい

ては職員の職種や所属組織の壁を取り払い、適材適所の徹底に向けた取組を

開始したほか、キャリアゲートの適切な実施、能力評価制度、360 度観察、

契約職員報奨金制度等を導入し、その取組を総合的に推進した。また、第 5

期ダイバーシティ推進策に基づき、優秀な研究者の採用に向けた多様な取組

を実施し、新規採用研究職員における女性研究者の累積比率 18%以上を維持

した。 

 

タントの採用実績が令

和元年度比で約 14%増加

した。 
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併せて、研究

職・事務職に関

わりなく 360 

度観察などを

取り入れた上

で、役員を筆頭

としたマネジ

メント層及び

その候補者、研

究マネジメン

トを行う人材

の育成・研修シ

ステムの見直

しを行う。 

なお、人材確

保・育成につい

ては、「科学技

術・イノベーシ

ョン創出の活

性化に関する

法律」（平成 20 

年 法 律 第 63 

号）第 24 条に

基づき策定さ

れた「人材活用

等に関する方

針」に基づいて

取組を進める。 

必要なフォロ

ーアップを行

う。 

さらに、卓越

した人材がそ

れぞれの組織

で活躍するク

ロスアポイン

トメント（混合

給与）や兼業、

優れた研究開

発能力を有す

る大学院生を

雇用して社会

ニーズの高い

研究開発プロ

ジェクト等に

参画させるリ

サーチアシス

タント（RA）等

の人事制度を

活用し、大学や

公的機関、民間

企業等との間

でイノベーシ

ョンの鍵とな

る優れた研究

人材の循環を

促進する。 

加えて、研究

体制の複雑化

等に伴い、重要

性を増してい

る研究企画業

務やイノベー

ションコーデ

ィネータ（IC）

業務等にも事

務職員を積極

的に登用し、研

究・産学連携の

プロデュース

事務職員を研究企画業務等

に登用して、社会的・政策

的な要請に基づく全所的な

研究戦略の企画・立案に関

する業務等に従事させ、研

究・産学連携のプロデュー

ス及びマネジメントが行え

る専門的な人材に育成す

る。 

• 令和２年度においては、

研究職員・事務職員に関わ

りなく、上司、同僚、部下

などの複数の者から「対象

者の日常行動に対する観

察」を集計し、本人と他者

との認識のギャップを可視

化させることにより、管理

職に対して現状の課題認識

に繋げるとともに、本人へ

の行動改善を促す 360 度観

察を導入する。 

• また、将来、研究所経営

を担うマネジメント層の候

補者及び研究業務とマネジ

メント業務の双方に通じ、

研究組織をプロデュース等

して新しい価値を生み出す

研究マネジメントを行う人

材の育成・研修システムの

見直しを行う。 

• 人材確保・育成について

は、「科学技術・イノベーシ

ョン創出の活性化に関する

法律」（平成 20年法律第 63

号）第 24条に基づき、令和

２年度においては、第５期

の「人材活用等に関する方

針」を定めるとともに、そ

の取組を推進する。 
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及びマネジメ

ントが行える

専門的な人材

に育成する。 

併せて、研究

職員・事務職員

に関わりなく

新たに 360 度

観察等を取り

入れるととも

に、役員を筆頭

とした研究所

経営を担うマ

ネジメント層

及びその候補

者並びに研究

業務とマネジ

メント業務の

双方に通じ、研

究組織をプロ

デュース等し

て新しい価値

を生み出す研

究マネジメン

トを行う人材

の育成・研修シ

ステムの見直

しを行う。 

なお、人材確

保・育成につい

ては、「科学技

術・イノベーシ

ョン創出の活

性化に関する

法律」（平成 20

年 法 律 第 63

号）第 24 条に

基づき、ダイバ

ーシティ推進、

ワーク・ライ

フ・バランス推

進を含めた「人
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材活用等に関

する方針」を定

めて取り組む。 

２．業務運営全

般の適正性確

保及びコンプ

ライアンスの

推進 

産総研が、そ

の力を十分発

揮し、ミッショ

ンを遂行する

に当たっては、

業務全般の一

層の適正性確

保も必要かつ

重要である。こ

のため、業務が

適正に執行さ

れるよう、業務

執行ルールの

不断の見直し

に加え、当該ル

ールの周知徹

底等を行い、厳

正かつ着実に

コンプライア

ンスを確保す

る。 

２．業務運営全

般の適正性確

保及びコンプ

ライアンスの

推進 

業務運営全般

の適正性が確

保されている

ことは、産総研

がミッション

を遂行するう

えでの大前提

である。業務の

適正な執行に

向けて、法令や

国の指針等を

踏まえ、業務執

行ルールの不

断の見直しを

行うとともに、

当該ルールの

内容について、

説明会、研修及

び所内イント

ラでの案内等

により、職員に

周知徹底する。 

また、厳正か

つ着実なコン

プライアンス

推進のため、職

員のコンプラ

イアンス意識

を高めるべく、

所要の職員研

２．業務運営全般の適正性

確保及びコンプライアンス

の推進 

• 業務運営の基盤となる業

務執行ルールについて、法

令や国の指針等を踏まえ、

不断の見直しを行うととも

に、業務が適正に執行され

るよう、職員に周知徹底す

る。 

• 各組織単位で運営方針を

定め、各組織の所属職員に

対し、組織の役割やマネジ

メント方針を明確に示す。

• 顧問弁護士を最大限に活

用しつつ、業務運営上の課

題に対する法的支援を行

う。また、共同研究契約書

をはじめとする各種契約書

の審査を行うことで、契約

に係るリスクの未然防止を

図る。 

• 特定の階層を対象とした

階層別研修及び全職員を対

象とした職員等基礎研修

（e-ラーニング）において、

職員のコンプライアンス意

識を高めるための研修を実

施する。 

• 「コンプライアンス推進

週間」について、実施期間

を「週間」から「月間」に

変更するとともに、当該期

・業務の適正な執行のために、見直しが行われた業務執行ルールについて、

ポスター等により適切な時機に広く職員等に周知を行った。また、各種研修

において、業務執行ルールが適正に執行されずに発生したリスク事例等を紹

介することにより、注意喚起を行うとともに、再発防止を促した。 

・組織単位の運営方針として、令和 2年度ポリシーステートメントを策定し

所内に周知することにより、各組織の構成員に対し、組織の役割やマネジメ

ント方針を明確に示した。

・外部弁護士との連携を拡大・深化し、研究者からの IT関連等の専門的な法

律相談に広く対応するとともに、新型コロナウイルス感染症や働き方改革等

の時事関連にも対応する等、合計約 140件の法律相談に適切かつ迅速に対応

した。また、共同研究契約書に加え、新たに一般調達関連及び情報システム

関連等の契約書についても審査プロセスを本格開始し、合計約 290件の契約

書について審査を行った。 

・職員等のコンプライアンス意識を高めるために、e−ラーニング及び階層別

研修において、コンプライアンスに関する講義を実施した。講義では、近年

発生したリスク事例の紹介やグループワークを実施し、より効果的にコンプ

ライアンス意識の向上を図り、再発防止を促した。さらに、令和 2年度から

新たに顧問弁護士による研究者向けの研修を開催し、法律相談の事例等を紹

介しながら、研究遂行上備えておくべき法的視点を養成した。 

・平成 30年度から毎年度実施している「コンプライアンス推進週間」につい

て、実施期間を「週間」から「月間」に拡大して、組織一体で強力にコンプ

ライアンスを推進した。具体的には、12月を「コンプライアンス月間」と設

定し、①理事長からのメッセージの所内発信、②幹部及び管理職を対象とし

た特別研修の実施、③部署ごとでの主体的な取組の決定・実施、④研究所全

体の取組の対外発信、⑤スローガンの所内公募及びポスターへの掲載等のコ

ンプライアンスに関する取組を重点的に行った。

・国研協に産総研の主導により設置された「コンプライアンス専門部会」（以

下、「専門部会」という。）において、令和元年度に引き続き、専門部会長及

び事務局を担い、全 27 法人が参加する専門部会を 2 回開催し、コンプライ

アンスに関する情報共有を図るとともに、共通課題について検討を行った。

また、平成 30年度から参加法人が合同で実施してきた「コンプライアンス推

各項目について所期の

計画を確実に実行する

とともに、業務運営上の

課題に対する法的支援

の強化とコンプライア

ンス意識向上のための

普及啓発の点において、

水準以上の実績を上げ

た。具体的には、研究者

からの専門的な法律相

談に対応するために、令

和 2年度新たに外部弁護

士との連携を拡大・深化

し、相談内容に応じた適

切かつ迅速な対応を可

能とした。また、研究現

場におけるリスク感度

養成のために、令和 2年

度から新たに顧問弁護

士による研究者向けの

研修を開催し、法務機能

の周知及び法的思考の

啓発を行った。さらに、

国立研究開発法人協議

会（以下、「国研協」とい

う。）においてコンプラ

イアンス専門部会の事

務局を担い、当該部会の

統一スローガンやポス

ターの作成、合同研修の

実施等に取り組み、コン

プライアンス推進の牽

引役として貢献した。 

また、業務の適正性を

検証するため、令和元年

度と比して監査品質を
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修や啓発活動

等を引き続き

実施する。 

業務の適正性

を検証するた

め、内部監査担

当部署等によ

る計画的な監

査等を実施す

る。 

コンプライア

ンス上のリス

ク事案が発生

した場合には、

定期的に開催

するコンプラ

イアンス推進

委員会に迅速

に報告し、理事

長の責任の下、

適切な解決を

図るとともに、

有効な再発防

止策を講じる。 

間中の取組を強化し、コン

プライアンスのより一層の

推進を図る。 

• 昨年度に引き続き、国立

研究開発法人協議会コンプ

ライアンス専門部会の部会

長及び事務局を担い、国立

研究開発法人全体のコンプ

ライアンス推進を牽引す

る。 

• 業務の適正性を検証する

ため、研究推進組織、本部

組織、事業組織及び特別の

組織並びにそれらの内部組

織を対象に包括的な監査を

効率的かつ効果的に実施す

る。 

• コンプライアンス上のリ

スク事案が発生した場合、

コンプライアンス推進委員

会（委員長：理事長）に迅

速に報告が行われる体制を

維持する。 

• コンプライアンス推進委

員会を定期的に開催し、同

委員会において、リスク事

案の対応方針を決定のう

え、発生現場に対し具体的

な指示を行い、適切な解決

を図るとともに、有効な再

発防止策を講じる。 

• 所内で発生したリスク事

案を役員等が出席する定例

会議において報告し、リス

ク事案の共有及び再発防止

に努める。 

進週間」について、「コンプライアンス推進月間」として実施期間を拡大する

ことを産総研から提案して実現し、当該期間において、統一スローガンやポ

スターの作成、参加法人の幹部及び管理職を対象とした研修を実施した。

・研究所の経営活動全般にわたる制度及び業務の執行状況を監査し、改善及

び合理化への助言、勧告等を行うことにより、その公正かつ効率的な執行を

確保することを目的として、令和 4年度までの 3年間で全組織（127）をおお

むね 3年で一巡することを目指し、令和 2年度においては、51組織を対象と

した内部監査を実施した。 

内部監査で確認された発見事項を毎週開催されるコンプライアンス推進

委員会へ報告することにより、委員会への速やかな情報共有と委員会からの

指示に対応した。併せて、被監査部署等における軽微な発見事項についても

速やかに改善を促すことで、早期からのリスク発生の低減に繋げた。 

・令和 2年度に引き続き、コンプライアンス上のリスク事案について、理事

長を委員長とする「コンプライアンス推進委員会」に迅速に報告が行われる

体制を維持し、リスク事案の解決に向けて適切に対応した。 

・「コンプライアンス推進委員会」を毎週開催し、所内で発生したリスク事案

を迅速に報告して対応方針を決定し、関係部署に対して、再発防止策の策定

や外部の関係先への対応等について具体的な指示を出すことにより、リスク

事案の解決にむけて迅速かつ適切に対応した。さらに、関係部署と連携して、

発生したリスク事案の原因等を分析し、類似のリスク事案の発生可能性を想

定した新たな専門講習や理解度テスト等の導入を図り、全所的に有効な再発

防止策を講じた。 

・所内で発生したリスク事案の概要や対応状況の進捗等について、領域や本

部組織の長、幹部職員が出席する会議や、全国の地域センター所長や事業所

長が出席する会議において定期的に報告することにより、リスク情報の共有

とそれによる再発の防止に努めた。 

向上させながらも、従来

の 3倍の数の部署への内

部監査に加えて、個別テ

ーマ監査も含めた「令和

2 年度内部監査年度計画

書」を掲げ、計画通りに

実施した。実施に当たっ

ては、業務効率化や新型

コロナウイルスの影響

の観点から、Web による

非対面の監査を実施し、

自らの業務プロセスに

ついて議論し自己評価

させる手法（統制自己評

価＝CSA）を取り入れる

などの改善を図った。 
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３．情報セキュ

リティ対策等

の徹底による

研究情報の保

護 

第４期中長期

目標期間中に

発生した不正

アクセス事案

を踏まえ、情報

システム及び

重要情報にお

ける情報セキ

ュリティの確

保のための対

策を徹底する。

また、重要情報 

の特定及び管

理を徹底する。

さらに、震災等

の災害時への

対策を確実に

行うことによ

り、業務の安全

性、信頼性を確

保する。 

３．情報セキュ

リティ対策等

の徹底による

研究情報の保

護 

第４期中長期

目標期間中に

発生した不正

アクセス事案

を踏まえ、情報

システム及び

重要情報にお

ける情報セキ

ュリティの確

保のための対

策と、重要情報

の特定及び管

理を徹底する。

具体的には、産

総研ネットワ

ークの細分化

等による強固

なセキュリテ

ィ対策を講ず

るとともに、サ

イバー攻撃や

不審通信を監

視する体制を

整え、不正アク

セス等を防止

する。 

さらに、震災

等の災害時に

備え、重要シス

テムのバック

アップシステ

ムを地域セン

ター等に設置

し運用する等

の対策を行い、

これにより業

３．情報セキュリティ対策

等の徹底による研究情報の

保護 

• 不正アクセスの再発防止

策としての情報セキュリテ

ィ対策を徹底して行う。 

• 機密性の高い情報の管理

を徹底することで、重要情

報の保護に万全を期す。 

• 災害時を想定したバック

アップ機能の維持や訓練の

実施等により、有事に備え

た対応を行う。 

・コロナ禍により当初計画通り作業を進めることが困難であったが、不正ア

クセスの再発防止策として、端末管理ソフトの導入や、フラットなネットワ

ークを解消し、万が一マルウェアの侵入やサイバー攻撃があっても被害を最

小限に抑え、かつ早急な検出や対策が可能なネットワークへの構成変更を実

施した。また、不正アクセスの発覚を受け実施された内閣サイバーセキュリ

ティセンター（NISC）による特別監査も令和 2年度で終了し、再発防止策に

向けた対策及び改善策についてもおおむね履行の実績を確認したとの監査

結果を受けた。研究の利便性を著しく損ねることなくセキュリティを向上さ

せる取り組みを行ったことに対し、監査報告書では「貴法人は、令和 2年度

より、CISO 及び情報セキュリティ主管部の体制を刷新し、ガバナンスの強化

を目指す姿が印象に残りました。引き続き、CISOと情報セキュリティ主管部

が、綿密に連携を図り、日常的なセキュリティ管理上の課題に加えて、『研究

機関の特性に配慮したガバナンスの必要性』という中長期的な経営課題の推

進に努めてください。」とのコメントが出されている。（注：CISO＝最高情報

セキュリティ責任者）

・情報の管理を徹底するため、情報セキュリティ監査において、情報セキュ

リティポリシーの周知状況及び各種管理簿の作成状況を確認する書面監査

の手法を見直し、全ユニット（158）の情報機器等の管理簿の内容まで確認す

ることで、より具体的な管理方法等の助言、対策に繋げた。また、技術情報

流出への対策強化として、実験データ等を記録する「研究ノート記録システ

ム」の改修を行い、システムから実験データのダウンロード及び印刷の制限

をするとともに USBメモリを使用禁止とした。これに加え、技術情報の管理

方法に関するガイドラインを策定し、技術情報流出対策を強化した。 

・災害発生時にインフラシステムを早急に復旧するための事業継続計画対応

訓練を実施した。これに加え、不正アクセス事案を踏まえ、大規模なセキュ

リティインシデント発生時を想定した事業継続計画対応訓練も実施し、復旧

における体制や手順の確認を実施した。 

コロナ禍により当初計

画通り作業を進めるこ

とが困難であったが、不

正アクセスの再発防止

策は、令和 2年度実施し

た端末管理ソフトの導

入やネットワーク分割

をもって一通りの対策

は完了した。重要情報の

保護については、端末管

理ソフト等を用いて、端

末の情報管理などを実

施予定。事業継続計画対

応訓練については、災害

時を想定した訓練に加

え、セキュリティインシ

デントを想定した訓練

も実施するなど、目標の

水準を満たしている。 
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務の安全性、信

頼性を確保す

る。 

 

 ４．情報公開の

推進等 

 

適正な業務

運営及び国民

からの信頼を

確保するため、

適切かつ積極

的に情報の公

開を行うとと

もに、個人情報

の適切な保護

を図る取組を

推進する。具体

的には、「独立

行政法人等の

保有する情報

の公開に関す

る法律」（平成

13 年 12 月 5 

日法律第 140

号）及び「独立

行政法人等の

保有する個人

情報の保護に

関する法律」

（平成 15 年 5 

月 30 日法律

第 59 号）に基

づき、適切に対

応するととも

に、職員への周

知徹底を行う。 

 

 

４．情報公開の

推進等 

 

適正な業務

運営及び国民

からの信頼を

確保するため、

法令等に基づ

く開示請求対

応及び情報公

開を適切かつ

積極的に実施

するとともに、

個人情報の適

切な保護を図

る取組を推進

する。 

具体的には、

「独立行政法

人等の保有す

る情報の公開

に関する法律」

（平成 13 年法

律第 140号）及

び「独立行政法

人等の保有す

る個人情報の

保護に関する

法律」（平成 15

年 法 律 第 59

号）に基づき、

適切に対応す

るとともに、職

員への周知徹

底を行う。 

 

４．情報公開の推進等 

 

 

• 法令等に基づく開示請求

対応及び情報公開を適切か

つ円滑に実施する。また、

情報公開請求の対象となる

法人文書の適切な管理のた

め、部門等に対する点検等

を効率的かつ効果的に実施

する。 

• 個人情報の適切な管理の

ため、部門等に対する点検

等及び監査を効率的かつ効

果的に実施する。また、職

員の理解増進を図るため周

知徹底を行う。 

 

 

 ・情報公開法に基づく法人文書の開示請求 6件に対応し、すべての案件につ

いて期限内に適切に開示決定等を実施した。任意事項の情報公開の対応を要

する案件はなかった。 

業務運営の透明性を向上させる観点から、すべての産総研規程類（91件）

を公式ホームページで公開するとともに、規程類の制定・改正の都度、速や

かに公開した。 

情報公開請求の対象となる法人文書の適切な管理の推進については、点検

等を効果的に実施した。 

具体的な取組として、法人文書の適切な管理の推進については、各部署に

おける管理状況の自主点検を行うととともに、総務企画部による管理状況の

現場調査（7部署）を実施した。 

産総研内全部署（93部署）の文書の分類及び保存期間等の基本事項を定め

た法人文書分類基準表の更新を実施するとともに、更新後の基準表をイント

ラに掲載し、法人文書を適切に管理するための基本情報として職員等に周知

した。また、業務運営の透明性を向上させる観点から、産総研内全部署の基

準表を公式ホームページで公開した。 

テレワークの増加や押印の見直しに伴い、イントラに掲載している「法人

文書管理マニュアル」について、法人文書の電子的管理に関する内容等を拡

充し、職員等に周知した。 

法人文書の適切な管理について、職員等の認識と理解を増進させるため、

全職員等を対象に e-ラーニングによる研修を継続実施した（受講率：99.9%）。 

 

・個人情報の適切な取扱いに向けて、点検、監査を効率的に実施した。 

具体的には、マイナンバーを含む個人情報保護について、職員等の認識、

理解を増進させるため、令和元年度に引き続き、全職員等を対象に e-ラーニ

ングによる研修を実施した（受講率：99.9%）。 

個人情報の適切な管理の推進のため、各部署における管理状況の自主点検

を行うととともに、対象部署の拡充及び事務の効率化のため、情報セキュリ

ティの監査と合わせた統合監査として、書面及び現場による調査（158部署）

を実施した。 

 

年度計画を踏まえて適

切な取組を実施し、計画

どおり達成できた。 

法令等に基づく開示

請求に適切に対応する

とともに、法人文書の管

理、及び個人情報の管理

について、継続的な自主

点検や e-ラーニングを

通じて職員の意識向上

を図った。 
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 ５．長期的な視

点での産総研

各拠点の運営

検討 

 

産総研が世

界トップレベ

ルの研究機関

として、社会課

題の解決、経済

成長・産業競争

力の強化に貢

献するイノベ

ーションを創

出するため、つ

くばセンター、

臨海副都心セ

ンター、柏セン

ター、福島再生

可能エネルギ

ー研究所、各地

域センターの

最適な拠点の

配置や運営に

ついて、長期的

な視点で第５

期中長期期間

中に検討を行

う。 

 

 

５．長期的な視

点での産総研

各拠点の運営

検討 

 

産総研が世

界トップレベ

ルの研究機関

として、社会課

題の解決、経済

成長・産業競争

力の強化に貢

献するイノベ

ーションを創

出するため、つ

くばセンター、

臨海副都心セ

ンター、柏セン

ター、福島再生

可能エネルギ

ー研究所、各地

域センターの

最適な拠点の

配置や運営に

ついて、産総研

の各拠点は世

界最高水準の

研究開発を行

う研究開発拠

点であること

を十分考慮し、

長期的な視点

で第５期中長

期目標期間中

に検討を行 

う。 

 

５．長期的な視点での産総

研各拠点の運営検討 

 

 

 

• 産総研が世界トップレベ

ルの研究機関として、社会

課題の解決、経済成長・産

業競争力の強化に貢献する

イノベーションを創出する

ため、つくばセンター、臨

海副都心センター、柏セン

ター、福島再生可能エネル

ギー研究所、各地域センタ

ーの最適な拠点の配置や運

営について、産総研の各拠

点は世界最高水準の研究開

発を行う研究開発拠点であ

ることを十分考慮し、長期

的な視点で検討を行う。 

 

 

 ・「統合イノベーション戦略 2020」において政府戦略を策定することとされ

ているマテリアル分野に関する新たな研究拠点として、マテリアル・プロセ

スイノベーションプラットフォーム形成を目指したオープンイノベーショ

ン拠点の整備を材料・化学研究領域及び企画本部にて検討した。具体的には、

日本が強みを有する製造プロセス技術の更なる高度化を図り、データ活用に

よるプロセス技術開発等を加速させるためのマテリアル・プロセスイノベー

ションプラットフォーム形成を目指し、材料・化学研究領域の研究ユニット

が配置されている地域センターを、原料から製品に至るまでの製造プロセス

データの収集、改善、分析を行うオープンイノベーション拠点として強化す

ることを検討した。 

また、地域センターの企画機能を担う地域室を企画本部内に新設し、各地

域センターの最適な拠点の配置や運営について、長期的な視点での検討を進

めた。地域センター所長及び研究戦略部長等による地域拠点戦略会議を定期

的に（11 回/年）開催し、加えて web 会議システムを活用した地域室と地域

センターとの意見交換等によって、地域における連携活動の在り方等につい

て議論を進めた。 

さらに令和 2年度は、連携活動の促進のため設けている全 6個のサイトの

必要性を議論し、web 会議や貸し会議室の利活用によって現在の機能代替が

可能であるとの判断をもとに「仙台青葉サイト」を令和 2年度末で廃止する

ことを決定した。 

 

「統合イノベーション

戦略 2020」において政府

戦略を策定することと

されているマテリアル

分野に関する新たな研

究拠点として、マテリア

ル・プロセスイノベーシ

ョンプラットフォーム

の形成を目指したオー

プンイノベーション拠

点の整備を材料・化学研

究領域及び企画本部に

て検討した。 

地域センターの企画

機能を担う地域室を企

画本部内に新設し、各地

域センターの最適な拠

点の配置や運営につい

て、長期的な視点で検討

を行う体制を整え、議論

を開始した。 
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６．施設及び設

備に関する計

画 

下表に基づ

き、施設及び設

備の効率的か

つ効果的な維

持・整備を行

う。また、老朽

化によって不

要となった施

設等について、

閉鎖・解体を計

画的に進める。 

エネルギー

効率の高い機

器を積極的に

導入するとと

もに、安全にも

配慮して整備

を進める。 

（表省略） 

• 施設及び設備の効率的な

維持・整備のため、平成 31

年度当初予算で実施する、

老朽化対策（電力関連設備、

給排水関連設備、外壁・屋

根・内装関連設備、中央監

視関連設備、特殊ガス防災

関連設備）を着実に推進す

る。 

• 令和元年度補正予算で実

施する、革新的環境イノベ

ーション戦略加速プログラ

ム（ゼロエミッション国際

共同研究拠点整備）及び施

設整備費補助金（防災対策）

（外壁・屋根・内装関連設

備、外構）を着実に推進す

る。 

・平成 31 年度当初予算の施設整備費補助金による老朽化対策について、老

朽化が著しい各設備の改修工事を実施した。 

具体的には、つくばセンター、中部センター及び関西センターの電気設備、

外壁・屋根・内装設備、給排水設備及び自動制御設備を改修したことにより、

災害が発生した場合、火災や感電による人身事故の危険や大規模停電や漏水

等に起因した研究機器の故障等による研究停止のリスクが低減した。また、

同センターの中央監視設備及び特殊ガス防災設備を改修したことにより、関

連法に定められる使用基準等を遵守できなくなる可能性や、特殊ガスの漏洩

による有毒ガスの拡散、漏電などによる火災など、重大事故につながるリス

クが低減し、研究開発環境の維持及び安全対策の強化を図る等、計 13件の工

事を実施した。 

・令和元年度補正予算の施設整備費補助金による「革新的環境イノベーショ

ン戦略加速プログラム(ゼロエミッション国際共同研究拠点整備)」におい

て、「2050 年までに温室効果ガス排出量 80％削減（令和 2 年 1 月当時）」と

いう長期的目標に向け、世界の叡智を結集し、国際共同研究を実施する場と

して「ゼロエミッション国際共同研究拠点」（令和 3年 3月完成）をつくばセ

ンター西事業所内に整備した。「ゼロエミッション国際共同研究拠点」は、築

後 40 年以上を経過する既存の研究棟を改修するため難易度の高い工事であ

ったが、エネルギー効率の高い機器や太陽光発電設備を積極的に導入する

等、環境負荷の低減に配慮の上、短期間の過密スケジュールの中で完了させ

ることができた。また、老朽化によって不要となった 2棟（延床面積 994 m2）

については、解体撤去を実施した。 

防災対策について、耐用年数の超過により研究施設の劣化が著しいことか

ら、大規模な災害が発生した場合、研究施設への浸水・漏水による研究機器

の故障や漏電による火災・感電などの人身事故が発生する恐れもあるため、

つくばセンター、東北センター及び臨海副都心センター施設の屋根・外壁、

内装・外構の改修工事を行い、研究開発環境の維持及び安全対策の強化を図

ることで業務停滞による企業の社会経済活動への影響を防止する等、計 6件

の工事を実施した。 

令和 2年度計画通りに各

業務を実施した。 

革新的環境イノベー

ション戦略加速プログ

ラム(ゼロエミッション

国際共同研究拠点整備)

を着実に推進させた。ま

た、老朽化が著しいつく

ばセンター、中部センタ

ー、関西センター及び九

州センターの電気設備、

外壁・屋根・内装設備、

給排水設備、自動制御設

備、中央監視設備及び特

殊ガス防災設備の改修

工事を実施し、研究開発

環境の維持及び安全対

策の強化を図った。さら

に、つくばセンター、東

北センター及び臨海副

都心センターの外壁・屋

根・内装設備、外構を整

備することにより、防災

対策の強化を図った。 

４．その他参考情報

通則法 28条の 4の規定に基づく評価結果の反映状況 

評価結果 令和 2年度の対応状況 

 引き続き「コンプライアンスの意識を持った組織文化の醸成」等を推進し、業務運営体制の整

備を今後も行っていくことが重要。

 職員等のコンプライアンス意識を高めるために、e−ラーニング及び階層別研修において、コンプラ

イアンスに関する講義を実施した。

平成 30年度から実施している「コンプライアンス推進週間」について、実施期間を「週間」か

ら「月間」に拡大して、組織一体で強力にコンプライアンスを推進した。 

国研協コンプライアンス専門部会において、令和元年度に引き続き、専門部会長及び事務局を担

い、国立研究開発法人全体のコンプライアンス推進を牽引する。専門部会を 2回開催し（7月及び

3 月）コンプライアンスに関する情報共有を図るとともに、共通課題について検討を行った。また、
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平成 30年度から参加法人が合同で実施してきた「コンプライアンス推進週間」について、「コン

プライアンス推進月間」として実施期間を拡大することを産総研から提案して実現し、統一スロー

ガンやポスターの作成、参加法人の幹部及び管理職を対象とした研修（令和 2年 10月）を実施し

た。 




